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東北電原運第 ２７号 

令和元年１２月１６日 

 

原子力規制委員会 殿 

 

仙 台 市 青 葉 区 本 町 一 丁 目 ７ 番 １ 号 

東北電力株式会社 

取締役社長 社長執行役員 

          原田  宏哉 

 

 

女 川 原 子 力 発 電 所 原 子 炉 施 設 

保 安 規 定 変 更 認 可 申 請 に つ い て 

 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３の２４ 

第１項の規定により，下記のとおり女川原子力発電所原子炉施設保安規定の変更

認可を申請いたします。 

 

記 

 

１．変更の内容 

昭和５８年９月２０日付５８資庁第１３０４５号で認可を受け，別表のとおり

変更認可を受けた女川原子力発電所原子炉施設保安規定の記述を，別添の女川原

子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表の変更後欄のとおり変更する。（ただ

し，下線は含まない。） 
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２．変更理由 

（１）女川１号炉廃止措置に伴う変更 

   女川１号炉は，平成３０年１２月２１日をもって運転終了し，令和元年７月

２９日に核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３

の３４第２項の規定に基づき，廃止措置計画認可を申請した。 

廃止措置計画に定められている廃止措置を実施するため，女川原子力発電所

原子炉施設保安規定を運転段階と廃止措置段階に分編化し，関連する条文の変

更および新規条文の追加を行う。 

（変更する条文） 

第１条（目的），第３条（品質保証計画），第４条（保安に関する組織），

第５条（保安に関する職務），第６条（原子炉施設保安委員会），第７条（原

子炉施設保安運営委員会），第９条の２（電気主任技術者およびボイラー・

タービン主任技術者の職務等），第１１条（構成および定義），第１１条の

２（原子炉の運転期間），第１２条（原子炉の運転員の確保），第１７条（地

震・火災等発生時の対応），第２２条（制御棒のスクラム機能），第２４条

（ほう酸水注入系），第２５条（原子炉熱的制限値），第２６条（原子炉熱

出力および炉心流量），第２７条（計測および制御設備），第２８条（原子

炉再循環ポンプ），第２９条（ジェットポンプ），第３０条（主蒸気安全弁

および主蒸気逃がし安全弁），第３１条（格納容器内の原子炉冷却材漏えい

率），第３３条（原子炉冷却材中のよう素１３１濃度），第３４条（原子炉

停止時冷却系その１），第３７条（原子炉冷却材温度および原子炉冷却材温

度変化率），第３９条（非常用炉心冷却系その１），第４０条（非常用炉心

冷却系その２），第４１条（原子炉隔離時冷却系），第４３条（格納容器お

よび格納容器隔離弁），第４５条（サプレッションプールの平均水温），第

４６条（サプレッションプールの水位），第５１条（非常用ガス処理系），

第５２条（残留熱除去冷却海水系），第５３条（非常用補機冷却水系および

非常用補機冷却海水系），第５４条（原子炉補機冷却水系および原子炉補機

冷却海水系），第５５条（高圧炉心スプレイ補機冷却水系および高圧炉心ス

プレイ補機冷却海水系），第５８条（中央制御室非常用換気空調系）， 

第６１条（非常用ディーゼル発電機その１），第６２条（非常用ディーゼル
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発電機その２），第６３条（非常用ディーゼル発電機燃料油等），第６４条

（直流電源その１），第６５条（直流電源その２），第６６条（所内電源系

統その１），第６７条（所内電源系統その２），第７０条（複数の制御棒引

き抜きを伴う検査），第７８条（異常時の措置），第８６条（使用済燃料の

貯蔵），第８８条（放射性固体廃棄物の管理），第８９条（放射性液体廃棄

物の管理），第９０条（放射性気体廃棄物の管理），第９１条（放出管理用

計測器の管理），第９３条（管理区域の設定および解除），第９４条（管理

区域内における区域区分），第９８条（保全区域），第１０３条（放射線計

測器類の管理），第１０８条の２（原子炉施設の経年劣化に関する技術的な

評価および長期保守管理方針），第１１０条の２（緊急作業従事者の選定），

添付１（原子炉がスクラムした場合の運転操作手順），添付２（管理区域図），

添付３（保全区域図），添付４（長期保守管理方針） 

 

（追加する条文） 

第２０１条（目的），第２０２条（基本方針），第２０２条の２（関係法令

および保安規定の遵守），第２０２条の３（安全文化の醸成），第２０３条

（品質保証計画），第２０４条（保安に関する組織），第２０５条（保安に

関する職務），第２０６条（原子炉施設保安委員会），第２０７条（原子炉

施設保安運営委員会），第２０８条（廃止措置主任者の選任），第２０９条

（廃止措置主任者の職務等），第２１１条（構成および定義），第２１２条

（原子炉施設の運転員の確保），第２１３条（巡視），第２１４条（マニュ

アルの作成），第２１５条（引継および通知），第２１６条（原子炉の運転

停止に関する恒久的な措置），第２１７条（地震・火災等発生時の対応），

第２１７条の２（電源機能喪失時等の体制の整備），第２１８条（安全貯蔵），

第２１９条（工事の計画および実施），第２２０条（工事完了の報告），第

２５６条（使用済燃料プールの水位・水温），第２７３条（施設運用上の基

準の確認），第２７４条（施設運用上の基準を満足しない場合），第２７６

条（施設運用上の基準に関する記録），第２８０条（新燃料の運搬）， 

第２８１条（新燃料の貯蔵），第２８６条（使用済燃料の貯蔵），第２８７

条（使用済燃料の運搬），第２８８条（放射性固体廃棄物の管理）， 
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第２８８条の２（放射性廃棄物でない廃棄物の管理），第２８８条の３（事

故由来放射性物質の降下物の影響確認および所外搬出等の管理），第２８９

条（放射性液体廃棄物の管理），第２９０条（放射性気体廃棄物の管理），

第２９１条（放出管理用計測器の管理），第２９２条（頻度の定義）， 

第２９３条（管理区域の設定および解除），第２９４条（管理区域内におけ

る区域区分），第２９５条（管理区域内における特別措置），第２９６条（管

理区域への出入管理），第２９７条（管理区域出入者の遵守事項）， 

第２９８条（保全区域），第２９９条（周辺監視区域），第３００条（線量

の評価），第３０１条（床，壁等の除染），第３０２条（外部放射線に係る

線量当量率等の測定），第３０３条（放射線計測器類の管理），第３０４条

（管理区域外等への搬出および運搬），第３０５条（発電所外への運搬），

第３０６条（協力企業の放射線防護），第３０７条（頻度の定義）， 

第３０８条（保守管理計画），第３０８条の３（溶接事業者検査の実施），

第３０９条（原子力防災組織），第３１０条（原子力防災組織の要員），第

３１０条の２（緊急作業従事者の選定），第３１１条（原子力防災資機材の

整備），第３１２条（通報経路），第３１３条（緊急時演習），第３１４条

（通報），第３１５条（緊急時体制の発令），第３１６条（応急措置），第

３１７条（緊急時における活動），第３１７条の２（緊急作業従事者の線量

管理等），第３１８条（緊急時体制の解除），第３１９条（所員への保安教

育），第３２０条（協力企業従業員への保安教育），第３２１条（記録），

第３２２条（報告），添付２－２（管理区域図），添付２－３（保全区域図） 
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（２）放射性廃棄物でない廃棄物の管理に伴う変更 

   旧原子力安全・保安院指示文書「原子力施設における「放射性廃棄物でない

廃棄物」の取扱いについて（指示）」（ＮＩＳＡ－１１１ａ－０８－１）（平

成20・04・21 原院第1 号）を受け，関連する次の条文の追加・変更を行う。 

（追加する条文） 

第８８条の２（放射性廃棄物でない廃棄物の管理） 

（変更する条文） 

第３条（品質保証計画） 

第８８条の２（事故由来放射性物質の降下物の影響確認） 

 

（３）記載の適正化 

ａ．女川１号炉廃止措置に伴い変更する条文のうち，第３０条（主蒸気安全弁

および主蒸気逃がし安全弁），第６１条（非常用ディーゼル発電機その１）の

記載について，東通原子力発電所との記載の整合を図る。 

ｂ．第８８条（放射性固体廃棄物の管理）の記載について，読み替えとの整合

を図る。 

ｃ．第１０８条（保守管理計画）の記載について，本文と注釈との整合を図る。 

ｄ．第１１９条（所員への保安教育）の記載について，表現の統一を図る。 

 

 

３．施行期日 

本規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 

ただし，女川１号炉廃止措置に伴う変更については，第４条 図４ 発電所の保安

に関する組織および，第２０４条 図２０４ 発電所の保安に関する組織への変更

を行う日から施行する。 

以 上 
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女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更認可の経緯 

 認 可 年 月 日 認 可 証 番 号 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

昭 和 59年 7月 24日 

昭 和 6 3年 2月 4日 

平 成 元 年 2月 27日 

平 成 元 年 3月 31日 

平 成 元 年 5月 9日 

平 成 2年 2月 1 9日 

平 成 2年 3月 2 3日 

平 成 5年 4月 1 6日 

平 成 5年 1 0月 7日 

平 成 6年 9月 2 6日 

平 成 7年 7月 1 9日 

平 成 7年 1 2月 6日 

平 成 11年 4月 20日 

平 成 12年 1月 26日 

平 成 12年 5月 19日 

平 成 1 3年 1月 5日 

平 成 13年 2月 23日 

平 成 13年 3月 30日 

平 成 13年 7月 25日 

平成 13年 10月 11日 

平成 13年 12月 18日 

平 成 14年 7月 15日 

平成 14年 10月 22日 

平 成 15年 3月 19日 

平 成 1 5年 7月 1日 

平 成 16年 5月 20日 

平 成 16年 8月 31日 

平成 16年 12月 17日 

平成 17年 11月 28日 

平 成 18年 2月 22日 

平成 18年 10月 27日 

平 成 19年 6月 12日 

平成 19年 12月 13日 

平成 19年 12月 13日 

平 成 20年 6月 18日 

平 成 20年 8月 22日 

平成 20年 12月 12日 

平成 21年 10月 14日 

平 成 22年 1月 22日 

平 成 2 3年 6月 1日 

5 9資 庁 第 984 8号 

62資庁第 16331号 

元 資 庁 第 6 7 9号 

元 資 庁 第 349 7号 

元 資 庁 第 455 4号 

2資 庁 第 1 4 1 2 号 

2資 庁 第 1 8 7 8 号 

5資 庁 第 3 0 4 8 号 

5資 庁 第 10 2 7 5号 

6資 庁 第 9 6 6 5 号 

7資 庁 第 8 4 6 2 号 

7資 庁 第 12 2 7 2号 

平成11･02･18資第15号 

平成11･12･21資第31号 

平成12･04･12資第23号 

平成 12･08･31資第 8号 

平成 13･01･19原第 1号 

平成 13･03･23原第 2号 

平成13･07･02原第12号 

平成 13･09･19原第 1号 

平成 13･11･29原第 7号 

平成 14･06･21原第 2号 

平成 14･09･27原第 6号 

平成 15･03･11原第 9号 

平成 15･06･26原第 6号 

平成15･12･24原第18号 

平成16･08･11原第13号 

平成16･11･17原第11号 

平成 17･11･07原第 4号 

平成18･01･27原第12号 

平成 18･10･12原第 4号 

平成 19･05･18原第 3号 

平成19･09･28原第35号 

平成19･11･30原第20号 

平成 20･05･28原第 8号 

平成 20･07･11原第 8号 

平成20・10・31原第4号 

平成21・08・17原第5号 

平成21・12・17原第1号 

平成23・04・08原第35号 

別表 
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 認 可 年 月 日 認 可 証 番 号 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

欠番 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

平 成 2 3年 6月 1日 

平 成 23年 6月 15日 

平 成 2 4年 9月 6日 

平 成 2 5年 7月 5日 

平 成 26年 1月 28日 

平 成 26年 5月 21日 

－ 

平 成 26年 6月 24日 

平 成 28年 3月 24日 

平 成 29年 6月 30日 

平 成 3 0年 2月 6日 

平 成 31年 2月 15日 

令 和 元 年 6月 3日 

平成23・04・22原第10号 

平成23・05・19原第16号 

2 0 1 2 0 7 3 1 原 第 6 8 号 

原管Ｂ発第 1307047号 

原管Ｂ発第 1401281号 

原規規発第 1405212号 

－ 

原規規発第 1406241号 

原規規発第 1603245号 

原規規発第 1706302号 

原規規発第 1802067号 

原規規発第 1902153号 

原規規発第19060310号 

 



別添 
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女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

9 

変更前 変更後 理由 

 
 

 

 

 

 

 

女川原子力発電所 

原 子 炉 施 設 保 安 規 定 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

令和元年７月 

 

東北電力株式会社 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

女川原子力発電所 

原 子 炉 施 設 保 安 規 定 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

令和  年 月 

 

東北電力株式会社 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
0 

変更前 変更後 理由 

  

 
 

 

第１編 

運転段階の発電用原子炉施設編 
（２号炉および３号炉に係る保安措置） 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運転段階とは，原子力発電所の運転を始める前に，新燃料を搬入する時点

から，核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３

の２４第１項の規定に基づき認可を受け，廃止措置を実施する前までの段階

をいう。 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
1 

 

変更前 変更後 理由 

第１章 総則 
 

（目的） 

第１条 この規定は,核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「原子炉等規制

法」という。）第４３条の３の２４第１項の規定に基づき，女川原子力発電所発電用原子炉

施設（以下「原子炉施設」という。）の保安のために必要な措置（以下「保安活動」という。）

を定め，核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染された物（以下「核燃料物質等」とい

う。）または発電用原子炉（以下「原子炉」という。）による災害の防止を図ることを目的

とする。 

 

 

 

第２章 品質保証 
 

（品質保証計画） 

第３条 第２条に係る保安活動のための品質保証活動を実施するにあたり，以下のとおり品質保証

計画を定める。 

 

1.目的 

本品質保証計画は，発電所の安全を達成・維持・向上させるため，「原子力発電所における安全の

ための品質保証規程(JEAC4111-2009)」（以下「JEAC4111」という。）に従った品質マネジメントシス

テムに，安全文化を醸成するための活動を行う仕組みを含めた発電所における保安活動に係る品質

マネジメントシステム（以下「品質マネジメントシステム」という。）を確立し，実施し，評価確認

し，継続的に改善することを目的とする。 

 

（中略） 

 

4.品質マネジメントシステム 

4.1 一般事項 

(1) 第４条に定める発電所の保安に関する組織（以下「組織」という。）は，本品質保証計画に従っ

て，品質マネジメントシステムを確立し，文書化し，実施し，維持する。また，その品質マネジ

メントシステムの有効性を継続的に改善する。 

 

2.適用範囲 

本品質保証計画は，発電所の保安活動に適用する。 

 

3.定義 

(1) 本品質保証計画における用語の定義は，JEAC4111 の定義に従うものとする。 

(2) 原子力施設情報公開ライブラリー 

原子力施設の事故または故障等の情報ならびに信頼性に関する情報を共有し活用することに

より，事故および故障等の未然防止を図ることを目的として，一般社団法人 原子力安全推進

協会が運営するデータベースのことをいう。（以下「ニューシア」という。） 

 

 

（中略） 

 

 

第１章 総則 
 

（目的） 

第１条 この規定第１編は,核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「原子炉

等規制法」という。）第４３条の３の２４第１項の規定に基づき，運転段階の女川原子力発

電所２号炉および３号炉発電用原子炉施設（以下，本編において「原子炉施設」という。）

の保安のために必要な措置（以下，本編において「保安活動」という。）を定め，核燃料物

質若しくは核燃料物質によって汚染された物（以下「核燃料物質等」という。）または発電

用原子炉（以下「原子炉」という。）による災害の防止を図ることを目的とする。 

 

 

 

第２章 品質保証 
 

（品質保証計画） 

第３条 第２条に係る保安活動のための品質保証活動を実施するにあたり，以下のとおり品質保証

計画を定める。 

 

1.目的 

本品質保証計画は，発電所の安全を達成・維持・向上させるため，「原子力発電所における安全の

ための品質保証規程(JEAC4111-2009)」（以下「JEAC4111」という。）に従った品質マネジメントシス

テムに，安全文化を醸成するための活動を行う仕組みを含めた発電所における保安活動に係る品質

マネジメントシステム（以下，本編において「品質マネジメントシステム」という。）を確立し，実

施し，評価確認し，継続的に改善することを目的とする。 

 

（中略） 

 

4.品質マネジメントシステム 

4.1 一般事項 

(1) 第４条に定める発電所の保安に関する組織（以下，本編において「組織」という。）は，本品

質保証計画に従って，品質マネジメントシステムを確立し，文書化し，実施し，維持する。ま

た，その品質マネジメントシステムの有効性を継続的に改善する。 

 

2.適用範囲 

本品質保証計画は，発電所の保安活動に適用する。 

 

3.定義 

(1) 本品質保証計画における用語の定義は，JEAC4111 の定義に従うものとする。 

(2) 原子力施設情報公開ライブラリー 

原子力施設の事故または故障等の情報ならびに信頼性に関する情報を共有し活用することに

より，事故および故障等の未然防止を図ることを目的として，一般社団法人 原子力安全推進

協会が運営するデータベースのことをいう。（以下，本編において「ニューシア」という。） 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
2 

変更前 変更後 理由 
表３－１ 一次・二次文書一覧表 

保安規定第３条の 
記載項目 

一次文書名 承認者(管理箇所) 文書番号 
第３条以外の 
関連条文 

4.2.2 原子力品質保証規程 社長 
（原子力品質保証室） 

原品－１ 
― 

保安規定第３条の 
記載項目 

二次文書名 承認者(管理箇所) 文書番号 
第３条以外の 
関連条文 

4.1 6.3  原子力ＱＭＳ 
品質に係る重要度分類要領 

原子力部長 
（原子力部） 

原４－１ 
― 

4.1   原子力ＱＭＳ 
プロセス適用要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品４－１ 
― 

4.2.1 4.2.3 4.2.4 原子力ＱＭＳ 
文書管理・記録管理要領※１ 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品４－２ 第 121 条 

5.3   原子力ＱＭＳ 
品質方針管理要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品５－１ 
― 

5.4.1   原子力ＱＭＳ 
品質目標管理要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品５－２ 
― 

5.5.1   原子力ＱＭＳ 
責任および権限要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品５－３ 第 5条， 
第 8条～第 9条の 3 

5.5.2   原子力ＱＭＳ 
情報取扱要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品５－４ 
― 

5.5.4   原子力ＱＭＳ 
内部コミュニケーション要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品５－５ 第 6条，第 7条 

5.6 
 

  原子力ＱＭＳ 
マネジメントレビュー要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品５－６ 
― 

6.2.2   原子力ＱＭＳ 
力量，教育・訓練および認識要領 

原子力部長 
(原子力部) 

原６－１ 第 119 条，第 120 条 

原子力ＱＭＳ 内部監査員の力量，
教育・訓練および認識要領 

原子力考査室長 
（原子力考査室） 

原考６－１ 
― 

6.4 

7.2.2 

7.1 

7.5 

7.2.1 

 

原子力ＱＭＳ 業務の計画および 
実施要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品７－１ 

― 

7.1 
 
 
 

7.5 
 
 

 
 

原子力ＱＭＳ 運転業務要領 原子力部長 
(原子力部) 

原７－１ 第 12 条～第 79 条，
第 85 条， 
第 88 条～第 90 条 
 
 

原子力ＱＭＳ 燃料管理要領 原子力部長 
(原子力部) 

原７－２ 第 19 条～第 21 条，
第 23 条， 
第 25 条～第 27 条，
第 35 条，第 70 条，
第 73 条～第 75 条，
第 80 条～第 84 条，
第 86 条，第 87 条 

原子力ＱＭＳ  
放射性廃棄物管理要領 

原子力部長 
(原子力部) 

原７－３ 第 88 条～第 92 条 
 

原子力ＱＭＳ 放射線管理要領 原子力部長 
(原子力部) 

原７－４ 第 93 条～第 107 条 

 

（省略） 

 

 

 

表３－１ 一次・二次文書一覧表 
保安規定第３条の 

記載項目 
一次文書名 承認者(管理箇所) 文書番号 

第３条以外の 
関連条文 

4.2.2 原子力品質保証規程 社長 
（原子力品質保証室） 

原品－１ 
― 

保安規定第３条の 
記載項目 

二次文書名 承認者(管理箇所) 文書番号 
第３条以外の 
関連条文 

4.1 6.3  原子力ＱＭＳ 
品質に係る重要度分類要領 

原子力部長 
（原子力部） 

原４－１ 
― 

4.1   原子力ＱＭＳ 
プロセス適用要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品４－１ 
― 

4.2.1 4.2.3 4.2.4 原子力ＱＭＳ 
文書管理・記録管理要領※１ 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品４－２ 第 121 条 

5.3   原子力ＱＭＳ 
品質方針管理要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品５－１ 
― 

5.4.1   原子力ＱＭＳ 
品質目標管理要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品５－２ 
― 

5.5.1   原子力ＱＭＳ 
責任および権限要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品５－３ 第 5条， 
第 8条～第 9条の 3 

5.5.2   原子力ＱＭＳ 
情報取扱要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品５－４ 
― 

5.5.4   原子力ＱＭＳ 
内部コミュニケーション要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品５－５ 第 6条，第 7条 

5.6 
 

  原子力ＱＭＳ 
マネジメントレビュー要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品５－６ 
― 

6.2.2   原子力ＱＭＳ 
力量，教育・訓練および認識要領 

原子力部長 
(原子力部) 

原６－１ 第 119 条，第 120 条 

原子力ＱＭＳ 内部監査員の力量，
教育・訓練および認識要領 

原子力考査室長 
（原子力考査室） 

原考６－１ 
― 

6.4 

7.2.2 

7.1 

7.5 

7.2.1 

 

原子力ＱＭＳ 業務の計画および 
実施要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品７－１ 

― 

7.1 
 
 
 

7.5 
 
 

 
 

原子力ＱＭＳ 運転業務要領 原子力部長 
(原子力部) 

原７－１ 第 12 条～第 79 条，
第 85 条， 
第 88 条， 
第 89 条，第 90 条 
 

原子力ＱＭＳ 燃料管理要領 原子力部長 
(原子力部) 

原７－２ 第 19 条～第 21 条，
第 23 条， 
第 25 条～第 27 条，
第 35 条，第 70 条，
第 73 条～第 75 条，
第 80 条～第 84 条，
第 86 条，第 87 条 

原子力ＱＭＳ  
放射性廃棄物管理要領 

原子力部長 
(原子力部) 

原７－３ 第 88 条～第 92 条 
 

原子力ＱＭＳ 放射線管理要領 原子力部長 
(原子力部) 

原７－４ 第 93 条～第 107 条 

 

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射性廃棄物でない廃棄

物の管理に伴う変更 

 

 

 

 

 

 

   



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
3 

 

変更前 変更後 理由 

第３章 体制および評価 
第１節 保安管理体制 

（保安に関する組織） 

第４条  発電所の保安に関する組織は，図４のとおりとする。 
 
図４  発電所の保安に関する組織図 

 
 

第３章 体制および評価 
第１節 保安管理体制 

（保安に関する組織） 

第４条  発電所の保安に関する組織は，図４のとおりとする。 

図４  発電所の保安に関する組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置の実

施に伴う組織整備） 

 

 

  

社 長 

管理責任者 

（原子力考査室長） 

管理責任者 

（原子力本部長） 

原子炉施設保安委員会 

原子力部長 

資材部長 

土木建築部長 

燃料部長 

※２ 

（本店） 

※１ 

原子力技術訓練センター所長 ※１ 

原子力品質保証室長 

所長 

発電用原子炉主任技術者 

電気主任技術者 

ボイラー・タービン主任技術者 

技術統括部長 

原子炉施設保安運営委員会 

品質保証総括課長 

警備課長 

技術課長 

発電管理課長 

発電課長 

計画管理課長 ※２ 

（女川原子力発電所） 

検査課長 

原子燃料課長 

品質保証部長 

総務部長 

環境・燃料部長 

保全部長 

土木建築部長 

発電部長 

総務課長 

放射線管理課長 

防災課長 

土木課長 

工程管理課長 

保全計画課長 

タービン課長 

原子炉課長 

計測制御課長 

電気課長 

輸送・固体廃棄物 
管理課長 

建築課長 

 （原子力本部） 

社 長 

管理責任者 

（原子力考査室長） 

管理責任者 

（原子力本部長） 

原子炉施設保安委員会 

原子力部長 

資材部長 

土木建築部長 

燃料部長 

※２ 

※１ 

原子力技術訓練センター所長 ※１ 

原子力品質保証室長 

所長 

発電用原子炉主任技術者 

電気主任技術者 

ボイラー・タービン主任技術者 

技術統括部長 

原子炉施設保安運営委員会 

品質保証総括課長 

警備課長 

技術課長 

発電管理課長 

発電課長 

計画管理課長 ※２ 

（女川原子力発電所） 

検査課長 

原子燃料課長 

品質保証部長 

総務部長 

保全部長 

土木建築部長 

発電部長 

総務課長 

放射線管理課長 

防災課長 

土木課長 

工程管理課長 

保全計画課長 

タービン課長 

原子炉課長 

計測制御課長 

電気課長 

輸送・固体廃棄物 
管理課長 

建築課長 

 （原子力本部） 

廃止措置管理課長 

環境・燃料部長 

（本店） 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
4 

変更前 変更後 理由 
（保安に関する職務） 

第５条  保安に関する職務は次のとおりとする。 

 

（中略） 

 

２.保安に関する職務のうち，発電所組織の職務は次のとおり。 

（１）所長は，発電所における保安に関する業務を統括する。 

（２）品質保証部長は，品質保証総括課長および検査課長の所管する業務を統括する。 

（３）総務部長は，総務課長および警備課長の所管する業務を統括する。 

（４）技術統括部長は，技術課長，計画管理課長および防災課長の所管する業務を統括する。 

（５）環境・燃料部長は，放射線管理課長，輸送・固体廃棄物管理課長および原子燃料課長の所管

する業務を統括する。 

 

（中略） 

 

（２９）第１項（９）および第２項（９）から（２８）に定める職位は，所管業務に基づき緊急時

の措置，保安教育ならびに記録および報告を行う。 

 

（３０）第１項（９）および第２項（９）から（２８）に定める職位は，第１項（９）および第２

項（９）から（２９）に定める業務の遂行にあたって，所属員を指示・指導し，遂行に係る品

質保証活動を行う。また，所属員は課長の指示・指導に従い業務を実施する。 

３．その他発電所の保安に間接的に関係する組織の長は，別途定められた｢組織規程｣に基づき所管

業務を遂行する。 

 
（原子炉施設保安委員会） 

第６条  本店に原子炉施設保安委員会（以下「保安委員会」という。）を設置する。 

 

（省略） 

 

（原子炉施設保安運営委員会） 

第７条  発電所に原子炉施設保安運営委員会（以下「運営委員会」という。）を設置する。 

 

（省略） 

 

 

（電気主任技術者およびボイラー・タービン主任技術者の職務等） 

第９条の２  電気主任技術者およびボイラー・タービン主任技術者は，事業用電気工作物（原子力

発電工作物）（以下「電気工作物」という。）の工事，維持および運用に関する保安の監督を誠実

に行うことを任務とし，「ボイラー・タービン主任技術者および電気主任技術者の職務等運用要

領」に基づき，次の職務を遂行する。 

 

（省略） 

 

第４章 運転管理 

 

第１節 通則 
 

（構成および定義） 

第１１条 本章における原子炉の状態の定義を表１１のとおりとする。 

 

（中略） 

（保安に関する職務） 

第５条  保安に関する職務は次のとおりとする。 

 

（中略） 

 

２.保安に関する職務のうち，発電所組織の職務は次のとおり。 

（１）所長は，発電所における保安に関する業務を統括する。 

（２）品質保証部長は，品質保証総括課長および検査課長の所管する業務を統括する。 

（３）総務部長は，総務課長および警備課長の所管する業務を統括する。 

（４）技術統括部長は，技術課長，計画管理課長および防災課長の所管する業務を統括する。 

（５）環境・燃料部長は，放射線管理課長，輸送・固体廃棄物管理課長，原子燃料課長および廃止

措置管理課長の所管する業務を統括する。 

 

（中略） 

 

（２９）第１項（９）および第２項（９）から（２８）に定める職位は，所管業務に基づき緊急時

の措置，保安教育ならびに記録および報告を行う。また，廃止措置管理課長は第２編第２０５

条（保安に関する職務）の所管業務に基づき緊急時の措置を行う。 

（３０）第１項（９）および第２項（９）から（２８）に定める職位は，第１項（９）および第２

項（９）から（２９）に定める業務の遂行にあたって，所属員を指示・指導し，遂行に係る品

質保証活動を行う。また，所属員は課長の指示・指導に従い業務を実施する。 

３．その他発電所の保安に間接的に関係する組織の長は，別途定められた｢組織規程｣に基づき所管

業務を遂行する。 

 
（原子炉施設保安委員会） 

第６条  本店に原子炉施設保安委員会（以下，本編において「保安委員会」という。）を設置する。 

 

（省略） 

 

（原子炉施設保安運営委員会） 

第７条  発電所に原子炉施設保安運営委員会（以下，本編において「運営委員会」という。）を設置

する。 

 

（省略） 

 

（電気主任技術者およびボイラー・タービン主任技術者の職務等） 

第９条の２  電気主任技術者およびボイラー・タービン主任技術者は，事業用電気工作物（原子力

発電工作物）（以下，本編において「電気工作物」という。）の工事，維持および運用に関する保

安の監督を誠実に行うことを任務とし，「ボイラー・タービン主任技術者および電気主任技術者の

職務等運用要領」に基づき，次の職務を遂行する。 

 

（省略） 

 

第４章 運転管理 

 

第１節 通則 
 

（構成および定義） 

第１１条 本章における原子炉の状態の定義を表１１のとおりとする。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置の実

施に伴う組織整備） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
３．用語の定義は，各条に特に定めがない場合は，次のとおりとする。 

管理的手段による

確認 

系統・設備に対する確認事項を実際に直接的に確認するのではなく，

次の事項から１つないし複数を適切に組み合わせて間接的に確認す

ることをいう。ただし，実際に直接的に確認することを妨げるもの

ではない。 

（１）当該系統・設備において，その機能に影響を及ぼす警報が発

生していないこと。 

（２）当該系統・設備の必要な機器に電源が供給されていること。 

（３）当該系統・設備が機能することを示す至近の記録を確認する

こと。 

（４）当該系統・設備に対して施錠または区域管理等が実施されて

いること。 

原子炉圧力 原子炉圧力容器ドーム部の圧力をいう。 

原子炉建屋原子炉

棟内で照射された

燃料に係る作業 

原子炉建屋原子炉棟内※３で照射された燃料の移動作業および新燃

料または制御棒の移動の際に照射された燃料上を通過する作業をい

う。なお，照射された燃料に係る作業の中止の措置が要求された場

合であって，進行中の作業を安全な状態で終了させる場合を除く。 

スタック 通常の制御棒挿入・引抜操作を行った際に，制御棒が挿入または引

き抜きができない状況が発生し，動作不能と判断できない状態をい

う。なお，所定の位置で制御棒の位置を固定できない場合を含む。 

速やかに 可能な限り短時間で実施するものであるが，一義的に時間を決めら

れないものであり，意図的に遅延させることなく行うことを意味す

る。なお，要求される措置を実施する場合には，上記趣旨を踏まえ

た上で，組織的に実施する※４準備が整い次第行う活動を意味する。

また，複数の「速やかに」実施することが要求される措置に規定さ

れている場合は，いずれか一つの要求される措置を「速やかに」実

施し，引き続き遅滞なく，残りの要求される措置を実施する。 

制御棒が全挿入か

つ除外 

制御棒が全挿入された状態で，制御棒駆動機構を除外した状態をい

う。 

挿入可能な制御棒 制御棒駆動機構を除外していない制御棒をいう。 

制御棒駆動機構を

除外 

制御棒駆動水圧系の駆動水および排出水の元弁を全閉することをい

う。 

定検停止後の原子

炉起動 

定期検査のために原子炉を停止した後の原子炉起動をいう。 

定検停止時 定期検査のために原子炉が停止している期間をいう。 

炉心変更 原子炉の状態が燃料交換において，原子炉圧力容器内における燃料

の移動，制御棒の挿入・引抜および中性子源の移動をいう。ただし，

炉心変更には，中性子検出器の移動，空セル（制御棒周辺の燃料４

体が全て取り出されている状態）における制御棒の挿入・引抜およ

び取付け・取外しは含まない。なお，炉心変更の中止の措置が要求

された場合でも，進行中の移動操作を安全な状態で終了させること

および制御棒の挿入は除外される。 

※３：原子炉建屋原子炉棟は１号炉においては｢原子炉建屋｣と読み替える。 

※４：関係者への連絡，各運転員への指示，手順の準備・確認等を行うこと。 

 ３．用語の定義は，各条に特に定めがない場合は，次のとおりとする。 

管理的手段による

確認 

系統・設備に対する確認事項を実際に直接的に確認するのではなく，

次の事項から１つないし複数を適切に組み合わせて間接的に確認す

ることをいう。ただし，実際に直接的に確認することを妨げるもの

ではない。 

（１）当該系統・設備において，その機能に影響を及ぼす警報が発

生していないこと。 

（２）当該系統・設備の必要な機器に電源が供給されていること。 

（３）当該系統・設備が機能することを示す至近の記録を確認する

こと。 

（４）当該系統・設備に対して施錠または区域管理等が実施されて

いること。 

原子炉圧力 原子炉圧力容器ドーム部の圧力をいう。 

原子炉建屋原子炉

棟内で照射された

燃料に係る作業 

原子炉建屋原子炉棟内で照射された燃料の移動作業および新燃料ま

たは制御棒の移動の際に照射された燃料上を通過する作業をいう。

なお，照射された燃料に係る作業の中止の措置が要求された場合で

あって，進行中の作業を安全な状態で終了させる場合を除く。 

スタック 通常の制御棒挿入・引抜操作を行った際に，制御棒が挿入または引

き抜きができない状況が発生し，動作不能と判断できない状態をい

う。なお，所定の位置で制御棒の位置を固定できない場合を含む。 

速やかに 可能な限り短時間で実施するものであるが，一義的に時間を決めら

れないものであり，意図的に遅延させることなく行うことを意味す

る。なお，要求される措置を実施する場合には，上記趣旨を踏まえ

た上で，組織的に実施する※３準備が整い次第行う活動を意味する。

また，複数の「速やかに」実施することが要求される措置に規定さ

れている場合は，いずれか一つの要求される措置を「速やかに」実

施し，引き続き遅滞なく，残りの要求される措置を実施する。 

制御棒が全挿入か

つ除外 

制御棒が全挿入された状態で，制御棒駆動機構を除外した状態をい

う。 

挿入可能な制御棒 制御棒駆動機構を除外していない制御棒をいう。 

制御棒駆動機構を

除外 

制御棒駆動水圧系の駆動水および排出水の元弁を全閉することをい

う。 

定検停止後の原子

炉起動 

定期検査のために原子炉を停止した後の原子炉起動をいう。 

定検停止時 定期検査のために原子炉が停止している期間をいう。 

炉心変更 原子炉の状態が燃料交換において，原子炉圧力容器内における燃料

の移動，制御棒の挿入・引抜および中性子源の移動をいう。ただし，

炉心変更には，中性子検出器の移動，空セル（制御棒周辺の燃料４

体が全て取り出されている状態）における制御棒の挿入・引抜およ

び取付け・取外しは含まない。なお，炉心変更の中止の措置が要求

された場合でも，進行中の移動操作を安全な状態で終了させること

および制御棒の挿入は除外される。 

 

※３：関係者への連絡，各運転員への指示，手順の準備・確認等を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
（原子炉の運転期間） 

第１１条の２ 所長は，表１１の２に定める原子炉の運転期間※１の範囲内で運転を行う。なお，実

用炉規則第４９条第１項第２号に基づき，経済産業大臣および原子力規制委員会が定期検査を受

けるべき時期を定めて承認している場合は，その承認を受けた時期の範囲内で運転を行う。 

表１１の２ 

 １号炉 ２号炉 ３号炉 

原子炉の運転期間 １３ヶ月 １３ヶ月 １３ヶ月 

※１：原子炉の運転期間とは，定期検査が終了した日から，次回定期検査を開始するため 

に原子炉を停止するまでの期間をいう。なお，「原子炉を停止する」とは，当該原子 

炉の主発電機の解列をいう。以下，本条において同じ。 

 

 
（原子炉の運転員の確保） 

第１２条  発電管理課長は，原子炉の運転に必要な知識を有する者を確保する。なお，原子炉の運

転に必要な知識を有する者とは，原子炉の運転に関する実務の研修を受けた者をいう。 

 

（中略） 

 

表１２－１ 

中央制御室名 

 

原子炉の状態 

１／２号炉 ３号炉 

運転，起動，高温停止の場合 ５名以上※２ ３名以上 

冷温停止，燃料交換の場合 ３名以上※３ ２名以上 

 

表１２－２ 

中央制御室名 

 

原子炉の状態 

１／２号炉 ３号炉 

運転，起動，高温停止の場合 ３名以上※２ ２名以上 

冷温停止，燃料交換の場合 ２名以上※３ １名以上 

※１：発電副長の代務を行う発電管理副長を含む。 

※２：原子炉が１基以上該当する場合 

※３：原子炉が２基とも該当する場合 

 

 

（原子炉の運転期間） 

第１１条の２ 所長は，表１１の２に定める原子炉の運転期間※１の範囲内で運転を行う。なお，実

用炉規則第４９条第１項第２号に基づき，経済産業大臣および原子力規制委員会が定期検査を受

けるべき時期を定めて承認している場合は，その承認を受けた時期の範囲内で運転を行う。 

表１１の２ 

 ２号炉 ３号炉 

原子炉の運転期間 １３ヶ月 １３ヶ月 

※１：原子炉の運転期間とは，定期検査が終了した日から，次回定期検査を開始するため 

に原子炉を停止するまでの期間をいう。なお，「原子炉を停止する」とは，当該原子 

炉の主発電機の解列をいう。以下，本条において同じ。 

 

 
（原子炉の運転員の確保） 

第１２条  発電管理課長は，原子炉の運転に必要な知識を有する者を確保する。なお，原子炉の運

転に必要な知識を有する者とは，原子炉の運転に関する実務の研修を受けた者をいう。 

 

（中略） 

 

表１２－１ 

中央制御室名 

 

原子炉の状態 

２号炉 ３号炉 

運転，起動，高温停止の場合 ３名以上 ３名以上 

冷温停止，燃料交換の場合 ２名以上 ２名以上 

 

表１２－２ 

中央制御室名 

 

原子炉の状態 

２号炉 ３号炉 

運転，起動，高温停止の場合 ２名以上 ２名以上 

冷温停止，燃料交換の場合 １名以上 １名以上 

※１：発電副長の代務を行う発電管理副長を含む。 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
（地震・火災等発生時の対応） 

第１７条 各課長は，地震・火災が発生した場合は次の措置を講じるとともに，その結果を所長お

よび原子炉主任技術者に報告する。 

 

（中略） 

 

（２）防災課長は，初期消火活動を行う要員として，１０名以上を常駐させるとともに，この要員

に対する火災発生時の通報連絡体制を定める。 

 
（中略） 

 
 表１７ 

設備 数量 

化学消防自動車※４ １台※５ 

泡消火薬剤 
(化学消防自動車保有分を含む) 

1500 リットル以上 

 

（中略） 

 

 

 

 

（制御棒のスクラム機能） 

第２２条 原子炉の状態が運転および起動において，制御棒のスクラム機能は，表２２－１で定め

る事項を運転上の制限とする。ただし，制御棒駆動機構を除外した制御棒を除く。 

 
（中略） 

 

表２２－２ 

項目 判定値 

１号炉 

全制御棒のスクラム時間の平均値 

（90％挿入） 
3.5 秒以下 

制御棒スクラムアキュムレータの圧力 6.5MPa[gage]以上 

２号炉 

および３号炉 

全制御棒のスクラム時間の平均値 

（75％挿入） 
1.62 秒以下 

制御棒スクラムアキュムレータの圧力 10.5MPa[gage]以上 

  

（省略） 

 

 

（地震・火災等発生時の対応） 

第１７条 各課長は，地震・火災が発生した場合は次の措置を講じるとともに，その結果を所長お

よび原子炉主任技術者に報告する。 

 

（中略） 

 

（２）防災課長は，初期消火活動を行う要員として，１０名以上（発電所合計数）を常駐させると

ともに，この要員に対する火災発生時の通報連絡体制を定める。 

 

（中略） 

 

 表１７ 

設備 数量 

化学消防自動車※４ １台※５※６ 

泡消火薬剤 
(化学消防自動車保有分を含む) 

1500 リットル以上※６ 

 

（中略） 

 

※６：発電所合計数 

 

 

（制御棒のスクラム機能） 

第２２条 原子炉の状態が運転および起動において，制御棒のスクラム機能は，表２２－１で定め

る事項を運転上の制限とする。ただし，制御棒駆動機構を除外した制御棒を除く。 

 

（中略） 

 

表２２－２ 

 

 

 

 

項目 判定値 

全制御棒のスクラム時間の平均値 

（75％挿入） 
1.62 秒以下 

制御棒スクラムアキュムレータの圧力 10.5MPa[gage]以上 

 

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，発電所合計数

で管理することを明記す

る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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1
8 

変更前 変更後 理由 
（ほう酸水注入系） 

第２４条 原子炉の状態が運転および起動において，ほう酸水注入系は，表２４－１で定める事項

を運転上の制限とする。 

２．ほう酸水注入系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を

実施する。 

（１）発電管理課長は，定検停止時に，ほう酸水注入系の機能を確認する。 

（２）発電課長は，定検停止後の原子炉起動前にほう酸水注入系の主要な手動弁と電動弁※１（２

号炉および３号炉のみ）が原子炉の状態に応じた開閉状態であることを確認する。 

（３）放射線管理課長は，原子炉の状態が運転および起動において，ほう酸水濃度を１ヶ月に１

回測定し，その結果を発電管理課長に通知する。 

（４）発電課長は，原子炉の状態が運転および起動において，ほう酸水貯蔵タンクの水位および

温度が図２４－１，２の範囲内にあることを毎日１回確認する。 

（５）発電課長は，原子炉の状態が運転および起動において，ほう酸水注入ポンプの吐出圧力が

表２４－２に定める値であることを１ヶ月に１回確認する。また，ポンプの運転確認後，ポ

ンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあることを確認する。 

３．発電課長は，ほう酸水注入系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表２４－３の措置を講じる。 

   

表２４－１ 

項目 運転上の制限 

ほう酸水注入系 

（１）１系列※２が動作可能であること 

（２）原子炉を冷温停止にするのに必要なほう酸水の量および

濃度が確保されていること 

※１：主要な手動弁と電動弁（２号炉および３号炉のみ）とは，主要配管上の手動弁および電動弁

ならびにこれらの配管に接続する配管上の手動弁のうち一次弁をいう。ここでいう主要配管

とは，ほう酸水注入系に期待されている機能を達成するためのほう酸水貯蔵タンクからほう

酸水注入ポンプまでの吸込配管およびほう酸水注入ポンプから原子炉圧力容器までの注入配

管をいう。 

※２：１系列とは，ポンプ１台および必要な弁ならびに主要配管をいう。 

 

表２４－２ 

項目 

（ほう酸水注入ポンプ 

吐出圧力） 

判定値 

１号炉 9.1MPa[gage]以上 

２号炉および３号炉 8.4MPa[gage]以上 

 

 

（ほう酸水注入系） 

第２４条 原子炉の状態が運転および起動において，ほう酸水注入系は，表２４－１で定める事項

を運転上の制限とする。 

２．ほう酸水注入系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を

実施する。 

（１）発電管理課長は，定検停止時に，ほう酸水注入系の機能を確認する。 

（２）発電課長は，定検停止後の原子炉起動前にほう酸水注入系の主要な手動弁と電動弁※１が原

子炉の状態に応じた開閉状態であることを確認する。 

（３）放射線管理課長は，原子炉の状態が運転および起動において，ほう酸水濃度を１ヶ月に１

回測定し，その結果を発電管理課長に通知する。 

（４）発電課長は，原子炉の状態が運転および起動において，ほう酸水貯蔵タンクの水位および

温度が図２４－１，２の範囲内にあることを毎日１回確認する。 

（５）発電課長は，原子炉の状態が運転および起動において，ほう酸水注入ポンプの吐出圧力が

表２４－２に定める値であることを１ヶ月に１回確認する。また，ポンプの運転確認後，ポ

ンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあることを確認する。 

３．発電課長は，ほう酸水注入系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表２４－３の措置を講じる。 

 

表２４－１ 

項目 運転上の制限 

ほう酸水注入系 

（１）１系列※２が動作可能であること 

（２）原子炉を冷温停止にするのに必要なほう酸水の量および

濃度が確保されていること 

※１：主要な手動弁と電動弁とは，主要配管上の手動弁および電動弁ならびにこれらの配管に接続

する配管上の手動弁のうち一次弁をいう。ここでいう主要配管とは，ほう酸水注入系に期待

されている機能を達成するためのほう酸水貯蔵タンクからほう酸水注入ポンプまでの吸込配

管およびほう酸水注入ポンプから原子炉圧力容器までの注入配管をいう。 

 

※２：１系列とは，ポンプ１台および必要な弁ならびに主要配管をいう。 

 

表２４－２ 

 

 

 

 

項目 判定値 

ほう酸水注入ポンプ吐出圧力 8.4MPa[gage]以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
図２４－１ 
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（省略） 

 

図２４－１ 

 
（省略） 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
0 

変更前 変更後 理由 
（原子炉熱的制限値） 

第２５条  原子炉熱出力が 30％以上において，最小限界出力比および燃料棒最大線出力密度は，表

２５－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

（中略） 

 

表２５－１ 

１．１号炉 

項目 運転上の制限 

最小限界出力比 

 サイクル初期から，サイクル末期よりさかのぼって炉心平均燃焼度で

2,000MWd/t 手前までの期間 

 

 

 

 ９×９燃料のみが装荷されている場合以外 

  高燃焼度８×８燃料 

    ９×９燃料（Ａ型） 

    ９×９燃料（Ｂ型） 

 

1.26 以上 

1.28 以上 

1.26 以上 

 ９×９燃料のみが装荷されている場合 

    ９×９燃料（Ａ型） 

    ９×９燃料（Ｂ型） 

      ９×９燃料（Ｂ型）のみが装荷されている場合 

      ９×９燃料（Ｂ型）のみが装荷されている場合以外 

 

1.27 以上 

 

1.25 以上 

1.25 以上 

 上記以外の期間 

 ９×９燃料のみが装荷されている場合以外 

  高燃焼度８×８燃料 

    ９×９燃料（Ａ型） 

    ９×９燃料（Ｂ型） 

 

 

1.37 以上 

1.41 以上 

1.39 以上 

 ９×９燃料のみが装荷されている場合 

    ９×９燃料（Ａ型） 

    ９×９燃料（Ｂ型） 

      ９×９燃料（Ｂ型）のみが装荷されている場合 

      ９×９燃料（Ｂ型）のみが装荷されている場合以外 

 

1.38 以上 

 

1.31 以上 

1.35 以上 

燃料棒最大線出力密度 44.0kW/m 以下 

 

  ２．２号炉および３号炉 

項目 運転上の制限 

最小限界出力比 

   高燃焼度８×８燃料 

     ９×９燃料（Ａ型） 

      ９×９燃料（Ｂ型） 

 

1.24 以上 

1.23 以上 

1.22 以上 

燃料棒最大線出力密度 44.0kW/m 以下 

 

（省略） 

（原子炉熱的制限値） 

第２５条  原子炉熱出力が 30％以上において，最小限界出力比および燃料棒最大線出力密度は，表

２５－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

（中略） 

 

表２５－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 運転上の制限 

最小限界出力比 

   高燃焼度８×８燃料 

     ９×９燃料（Ａ型） 

      ９×９燃料（Ｂ型） 

 

1.24 以上 

1.23 以上 

1.22 以上 

燃料棒最大線出力密度 44.0kW/m 以下 

 
(省略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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2
1 

変更前 変更後 理由 
（原子炉熱出力および炉心流量） 

第２６条 原子炉熱出力が 30％以上において，原子炉熱出力および炉心流量は，表２６－１で定め

る事項を運転上の制限とする。 

 
（中略） 

 

 

 

 

（原子炉熱出力および炉心流量） 

第２６条 原子炉熱出力が 30％以上において，原子炉熱出力および炉心流量は，表２６－１で定め

る事項を運転上の制限とする。 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

図２６ 

１．１号炉 
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2
2 

変更前 変更後 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

  

図２６ 

２．２号炉および３号炉 

図２６ 

２．２号炉および３号炉 

図２６ 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
3 

変更前 変更後 理由 

 

（計測および制御設備） 

第２７条 原子炉の状態に応じて，次の計測および制御設備※１は，表２７－１で定める事項を運転上

の制限とする。 

（１）原子炉保護系計装 

（２）中性子源領域モニタ計装（１号炉），起動領域モニタ（中性子源領域）計装（２号炉および

３号炉） 

（３）非常用炉心冷却系計装 

（炉心スプレイ系計装（１号炉），低圧炉心スプレイ系計装（２号炉および３号炉），低圧

注水系計装，高圧注水系計装（１号炉），高圧炉心スプレイ系計装（２号炉および３号炉），

自動減圧系計装） 

（４）格納容器隔離系計装 

（主蒸気隔離弁計装，格納容器隔離系計装，原子炉建屋隔離系計装） 

（５）その他の計装 

（非常用ディーゼル発電機計装，原子炉隔離時冷却系計装，原子炉再循環ポンプトリップ計

装，制御棒引抜監視装置計装，主タービン高水位トリップ計装（１号炉），タービン駆動給水

ポンプ・主タービン高水位トリップ計装（２号炉および３号炉），中央制御室外原子炉停止装

置計装，中央制御室非常用換気空調系計装，事故時計装） 

 

（中略） 

 

 

 （計測および制御設備） 

第２７条 原子炉の状態に応じて，次の計測および制御設備※１は，表２７－１で定める事項を運転上

の制限とする。 

（１）原子炉保護系計装 

（２）起動領域モニタ（中性子源領域）計装 

（３）非常用炉心冷却系計装 

（低圧炉心スプレイ系計装，低圧注水系計装，高圧炉心スプレイ系計装，自動減圧系計装） 

 

 

（４）格納容器隔離系計装 

（主蒸気隔離弁計装，格納容器隔離系計装，原子炉建屋隔離系計装） 

（５）その他の計装 

（非常用ディーゼル発電機計装，原子炉隔離時冷却系計装，原子炉再循環ポンプトリップ計

装，制御棒引抜監視装置計装，タービン駆動給水ポンプ・主タービン高水位トリップ計装，中

央制御室外原子炉停止装置計装，中央制御室非常用換気空調系計装，事故時計装） 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に

伴う変更 

（１号炉の廃止措置段

階の保安活動を第２編

に規定することから，運

転段階の保安活動を第

１編の規定とし，１号炉

に係る記載を削除する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
4 

 

変更前 変更後 理由 

表２７－２ 

表２７－２－１ 計測および制御設備に係る確認（１号炉） 

１．原子炉保護系計装 

表２７－２－１－１  原子炉保護系計装に係る確認（１号炉） 

要  素 設定値 項   目 頻  度 

1.中間領域モニ

タ 

a.中性子束高 

各レンジフルスケ

ールの 120/125％

以下 

発電課長は，原子炉の状態が起動，高

温停止※１，冷温停止※１および燃料交

換※１において動作不能でないことを

指示により確認する。※２ 

毎日１回 

発電課長は，中性子源領域モニタと中

間領域モニタのオーバラップを確認

する。 

原子炉起動時

(中性子源領

域モニタを全

引抜にする前

までに) 

発電課長は，原子炉の状態が起動から

運転へ入る時，中間領域モニタと平均

出力領域モニタのオーバラップを確

認する。 

原子炉起動時 

計測制御課長は，チャンネル校正※３

（検出器を除く）および論理回路機能

検査※４を実施する。 

定検停止時 

b.機器動作不

能 

－ 計測制御課長は，論理回路機能検査を

実施する。 

定検停止時 

2.平均出力領域

モニタ 

a.中性子束高 

120％以下 発電課長は，原子炉の状態が運転およ

び起動において動作不能でないこと

を指示により確認する。 

毎日１回 

発電課長は，原子炉の状態が起動から

運転へ入る時，中間領域モニタと平均

出力領域モニタのオーバラップを確

認する。 

原子炉起動時 

原子燃料課長は，原子炉の状態が運転

において平均出力領域モニタのゲイ

ンを確認し，必要に応じて計測制御課

長は校正を実施する。 

１週間に１回 

計測制御課長は，動作可能な局部出力

領域モニタの校正を実施する。 
燃焼度の増

分 が

1,000MWd/t

に１回 

計測制御課長は，チャンネル校正（検

出器を除く）および論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に

伴う変更 

（１号炉の廃止措置段

階の保安活動を第２編

に規定することから，運

転段階の保安活動を第

１編の規定とし，１号炉

に係る記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 

 

 

要  素 設定値 項   目 頻  度 

b.下限 2％以上 計測制御課長は，動作可能な局部出力

領域モニタの校正を実施する。 

燃焼度の増分

が 1,000MWd 

/t に１回 

計測制御課長は，チャンネル校正（検

出器を除く）および論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

c.機器動作不

能 

－ 計測制御課長は，論理回路機能検査を

実施する。 

定検停止時 

3.原子炉圧力高 7.28MPa[gage]以下 発電課長は，原子炉の状態が運転およ

び起動において動作不能でないこと

を指示により確認する。 

毎日１回 

計測制御課長は，チャンネル校正およ

び論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

4.原子炉水位低

（Ｌ３） 

1,301cm 以上（圧力

容器零レベルより） 

発電課長は，原子炉の運転状態が運転

および起動において動作不能でない

ことを指示により確認する。 

毎日１回 

計測制御課長は，チャンネル校正およ

び論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

5.主蒸気隔離弁

閉 

全開状態より 

10％閉以下 

計測制御課長は，チャンネル校正およ

び論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

6.格納容器圧力

高 

13.7kPa[gage]以下 発電課長は，原子炉の状態が運転およ

び起動において動作不能でないこと

を指示により確認する。 

毎日１回 

計測制御課長は，チャンネル校正およ

び論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

7.スクラム排出

容器水位高 

45Ｌ以下 

(ｽｸﾗﾑ排出容器１個

あたり) 

計測制御課長は，チャンネル校正およ

び論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

8.タービン主蒸

気止め弁閉 

全開状態より 

10％閉以下※５ 

発電課長は，原子炉熱出力 30％相当以

上でバイパス状態でないことの確認

を行う。 

起動時 

計測制御課長は，チャンネル校正およ

び論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

9.タービン蒸気

加減弁急速閉 

a.油圧 

b.電磁弁励磁 

位置 

 

油圧※５ 

5.49MPa[gage]以上 

励磁位置※５ 

発電課長は，原子炉熱出力 30％相当以

上でバイパス状態でないことの確認

を行う。 

起動時 

計測制御課長は，チャンネル校正およ

び論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

10.主蒸気管放射

能高 

１０×（通常運転時

のバックグランド）

以下 

発電課長は，原子炉の運転状態が運

転，起動において動作不能でないこと

を指示により確認する。 

毎日１回 

計測制御課長は，チャンネル校正およ

び論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に

伴う変更 

（１号炉の廃止措置段

階の保安活動を第２編

に規定することから，運

転段階の保安活動を第

１編の規定とし，１号炉

に係る記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 

 

要  素 設定値 項   目 頻  度 

11.地震加速度大 

a.原子炉建屋

地下２階床

水 平

(OP2.30m) 

b.原子炉建屋

１階床水平

(OP15.00m) 

c.原子炉建屋

１階床鉛直

(OP15.00m) 

OP:女川原子力発

電所工事用基

準面 

 

原子炉建屋地下２

階床水平200Gal以

下 

 

原子炉建屋１階床

水平 200Gal 以下 

 

原子炉建屋１階床

鉛直 100Gal 以下 

計測制御課長は，チャンネル校正およ

び論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

12.原子炉モード

スイッチ「停

止」位置 

－ 計測制御課長は，論理回路機能検査を

実施する。 

定検停止時 

13.スクラム回路 － 発電課長は，原子炉の状態が運転およ

び起動において，自動スクラム論理回

路が動作可能であることを確認する。 

１ヶ月に 

１回 

計測制御課長は，手動スクラム論理回

路機能検査を実施する。 

定検停止時 

 

※１：１体以上の燃料が装荷されているセルの制御棒が全挿入かつ除外されている場合または全燃料

が取り出されている場合を除く。 

※２：「動作不能でないことを指示により確認する」とは，当該チャンネルの指示値に異常な変動が

ないことを確認すること，また可能であれば他のチャンネルの指示値と有意な差異がないこと

を確認することをいう。なお，トリップ状態にあるチャンネルについては，該当しない。以下，

本条において同じ。 

※３：本条におけるチャンネル校正とは，センサがあらかじめ定められた信号（設定値）にて，許容

範囲内で出力信号を発生するよう調整することをいう。 

※４：本条における論理回路機能検査とは，センサからの出力信号にて，論理回路の出力段に信号が

発生することにより，その機能の健全性を確認することをいう。なお，確認は部分的な確認を

積み重ねることにより，適用範囲を確認したとみなすことができる。 

※５：タービン入口蒸気第１段圧力が 1.25MPa[gage]（原子炉熱出力の 30％相当）以上で運転してい

る時。 
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変更前 変更後 理由 

 

２．中性子源領域モニタ計装 

表２７－２－１－２  中性子源領域モニタ計装に係る確認（１号炉） 

要  素 項  目 頻  度 

1.中性子源領域モ

ニタ 

発電課長は，動作可能な中性子源領域モニタ検出器が以

下に存在していることの確認を行う。 

a.炉心変更が実施されている１／４炉心に挿入されて

いること。 

および 

b.炉心変更が実施されている１／４炉心に隣接するい

ずれかの１／４炉心に挿入されていること。 

炉心変更中※1の

場合１２時間に

１回 

発電課長は，計数率が３cps 以上であることの確認を行

う。 

原子炉の状態が

起動※２，高温停

止，冷温停止お

よび燃料交換※1

の場合は毎日１

回，炉心変更中
※1の場合１２時

間に１回 

発電課長は，原子炉の状態が起動※２，高温停止，冷温停

止および燃料交換※1 において動作不能でないことを指

示により確認する。 

毎日１回 

計測制御課長は，チャンネル校正（検出器を除く）を実

施する。 

定検停止時 

※１：中性子源領域モニタ周りの燃料が４体未満の場合は除く。 

※２：中間領域モニタがレンジ２以下である場合。 
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変更前 変更後 理由 

 

３．非常用炉心冷却系計装 

（１）炉心スプレイ系計装 

表２７－２－１－３（１） 炉心スプレイ系計装の確認（１号炉） 

要  素 設定値 項    目 頻  度 

1.原子炉水位異常

低（Ｌ１） 

922cm 以上 

（圧力容器零レベル

より） 

(1)発電課長は，原子炉の状態が運

転，起動および高温停止におい

て動作不能でないことを指示に

より確認する。 

(2)計測制御課長は，チャンネル校

正を実施する。 

(3)電気課長は，論理回路機能検査

を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
2.格納容器圧力高 13.7kPa[gage]以下 

3.原子炉圧力低

（注入可） 

3.11MPa[gage]※１ 

 

※１：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していない

とは見なさない。 

 

（２）低圧注水系計装 

表２７－２－１－３（２） 低圧注水系計装の確認（１号炉） 

要  素 設定値 項    目 頻  度 

1.原子炉水位異常

低（Ｌ１） 

922cm 以上 

(圧力容器零レベル

より) 

(1)発電課長は，原子炉の状態が運

転，起動および高温停止におい

て動作不能でないことを指示に

より確認する。 

(2)計測制御課長は，チャンネル校

正を実施する。 

(3)電気課長は，論理回路機能検査

を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
2.格納容器圧力高 13.7kPa[gage]以下 

3.原子炉圧力低

（注入可） 

3.11MPa[gage]※１ 

※１：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していない

とは見なさない。 
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変更前 変更後 理由 

 

（３）高圧注水系計装 

表２７－２－１－３（３） 高圧注水系計装に係る確認（１号炉） 

要  素 設定値 項    目 頻  度 

1.原子炉水位異常

低（Ｌ２） 

1,179cm 以上 

（圧力容器零レベル

より） 

(1)発電課長は，原子炉の状態が運

転，起動※１および高温停止※１に

おいて動作不能でないことを指

示により確認する。 

(2)計測制御課長は，チャンネル校

正および論理回路機能検査を実

施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
2.格納容器圧力高 13.7kPa[gage]以下 

※１：原子炉圧力が 1.04MPa[gage]以上の場合。 

 

（４）自動減圧系計装 

表２７－２－１－３（４） 自動減圧系計装に係る確認（１号炉） 

要  素 設定値 項    目 頻  度 

1.原子炉水位異常

低（Ｌ１） 

922cm 以上 

（圧力容器零レベル

より） 

(1)発電課長は，原子炉の状態が運

転，起動※１および高温停止※１に

おいて動作不能でないことを指

示により確認する。 

(2)計測制御課長は，チャンネル校

正および論理回路機能検査を実

施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
2.格納容器圧力高 13.7kPa[gage]以下 

3.自動減圧系始動

タイマ 

120 秒以下 計測制御課長は，チャンネル校正お

よび論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

4.炉心スプレイ系

ポンプ出口圧力

高 

0.69MPa[gage]※２ (1)発電課長は，原子炉の状態が運

転，起動※１および高温停止※１に

おいて動作不能でないことを指

示により確認する。 

(2)計測制御課長は，チャンネル校

正および論理回路機能検査を実

施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
5.残留熱除去系ポ

ンプ出口圧力高 

0.34MPa[gage]※２ 

※１：原子炉圧力が 0.77MPa[gage]以上の場合。 

※２：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していない

とは見なさない。 
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変更前 変更後 理由 

 

４．格納容器隔離系計装 

（１）主蒸気隔離弁計装 

表２７－２－１－４（１） 主蒸気隔離弁計装の確認（１号炉） 

要  素 設定値 項    目 頻   度 

1.原子炉水位異常

低（Ｌ２） 

1,179cm 以上（圧力

容器零レベルより） 

(1)発電課長は，原子炉の状態が運

転，起動および高温停止※１にお

いて動作不能でないことを指示

により確認する。 

(2)計測制御課長は，チャンネル校

正および論理回路機能検査を実

施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

2.主蒸気管放射能

高 

１０×（通常運転時

のバックグランド）

以下 

3.主蒸気管流量大 定 格 蒸 気 流 量 の

140％以下 

4.主蒸気管トンネ

ル温度高 

93℃以下 

5.主蒸気管圧力低 5.86MPa[gage]以上 

※１：主蒸気管圧力低については，起動および高温停止を除く。 
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変更前 変更後 理由 

 

（２）格納容器隔離系計装 

表２７－２－１－４（２） 格納容器隔離系計装に係る確認（１号炉） 

要  素 設定値 項    目 頻  度 

1.主蒸気管ドレン

系 

a.原子炉水位

異常低(Ｌ２) 

1,179cm 以上（圧力

容器零レベルより） 

(1)発電課長は，原子炉の状態が運

転，起動および高温停止※１にお

いて動作不能でないことを指示

により確認する。 

(2)計測制御課長は，チャンネル校

正および論理回路機能検査を実

施する。 

 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

 
b.主蒸気管放

射能高 

１０×（通常運転時

のバックグランド）

以下 

c.主蒸気管流

量大 

定 格 蒸 気 流 量 の

140％以下 

d.主蒸気管ト

ンネル温度高 

93℃以下 

e.主蒸気管圧

力低 

5.86MPa[gage]以上 

2.炉水サンプリン

グ系 

a.原子炉水位

異常低(Ｌ２) 

1,179cm 以上（圧力

容器零レベルより） 

(1)発電課長は，原子炉の状態が運

転，起動および高温停止※１にお

いて動作不能でないことを指示

により確認する。 

(2)計測制御課長は，チャンネル校

正および論理回路機能検査を実

施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

 
b.主蒸気管放

射能高 

１０×（通常運転時

のバックグランド）

以下 

c.主蒸気管流

量大 

定 格 蒸 気 流 量 の

140％以下 

d.主蒸気管ト

ンネル温度高 

93℃以下 

e.主蒸気管圧

力低 

5.86MPa[gage]以上 

3.原子炉冷却材浄

化系 

a.原子炉水位

低（Ｌ３） 

1,301cm 以上（圧力

容器零レベルより） 

(1)発電課長は，原子炉の状態が運

転，起動および高温停止におい

て動作不能でないことを指示に

より確認する。 

(2)計測制御課長は，チャンネル校

正および論理回路機能検査を実

施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

4.格納容器調気系 

a.原子炉水位

低（Ｌ３） 

1,301cm 以上（圧力

容器零レベルより） 

(1)発電課長は，原子炉の状態が運

転，起動および高温停止におい

て動作不能でないことを指示に 

より確認する。 

(2)計測制御課長は，チャンネル校

正および論理回路機能検査を実 

施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
b.格納容器圧

力高 

13.7kPa[gage]以下 

c.原子炉建屋

排気放射能高 

１０×（通常運転時

のバックグランド）

以下 

d.燃料取替エ

リア放射能高 
※２ 

１０×（通常運転時

のバックグランド）

以下 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に

伴う変更 

（１号炉の廃止措置段

階の保安活動を第２編

に規定することから，運

転段階の保安活動を第

１編の規定とし，１号炉

に係る記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 

 

 

要  素 設定値 項    目 頻  度 

5.残留熱除去系 

a.原子炉水位

低（L３） 

1,301cm 以上（圧力

容器零レベルより） 

(1)発電課長は，原子炉の状態が運

転，起動および高温停止におい

て動作不能でないことを指示に

より確認する。 

(2)計測制御課長は，チャンネル校

正および論理回路機能検査を実

施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
b.格納容器圧

力高 

13.7kPa[gage]以下 

6.格納容器ドレン

系 

a.原子炉水位

低（L３） 

1,301cm 以上（圧力

容器零レベルより） 

 

(1)発電課長は，原子炉の状態が運

転，起動および高温停止におい

て動作不能でないことを指示に

より確認する。 

(2)計測制御課長は，チャンネル校

正および論理回路機能検査を実

施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 b.格納容器圧

力高 

13.7kPa[gage]以下 

※１：主蒸気管圧力低については，起動および高温停止を除く。 

※２：高線量当量率物品の移動時を除く。 

 

（３）原子炉建屋隔離系計装 

表２７－２－１－４（３）  原子炉建屋隔離系計装に係る確認（１号炉） 

要  素 設定値 項    目 頻  度 

1.原子炉水位低

（Ｌ３） 

1,301cm 以上（圧力

容器零レベルより） 

(1)発電課長は，原子炉の状態が運

転，起動および高温停止におい

て動作不能でないことを指示に

より確認する。 

(2)計測制御課長は，チャンネル校

正および論理回路機能検査を実

施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

2.格納容器圧力高 13.7kPa[gage]以下 

3.原子炉建屋排気

放射能高 

１０×（通常運転時

のバックグランド）

以下 

(1)発電課長は，原子炉の状態が運

転，起動，高温停止および炉心

変更時※２または原子炉建屋原子

炉棟内での照射された燃料に係

る作業時に動作不能でないこと

を指示により確認する。 

(2)計測制御課長は，チャンネル校

正および論理回路機能検査を実

施する。 

毎日１回 

 

 

 

 

 

定検停止時 

4.燃料取替エリア

放射能高※１ 

１０×（通常運転時

のバックグランド）

以下 

※１：高線量当量率物品の移動時を除く。 

※２：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に

伴う変更 

（１号炉の廃止措置段

階の保安活動を第２編

に規定することから，運

転段階の保安活動を第

１編の規定とし，１号炉

に係る記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 

 

５．その他計装 

（１）非常用ディーゼル発電機計装 

表２７－２－１－５（１） 非常用ディーゼル発電機計装に係る確認（１号炉） 

要  素 設定値 項    目 頻  度 

１．非常用ディー

ゼル発電機計装 

 ａ．非常用交流高

圧電源母線電

圧低 

 

 

 

－ 

(1)発電課長は，原子炉の状態が運

転，起動および高温停止におい

て，動作不能でないことを指示

により確認する。ただし，非常

用交流高圧電源母線電圧低を除

く。 

(2)計測制御課長は，チャンネル校

正を実施する。ただし，非常用

交流高圧電源母線電圧低を除

く。 

(3)電気課長は，論理回路機能検査

を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

 

 

定検停止時 

 

 

 

定検停止時 

  ｂ．原子炉水位

異常低（Ｌ１） 

922ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

  ｃ．格納容器圧

力高 

13.7kPa[gage]以下 

 

（２）原子炉隔離時冷却系計装 

表２７－２－１－５（２）  原子炉隔離時冷却系計装に係る確認（１号炉） 

要  素 設定値 項    目 頻  度 

1.原子炉水位異常

低（Ｌ２） 

1,179cm 以上（圧力

容器零レベルより） 

(1)発電課長は，原子炉の状態が運

転，起動※１および高温停止※１に

おいて動作不能でないことを指

示により確認する。 

(2)計測制御課長は，チャンネル校

正および論理回路機能検査を実

施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

※１：原子炉圧力が 1.04MPa[gage]以上の場合。 

 

（３）原子炉再循環ポンプトリップ計装 

表２７－２－１－５（３） 原子炉再循環ポンプトリップ計装に係る確認（１号炉） 

要  素 設定値 項    目 頻   度 

1.タービン主蒸気

止め弁閉 

全開状態より 10％

閉以下※１ 

計測制御課長は，チャンネル校正お

よび論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

2.タービン蒸気加

減弁急速閉 

a.油圧 

b.電磁弁励磁

位置 

 

油圧※１ 

5.49MPa[gage]以上 

励磁位置※１ 

計測制御課長は，チャンネル校正お

よび論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

※１：タービン入口蒸気第１段圧力が 1.25MPa[gage]｛原子炉熱出力の 30％相当｝以上で運転してい

る時。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に

伴う変更 

（１号炉の廃止措置段

階の保安活動を第２編

に規定することから，運

転段階の保安活動を第

１編の規定とし，１号炉

に係る記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 

 

（４）制御棒引抜監視装置計装 

表２７－２－１－５（４） 制御棒引抜監視装置計装に係る確認（１号炉） 

要  素 設定値 項    目 頻  度 

1.制御棒引抜阻止 

a.中性子束高 

105％以下 

(再循環流量 Wd(％)

に対し，0.62Wd＋52 

％の式により設定す

る。） 

発電課長は，原子炉熱出力が 30％相

当以上の場合にバイパスされてい

ないことの確認を行う。 

起動時 

計測制御課長は，チャンネル校正

（検出器は除く）および論理回路機

能検査を実施する。 

定検停止時 

b.機器動作不能 － 計測制御課長は，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

c.下限 5％※１ 計測制御課長は，チャンネル校正

（検出器は除く）および論理回路機

能検査を実施する。 

定検停止時 

※１：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していない

とは見なさない。 

 

（５）主タービン高水位トリップ計装 

表２７－２－１－５（５） 主タービン高水位トリップ計装に係る確認（１号炉） 

要  素 設定値 項   目 頻   度 

1.原子炉水位高

（Ｌ８） 

1,410cm 以下 

（圧力容器零レベル

より） 

発電課長は，原子炉熱出力が 30％相

当以上の時に動作不能でないこと

を指示により確認する。 

毎日１回 

 

計測制御課長は，チャンネル校正お

よび論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

 

（６）中央制御室外原子炉停止装置計装 

表２７－２－１－５（６） 中央制御室外原子炉停止装置計装に係る確認（１号炉） 

要  素 項    目 頻   度 

1.原子炉圧力 

2.原子炉隔離時冷却系流量 

3.原子炉隔離時冷却系制御 

4.残留熱除去系流量 

計測制御課長は，チャンネル校正を実

施する。  

定検停止時 

または 

定検停止後の原

子炉起動時 
発電管理課長は制御回路切替スイッ

チの機能試験を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に

伴う変更 

（１号炉の廃止措置段

階の保安活動を第２編

に規定することから，運

転段階の保安活動を第

１編の規定とし，１号炉

に係る記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 

 

（７）中央制御室非常用換気空調系計装 

表２７－２－１－５（７） 中央制御室非常用換気空調系計装に係る確認（１号炉） 

要  素 設定値 項    目 頻  度 

１．原子炉建屋排

気放射能高 

 

２．燃料取替エリ

ア放射能高※１ 

１０×（通常運転時

のバックグラウン

ド）以下 

発電課長は，原子炉の状態が運転，

起動，高温停止および炉心変更時※

２または原子炉建屋原子炉棟内での

照射された燃料に係る作業時に動

作不能でないことを指示により確

認する。 

毎日１回 

(1)計測制御課長は，チャンネル校

正を実施する。 

(2)電気課長は，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

※１：高線量当量率物品の移動時は除く。 

※２：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 

 

（８）事故時計装 

表２７－２－１－５（８） 事故時計装に係る確認（１号炉） 

要  素 項    目 頻   度 

１．原子炉圧力 

２．原子炉水位（広帯域） 

３．原子炉水位（燃料域） 

４．格納容器圧力 

５．格納容器内雰囲気線量当量率 

発電課長は，原子炉の状態が運転およ

び起動時に動作不能でないことを指

示により確認する。 

毎日１回 

計測制御課長は，チャンネル校正を実

施する。 

定検停止時 
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伴う変更 

（１号炉の廃止措置段

階の保安活動を第２編

に規定することから，運

転段階の保安活動を第

１編の規定とし，１号炉

に係る記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 

 

表２７－２－２ 計測および制御設備に係る確認(２号炉および３号炉) 

１．原子炉保護系計装 

表２７－２－２－１ 原子炉保護系計装に係る確認（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

２．起動領域モニタ（中性子源領域）計装 

表２７－２－２－２ 起動領域モニタ計装に係る確認（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

３．非常用炉心冷却系計装 

（１）低圧炉心スプレイ系計装 

表２７－２－２－３（１） 低圧炉心スプレイ系計装に係る確認（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

（２）低圧注水系計装 

表２７－２－２－３（２） 低圧注水系計装に係る確認（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

（３）高圧炉心スプレイ系計装 

表２７－２－２－３（３） 高圧炉心スプレイ系計装に係る確認（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

（４）自動減圧系計装 

表２７－２－２－３（４） 自動減圧系計装に係る確認（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

４．格納容器隔離系計装 

（１）主蒸気隔離弁計装 

表２７－２－２－４（１） 主蒸気隔離弁計装に係る確認（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

（２）格納容器隔離系計装 

表２７－２－２－４（２） 格納容器隔離系計装に係る確認（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

（３）原子炉建屋隔離系計装  

表２７－２－２－４（３） 原子炉建屋隔離系計装に係る確認（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

５．その他計装 

（１）非常用ディーゼル発電機計装 

表２７－２－２－５（１） 非常用ディーゼル発電機計装に係る確認（２号炉および３号炉） 

 

 

表２７－２ 計測および制御設備に係る確認 

１．原子炉保護系計装 

表２７－２－１ 原子炉保護系計装に係る確認 

 

（中略） 

 

２．起動領域モニタ（中性子源領域）計装 

表２７－２－２ 起動領域モニタ計装に係る確認 

 

（中略） 

 

３．非常用炉心冷却系計装 

（１）低圧炉心スプレイ系計装 

表２７－２－３（１） 低圧炉心スプレイ系計装に係る確認 

 

（中略） 

 

（２）低圧注水系計装 

表２７－２－３（２） 低圧注水系計装に係る確認 

 

（中略） 

 

（３）高圧炉心スプレイ系計装 

表２７－２－３（３） 高圧炉心スプレイ系計装に係る確認 

 

（中略） 

 

（４）自動減圧系計装 

表２７－２－３（４） 自動減圧系計装に係る確認 

 

（中略） 

 

４．格納容器隔離系計装 

（１）主蒸気隔離弁計装 

表２７－２－４（１） 主蒸気隔離弁計装に係る確認 

 

（中略） 

 

（２）格納容器隔離系計装 

表２７－２－４（２） 格納容器隔離系計装に係る確認 

 

（中略） 

 

（３）原子炉建屋隔離系計装  

表２７－２－４（３） 原子炉建屋隔離系計装に係る確認 

 

（中略） 

 

５．その他計装 

（１）非常用ディーゼル発電機計装 

表２７－２－５（１） 非常用ディーゼル発電機計装に係る確認 
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に規定することから，運

転段階の保安活動を第

１編の規定とし，１号炉

に係る記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

3
7 

変更前 変更後 理由 

（中略） 

（２）原子炉隔離時冷却系計装  

表２７－２－２－５（２） 原子炉隔離時冷却系計装に係る確認（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

（３）原子炉再循環ポンプトリップ計装  

表２７－２－２－５（３）原子炉再循環ポンプトリップ計装に係る確認（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

（４）制御棒引抜監視装置計装 

表２７－２－２－５（４） 制御棒引抜監視装置計装に係る確認（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

（５）タービン駆動給水ポンプ・主タービン高水位トリップ計装 

表２７－２－２－５（５） タービン駆動給水ポンプ・主タービン高水位トリップ計装に係る確認 

（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

（６）中央制御室外原子炉停止装置計装 

表２７－２－２－５（６）中央制御室外原子炉停止装置計装に係る確認（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

（７）中央制御室非常用換気空調系計装 

表２７－２－２－５（７） 中央制御室非常用換気空調系計装に係る確認（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

（８）事故時計装 

表２７－２－２－５（８） 事故時計装に係る確認（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

（２号炉および３号炉） 

図２７  中性子束高（熱流束相当）のスクラム設定（表２７－２関係） 

 

（中略） 

 

 

 

（中略） 

（２）原子炉隔離時冷却系計装  

表２７－２－５（２） 原子炉隔離時冷却系計装に係る確認 

 

（中略） 

 

（３）原子炉再循環ポンプトリップ計装  

表２７－２－５（３）原子炉再循環ポンプトリップ計装に係る確認 

 

（中略） 

 

（４）制御棒引抜監視装置計装 

表２７－２－５（４） 制御棒引抜監視装置計装に係る確認 

 

（中略） 

 

（５）タービン駆動給水ポンプ・主タービン高水位トリップ計装 

表２７－２－５（５） タービン駆動給水ポンプ・主タービン高水位トリップ計装に係る確認 

 

 

（中略） 

 

（６）中央制御室外原子炉停止装置計装 

表２７－２－５（６）中央制御室外原子炉停止装置計装に係る確認 

 

（中略） 

 

（７）中央制御室非常用換気空調系計装 

表２７－２－５（７） 中央制御室非常用換気空調系計装に係る確認 

 

（中略） 

 

（８）事故時計装 

表２７－２－５（８） 事故時計装に係る確認 

 

（中略） 

 

 

図２７  中性子束高（熱流束相当）のスクラム設定（表２７－２関係） 

 

（中略） 
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変更前 変更後 理由 

 

表２７－３ 

表２７－３－１  計測および制御設備に係る措置（１号炉） 

１．原子炉保護系計装 

原子炉保護系計装の要素に動作不能が発生し，動作可能であるべきチャンネル数を満足できない場

合は，その状態に応じて次の措置を講じる。なお，動作可能であるべきチャンネル数とは，片トリッ

プ系毎のすべてのチャンネル数をいう。 

（１）片トリップ系において，動作不能チャンネルが１つ以上ある場合は，１２時間以内に動作可

能な状態に復旧し，復旧できなければ動作不能なチャンネルをトリップするか，または当該ト

リップ系をトリップする。 

（２）両トリップ系において動作不能チャンネルがそれぞれ１つ以上ある場合は，６時間以内に動

作可能な状態に復旧し，復旧できなければ，いずれかの片トリップ系における動作不能チャン

ネルをトリップするか，またはいずれかの片トリップ系をトリップする。 

（３）片トリップ系において同一要素によるトリップ能力が維持できない場合または当該トリップ

系が動作不能の場合は，１時間以内に当該トリップ系を復旧するかトリップする。 

（４）上記（１），（２）または（３）の措置を完了できない場合は，下表の要求される措置を完

了時間内に講じる。 
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表２７－３－１－１   原子炉保護系計装に係る措置（１号炉） 

要  素 適用される原

子炉の状態 

動作可能である

べきチャンネル

数（片トリップ

系） 

要求される措置 完了時間 

１．中間領域モニ

タ 

a．中性子束高 

起動 ３※２ A1.高温停止にする。 ２４時間 

高温停止※１ 

冷温停止※１ 

燃料交換※１ 

A1.１体以上の燃料が装荷

されているセルに挿入可

能な制御棒の全挿入操作

を開始する。 

速やかに 

b．機器動作不能 起動 ３※２ A1.高温停止にする。 ２４時間 

高温停止※１ 

冷温停止※１ 

燃料交換※１ 

A1.１体以上の燃料が装荷

されているセルに挿入可

能な制御棒の全挿入操作

を開始する。 

速やかに 

２．平均出力領域

モニタ 

a.中性子束高 

起動 ３※２ A1.高温停止にする。 ２４時間 

運転 A1.起動にする。 １２時間 

b.下限 運転 ３※２ A1.起動にする。 １２時間 

c.機器動作不能 運転，起動 ３※２ A1.高温停止にする。 ２４時間 

３．原子炉圧力高 運転，起動 ２ A1.高温停止にする。 ２４時間 

４．原子炉水位低

（Ｌ３） 

運転，起動 ２ A1.高温停止にする。 ２４時間 

５．主蒸気隔離弁

閉 

運転 ８ A1.起動にする。 １２時間 

６．格納容器圧力

高 

運転，起動 ２ A1.高温停止にする。 ２４時間 

７．スクラム排出

容器水位高 

運転，起動 ４ A1.高温停止にする。 ２４時間 

高温停止※１ 

冷温停止※１ 

燃料交換※１ 

A1.１体以上の燃料が装荷

されているセルに挿入可

能な制御棒の全挿入操作

を開始する。 

速やかに 

８．タービン主蒸

気止め弁閉 

原子炉熱出力 

30％相当以上 

４ A1.原子炉熱出力 30％相当

未満にする。 

８時間 

９．タービン蒸気

加減弁急速閉 

ａ.油圧 

ｂ.電磁弁励磁

位置 

原子炉熱出力 

30％相当以上 

４ A1.原子炉熱出力 30％相当

未満にする。 

８時間 

10．主蒸気管放射

能高 

運転，起動 ２ A1.高温停止にする。 ２４時間 
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変更前 変更後 理由 

 

要  素 適用される原

子炉の状態 

動作可能である

べきチャンネル

数（片トリップ

系） 

要求される措置 完了時間 

11．地震加速度大 

ａ．原子炉建屋 

地下２階床水

平(OP2.30m) 

ｂ．原子炉建屋

１ 階 床 水 平

(OP15.00m) 

ｃ．原子炉建屋

１ 階 床 鉛 直

(OP15.00m) 

OP:女川原子力

発電所工事用

基準面 

運転，起動 ６ A1.高温停止にする。 ２４時間 

高温停止※１ 

冷温停止※１ 

燃料交換※１ 

A1.１体以上の燃料が装荷

されているセルに挿入可

能な制御棒の全挿入操作

を開始する。 

速やかに 

12．原子炉モード

スイッチ 

「停止」位置 

運転，起動 １※３ A1.高温停止にする。 ２４時間 

高温停止※１ 

冷温停止※１ 

燃料交換※１ 

A1.１体以上の燃料が装荷

されているセルに挿入可

能な制御棒の全挿入操作

を開始する。 

速やかに 

13．スクラム回路 運転，起動 ２※４ 

(自動スクラム) 

１※４ 

(手動スクラム) 

A1.高温停止にする。 ２４時間 

高温停止※１ 

冷温停止※１ 

燃料交換※１ 

A1.１体以上の燃料が装荷

されているセルに挿入可

能な制御棒の全挿入操作

を開始する。 

速やかに 

※１：１体以上の燃料が装荷されているセルの制御棒が全挿入かつ除外されている場合または全燃料

が取り出されている場合を除く。 

※２：片系３チャンネルのうち，１チャンネルバイパス可能設備のため，１チャンネルバイパスして

いる状態では動作可能であるべきチャンネル数（片トリップ系）は２とする。 

※３：原子炉モードスイッチは１つであり，その接点を両トリップ系で１チャンネルずつ使用してい

る。 

※４：片系における論理の数を指す。 
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変更前 変更後 理由 

 

２．中性子源領域モニタ計装 

中性子源領域モニタ計装の要素に動作不能が発生し，動作可能であるべきチャンネル数を満足でき

ない場合は，下表の要求される措置を完了時間内に講じる。 

表２７－３－１－２   中性子源領域モニタ計装に係る措置（１号炉） 

要

素 

適用される原

子炉の状態 

動作可能

であるべ

きチャン

ネル数 

条 件 要求される措置 完了時間 

中
性
子
源
領
域
モ
ニ
タ 

中間領域モニ

タがレンジ２

以下で，かつ

原子炉の状態

が「起動」 

４※１ A.動作不能チャンネルが

１つ以上の場合 

A1.中性子源領域モニタを動作

可能状態に復帰させる。 

または 

A2.中間領域モニタにて監視を

行う。 

４時間 

 

 

速やかに 

B.動作不能チャンネルが

３つの場合 

B1.制御棒引抜操作を中止す

る。 

速やかに 

C.条件 Aまたは Bで要求

される措置を完了時間

内に達成できない場合 

C1.高温停止とする。 ２４時間 

原子炉の状態

が 

「高温停止」 

または 

「冷温停止」 

２ A.動作不能チャンネルが

１つ以上の場合 

 

A1.挿入可能な制御棒を全挿入

する。 

および 

A2.制御棒引抜操作を行っては

ならない。 

１時間 

 

 

１時間 

原
子
炉
の
状
態
が
「
燃
料
交
換
」 

炉心変更

が実施さ

れていな

い場合 

２※２ A.動作不能チャンネルが

１つ以上の場合 

および 

動作不能な中性子源領

域モニタが存在する１

／４炉心において中間

領域モニタが動作不能

の場合 

A1.１体以上の燃料が装荷され

ているセルに制御棒が全挿

入されていることの確認を

開始する。 

速やかに 

炉心変更

が実施さ

れている

場合 

２※２※３ A.動作不能チャンネルが

１つ以上の場合 

および 

動作不能な中性子源領

域モニタが存在する１

／４炉心において中間

領域モニタが動作不能

の場合 

A1.制御棒挿入または燃料取出

し以外の炉心変更を中止す

る。 

および 

A2.１体以上の燃料が装荷され

ているセルに制御棒が全挿

入されていることの確認を

開始する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

※１：４チャンネルのうち，１チャンネルバイパス可能設備のため，１チャンネルバイパスしている

状態では動作可能であるべきチャンネル数は３とする。 

※２：中性子源領域モニタ周りの燃料が４体未満の場合，当該中性子源領域モニタが動作可能である

ことを要求されない。 

※３：炉心変更が実施されている１／４炉心の１チャンネルおよびそれに隣接するいずれかの１／４

炉心の１チャンネル。 
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３．非常用炉心冷却系計装 

（１）炉心スプレイ系計装 

炉心スプレイ系計装の要素に動作不能が発生し，動作可能であるべきチャンネル数を満足で

きない場合は，下表の要求される措置を完了時間内に講じる。 

なお，動作可能であるべきチャンネル数とは，炉心スプレイ系を作動させる為のすべてのチ

ャンネル数をいい，その半数が片トリップ系を構成する。 

表２７－３－１－３（１）   非常用炉心冷却系計装に係る措置（１号炉） 

要  素 適用され

る原子炉

の状態 

動作可能で

あるべきチ

ャンネル数 

(両トリッ

プ系) 

条   件 要求される措置 完了時間 

1.原子炉水位

異常低 

（Ｌ１） 

運転 

起動 

高温停止 

４ A.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが１つの

場合 

A1.チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

A2.動作不能チャンネル

をトリップする。 

または 

A3.炉心スプレイ系を動

作不能とみなす。 

２４時間 

 

 

２４時間 

 

 

２４時間 

B.両トリップ

系にそれぞ

れ動作不能

チャンネル

が１つの場

合 

B1.チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

B2.いずれかの動作不能

チャンネルをトリップ

する。 

または 

B3.炉心スプレイ系を動

作不能とみなす。 

１２時間 

 

 

１２時間 

 

 

 

１２時間 

C.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが２つの

場合 

C1.炉心スプレイ系を動

作不能とみなす。 

１時間 

2.格納容器圧

力高 

４ A.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが１つの

場合 

A1.チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

A2.動作不能チャンネル

をトリップする。 

または 

A3.炉心スプレイ系を動

作不能とみなす。 

２４時間 

 

 

２４時間 

 

 

２４時間 
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変更前 変更後 理由 

 

要  素 適用され

る原子炉

の状態 

動作可能で

あるべきチ

ャンネル数 

(両トリッ

プ系) 

条   件 要求される措置 完了時間 

2.格納容器圧

力高 

運転 

起動 

高温停止 

４ B.両トリップ

系にそれぞ

れ動作不能

チャンネル

が１つの場

合 

B1.チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

B2.いずれかの動作不能

チャンネルをトリップ

する。 

または 

B3.炉心スプレイ系を動

作不能とみなす。 

１２時間 

 

 

１２時間 

 

 

 

１２時間 

C.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが２つの

場合 

C1.炉心スプレイ系を動

作不能とみなす。 

１時間 

3.原子炉圧力

低(注入可) 

４ A.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが１つの

場合 

A1.チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

A2.炉心スプレイ系を動

作不能とみなす。 

２４時間 

 

 

２４時間 

B.両トリップ

系にそれぞ

れ動作不能

チャンネル

が１つの場

合 

B1.チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

B2.炉心スプレイ系を動

作不能とみなす。 

１２時間 

 

 

１２時間 

C.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが２つの

場合 

C1.炉心スプレイ系を動

作不能とみなす。 

１時間 
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                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

4
4 

 

変更前 変更後 理由 

 

（２）低圧注水系計装 

低圧注水系計装の要素に動作不能が発生し，動作可能であるべきチャンネル数を満足できな

い場合は，下表の要求される措置を完了時間内に講じる。 

なお，動作可能であるべきチャンネル数とは，系列毎※１のポンプおよび弁等を作動させる為

のすべてのチャンネル数をいい，その半数が片トリップ系を構成する。 

表２７－３－１－３（２）   低圧注水系計装に係る措置（１号炉） 

要  素 適用され

る原子炉

の状態 

動作可能で

あるべきチ

ャンネル数 

(両トリッ

プ系) 

条   件 要求される措置 完了時間 

1.原子炉水位

異常低 

（Ｌ１） 

運転 

起動 

高温停止 

４ A.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが１つの

場合 

A1.チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

A2.動作不能チャンネル

をトリップする。 

または 

A3.低圧注水系を動作不

能とみなす。 

２４時間 

 

 

２４時間 

 

 

２４時間 

B.両トリップ

系にそれぞ

れ動作不能

チャンネル

が１つの場

合 

B1.チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

B2.いずれかの動作不能

チャンネルをトリップ

する。 

または 

B3.低圧注水系を動作不

能とみなす。 

１２時間 

 

 

１２時間 

 

 

 

１２時間 

C.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが２つの

場合 

C1.低圧注水系を動作不

能とみなす。 

１時間 

2.格納容器圧

力高 

４ A.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが１つの

場合 

A1.チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

A2.動作不能チャンネル

をトリップする。 

または 

A3.低圧注水系を動作不

能とみなす。 

２４時間 

 

 

２４時間 

 

 

２４時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

女川１号炉廃止措置に

伴う変更 

（１号炉の廃止措置段

階の保安活動を第２編
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4
5 

 

変更前 変更後 理由 

 

要  素 適用され

る原子炉

の状態 

動作可能で

あるべきチ

ャンネル数 

(両トリッ

プ系) 

条   件 要求される措置 完了時間 

2.格納容器圧

力高 

運転 

起動 

高温停止 

４ B.両トリップ

系にそれぞ

れ動作不能

チャンネル

が１つの場

合 

B1.チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

B2.いずれかの動作不能

チャンネルをトリップ

する。 

または 

B3.低圧注水系を動作不

能とみなす。 

１２時間 

 

 

１２時間 

 

 

 

１２時間 

C.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが２つの

場合 

C1.低圧注水系を動作不

能とみなす。 

１時間 

3.原子炉圧力

低（注入可） 

４ A.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが１つの

場合 

A1.チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

A2.低圧注水系を動作不

能とみなす。 

２４時間 

 

 

２４時間 

B.両トリップ

系にそれぞ

れ動作不能

チャンネル

が１つの場

合 

B1.チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

B2.低圧注水系を動作不

能とみなす。 

１２時間 

 

 

１２時間 

C.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが２つの

場合 

C1.低圧注水系を動作不

能とみなす。 

１時間 

※１：系列毎とは，低圧注水系Ａ系（ポンプ(A)および(C)）または低圧注水系Ｂ系（ポンプ(B)およ

び(D)）をいう。 
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変更前 変更後 理由 

 

（３）高圧注水系計装 

高圧注水系計装の要素に動作不能が発生し，動作可能であるべきチャンネル数を満足できな

い場合は，下表の要求される措置を完了時間内に講じる。 

なお，動作可能であるべきチャンネル数とは，高圧注水系を作動させるためのすべてのチャ

ンネル数をいい，その半数が片トリップ系を構成する。 

表２７－３－１－３（３）   高圧注水系計装に係る措置（１号炉） 

要  素 適用され

る原子炉

の状態 

動作可能で

あるべきチ

ャンネル数 

(両トリッ

プ系) 

条   件 要求される措置 完了時間 

1.原子炉水位

異常低 

（Ｌ２） 

運転 

起動※１ 

高温停止
※１ 

４ A.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが１つの

場合 

A1.チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

A2.動作不能チャンネル

をトリップする。 

または 

A3.高圧注水系を動作不

能とみなす。 

２４時間 

 

 

２４時間 

 

 

２４時間 

B.両トリップ

系にそれぞ

れ動作不能

チャンネル

が１つの場

合 

B1.少なくとも１つのチ

ャンネルを動作可能な

状態に復旧する。 

または 

B2.いずれかの動作不能

チャンネルをトリップ

する。 

または 

B3.高圧注水系を動作不

能とみなす。 

１２時間 

 

 

 

１２時間 

 

 

 

１２時間 

C.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが２つの

場合 

C1.高圧注水系を動作不

能とみなす。 

１時間 

2.格納容器圧

力高 

４ A.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが１つの

場合 

A1.チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

A2.動作不能チャンネル

をトリップする。 

または 

A3.高圧注水系を動作不

能とみなす。 

２４時間 

 

 

２４時間 

 

 

２４時間 
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変更前 変更後 理由 

 

要  素 適用され

る原子炉

の状態 

動作可能で

あるべきチ

ャンネル数 

(両トリッ

プ系) 

条   件 要求される措置 完了時間 

2.格納容器圧

力高 

運転 

起動※１ 

高温停止
※１ 

４ B.両トリップ

系にそれぞ

れ動作不能

チャンネル

が１つの場

合 

B1.チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

B2.いずれかの動作不能

チャンネルをトリップ

する。 

または 

B3.高圧注水系を動作不

能とみなす。 

１２時間 

 

 

 

１２時間 

 

 

 

１２時間 

C.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが２つの

場合 

C1.高圧注水系を動作不

能とみなす。 

１時間 

※１：原子炉圧力が 1.04MPa[gage]以上の場合。 
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変更前 変更後 理由 

 

（４）自動減圧系計装 

自動減圧系計装の要素に動作不能が発生し，動作可能であるべきチャンネル数を満足できな

い場合は，下表の要求される措置を完了時間内に講じる。 

なお，動作可能であるべきチャンネル数とは，論理※１毎のすべてのチャンネル数をいう。 

表２７－３－１－３（４）   自動減圧系計装に係る措置（１号炉） 

要  素 適用され

る原子炉

の状態 

動作可能で

あるべきチ

ャンネル数 

（論理毎） 

条   件 要求される措置 完了時間 

1.原子炉水位

異常低（Ｌ

１） 

運転 

起動※２ 

高温停止
※２ 

２ A.いずれかの

論理に動作

不能チャン

ネルが１つ

以上の場合 

A1.チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

 

 

または 

 

 

 

A2.当該チャンネルをト

リップする。 

１０日間 

ただし 

高圧注水系

の動作不能

を発見した

場合は４日

間 

 

１０日間 

ただし 

高圧注水系

の動作不能

を発見した

場合は４日

間 

B.両方の論理

が，それぞれ

動作不能の

場合 

または 

条件Ａで要

求される措

置を完了時

間内に達成

できない場

合 

B1.自動減圧系を動作不

能とみなす。 

１時間 

※１：本条における論理とは，当該系統・設備を作動させるためのセンサから論理回路の出力段まで

の最小単位の構成をいう。 
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変更前 変更後 理由 

 

要  素 適用され

る原子炉

の状態 

動作可能で

あるべきチ

ャンネル数 

（論理毎） 

条   件 要求される措置 完了時間 

2.格納容器圧

力高 

運転 

起動※２ 

高温停止
※２ 

２ A.いずれかの

論理に動作

不能チャン

ネルが１つ

以上の場合 

A1.チャンネルを動作

可能な状態に復旧す

る。 

 

または 

 

 

A2.当該チャンネルを

トリップする。 

１０日間 

ただし 

高圧注水系の

動作不能を発

見した場合は

４日間 

 

１０日間 

ただし 

高圧注水系の

動作不能を発

見した場合は

４日間 

B.両方の論理

が，それぞれ

動作不能の

場合 

または 

条件Ａで要

求される措

置を完了時

間内に達成

できない場

合 

B1.自動減圧系を動作

不能とみなす。 

１時間 

3.自動減圧系

始動タイマ 

運転 

起動※２ 

高温停止
※２ 

１ A. いずれかの

論理が動作

不能の場合 

A1.当該論理系を動作

可能な状態に復旧す

る。 

１０日間 

ただし 

高圧注水系の

動作不能を発

見した場合は

４日間 

B.両方の論理

が，それぞれ

動作不能の

場合 

または 

条件Ａで要

求される措

置を完了時

間内に達成

できない場

合 

B1.自動減圧系を動作

不能とみなす。 

１時間 
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変更前 変更後 理由 

 

要  素 適用され

る原子炉

の状態 

動作可能で

あるべきチ

ャンネル数 

（論理毎） 

条   件 要求される措置 完了時間 

4.炉心スプレ

イ系ポンプ

出口圧力高 

または 

残留熱除去

系ポンプ出

口圧力高 

運転 

起動※２ 

高温停止
※２ 

３※３ A.片方の論理

が動作不能の

場合 

A1.当該論理系を動作可

能状態に復旧する。 

１０日間 

ただし 

高圧注水系

の動作不能

を発見した

場合は４日

間 

B.両方の論理

が，それぞれ

動作不能の場

合 

または 

  条件Ａで要

求される措置

を完了時間内

に達成できな

い場合 

B1.自動減圧系を動作不

能とみなす。 

１時間 

※２：原子炉圧力が 0.77MPa[gage]以上の場合。 

※３：炉心スプレイ系１チャンネルおよび残留熱除去系２チャンネルをいう。 
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変更前 変更後 理由 

４．格納容器隔離系計装 

（１）主蒸気隔離弁計装 

主蒸気隔離弁計装の要素に動作不能が発生し動作可能であるべきチャンネル数を満足でき

ない場合は，その状態に応じて次の措置を講じる。 

なお，動作可能であるべきチャンネル数とは，主蒸気隔離弁を隔離させるためのすべてのチ

ャンネル数をいい，その半数が片トリップ系を構成する。 

（Ａ）片トリップ系において動作不能チャンネルが１つ以上ある場合は，２４時間以内に動

作可能な状態に復旧し，復旧出来ない場合は，動作不能なチャンネルをトリップするか，

または当該トリップ系をトリップする。 

（Ｂ）両トリップ系において動作不能チャンネルがそれぞれ１つ以上ある場合は，１２時間

以内に動作可能な状態に復旧し，復旧出来ない場合は，いずれかの片トリップ系におけ

る動作不能チャンネルをトリップするかまたはいずれかの片トリップ系をトリップす

る。 

（Ｃ）片トリップ系において同一要素のトリップ能力を維持できない場合または当該トリッ

プ系が動作不能の場合は，１時間以内に当該トリップ系を復旧するかトリップする。 

（Ｄ）（Ａ），（Ｂ）または（Ｃ）の措置を完了できない場合は，下表の要求される措置を

完了時間内に講じる。 

表２７－３－１－４（１）   主蒸気隔離弁計装に係る措置（１号炉） 

要  素 適用され

る原子炉

の状態 

動作可能であるべき 

チャンネル数 

（両トリップ系） 

要求される措置 完了時間 

1.原子炉水位 

異常低 

（Ｌ２） 

運転 

起動 

高温停止 

４ A1.高温停止にする。 

および 

A2.冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

2.主蒸気管 

放射能高 

運転 

起動 

高温停止 

４ A1.当該主蒸気ラインを隔離する。 

または 

A2.1.高温停止にする。 

および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 

 

２４時間 

 

３６時間 

3.主蒸気管 

流量大 

運転 

起動 

高温停止 

１６ A1.当該主蒸気ラインを隔離する。 

または 

A2.1.高温停止にする。 

および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 

 

２４時間 

 

３６時間 

4.主蒸気管 

トンネル 

温度高 

運転 

起動 

高温停止 

１６ A1.当該主蒸気ラインを隔離する。 

または 

A2.1.高温停止にする。 

および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 

 

２４時間 

 

３６時間 

5.主蒸気管 

圧力低 

運転 ４ A1.起動にする。 ６時間 
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変更前 変更後 理由 

（２）格納容器隔離系計装 

ａ．主蒸気管ドレン系 

主蒸気管ドレン系の格納容器隔離系計装の要素に動作不能が発生し動作可能であるべき

チャンネル数を満足できない場合は，その状態に応じて次の措置を講じる。 

なお，動作可能であるべきチャンネル数とは，内側または外側の隔離機能を作動させるた

めのすべてのチャンネル数をいう。 

（Ａ）内側隔離論理または外側隔離論理において動作不能チャンネルが１つ以上ある場合は

２４時間以内に，動作可能な状態に復旧し，復旧出来ない場合は，動作不能なチャンネ

ルをトリップするかまたは，当該トリップ系をトリップする。 

（Ｂ）内側隔離論理および外側隔離論理のそれぞれに同一要素の動作不能チャンネルが１つ

以上ある場合，または内側隔離論理および外側隔離論理ともに隔離機能を喪失している

場合は，１時間以内に内側隔離論理または外側隔離論理の少なくとも１つの隔離機能を

復旧する。 

（Ｃ）（Ａ）または（Ｂ）の措置を完了できない場合は，下表の要求される措置を完了時間

内に講じる。 

表２７－３－１－４（２）ａ  格納容器隔離系計装（主蒸気管ドレン系）に係る措置（１号炉） 

要  素 適用され

る原子炉

の状態 

動作可能であるべき 

チャンネル数 

（論理毎） 

要求される措置 完了時間 

1.原子炉水位 

異常低 

（Ｌ２） 

運転 

起動 

高温停止 

２ A1.当該ラインを隔離する。  

または 

A2.1.高温停止にする。 

 および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 

 

２４時間 

 

３６時間 

2.主蒸気管 

放射能高 

運転 

起動 

高温停止 

２ A1.当該ラインを隔離する。 

または 

A2.1.高温停止にする。 

 および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 

 

２４時間 

 

３６時間 

3.主蒸気管 

流量大 

運転 

起動 

高温停止 

８ A1.当該ラインを隔離する。 

または 

A2.1.高温停止にする。 

 および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 

 

２４時間 

 

３６時間 

4.主蒸気管 

トンネル 

温度高 

運転 

起動 

高温停止 

８ A1.当該ラインを隔離する。 

または 

A2.1.高温停止にする。 

 および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 

 

２４時間 

 

３６時間 

5.主蒸気管 

圧力低 

運転 ２ A1.当該ラインを隔離する。 

または 

A2.起動にする。 

１２時間 

 

１２時間 
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変更前 変更後 理由 

ｂ．炉水サンプリング系，原子炉冷却材浄化系，格納容器調気系，残留熱除去系および格納

容器ドレン系 

炉水サンプリング系，原子炉冷却材浄化系，格納容器調気系，残留熱除去系および格納

容器ドレン系の格納容器隔離系計装の要素に動作不能が発生し動作可能であるべきチャン

ネル数を満足できない場合は，その状態に応じて次の措置を講じる。 

なお，動作可能であるべきチャンネル数とは，隔離機能を作動させるためのすべてのチ

ャンネル数をいい，その半数が片トリップ系を構成する。 

（Ａ）片トリップ系において動作不能チャンネルが１つ以上ある場合は「原子炉水位低（Ｌ

３）」または「格納容器圧力高」要素については１２時間以内に，それ以外の要素に

ついては２４時間以内に，動作可能な状態に復旧し，復旧出来ない場合は，動作不能

なチャンネルをトリップするかまたは，当該トリップ系をトリップする。 

（Ｂ）両トリップ系において動作不能チャンネルが１つ以上ある場合は，１２時間以内に

動作可能な状態に復旧し，復旧出来ない場合は，いずれかの片トリップ系における動

作不能チャンネルをトリップするかまたはいずれかの片トリップ系をトリップする。 

（Ｃ）片トリップ系において同一要素のトリップ能力を維持できない場合，または当該ト

リップ系が動作不能の場合は，１時間以内に当該トリップ系を復旧するかトリップす

る。 

（Ｄ）（Ａ），（Ｂ）または（Ｃ）の措置を完了できない場合は，下表の要求される措置

を完了時間内に講じる。 

表２７－３－１－４（２）ｂ  格納容器隔離系計装（炉水サンプリング系，原子炉冷却材浄化系，

格納容器調気系，残留熱除去系および格納容器ドレン系）に係る措置（１号炉） 

要  素 適用され
る原子炉
の状態 

動作可能であるべき 
チャンネル数 
（両トリップ系） 

要求される措置 完了時間 

1.炉水サンプリ
ング系 

a.原子炉水位 
異常低 
（Ｌ２）  

運転 
起動 
高温停止 

４ A1.当該ラインを隔離する。 
または 
A2.1.高温停止にする。 
および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 
 
２４時間 
 
３６時間 

b.主蒸気管 
放射能高 

運転 
起動 
高温停止 

４ A1.当該ラインを隔離する。 
または 
A2.1.高温停止にする。 
および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 
 
２４時間 
 
３６時間 

c.主蒸気管 
流量大 

運転 
起動 
高温停止 

１６ A1.当該ラインを隔離する。 
または 
A2.1.高温停止にする。 
および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 
 
２４時間 
 
３６時間 
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変更前 変更後 理由 

 

※１：高線量当量率物品の移動時を除く。 

 

要  素 適用され
る原子炉
の状態 

動作可能であるべき 
チャンネル数 
（両トリップ系） 

要求される措置 完了時間 

d.主蒸気管 
トンネル 
温度高 

運転 
起動 
高温停止 

１６ A1.当該ラインを隔離する。 
または 
A2.1.高温停止にする。 
および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 
 
２４時間 
 
３６時間 

ｅ．主蒸気管 
圧力低 

運転 ４ A1.当該ラインを隔離する。 
または 
A2.起動する。 

１２時間 
 
１２時間 

2.原子炉冷却材 
浄化系 

a.原子炉水位 
低(Ｌ３) 

運転 
起動 
高温停止 

４ A1.当該ラインを隔離する。 
または 
A2.1.高温停止にする。 
および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 
 
２４時間 
 
３６時間 

3.格納容器 
調気系 

a.原子炉水位 
低(Ｌ３) 

運転 
起動 
高温停止 

４ A1.当該ラインを隔離する。 
または 
A2.1.高温停止にする。 
および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 
 
２４時間 
 
３６時間 

b.格納容器 
圧力高 

運転 
起動 
高温停止 

４ A1.当該ラインを隔離する。 
または 
A2.1.高温停止にする。 
および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 
 
２４時間 
 
３６時間 

c.原子炉建屋 
排気放射能高 

運転 
起動 
高温停止 

４ A1.当該ラインを隔離する。 
または 
A2.1.高温停止にする。 
および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 
 
２４時間 
 
３６時間 

d.燃料取替 
エリア 
放射能高※１ 

運転 
起動 
高温停止 

４ A1.当該ラインを隔離する。 
または 
A2.1.高温停止にする。 
および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 
 
２４時間 
 
３６時間 

4.残留熱除去系 
a.原子炉水位 
低(Ｌ３) 

運転 
起動 
高温停止 

４ A1.当該ラインを隔離する。 
または 
A2.1.高温停止にする。 
および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 
 
２４時間 
 
３６時間 

b.格納容器 
圧力高 

運転 
起動 
高温停止 

４ A1.当該ラインを隔離する。 
または 
A2.1.高温停止にする。 
および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 
 
２４時間 
 
３６時間 

5.格納容器 
ドレン系 

a.原子炉水位 
低(Ｌ３) 

運転 
起動 
高温停止 

４ A1.当該ラインを隔離する。 
または 
A2.1.高温停止にする。 
および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 
 
２４時間 
 
３６時間 

b.格納容器 
圧力高 

運転 
起動 
高温停止 

４ A1.当該ラインを隔離する。 
または 
A2.1.高温停止にする。 
および 

A2.2.冷温停止にする。 

１２時間 
 
２４時間 
 
３６時間 
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変更前 変更後 理由 

 

（３）原子炉建屋隔離系計装 

原子炉建屋隔離系計装の要素に動作不能が発生し，動作可能であるべきチャンネル数を満足

できない場合は，その状態に応じて次の措置を講じる。なお，動作可能であるべきチャンネル

数とは，隔離機能を作動させるためのすべてのチャンネル数をいい，その半数が片トリップ系

を構成する。 

（Ａ）片トリップ系において動作不能チャンネルが１つ以上ある場合は「原子炉水位低（Ｌ３）」

または「格納容器圧力高」要素については１２時間以内に，それ以外の要素については２

４時間以内に動作可能な状態に復旧し，復旧できない場合は動作不能なチャンネルをトリ

ップするかまたは，当該トリップ系をトリップする。 

（Ｂ）両トリップ系において動作不能チャンネルがそれぞれ１つ以上ある場合は，１２時間以

内に少なくとも片トリップ系を動作可能な状態に復旧し，復旧できない場合は，いずれか

の片トリップ系における動作不能チャンネルをトリップするかまたはいずれかの片トリ

ップ系をトリップする。 

（Ｃ）片トリップ系において同一要素のトリップ能力を維持できない場合または当該トリップ

系が動作不能の場合は，１時間以内に当該トリップ系を復旧するかトリップする。 

（Ｄ）（Ａ）および（Ｂ）の措置を完了できない場合は，下表の要求される措置を完了時間内

に講じる。 

（Ｅ）（Ｃ）の措置を完了できない場合は，下表の要求される措置を完了時間内にとり，かつ

１０日間以内にトリップ能力を復旧するか，トリップする。 

（Ｆ）原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，（Ｄ）または（Ｅ）の措置を完了

時間内に達成できない場合は，２４時間以内に高温停止かつ３６時間以内に冷温停止にす

る。 

（Ｇ）炉心変更時または原子炉建屋原子炉棟内での照射された燃料に係る作業時において，

（Ｄ）または（Ｅ）の措置を完了時間内に達成できない場合は，速やかに炉心変更および

原子炉建屋原子炉棟内で照射された燃料に係る作業を中止する。 
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変更前 変更後 理由 

 

表２７－３－１－４（３）   原子炉建屋隔離系計装に係る措置（１号炉） 

要  素 適用される 

原子炉の状態 

動作可能で 

あるべき 

チャンネル数 

(両トリップ系) 

要求される措置 完了時間 

1.原子炉水位 

低（Ｌ３）  

運転 

起動 

高温停止 

４ A1.原子炉建屋給排気隔離弁の動作

試験を行い，手動で隔離できるこ

とを確認する。 

および 

A2.1.非常用ガス処理系１系列を動

作可能な状態とする。 

または 

A2.2.非常用ガス処理系を動作不能

とみなす。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

2.格納容器 

圧力高 

運転 

起動 

高温停止 

４ A1.原子炉建屋給排気隔離弁の動作

試験を行い，手動で隔離できるこ

とを確認する。 

および 

A2.1.非常用ガス処理系１系列を動

作可能な状態とする。 

または 

A2.2.非常用ガス処理系を動作不能

とみなす。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

3.原子炉建屋 

排気放射能高 

運転 

起動 

高温停止 

炉心変更時※２

または 

原子炉建屋原

子炉棟内での

照射された燃

料に係る作業

時 

４ A1.原子炉建屋給排気隔離弁の動作

試験を行い，手動で隔離できるこ

とを確認する。 

および 

A2.1.非常用ガス処理系１系列を動

作可能な状態とする。 

または 

A2.2.非常用ガス処理系を動作不能

とみなす。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

4.燃料取替 

エリア 

放射能高※１ 

運転 

起動 

高温停止 

炉心変更時※２

または 

原子炉建屋原

子炉棟内での

照射された燃

料に係る作業

時 

４ A1.原子炉建屋給排気隔離弁の動作

試験を行い，手動で隔離できるこ

とを確認する。 

および 

A2.1.非常用ガス処理系１系列を動

作可能な状態とする。 

または 

A2.2.非常用ガス処理系を動作不能

とみなす。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

※１：高線量当量率物品の移動時を除く。 

※２：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 
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変更前 変更後 理由 

 

５．その他の計装 

（１）非常用ディーゼル発電機計装 

非常用ディーゼル発電機計装の要素に動作不能が発生し，動作可能であるべきチャンネル数

を満足できない場合は，下表の要求される措置を完了時間内に講じる。なお，動作可能である

べきチャンネル数とは，母線毎の非常用ディーゼル発電機を作動させる為のすべてのチャンネ

ル数をいい，その半数が片トリップ系を構成する。 

表２７－３－１－５（１）   非常用ディーゼル発電機計装に係る措置（１号炉） 

 

要  素 

適用される

原子炉の状

態 

動作可能

であるべ

きチャン

ネル数 

（ 系 統

毎） 

 

条   件 

 

要求される措置 

 

完了時間 

１．非常用デ

ィーゼル発

電機計装 

ａ．非常用交

流高圧電源

母線電圧低 

運転 

起動 

高温停止 

および 

第６７条で 

要求される 

非常用交流

高圧電源母

線の要求が

ある期間 

３ A.動作不能チ

ャンネルが

１つ以上の

場合 

A1.チャンネルを動作

可能な状態に復旧す

る。 

または 

A2.動作不能チャンネ

ルをトリップする。 

１時間 

 

 

 

１時間 

B.条件 A で要

求される措

置を完了時

間内に達成

できない場

合 

B1.当該非常用ディー

ゼル発電機を動作不

能とみなす。 

速やかに 
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変更前 変更後 理由 

 

要  素 適用される

原子炉の状

態 

動作可能

であるべ

きチャン

ネル数 

（ 系 統

毎） 

条   件 要求される措置 完了時間 

ｂ．原子炉水

位異常低（Ｌ

１） 

運転 

起動 

高温停止 

４ A.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが１つの

場合 

A1.チャンネル動作可

能な状態に復旧する。 

または 

A2.動作不能チャンネ

ルをトリップする。 

または 

A3.当該ディーゼル発

電機を動作不能とみ

なす。 

２４時間 

 

 

 

２４時間 

 

 

２４時間 

B.両トリップ

系にそれぞ

れ動作不能

チャンネル

が１つの場

合 

B1.少なくとも１つの

チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

B2.いずれかの動作不

能チャンネルをトリ

ップする。 

または 

B3.当該非常用ディー

ゼル発電機を動作不

能とみなす。 

１２時間 

 

 

 

 

１２時間 

 

 

 

１２時間 

C.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが２つの

場合 

C1.当該非常用ディー

ゼル発電機を動作不

能とみなす。 

 

１時間 
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変更前 変更後 理由 

 

要  素 適用される

原子炉の状

態 

動作可能

であるべ

きチャン

ネル数 

（ 系 統

毎） 

条   件 要求される措置 完了時間 

ｃ．格納容器

圧力高 

運転 

起動 

高温停止 

４ A.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが１つの

場合 

A1.チャンネルを動作

可能な状態に復旧す

る。 

または 

A2.動作不能チャンネ

ルをトリップする。 

または 

A3.当該非常用ディー

ゼル発電機を動作不

能とみなす。 

２４時間 

 

 

 

２４時間 

 

 

２４時間 

B.両トリップ

系にそれぞ

れ動作不能

チャンネル

が１つの場

合 

B1.少なくとも１つの

チャンネルを動作可

能な状態に復旧す

る。 

または 

B2.いずれかの動作不

能チャンネルをトリ

ップする。 

または 

B3.当該非常用ディー

ゼル発電機を動作不

能とみなす。 

１２時間 

 

 

 

 

１２時間 

 

 

 

１２時間 

C.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが２つの

場合 

C1.当該非常用ディー

ゼル発電機を動作不

能とみなす。 

１時間 
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変更前 変更後 理由 

 

（２）原子炉隔離時冷却系計装 

原子炉隔離時冷却系計装の要素に動作不能が発生し，動作可能であるべきチャンネル数を満

足できない場合は，下表の要求される措置を完了時間以内に講じる。 

なお，動作可能であるべきチャンネル数とは，原子炉隔離時冷却系を作動させるためのすべ

てのチャンネル数をいい，その半数が片トリップ系を構成する。 

表２７－３－１－５（２）  原子炉隔離時冷却系計装に係る措置（１号炉） 

要  素 適用される

原子炉の状

態 

動作可能

であるべ

きチャン

ネル数 

（両トリ

ップ系） 

条   件 要求される措置 完了時間 

１．原子炉水

位異常低（Ｌ

２） 

 

運転 

起動※1 

高温停止※1 

４ A.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが１つの

場合 

A1.チャンネルを動作

可能な状態に復旧す

る。 

または 

A2.動作不能チャンネ

ルをトリップする。 

または 

A3.原子炉隔離時冷却

系を動作不能とみな

す。 

２４時間 

 

 

 

２４時間 

 

 

２４時間 

B.両トリップ

系にそれぞ

れ動作不能

チャンネル

が１つの場

合 

B1.少なくとも１つの

チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

B2.いずれかの動作不

能チャンネルをトリ

ップする。 

または 

B3.原子炉隔離時冷却

系を動作不能とみな

す。 

１２時間 

 

 

 

 

１２時間 

 

 

 

１２時間 

C.片トリップ

系に動作不

能チャンネ

ルが２つの

場合 

C1.原子炉隔離時冷却

系を動作不能とみな

す。 

１時間 

※１：原子炉圧力が 1.04MPa[gage]以上の場合。 
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変更前 変更後 理由 

 

（３）原子炉再循環ポンプトリップ計装 

原子炉再循環ポンプトリップ計装の要素に動作不能が発生し，動作可能であるべきチャンネ

ル数を満足できない場合は，下表の要求される措置を完了時間内に講じる。なお，動作可能で

あるべきチャンネル数とは，論理毎のすべてのチャンネル数をいう。 

表２７－３－１－５（３）   原子炉再循環ポンプトリップ計装に係る措置（１号炉） 

要 素 適用され

る原子炉

の状態 

動作可能で

あるべきチ

ャンネル数

（論理毎） 

条    件 要求される措置 完了時間 

1.タービン 

主蒸気 

止め弁閉 

原子炉 

熱出力 

30％ 

相当以上 

２ A.いずれかの論理に動

作不能チャンネルが

１つ以上の場合 

A1.チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

A2.動作不能チャンネル

をトリップする。 

３日間 

 

 

３日間 

B.両方の論理に動作不

能チャンネルが１つ

以上の場合 

B1.少なくとも片方の論

理を復旧する。 

２時間 

C.条件ＡまたはＢで要

求される措置を完了

時間内に達成できな

い場合 

C1.原子炉熱出力を 30％

相当未満にする。 

８時間 

2.タービン 

蒸気 

加減弁 

急速閉 

a.油圧 

原子炉 

熱出力 

30％ 

相当以上 

２ A. いずれかの論理に，

動作不能チャンネル

が１つ以上の場合 

A1.チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

A2.動作不能チャンネル

をトリップする。 

３日間 

 

 

３日間 

B.両方の論理に動作不

能チャンネルが１つ

以上の場合 

B1.少なくとも片方の論

理を復旧する。 

２時間 

C.条件ＡまたはＢで要

求される措置を完了

時間内に達成できな

い場合 

C1.原子炉熱出力を 30％

相当未満にする。 

８時間 

b.電磁弁 

励磁位置 

原子炉 

熱出力 

30％ 

相当以上 

２ A. いずれかの論理に，

動作不能チャンネル

が１つ以上の場合 

A1.チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

または 

A2.動作不能チャンネル

をトリップする。 

３日間 

 

 

３日間 

B.両方の論理に動作不

能チャンネルが１つ

以上の場合 

B1.少なくとも片方の論

理を復旧する。 

２時間 

C.条件ＡまたはＢで要

求される措置を完了

時間内に達成できな

い場合 

C1.原子炉熱出力を 30％

相当未満にする。 

８時間 
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変更前 変更後 理由 

 

（４）制御棒引抜監視装置計装 

制御棒引抜監視装置計装の要素に動作不能が発生し，動作可能であるべきチャンネル数を満

足できない場合は，下表の要求される措置を完了時間以内に講じる。 

表２７－３－１－５（４）   制御棒引抜監視装置計装に係る措置（１号炉） 

要  素 適用される

原子炉の状

態 

動作可能

であるべ

きチャン

ネル数 

条   件 要求される措置 完了時間 

1.制御棒引抜

阻止 

a.中性子束

高 

b.機器動作

不能 

  c.下限 

原子炉熱出

力 30％相当

以上 

２※１ A.動作不能チ

ャンネルが１

つの場合 

A1.動作不能チャンネ

ルをトリップする。 

１時間 

B.条件Aの措置

が完了時間内

に達成できな

い場合 

B1.制御棒の引抜操作

を行わない。 

速やかに 

※１：２チャンネルの内，１チャンネルバイパス可能設備のため，１チャンネルバイパスしている状

態では動作可能であるべきチャンネル数は１とする。 

 

（５）主タービン高水位トリップ計装 

主タービン高水位トリップ計装の要素に動作不能が発生し，動作可能であるべきチャンネル

数を満足できない場合は，下表の要求される措置を完了時間以内に講じる。 

なお，動作可能であるべきチャンネル数とは，タービントリップ機能を作動させるためのす

べてのチャンネル数をいう。 

表２７－３－１－５（５）   主タービン高水位トリップ計装に係る措置（１号炉） 

要 素 適用され

る原子炉

の状態 

動作可能で

あるべきチ

ャンネル数 

条    件 要求される措置 完了時間 

1.原子炉 

水位高 

(Ｌ８) 

原子炉 

熱出力 

30％ 

相当以上 

３ A.動作不能チャンネル

が１つの場合 

A1.チャンネルを動作可能

状態に復旧する。 

または 

A2.動作不能チャンネルを

トリップする。 

１０日間 

 

 

１０日間 

B.動作不能チャンネル

が２つ以上の場合 

B1.高水位トリップ能力を

復旧する。 

２時間 

C.条件ＡまたはＢ要求

される措置を完了時間

内に達成できない場合 

C1. 原子炉熱出力を 30％

相当未満にする。 

８時間 
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変更前 変更後 理由 

 

（６）中央制御室外原子炉停止装置計装 

中央制御室外原子炉停止装置計装の要素に動作不能が発生した場合は，下表の要求される措

置を完了時間以内に講じる。 

表２７－３－１－５（６）   中央制御室外原子炉停止装置計装に係る措置（１号炉） 

要  素 適用され
る原子炉
の状態 

条    件 要求される措置 完了時間 

1.原子炉圧力 
2.原子炉隔離時冷却系流量 
3.原子炉隔離時冷却系制御 
4.残留熱除去系流量 

運転 
起動 

A.動作不能要素が１つの
場合 

A1.要素を動作可能
状態に復旧する。 

３０日間 

B.条件Ａで要求される措
置を完了時間内に達成
できない場合 

B1.高温停止にする。 ２４時間 

 

（７）中央制御室非常用換気空調系計装 

中央制御室非常用換気空調系計装の要素に動作不能が発生し，中央制御室に対して少なくと

も１つの原子炉の状態が運転，起動，高温停止および炉心変更時または原子炉建屋原子炉棟内

で照射された燃料に係る作業時において，動作可能であるべきチャンネル数を満足できない場

合は，下表の要求される措置を完了時間内に講じる。 

なお，動作可能であるべきチャンネル数とは，当該号機の中央制御室非常用換気空調系の全

てのチャンネル数をいい，その半数が片トリップ系を構成する。 

表２７－３－１－５（７）   中央制御室非常用換気空調系計装に係る措置（１号炉） 

要 素 適用され
る原子炉
の状態 

動作可能で 
あるべき 
チャンネル数 
(両トリップ系) 

条   件 要求される措置 完了時間 

1.原子炉 
建屋排気 
放射能高 

運転 
起動 
高温停止 
炉心変更 
時※１ 
または 
原子炉建
屋原子炉
棟内での
照射され
た燃料に
係る作業
時 

４ 

A.片トリッ
プ系に動作
不能チャン
ネルが１つ
の場合 

A1.チャンネルを動作可能な状
態に復旧する。 

または 
A2.動作不能チャンネルをトリ

ップする。 
または 
A3.当該中央制御室非常用換気

空調系を動作不能とみなす。 

２４時間 
 
 

２４時間 
 
 

２４時間 

2.燃料取替
エリア放
射能高※２ 

４ 

B.両トリッ
プ系にそれ
ぞれ動作不
能チャンネ
ルが１つの
場合 

B1.チャンネルを動作可能な状
態に復旧する。 

または 
B2.いずれかの動作不能チャン

ネルをトリップする。 
または 
B3.当該中央制御室非常用換気

空調系を動作不能とみなす。 

１２時間 
 
 

１２時間 
 
 

１２時間 

C.片トリッ
プ系に動作
不能チャン
ネルが２つ
の場合 

C1.当該中央制御室非常用換気
空調系を動作不能とみなす。 

１時間 

※１：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 

※２：高線量当量率物品の移動時を除く。 
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変更前 変更後 理由 

 

（８）事故時計装 

事故時計装の要素に動作不能が発生した場合は，下表の要求される措置を完了時間以内に講

じる。 

表２７－３－１－５（８）   事故時計装に係る措置（１号炉） 

要  素 適用され

る原子炉

の状態 

動作可能

であるべ

きチャン

ネル数 

条   件 要求される措置 完了時間 

1.原子炉圧力 

2. 原 子 炉 水 位

（広帯域） 

3. 原 子 炉 水 位

（燃料域） 

4.格納容器圧力 

運転 

起動 

 

２ 

A.動作不能チ

ャンネルが

１つの場合 

A1.チャンネルを動作

可能な状態に復旧す

る。 

３０日間 

B.条件 A で要

求される措

置を完了時

間内に達成

できない場

合 

B2.当該計器が動作不

能状態であることを

明確にするような措

置を開始する。 

速やかに 

C.動作不能チ

ャンネルが

２つの場合 

C1.少なくとも１つの

チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

１０日間 

D.条件 C で要

求される措

置を完了時

間内に達成

できない場

合 

D1.高温停止にする。 ２４時間 

5.格納容器内雰

囲気線量当量

率 

２ 

A.動作不能チ

ャンネルが

１つの場合 

A1.チャンネルを動作

可能な状態に復旧す

る。 

３０日間 

B.条件 A で要

求される措

置を完了時

間内に達成

できない場

合 

B1.当該計器が動作不

能状態であることを

明確にするような措

置を開始する。 

速やかに 

C.動作不能チ

ャンネルが

２つの場合 

C1.少なくとも１つの

チャンネルを動作可

能な状態に復旧する。 

１０日間 

D.条件 C で要

求される措

置を完了時

間内に達成

できない場

合 

D1.動作不能チャンネ

ルを動作可能な状態

に復旧する点検計画

を作成する。 

速やかに 

 

 

 

 

 

  

女川１号炉廃止措置に

伴う変更 

（１号炉の廃止措置段

階の保安活動を第２編

に規定することから，運

転段階の保安活動を第

１編の規定とし，１号炉

に係る記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 

 

表２７－３－２   計測および制御設備に係る措置（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

表２７－３－２－１   原子炉保護系計装に係る措置（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

表２７－３－２－２  起動領域モニタ（中性子源領域）計装に係る措置（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

表２７－３－２－３（１）   低圧炉心スプレイ系計装に係る措置（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

表２７－３－２－３（２）   低圧注水系計装に係る措置（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

表２７－３－２－３（３）   高圧炉心スプレイ系計装に係る措置（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

表２７－３－２－３（４）   自動減圧系計装に係る措置（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

表２７－３－２－４（１）   主蒸気隔離弁計装に係る措置（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

表２７－３－２－４（２）   格納容器隔離系計装に係る措置（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

表２７－３－２－４（３）   原子炉建屋隔離系計装（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

表２７－３－２－５（１）   非常用ディーゼル発電機計装に係る措置（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

表２７－３－２－５（２）   原子炉隔離時冷却系計装に係る措置（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

表２７－３－２－５（３）   再循環ポンプトリップ計装に係る措置（２号炉および３号炉） 

 

 

表２７－３   計測および制御設備に係る措置 

 

（中略） 

 

表２７－３－１   原子炉保護系計装に係る措置 

 

（中略） 

 

表２７－３－２  起動領域モニタ（中性子源領域）計装に係る措置 

 

（中略） 

 

表２７－３－３（１）   低圧炉心スプレイ系計装に係る措置 

 

（中略） 

 

表２７－３－３（２）   低圧注水系計装に係る措置 

 

（中略） 

 

表２７－３－３（３）   高圧炉心スプレイ系計装に係る措置 

 

（中略） 

 

表２７－３－３（４）   自動減圧系計装に係る措置 

 

（中略） 

 

表２７－３－４（１）   主蒸気隔離弁計装に係る措置 

 

（中略） 

 

表２７－３－４（２）   格納容器隔離系計装に係る措置 

 

（中略） 

 

表２７－３－４（３）   原子炉建屋隔離系計装 

 

（中略） 

 

表２７－３－５（１）   非常用ディーゼル発電機計装に係る措置 

 

（中略） 

 

表２７－３－５（２）   原子炉隔離時冷却系計装に係る措置 

 

（中略） 

 

表２７－３－５（３）   再循環ポンプトリップ計装に係る措置 

 

 

女川１号炉廃止措置に

伴う変更 

（１号炉の廃止措置段

階の保安活動を第２編

に規定することから，運

転段階の保安活動を第

１編の規定とし，１号炉

に係る記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

6
6 

変更前 変更後 理由 

（中略） 

 

表２７－３－２－５（４）   制御棒引抜監視装置計装に係る措置（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

表２７－３－２－５（５） タービン駆動給水ポンプ・主タービン高水位トリップ計装に係る措置（２

号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

表２７－３－２－５（６）中央制御室外原子炉停止装置計装に係る措置（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

表２７－３－２－５（７）中央制御室非常用換気空調系計装に係る措置（２号炉および３号炉） 

 

（中略） 

 

表２７－３－２－５（８）   事故時計装に係る措置（２号炉および３号炉） 

 

（省略） 

 

 

 

 

（中略） 

 

表２７－３－５（４）   制御棒引抜監視装置計装に係る措置 

 

（中略） 

 

表２７－３－５（５） タービン駆動給水ポンプ・主タービン高水位トリップ計装に係る措置 

 

 

（中略） 

 

表２７－３－５（６）中央制御室外原子炉停止装置計装に係る措置 

 

（中略） 

 

表２７－３－５（７）中央制御室非常用換気空調系計装に係る措置 

 

（中略） 

 

表２７－３－５（８）   事故時計装に係る措置 

 

（省略） 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に

伴う変更 

（１号炉の廃止措置段

階の保安活動を第２編

に規定することから，運

転段階の保安活動を第

１編の規定とし，１号炉

に係る記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 

  （原子炉再循環ポンプ） 

第２８条  原子炉の状態が運転および起動において，原子炉再循環ポンプは表２８－１で定める事項

を運転上の制限とする。 

 

（中略） 

 

図２８ 

１．１号炉 
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  （原子炉再循環ポンプ） 

第２８条  原子炉の状態が運転および起動において，原子炉再循環ポンプは表２８－１で定める事項

を運転上の制限とする。 

 

（中略） 

 

図２８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に

伴う変更 

（１号炉の廃止措置段

階の保安活動を第２編

に規定することから，運

転段階の保安活動を第

１編の規定とし，１号炉

に係る記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 

 

２．２号炉および３号炉 

0
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80
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100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

ポンプＢの速度（％）

ポ
ン

プ
Ａ

の
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（
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運転許容範囲

運転範囲外

禁止範囲

禁止範囲

対称運転

 
 

 

（ジェットポンプ） 

第２９条  原子炉熱出力が 30％以上において，ジェットポンプは，表２９－１で定める事項を運転上

の制限とする。 

２．ジェットポンプが前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施す

る。ただし，原子炉再循環ポンプ１台運転の場合は②の事項で確認する。 

（１）発電課長は，原子炉熱出力が 30％以上において次の状態が２つ以上発生していないことを毎

日１回確認する。 

①２つの原子炉再循環ポンプ速度の差が５％以内である場合に，２つの原子炉再循環ループ流

量の差が 15％（２号炉および３号炉においては 10％）を超えている。 

②個々のジェットポンプ差圧が，各々の系統に属するジェットポンプ差圧の平均値に対し，そ

の差が 20％を超えている。 

③原子炉再循環ループ流量から求めた炉心流量とジェットポンプ総流量の差が 10％を超えてい

る。 

 

（省略） 

 

 

 

 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

ポンプＢの速度（％）

ポ
ン

プ
Ａ

の
速

度
（
％

）

最低ポンプ速度

運転許容範囲

運転範囲外

禁止範囲

禁止範囲

対称運転

 
 

 

（ジェットポンプ） 

第２９条  原子炉熱出力が 30％以上において，ジェットポンプは，表２９－１で定める事項を運転上

の制限とする。 

２．ジェットポンプが前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施す

る。ただし，原子炉再循環ポンプ１台運転の場合は②の事項で確認する。 

（１）発電課長は，原子炉熱出力が 30％以上において次の状態が２つ以上発生していないことを毎

日１回確認する。 

①２つの原子炉再循環ポンプ速度の差が５％以内である場合に，２つの原子炉再循環ループ流

量の差が 10％を超えている。 

②個々のジェットポンプ差圧が，各々の系統に属するジェットポンプ差圧の平均値に対し，そ

の差が 20％を超えている。 

③原子炉再循環ループ流量から求めた炉心流量とジェットポンプ総流量の差が 10％を超えてい

る。 

 

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に

伴う変更 

（１号炉の廃止措置段

階の保安活動を第２編

に規定することから，運

転段階の保安活動を第

１編の規定とし，１号炉

に係る記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に

伴う変更 

（１号炉の廃止措置段

階の保安活動を第２編

に規定することから，運

転段階の保安活動を第

１編の規定とし，１号炉

に係る記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  （主蒸気安全弁および主蒸気逃がし安全弁） 

第３０条 原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，主蒸気安全弁（１号炉のみ）およ

び主蒸気逃がし安全弁は，表３０－１で定める事項を運転上の制限とする。ただし，主蒸気

逃がし安全弁排気管の温度上昇は主蒸気逃がし安全弁の動作不能とはみなさない。 

２．主蒸気安全弁および主蒸気逃がし安全弁が前項で定める運転上の制限を満足していることを確

認するため，次の各号を実施する。 

（１）原子炉課長は，定検停止時に，主蒸気安全弁および主蒸気逃がし安全弁の安全弁機能の設

定値が表３０－２に定める値であることを確認し，その結果を発電管理課長に通知する。※１ 

（２）計測制御課長は，定検停止時に，主蒸気逃がし安全弁の逃がし弁機能の設定値が表３０－

２に定める値であることを確認し，その結果を発電管理課長に通知する。 

３．発電課長は，主蒸気安全弁および主蒸気逃がし安全弁が第１項で定める運転上の制限を満足し

ていないと判断した場合，表３０－３の措置を講じる。 

表３０－１ 

項目 運転上の制限 

主蒸気安全弁および主蒸気逃がし安全弁 動作可能であること 

表３０－２ 

１．１号炉 

項 目 設定値 

主蒸気安全弁 8.55MPa[gage] 以下※２（２個） 

主蒸気逃がし 

安全弁 

(1)安全弁機能 

7.65MPa[gage] 以下※２（２個） 

7.72MPa[gage] 以下※２（２個） 

7.79MPa[gage] 以下※２（２個） 

(2)逃がし弁機能 

7.44MPa[gage] 以下    (１個） 

7.51MPa[gage] 以下    (２個） 

7.58MPa[gage] 以下    (３個） 

 

２．２号炉および３号炉 

項 目 設定値 

主蒸気逃がし 

安全弁 

(1)安全弁機能 

7.79MPa[gage] 以下※２（２個） 

8.10MPa[gage] 以下※２（３個） 

8.17MPa[gage] 以下※２（３個） 

8.24MPa[gage] 以下※２（３個） 

(2)逃がし弁機能 

7.37MPa[gage] 以下   （２個） 

7.44MPa[gage] 以下   （３個） 

7.51MPa[gage] 以下   （３個） 

7.58MPa[gage] 以下   （３個） 

 

表３０－３ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.１弁以上の主蒸気安全弁および逃が

し安全弁が動作不能の場合 

A1.逃がし安全弁を動作可能な状態

に復旧する。 

１０日間 

B.条件 Aで要求される措置を完了時間

内に達成できない場合 

B1.高温停止にする。 

および 

B2.冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

※１：主蒸気逃がし安全弁の取替を実施する場合は，定期検査前に本検査を行うことができる。 

※２：公称値 

 

 （主蒸気逃がし安全弁） 

第３０条 原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，主蒸気逃がし安全弁は，表３０－

１で定める事項を運転上の制限とする。ただし，主蒸気逃がし安全弁排気管の温度上昇は主

蒸気逃がし安全弁の動作不能とはみなさない。 

２．主蒸気逃がし安全弁が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各

号を実施する。 

（１）原子炉課長は，定検停止時に，主蒸気逃がし安全弁の安全弁機能の設定値が表３０－２に

定める値であることを確認し，その結果を発電管理課長に通知する。※１ 

（２）計測制御課長は，定検停止時に，主蒸気逃がし安全弁の逃がし弁機能の設定値が表３０－

２に定める値であることを確認し，その結果を発電管理課長に通知する。 

３．発電課長は，主蒸気逃がし安全弁が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した

場合，表３０－３の措置を講じる。 

表３０－１ 

項目 運転上の制限 

主蒸気逃がし安全弁 動作可能であること 

表３０－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

項 目 設定値 

主蒸気逃がし 

安全弁 

(1)安全弁機能 

7.79MPa[gage] 以下※２（２個） 

8.10MPa[gage] 以下※２（３個） 

8.17MPa[gage] 以下※２（３個） 

8.24MPa[gage] 以下※２（３個） 

(2)逃がし弁機能 

7.37MPa[gage] 以下   （２個） 

7.44MPa[gage] 以下   （３個） 

7.51MPa[gage] 以下   （３個） 

7.58MPa[gage] 以下   （３個） 

 

表３０－３ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.１弁以上の主蒸気逃がし安全弁が動

作不能の場合 

A1. 当該主蒸気逃がし安全弁を動作

可能な状態に復旧する。 

１０日間 

B.条件 Aで要求される措置を完了時間

内に達成できない場合 

B1.高温停止にする。 

および 

B2.冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

※１：主蒸気逃がし安全弁の取替を実施する場合は，定期検査前に本検査を行うことができる。 

※２：公称値 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

記載の適正化 

（東通原子力発電所との

記載の整合） 

  



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

7
0 

変更前 変更後 理由 
 （格納容器内の原子炉冷却材漏えい率） 

第３１条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，格納容器内の原子炉冷却材漏えい

率は，表３１－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２．格納容器内の原子炉冷却材漏えい率が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認す

るため，次の各号を実施する。 

（１）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，格納容器内の原子炉冷

却材漏えい率を２４時間に１回確認する。 

（２）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，原子炉冷却材の漏えい

ではないことが確認されている漏えいが発生した場合には，原子炉冷却材の漏えいがないこ

とをドライウェル送風機冷却コイルドレン流量計で２４時間に１回および漏えい検出系放射

線モニタで毎日１回確認する。ただし，原子炉冷却材の漏えいと判断される有意な変化があ

った場合には，格納容器床ドレンサンプポンプ出口流量計によって測定される漏えい率の全

量を不明確な箇所からの漏えい率とみなす。 

（３）計測制御課長は，必要に応じて，格納容器床ドレンサンプポンプ出口流量計および格納容

器機器ドレンサンプポンプ出口流量計の点検を行う。 

３．発電課長は，格納容器内の原子炉冷却材漏えい率が第１項で定める運転上の制限を満足してい

ないと判断した場合，表３１－２の措置を講じる。また，格納容器床ドレンサンプポンプ出口流

量計または格納容器機器ドレンサンプポンプ出口流量計の故障のために第２項で定める確認が実

施できないと判断した場合は，表３１－３の措置を講じる。 

 

表３１－１ 

項 目 運転上の制限 

格納容器内の 

原子炉冷却材 

漏えい率 

(1)格納容器床ドレンサンプポンプ出口流量計（２号炉および３号炉においては

格納容器高電導度廃液サンプポンプ出口流量計，以下同じ）によって測定され

る漏えい率のうち，原子炉冷却材の漏えいではないことが確認されていない漏

えい率（以下「不明確な箇所からの漏えい率」という。）が 0.23m3/h 以下であ

ること。 

(2)格納容器床ドレンサンプポンプ出口流量計と格納容器機器ドレンサンプポン

プ出口流量計（２号炉および３号炉においては格納容器低電導度廃液サンプポ

ンプ出口流量計，以下同じ）によって測定される漏えい率の合計（以下「総漏

えい率」という。）が 5.93m3/h（１日平均）以下であること。 
 

（格納容器内の原子炉冷却材漏えい率） 

第３１条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，格納容器内の原子炉冷却材漏えい

率は，表３１－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２．格納容器内の原子炉冷却材漏えい率が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認す

るため，次の各号を実施する。 

（１）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，格納容器内の原子炉冷

却材漏えい率を２４時間に１回確認する。 

（２）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，原子炉冷却材の漏えい

ではないことが確認されている漏えいが発生した場合には，原子炉冷却材の漏えいがないこ

とをドライウェル送風機冷却コイルドレン流量計で２４時間に１回および漏えい検出系放射

線モニタで毎日１回確認する。ただし，原子炉冷却材の漏えいと判断される有意な変化があ

った場合には，格納容器高電導度廃液サンプポンプ出口流量計によって測定される漏えい率

の全量を不明確な箇所からの漏えい率とみなす。 

（３）計測制御課長は，必要に応じて，格納容器高電導度廃液サンプポンプ出口流量計および格

納容器低電導度廃液サンプポンプ出口流量計の点検を行う。 

３．発電課長は，格納容器内の原子炉冷却材漏えい率が第１項で定める運転上の制限を満足してい

ないと判断した場合，表３１－２の措置を講じる。また，格納容器高電導度廃液サンプポンプ出

口流量計または格納容器低電導度廃液サンプポンプ出口流量計の故障のために第２項で定める確

認が実施できないと判断した場合は，表３１－３の措置を講じる。 

 

表３１－１ 

項 目 運転上の制限 

格納容器内の 

原子炉冷却材 

漏えい率 

(1)格納容器高電導度廃液サンプポンプ出口流量計によって測定される漏えい率

のうち，原子炉冷却材の漏えいではないことが確認されていない漏えい率（以

下「不明確な箇所からの漏えい率」という。）が 0.23m3/h 以下であること。 

 

 

(2)格納容器高電導度廃液サンプポンプ出口流量計と格納容器低電導度廃液サン

プポンプ出口流量計によって測定される漏えい率の合計（以下「総漏えい率」

という。）が 5.93m3/h（１日平均）以下であること。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  表３１－２ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.不明確な箇所からの漏えい率が制限値

を満足していないと判断した場合 

または 

総漏えい率が制限値を満足していな

いと判断した場合 

A1.当該漏えい率を制限値以内に復旧す

る。 

４時間 

B.条件 Aで要求される措置を完了時間内

に達成できない場合 

B1.高温停止にする。 

および 

B2.冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

 

表３１－３ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.格納容器機器ドレン

サンプポンプ出口流

量計による監視不能

の場合 

A1.不明確な箇所からの漏えい率が0.23m3/hを超えて

いないことを確認する。 

 

および 

A2.原子炉再循環ポンプの運転状態を確認する。 

速やかに 

その後２４時間 

に１回 

 

速やかに 

その後毎日１回 

B. 格納容器床ドレンサ

ンプポンプ出口流量

計による監視不能の

場合 

B1.ドライウェル送風機冷却コイルドレン流量計によ

る監視を行う。 

 

および 

B2.漏えい検出系放射線モニタによる監視を行う。 

 

および 

B3.格納容器機器ドレンサンプポンプ出口流量計によ

って測定される漏えい率が 5.70m3/h を超えていな

いことを確認する。 

速やかに 

その後２４時間 

に１回 

 

速やかに 

その後毎日１回 

 

速やかに 

その後２４時間 

に１回 

C.条件 A または B で要

求される措置を完了

時間内に達成できな

い場合 

または 

条件 Aまたは Bで

要求される措置を実

施中に，原子炉冷却

材圧力バウンダリか

らの漏えいを示す有

意な変化がある場合 

C1.高温停止にする。 

および 

C2.冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

 

 

 

表３１－２ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.不明確な箇所からの漏えい率が制限値

を満足していないと判断した場合 

または 

総漏えい率が制限値を満足していな

いと判断した場合 

A1.当該漏えい率を制限値以内に復旧す

る。 

４時間 

B.条件 Aで要求される措置を完了時間内

に達成できない場合 

B1.高温停止にする。 

および 

B2.冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

 

表３１－３ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.格納容器低電導度廃

液サンプポンプ出口

流量計による監視不

能の場合 

A1.不明確な箇所からの漏えい率が0.23m3/hを超えて

いないことを確認する。 

 

および 

A2.原子炉再循環ポンプの運転状態を確認する。 

速やかに 

その後２４時間 

に１回 

 

速やかに 

その後毎日１回 

B.格納容器高電導度廃

液サンプポンプ出口

流量計による監視不

能の場合 

B1.ドライウェル送風機冷却コイルドレン流量計によ

る監視を行う。 

 

および 

B2.漏えい検出系放射線モニタによる監視を行う。 

 

および 

B3.格納容器低電導度廃液サンプポンプ出口流量計に

よって測定される漏えい率が 5.70m3/h を超えてい

ないことを確認する。 

速やかに 

その後２４時間 

に１回 

 

速やかに 

その後毎日１回 

 

速やかに 

その後２４時間 

に１回 

C.条件 A または B で要

求される措置を完了

時間内に達成できな

い場合 

または 

条件 Aまたは Bで

要求される措置を実

施中に，原子炉冷却

材圧力バウンダリか

らの漏えいを示す有

意な変化がある場合 

C1.高温停止にする。 

および 

C2.冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  （原子炉冷却材中のよう素１３１濃度） 

第３３条 原子炉の状態が運転，起動および高温停止であって主蒸気隔離弁が開の場合において，

原子炉冷却材中のよう素１３１濃度は，表３３－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２．原子炉冷却材中のよう素１３１濃度が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認す

るため，次号を実施する。 

（１）放射線管理課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止であって主蒸気隔離弁が開

の場合において，原子炉冷却材中のよう素１３１濃度を１週間に１回測定し，その結果を発

電管理課長に通知する。 

３．発電課長は，原子炉冷却材中のよう素１３１濃度が第１項で定める運転上の制限を満足してい

ないと判断した場合，表３３－２の措置を講じる。 

 

表３３－１ 

１．１号炉 

項 目 運転上の制限 

原子炉冷却材中のよう素１３１濃度 8.7×103Bq/g 以下 

 

２．２号炉および３号炉 

項 目 運転上の制限 

原子炉冷却材中のよう素１３１濃度 1.8×103Bq/g 以下 

 

表３３－２ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.原子炉冷却材中のよう素１３１濃度が制

限値を満足していないと判断した場合 

A1.原子炉冷却材中のよう素１３１濃

度を制限値以内に復旧する。 

２日間 

B.条件Ａで要求される措置を完了時間内に

達成できない場合 

B1.高温停止にする。 

および 

B2.冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

 

 

 

 （原子炉冷却材中のよう素１３１濃度） 

第３３条 原子炉の状態が運転，起動および高温停止であって主蒸気隔離弁が開の場合において，

原子炉冷却材中のよう素１３１濃度は，表３３－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２．原子炉冷却材中のよう素１３１濃度が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認す

るため，次号を実施する。 

（１）放射線管理課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止であって主蒸気隔離弁が開

の場合において，原子炉冷却材中のよう素１３１濃度を１週間に１回測定し，その結果を発

電管理課長に通知する。 

３．発電課長は，原子炉冷却材中のよう素１３１濃度が第１項で定める運転上の制限を満足してい

ないと判断した場合，表３３－２の措置を講じる。 

 

表３３－１ 

 

 
 
 
 
 

項 目 運転上の制限 

原子炉冷却材中のよう素１３１濃度 1.8×103Bq/g 以下 

 

表３３－２ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.原子炉冷却材中のよう素１３１濃度が制

限値を満足していないと判断した場合 

A1.原子炉冷却材中のよう素１３１濃

度を制限値以内に復旧する。 

２日間 

B.条件Ａで要求される措置を完了時間内に

達成できない場合 

B1.高温停止にする。 

および 

B2.冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
（原子炉停止時冷却系その１） 

第３４条  原子炉の状態が高温停止であって，原子炉圧力が 0.52MPa[gage]（２号炉および３号炉に

おいては 1.04MPa［gage］）以下において，原子炉停止時冷却系は，表３４－１で定める事項

を運転上の制限とする。ただし，原子炉停止時冷却系起動準備のための操作期間中は除く。 

２．原子炉停止時冷却系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため次号を実

施する。 

（１）発電課長は，原子炉の状態が高温停止であって，原子炉圧力が 0.52MPa[gage]（２号炉およ

び３号炉においては 1.04MPa［gage］）以下に適合したら，速やかに原子炉停止時冷却系２系

列が動作可能であることを管理的手段により確認する。 

３．発電課長は，原子炉停止時冷却系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した

場合，表３４－２の措置を講じる。 

 

表３４－１ 

項 目 運転上の制限 

原子炉停止時冷却系 ２系列※１が動作可能であること 

 

表３４－２ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.原子炉停止時冷却系

１系列が動作不能の

場合 

A1.原子炉停止時冷却系を動作可能状態に復旧

させる措置を開始する。 

および 

A2.冷温停止とする操作を開始する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

B.原子炉停止時冷却系

２系列が動作不能の

場合 

B1.原子炉停止時冷却系を動作可能状態に復旧

させる措置を開始する。 

および 

B2.原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持でき

る手段が確保されていることを確認する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

その後毎日１回 

※１：２系列とは，１号炉においては原子炉停止時冷却系ポンプ１台，熱交換器１基および必要な

弁ならびに配管を１系列とした場合の２系列分または，原子炉停止時冷却系ポンプ２台，共

有される熱交換器１基および必要な弁ならびに配管をいう。２号炉および３号炉においては

原子炉停止時冷却系ポンプ１台，熱交換器１基および必要な弁ならびに配管を１系列とした

場合の２系列分をいう。以下，第３５条および第３６条において同じ。 

 

 

（原子炉冷却材温度および原子炉冷却材温度変化率） 

第３７条 原子炉冷却材温度および原子炉冷却材温度変化率は，表３７－１で定める事項を運転上

の制限とする。 

２．原子炉冷却材温度および原子炉冷却材温度変化率が前項で定める運転上の制限を満足している

ことを確認するため，次の各号を実施する。停止中の原子炉再循環ポンプ入口温度と原子炉冷却

材温度の差が 27℃以内および原子炉圧力に対する原子炉水飽和温度※１と原子炉圧力容器ドレン

ライン温度の差が 80℃以内でなければ原子炉再循環ポンプを起動してはならない。 

（１）原子炉課長は，原子炉圧力容器鋼材監視試験片の評価結果により，原子炉圧力容器のぜい

性遷移温度（２号炉および３号炉においては，関連温度）の推移を確認し，その結果に基づ

き，原子炉圧力容器の関連温度を求めて原子炉圧力容器非延性破壊防止のための原子炉冷却

材温度制限値を定め，原子炉主任技術者の確認を得たのち，所長の承認を得て発電管理課長

に通知する。 

（省略） 

 

（原子炉停止時冷却系その１） 

第３４条  原子炉の状態が高温停止であって，原子炉圧力が 1.04MPa［gage］以下において，原子炉

停止時冷却系は，表３４－１で定める事項を運転上の制限とする。ただし，原子炉停止時冷

却系起動準備のための操作期間中は除く。 

２．原子炉停止時冷却系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため次号を実

施する。 

（１）発電課長は，原子炉の状態が高温停止であって，原子炉圧力が 1.04MPa［gage］以下に適合

したら，速やかに原子炉停止時冷却系２系列が動作可能であることを管理的手段により確認

する。 

３．発電課長は，原子炉停止時冷却系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した

場合，表３４－２の措置を講じる。 

 

表３４－１ 

項 目 運転上の制限 

原子炉停止時冷却系 ２系列※１が動作可能であること 

 

表３４－２ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.原子炉停止時冷却系

１系列が動作不能の

場合 

A1.原子炉停止時冷却系を動作可能状態に復旧

させる措置を開始する。 

および 

A2.冷温停止とする操作を開始する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

B.原子炉停止時冷却系

２系列が動作不能の

場合 

B1.原子炉停止時冷却系を動作可能状態に復旧

させる措置を開始する。 

および 

B2.原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持でき

る手段が確保されていることを確認する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

その後毎日１回 

※１：２系列とは，原子炉停止時冷却系ポンプ１台，熱交換器１基および必要な弁ならびに配管を

１系列とした場合の２系列分をいう。以下，第３５条および第３６条において同じ。 

 

 
 
 
 

 （原子炉冷却材温度および原子炉冷却材温度変化率） 

第３７条 原子炉冷却材温度および原子炉冷却材温度変化率は，表３７－１で定める事項を運転上

の制限とする。 

２．原子炉冷却材温度および原子炉冷却材温度変化率が前項で定める運転上の制限を満足している

ことを確認するため，次の各号を実施する。停止中の原子炉再循環ポンプ入口温度と原子炉冷却

材温度の差が 27℃以内および原子炉圧力に対する原子炉水飽和温度※１と原子炉圧力容器ドレン

ライン温度の差が 80℃以内でなければ原子炉再循環ポンプを起動してはならない。 

（１）原子炉課長は，原子炉圧力容器鋼材監視試験片の評価結果により，原子炉圧力容器の関連

温度の推移を確認し，その結果に基づき，原子炉圧力容器非延性破壊防止のための原子炉冷

却材温度制限値を定め，原子炉主任技術者の確認を得たのち，所長の承認を得て発電管理課

長に通知する。 

 

（省略） 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  （非常用炉心冷却系その１） 

第３９条 原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，非常用炉心冷却系は表３９－１に

定める事項を運転上の制限とする。ただし，原子炉停止時冷却系起動準備および原子炉停止

時冷却系の運転中は，当該低圧注水系{格納容器冷却系（２号炉および３号炉においては格納

容器スプレイ系）を動作不能とはみなさない。 

２．非常用炉心冷却系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号

を実施する。 

（１）電気課長は，１号炉においては，定検停止時に，自動減圧系，炉心スプレイ系，低圧注水

系が模擬信号で作動することを確認し，その結果を発電管理課長に通知する。 

電気課長は，２号炉および３号炉においては，定検停止時に，自動減圧系，高圧炉心スプ

レイ系，低圧炉心スプレイ系，低圧注水系が模擬信号で作動することを確認し，その結果を

発電管理課長に通知する。 

（２）原子炉課長は，定検停止時に，格納容器冷却系（２号炉および３号炉においては格納容器

スプレイ系）が手動で作動することを確認し，その結果を発電管理課長に通知する。 

（３）発電管理課長は，定検停止後の原子炉起動から定期検査終了までの期間において，高圧注

水系が模擬信号で作動することを確認する。 

（４）発電課長は，１号炉においては，定検停止後の原子炉起動前に高圧注水系，炉心スプレイ

系，低圧注水系（格納容器冷却系）の主要な手動弁と電動弁が原子炉の状態に応じた開閉状

態および主要配管が満水であることを確認する。※１ 

発電課長は，２号炉および３号炉においては，定検停止後の原子炉起動前に表３９－２(２

号炉および３号炉の項目３)に定める事項および高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，

低圧注水系（格納容器スプレイ系）の主要な手動弁と電動弁が原子炉の状態に応じた開閉状

態および主要配管が満水であることを確認する。※１ 

（５）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，表３９－２(２号炉およ

び３号炉の項目３を除く)に定める事項を確認する。 

３．発電課長は，非常用炉心冷却系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場

合，表３９－３－１または表３９－３－２の措置を講じる。 

 

 

（非常用炉心冷却系その１） 

第３９条 原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，非常用炉心冷却系は表３９－１に

定める事項を運転上の制限とする。ただし，原子炉停止時冷却系起動準備および原子炉停止

時冷却系の運転中は，当該低圧注水系（格納容器スプレイ系）を動作不能とはみなさない。 

 

２．非常用炉心冷却系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号

を実施する。 

（１）電気課長は，定検停止時に，自動減圧系，高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，低

圧注水系が模擬信号で作動することを確認し，その結果を発電管理課長に通知する。 

  

 

 

（２）原子炉課長は，定検停止時に，格納容器スプレイ系が手動で作動することを確認し，その

結果を発電管理課長に通知する。 

 

 

（３）発電課長は，定検停止後の原子炉起動前に表３９－２(項目３)に定める事項および高圧炉

心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，低圧注水系（格納容器スプレイ系）の主要な手動弁と

電動弁が原子炉の状態に応じた開閉状態および主要配管が満水であることを確認する。※１ 

 

 

 

 

（４）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，表３９－２(項目３を除

く)に定める事項を確認する。 

３．発電課長は，非常用炉心冷却系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場

合，表３９－３－１または表３９－３－２の措置を講じる。 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  表３９－１ 

１．１号炉 

項  目 
運転上の制限 

（動作可能であるべき系列数） 

非常用炉心冷却系 

炉心スプレイ系 ２※２ 

低圧注水系 

（格納容器冷却系） 

４※３ 

（４※４） 

自動減圧系 

（原子炉圧力が 0.77MPa[gage]以上） 
４※５ 

高圧注水系 

（原子炉圧力が 1.04MPa[gage]以上） 
１※２ 

 

２．２号炉および３号炉 

項  目 
運転上の制限 

（動作可能であるべき系列数） 

非常用炉心冷却系 

低圧炉心スプレイ系 １※２ 

低圧注水系 

（格納容器スプレイ系） 

３※２ 

（２※６） 

自動減圧系 

（原子炉圧力が 0.77MPa[gage]以上） 
６※５ 

高圧炉心スプレイ系 １※２ 

※１：主要配管とは，当該系統に期待されている機能を達成するための水源（サプレッションプー

ルまたは復水貯蔵タンク（３号炉においては復水貯蔵槽））からポンプまでの吸込配管とポ

ンプから原子炉圧力容器（格納容器スプレイヘッダ）までの注入配管（スプレイ配管）なら

びにタービン駆動用蒸気配管および排気配管（高圧注水系のみ）を指し，小口径配管を含ま

ない。また，主要な手動弁と電動弁とは，主要配管上の手動弁および電動弁ならびに主要配

管の満水を維持するために必要な一次弁をいう。なお，主要配管（スプレイ配管を除く）の

満水は，当該主要配管の圧力計指示が正圧になっていることで確認する。 

※２：１系列とは，ポンプ１台および必要な弁ならびに主要配管をいう。 

※３：低圧注水系の系列数は，２系列に相当するポンプ数をいう。なお，１系列とは，ポンプ２台

および必要な弁ならびに主要配管をいう。 

※４：格納容器冷却系の系列数は，２系列に相当するポンプ数をいう。なお，１系列とは，ポンプ

２台，熱交換器１基および必要な弁ならびに主要配管をいう。 

※５：自動減圧系の数は，１系列に相当する弁数をいう。 

※６：１系列とは，ポンプ１台，熱交換器１基および必要な弁ならびに主要配管をいう。 

 

  表３９－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

項  目 
運転上の制限 

（動作可能であるべき系列数） 

非常用炉心冷却系 

低圧炉心スプレイ系 １※２ 

低圧注水系 

（格納容器スプレイ系） 

３※２ 

（２※４） 

自動減圧系 

（原子炉圧力が 0.77MPa[gage]以上） 
６※３ 

高圧炉心スプレイ系 １※２ 

※１：主要配管とは，当該系統に期待されている機能を達成するための水源（サプレッションプー

ルまたは復水貯蔵タンク（３号炉においては復水貯蔵槽））からポンプまでの吸込配管とポ

ンプから原子炉圧力容器（格納容器スプレイヘッダ）までの注入配管（スプレイ配管）を指

し，小口径配管を含まない。また，主要な手動弁と電動弁とは，主要配管上の手動弁および

電動弁ならびに主要配管の満水を維持するために必要な一次弁をいう。なお，主要配管（ス

プレイ配管を除く）の満水は，当該主要配管の圧力計指示が正圧になっていることで確認す

る。 

※２：１系列とは，ポンプ１台および必要な弁ならびに主要配管をいう。 

 

 

 

※３：自動減圧系の数は，１系列に相当する弁数をいう。 

※４：１系列とは，ポンプ１台，熱交換器１基および必要な弁ならびに主要配管をいう。 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴
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（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

表３９－２ 

１．１号炉 

項 目 頻 度 

１．自動減圧系の窒素ガス供給圧力が 0.83MPa[gage]以上であることを確認する。 １ヶ月に１回 

２．原子炉運転中の原子炉圧力において高圧注水系のポンプ流量が 681m3/h 以上

で，全揚程が運転確認時の原子炉圧力に加えて48m以上であることを確認する。

また，ポンプの運転確認後，ポンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態に

あること，および主要配管が満水であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

３．原子炉運転中の原子炉圧力において高圧注水系における注入隔離弁および試

験可能逆止弁が開することを確認する。また，動作確認後，動作確認に際して

作動した弁の開閉状態および主要配管満水を確認する。 

１ヶ月に１回 

４．原子炉圧力が 1.04MPa[gage]相当※１において高圧注水系のポンプ流量が

681m3/h 以上で，全揚程が運転確認時の原子炉圧力に加えて 48m 以上であるこ

とを確認する。また，ポンプの運転確認後，ポンプの運転確認に際し使用した

弁が待機状態にあることおよび主要配管が満水であることを確認する。 

さらに，高圧注水系における注入隔離弁および試験可能逆止弁が開すること

を確認する。また，動作確認後，動作確認に際して作動した弁の開閉状態およ

び主要配管が満水であることを確認する。 

定検停止後の

起動中 

５．炉心スプレイポンプの流量が 744m3/h 以上で，全揚程が 195m 以上であること

を確認する。また，ポンプの運転確認後，ポンプの運転確認に際し使用した弁

が待機状態にあること，および主要配管が満水であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

６．炉心スプレイ系における注入隔離弁および試験可能逆止弁が開することを確

認する。また，動作確認後，動作確認に際して作動した弁の開閉状態および主

要配管が満水であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

７．残留熱除去系ポンプの流量が 2,180m3/h 以上（２台運転時）で，全揚程が 114m

以上であることを確認する。また，ポンプの運転確認後，ポンプの運転確認に

際し使用した弁が待機状態にあること，および主要配管が満水であることを確

認する。 

１ヶ月に１回 

８．低圧注水系における注入隔離弁，試験可能逆止弁，格納容器スプレイ弁，サ

プレッションプールスプレイ弁および残留熱除去系試験用調整弁が開するこ

とを確認する。また，動作確認後，動作確認に際して作動した弁の開閉状態お

よび主要配管が満水であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

※１：主蒸気圧力設定を当該圧力とした場合の原子炉圧力をいう。 

 

 

 

表３９－２ 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 
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の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  ２．２号炉および３号炉 

項 目 頻 度 

１．自動減圧系の窒素ガス供給圧力が 1.13MPa[gage]以上であることを確認する。 １ヶ月に１回 

２．高圧炉心スプレイポンプの流量が 1,074m3/h 以上で，全揚程が 269m 以上（３

号炉については 263m 以上）であることを確認する。また，ポンプの運転確認

後，ポンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあることおよび主要配管

が満水であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

３．高圧炉心スプレイポンプの流量が 325m3/h 以上で，全揚程が 861m 以上である

ことを確認する。また，ポンプの運転確認後，ポンプの運転確認に際し使用し

た弁が待機状態にあることおよび主要配管が満水であることを確認する。 

定検停止後

の原子炉起

動前に１回 

４．高圧炉心スプレイ系における注入隔離弁および試験可能逆止弁が開すること

を確認する。また，動作確認後，動作確認に際して作動した弁の開閉状態およ

び主要配管が満水であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

５．低圧炉心スプレイポンプの流量が 1,074m3/h 以上で，全揚程が 207m 以上（３

号炉については 203m 以上）であることを確認する。また，ポンプの運転確認

後，ポンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあることおよび主要配管

が満水であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

６．低圧炉心スプレイ系における注入隔離弁および試験可能逆止弁が開できるこ

とを確認する。また，動作確認後，動作確認に際して作動した弁の開閉状態お

よび主要配管が満水であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

７．残留熱除去系ポンプの流量が 1,160m3/h 以上で，全揚程が 99m 以上（３号炉

については 92m 以上）であることを確認する。また，ポンプの運転確認後，ポ

ンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあることおよび主要配管が満

水であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

８．低圧注水系における注入隔離弁，試験可能逆止弁，格納容器スプレイ弁，サ

プレッションプールスプレイ弁および残留熱除去系試験用調整弁が開するこ

とを確認する。また，動作確認後，動作確認に際して作動した弁の開閉状態お

よび主要配管が満水であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

 

 

 

 

項 目 頻 度 

１．自動減圧系の窒素ガス供給圧力が 1.13MPa[gage]以上であることを確認する。 １ヶ月に１回 

２．高圧炉心スプレイポンプの流量が 1,074m3/h 以上で，全揚程が 269m 以上（３

号炉については 263m 以上）であることを確認する。また，ポンプの運転確認

後，ポンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあることおよび主要配管

が満水であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

３．高圧炉心スプレイポンプの流量が 325m3/h 以上で，全揚程が 861m 以上である

ことを確認する。また，ポンプの運転確認後，ポンプの運転確認に際し使用し

た弁が待機状態にあることおよび主要配管が満水であることを確認する。 

定検停止後

の原子炉起

動前に１回 

４．高圧炉心スプレイ系における注入隔離弁および試験可能逆止弁が開すること

を確認する。また，動作確認後，動作確認に際して作動した弁の開閉状態およ

び主要配管が満水であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

５．低圧炉心スプレイポンプの流量が 1,074m3/h 以上で，全揚程が 207m 以上（３

号炉については 203m 以上）であることを確認する。また，ポンプの運転確認

後，ポンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあることおよび主要配管

が満水であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

６．低圧炉心スプレイ系における注入隔離弁および試験可能逆止弁が開できるこ

とを確認する。また，動作確認後，動作確認に際して作動した弁の開閉状態お

よび主要配管が満水であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

７．残留熱除去系ポンプの流量が 1,160m3/h 以上で，全揚程が 99m 以上（３号炉

については 92m 以上）であることを確認する。また，ポンプの運転確認後，ポ

ンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあることおよび主要配管が満

水であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

８．低圧注水系における注入隔離弁，試験可能逆止弁，格納容器スプレイ弁，サ

プレッションプールスプレイ弁および残留熱除去系試験用調整弁が開するこ

とを確認する。また，動作確認後，動作確認に際して作動した弁の開閉状態お

よび主要配管が満水であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  表３９－３－１ 

１．１号炉 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.炉心スプレイ系 

１系列が動作不能の

場合 

A1.炉心スプレイ系１系列を動作可能な状態に復旧する。 

および 

A2.残りの１系列および低圧注水系１系列について動作可能であることを確

認する。 

１０日間 

 

速やかに 

B.低圧注水系１系列 

が動作不能の場合 
※１ 

B1.低圧注水系１系列を動作可能な状態に復旧する。 

および 

B2.残りの低圧注水系１系列について動作可能であることを確認する。 

１０日間 

 

速やかに 

C.自動減圧系の弁 

の１つが動作不能 

の場合 

C1.自動減圧系の弁の１つを動作可能な状態に復旧する。 

および 

C2.高圧注水系（原子炉圧力が 1.04MPa[gage]以上の場合）および原子炉隔離

時冷却系（原子炉圧力が 1.04MPa[gage]以上の場合）について動作可能で

あることを確認する。 

１０日間 

 

速やかに 

D.高圧注水系が動作 

不能の場合 

 

 

D1.高圧注水系を動作可能な状態に復旧する。 

および 

D2.自動減圧系（原子炉圧力が 0.77MPa[gage]以上の場合）の窒素ガス供給圧

力が表３９－２に定める値であることを確認する。 

および 

D3.原子炉隔離時冷却系（原子炉圧力が 1.04MPa[gage]以上の場合）について

動作可能であることを確認する。 

１０日間 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

条 件 要求される措置 完了時間 

E.非常用炉心冷却系（自

動減圧系を除く）２系

列以上が動作不能の

場合 

または 

非常用炉心冷却系（自

動減圧系を除く）１系

列および自動減圧系

の弁 1個が動作不能

の場合 

または 

自動減圧系の弁の２

個以上が動作不能の

場合 

または 

条件 A～D のいずれ

かの要求される措置

を完了時間内に達成

できない場合 

E1.高温停止にする。 

および 

E2.冷温停止にする。 

 なお，高圧注水系が動作不能の場合は，原子炉圧力を 1.04MPa[gage]未

満にし,自動減圧系が動作不能の場合は，原子炉圧力を 0.77MPa[gage]

未満にする。 

２４時間 

 

３６時間 

※１：残留熱除去系ポンプの故障等により，低圧注水系および格納容器冷却系の動作不能となる場

合は，それぞれの要求される措置を実施する。 

 

 

 

表３９－３－１ 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  ２．２号炉および３号炉 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.低圧炉心スプレイ系

が動作不能の場合 

A1.低圧炉心スプレイ系を動作可能な状態に復旧する。 

および 

A2.低圧注水系３系列について動作可能であることを確認

する。 

１０日間 

 

速やかに 

B.低圧注水系１系列が

動作不能の場合※１ 

B1.低圧注水系１系列を動作可能な状態に復旧する。 

および 

B2.残りの低圧注水系２系列について動作可能であること

を確認する。 

１０日間 

 

速やかに 

C.自動減圧系の弁の１

つが動作不能の場合 

C1.自動減圧系の弁の１つを動作可能な状態に復旧する。 

および 

C2.高圧炉心スプレイ系および原子炉隔離時冷却系（原子炉

圧力が 1.04MPa[gage]以上の場合）について動作可能であ

ることを確認する。 

１０日間 

 

速やかに 

D.高圧炉心スプレイ系

が動作不能の場合 

D1.高圧炉心スプレイ系を動作可能な状態に復旧する。 

および 

D2.自動減圧系（原子炉圧力が 0.77MPa[gage]以上の場合）

の窒素ガス供給圧力が表３９－２に定める値であること

を確認する。 

および 

D3.原子炉隔離時冷却系（原子炉圧力が 1.04MPa[gage]以上

の場合）について動作可能であることを確認する。 

１０日間 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

条 件 要求される措置 完了時間 

E. 非常用炉心冷却系

（自動減圧系を除

く）２系列以上が動

作不能の場合 

または 

非常用炉心冷却系

（自動減圧系を除

く）１系列および自

動減圧系の弁 1個が

動作不能の場合 

または 

自動減圧系の弁２個

以上が動作不能の場

合 

または 

条件 A～D のいずれ

かの要求される措置

を完了時間内に達成

できない場合 

E1.高温停止にする。 

および 

E2.冷温停止にする。 

 なお，自動減圧系が動作不能の場合は，原子炉圧力を

0.77MPa[gage]未満にする。 

２４時間 

 

３６時間 

※１：残留熱除去系ポンプの故障等により，低圧注水系および格納容器スプレイ系の動作不能とな

る場合は，それぞれの要求される措置を実施する。 

 

 

 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.低圧炉心スプレイ系

が動作不能の場合 

A1.低圧炉心スプレイ系を動作可能な状態に復旧する。 

および 

A2.低圧注水系３系列について動作可能であることを確認

する。 

１０日間 

 

速やかに 

B.低圧注水系１系列が

動作不能の場合※１ 

B1.低圧注水系１系列を動作可能な状態に復旧する。 

および 

B2.残りの低圧注水系２系列について動作可能であること

を確認する。 

１０日間 

 

速やかに 

C.自動減圧系の弁の１

つが動作不能の場合 

C1.自動減圧系の弁の１つを動作可能な状態に復旧する。 

および 

C2.高圧炉心スプレイ系および原子炉隔離時冷却系（原子炉

圧力が 1.04MPa[gage]以上の場合）について動作可能であ

ることを確認する。 

１０日間 

 

速やかに 

D.高圧炉心スプレイ系

が動作不能の場合 

D1.高圧炉心スプレイ系を動作可能な状態に復旧する。 

および 

D2.自動減圧系（原子炉圧力が 0.77MPa[gage]以上の場合）

の窒素ガス供給圧力が表３９－２に定める値であること

を確認する。 

および 

D3.原子炉隔離時冷却系（原子炉圧力が 1.04MPa[gage]以上

の場合）について動作可能であることを確認する。 

１０日間 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

条 件 要求される措置 完了時間 

E. 非常用炉心冷却系

（自動減圧系を除

く）２系列以上が動

作不能の場合 

または 

非常用炉心冷却系

（自動減圧系を除

く）１系列および自

動減圧系の弁 1個が

動作不能の場合 

または 

自動減圧系の弁２個

以上が動作不能の場

合 

または 

条件 A～D のいずれ

かの要求される措置

を完了時間内に達成

できない場合 

E1.高温停止にする。 

および 

E2.冷温停止にする。 

 なお，自動減圧系が動作不能の場合は，原子炉圧力を

0.77MPa[gage]未満にする。 

２４時間 

 

３６時間 

※１：残留熱除去系ポンプの故障等により，低圧注水系および格納容器スプレイ系の動作不能とな

る場合は，それぞれの要求される措置を実施する。 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  表３９－３－２ 

１．１号炉 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.格納容器冷却系１系列が

動作不能の場合※１ 

A1.格納容器冷却系１系列を動作可能な状態に復旧す

る。 

および 

A2.残りの格納容器冷却系について動作可能であるこ

とを確認する。 

１０日間 

 

 

速やかに 

B. 格納容器冷却系２系列が

動作不能の場合 

または 

条件 Aで要求される措置を

完了時間内に達成でき

ない場合 

B1.高温停止にする。 

および 

B2.冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

※１：残留熱除去系ポンプの故障等により，低圧注水系および格納容器冷却系の動作不能となる場

合は，それぞれの要求される措置を実施する。 

 

２．２号炉および３号炉 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.格納容器スプレイ系１系

列が動作不能の場合※１ 

A1.格納容器スプレイ系１系列を動作可能な状態に復

旧する。 

および 

A2.残りの格納容器スプレイ系について動作可能であ

ることを確認する。 

１０日間 

 

 

速やかに 

B. 格納容器スプレイ系２系

列が動作不能の場合 

または 

条件 Aで要求される措置を

完了時間内に達成でき

ない場合 

B1.高温停止にする。 

および 

B2.冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

※１：残留熱除去系ポンプの故障等により，低圧注水系および格納容器スプレイ系の動作不能とな

る場合は，それぞれの要求される措置を実施する。 

 

 

 

表３９－３－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.格納容器スプレイ系１系

列が動作不能の場合※１ 

A1.格納容器スプレイ系１系列を動作可能な状態に復

旧する。 

および 

A2.残りの格納容器スプレイ系について動作可能であ

ることを確認する。 

１０日間 

 

 

速やかに 

B. 格納容器スプレイ系２系

列が動作不能の場合 

または 

条件 Aで要求される措置を

完了時間内に達成でき

ない場合 

B1.高温停止にする。 

および 

B2.冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

※１：残留熱除去系ポンプの故障等により，低圧注水系および格納容器スプレイ系の動作不能とな

る場合は，それぞれの要求される措置を実施する。 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  （非常用炉心冷却系その２） 

第４０条 原子炉の状態が冷温停止および燃料交換において，非常用炉心冷却系は表４０－１で定

める事項を運転上の制限とする。ただし，原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。

また，原子炉停止時冷却系起動準備および原子炉停止時冷却系の運転中は，低圧注水系の動

作不能とはみなさない。 

（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 

（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

２．非常用炉心冷却系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実

施する。 

（１）発電課長は，原子炉の状態が冷温停止および燃料交換において，表４０－２に定める事項

を確認する。ただし，原子炉が次に示す状態となった場合は適用されない。 

①原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 

②原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

３．発電課長は，非常用炉心冷却系が第１項に定める運転上の制限を満足していないと判断した場

合，表４０－３の措置を講じる。 

 

表４０－１ 

１．１号炉 

項 目 運転上の制限（動作可能であるべき系列数）※１ 

非常用炉心冷却系 

（１）非常用炉心冷却系（自動減圧系および高圧注水系を除く） 

２系列 

または 

（２）非常用炉心冷却系（自動減圧系および高圧注水系を除く） 

１系列および復水補給水系１系列※２ 

 

２．２号炉および３号炉 

項  目 運転上の制限（動作可能であるべき系列数）※１ 

非常用炉心冷却系 

（１）非常用炉心冷却系（自動減圧系を除く） 

２系列 

または 

（２）非常用炉心冷却系（自動減圧系を除く） 

１系列および復水補給水系１系列※３ 

※１：本条における１系列とは，ポンプ１台および必要な弁ならびに主要配管をいう。 

※２：復水補給水系１系列とは，ポンプ２台および注水に必要な弁ならびに配管をいう。 

※３：復水補給水系１系列とは，ポンプ１台および注水に必要な弁ならびに配管をいう。 

 

 

 （非常用炉心冷却系その２） 

第４０条 原子炉の状態が冷温停止および燃料交換において，非常用炉心冷却系は表４０－１で定

める事項を運転上の制限とする。ただし，原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。

また，原子炉停止時冷却系起動準備および原子炉停止時冷却系の運転中は，低圧注水系の動

作不能とはみなさない。 

（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 

（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

２．非常用炉心冷却系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実

施する。 

（１）発電課長は，原子炉の状態が冷温停止および燃料交換において，表４０－２に定める事項

を確認する。ただし，原子炉が次に示す状態となった場合は適用されない。 

①原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 

②原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

３．発電課長は，非常用炉心冷却系が第１項に定める運転上の制限を満足していないと判断した場

合，表４０－３の措置を講じる。 

 

表４０－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項  目 運転上の制限（動作可能であるべき系列数）※１ 

非常用炉心冷却系 

（１）非常用炉心冷却系（自動減圧系を除く） 

２系列 

または 

（２）非常用炉心冷却系（自動減圧系を除く） 

１系列および復水補給水系１系列※２ 

※１：本条における１系列とは，ポンプ１台および必要な弁ならびに主要配管をいう。 

 

※２：復水補給水系１系列とは，ポンプ１台および注水に必要な弁ならびに配管をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  表４０－２ 

１．１号炉 

項 目 頻 度 

１．動作可能であるべき系統がサプレッションプールを水源とする場合は，サ

プレッションプール水位が－5.5cm 以上あることを確認する。 

または 

  動作可能であるべき系統が復水貯蔵タンクを水源とする場合は，復水貯蔵

タンク水位がタンク底部から 470m３以上（復水補給水系ポンプを期待する場

合は 900m３以上）あることを確認する。 

１２時間に１回 

 

 

１２時間に１回 

２．動作可能であるべき低圧注水系および炉心スプレイ系について，主要配管

が満水であることを確認する。※４ただし，第３９条第２項(1)で定める確認

時を除く。 

１ヶ月に１回 

３．動作可能であるべき低圧注水系，炉心スプレイ系および復水補給水系につ

いて，注水するための系統構成が可能となっていることを管理的手段により

確認する。 

１ヶ月に１回 

４．動作可能であるべき低圧注水系および炉心スプレイ系について動作可能で

あることを管理的手段により確認する。 

待機状態となる 

前に１回 

５．動作可能であるべき復水補給水系ポンプ１台が運転中であること，および

残りの復水補給水系ポンプ１台が動作可能であることを管理的手段により

確認する。 

１ヶ月に１回 

※４：主要配管とは，当該系統に期待されている機能を達成するための水源（サプレッションプー

ルまたは復水貯蔵タンク（３号炉においては復水貯蔵槽））からポンプまでの吸込配管とポ

ンプから原子炉圧力容器までの注入配管を指し，小口径配管を含まない。なお，主要配管の

満水は，当該主要配管の圧力計指示が正圧になっていることで確認する。以下，本条におい

て同じ。 

 

 

 

表４０－２ 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  ２．２号炉 

項 目 頻 度 

１．動作可能であるべき系統がサプレッションプールを水源とする場合は，サ

プレッションプール水位が-5.0cm 以上あることを確認する。 

または 

  動作可能であるべき系統が復水貯蔵タンクを水源とする場合は，復水貯蔵

タンク水位がタンク底部から 690m3以上（復水補給水系ポンプを期待する場

合は 1,270m3以上）あることを確認する。 

１２時間に１回 

 

 

１２時間に１回 

２．動作可能であるべき低圧注水系，低圧炉心スプレイ系および高圧炉心スプ

レイ系について，主要配管が満水であることを確認する。ただし，第３９条

第２項(1)で定める確認時を除く。 

１ヶ月に１回 

３．動作可能であるべき低圧注水系，低圧炉心スプレイ系，高圧炉心スプレイ

系および復水補給水系について，注水するための系統構成が可能となってい

ることを管理的手段により確認する。 

１ヶ月に１回 

４．動作可能であるべき低圧注水系，低圧炉心スプレイ系および高圧炉心スプ

レイ系について動作可能であることを管理的手段により確認する。 

待機状態となる 

前に１回 

５．動作可能であるべき復水補給水系ポンプ１台が運転中であることを確認す

る。 

１ヶ月に１回 

 

３．３号炉 

項 目 頻 度 

１．動作可能であるべき系統がサプレッションプールを水源とする場合は，

サプレッションプール水位が-5.0cm 以上あることを確認する。 

または 

  動作可能であるべき系統が復水貯蔵槽を水源とする場合は，復水貯蔵槽

水位が槽底部から 680m3以上（復水補給水系ポンプを期待する場合は

1,210m3以上）あることを確認する。 

１２時間に１回 

 

 

１２時間に１回 

２．動作可能であるべき低圧注水系，低圧炉心スプレイ系および高圧炉心ス

プレイ系について，主要配管が満水であることを確認する。ただし，第３

９条第２項(1)で定める確認時を除く。 

１ヶ月に１回 

３．動作可能であるべき低圧注水系，低圧炉心スプレイ系，高圧炉心スプレ

イ系および復水補給水系について，注水するための系統構成が可能となっ

ていることを管理的手段により確認する。 

１ヶ月に１回 

４．動作可能であるべき低圧注水系，低圧炉心スプレイ系および高圧炉心ス

プレイ系について動作可能であることを管理的手段により確認する。 

待機状態となる 

前に１回 

５．動作可能であるべき復水補給水系ポンプ１台が運転中であることを確認

する。 

１ヶ月に１回 

 

 

 

 

 

 

 

 

（省略） 

 

 

 

１．２号炉 

項 目 頻 度 

１．動作可能であるべき系統がサプレッションプールを水源とする場合は，サ

プレッションプール水位が-5.0cm 以上あることを確認する。 

または 

  動作可能であるべき系統が復水貯蔵タンクを水源とする場合は，復水貯蔵

タンク水位がタンク底部から 690m3以上（復水補給水系ポンプを期待する場

合は 1,270m3以上）あることを確認する。 

１２時間に１回 

 

 

１２時間に１回 

２．動作可能であるべき低圧注水系，低圧炉心スプレイ系および高圧炉心スプ

レイ系について，主要配管が満水であることを確認する。※３ただし，第３

９条第２項(1)で定める確認時を除く。 

１ヶ月に１回 

３．動作可能であるべき低圧注水系，低圧炉心スプレイ系，高圧炉心スプレイ

系および復水補給水系について，注水するための系統構成が可能となってい

ることを管理的手段により確認する。 

１ヶ月に１回 

４．動作可能であるべき低圧注水系，低圧炉心スプレイ系および高圧炉心スプ

レイ系について動作可能であることを管理的手段により確認する。 

待機状態となる 

前に１回 

５．動作可能であるべき復水補給水系ポンプ１台が運転中であることを確認す

る。 

１ヶ月に１回 

 

２．３号炉 

項 目 頻 度 

１．動作可能であるべき系統がサプレッションプールを水源とする場合は，

サプレッションプール水位が-5.0cm 以上あることを確認する。 

または 

  動作可能であるべき系統が復水貯蔵槽を水源とする場合は，復水貯蔵槽

水位が槽底部から 680m3以上（復水補給水系ポンプを期待する場合は

1,210m3以上）あることを確認する。 

１２時間に１回 

 

 

１２時間に１回 

２．動作可能であるべき低圧注水系，低圧炉心スプレイ系および高圧炉心ス

プレイ系について，主要配管が満水であることを確認する。※３ただし，第

３９条第２項(1)で定める確認時を除く。 

１ヶ月に１回 

３．動作可能であるべき低圧注水系，低圧炉心スプレイ系，高圧炉心スプレ

イ系および復水補給水系について，注水するための系統構成が可能となっ

ていることを管理的手段により確認する。 

１ヶ月に１回 

４．動作可能であるべき低圧注水系，低圧炉心スプレイ系および高圧炉心ス

プレイ系について動作可能であることを管理的手段により確認する。 

待機状態となる 

前に１回 

５．動作可能であるべき復水補給水系ポンプ１台が運転中であることを確認

する。 

１ヶ月に１回 

 

※３：主要配管とは，当該系統に期待されている機能を達成するための水源（サプレッションプー

ルまたは復水貯蔵タンク（３号炉においては復水貯蔵槽））からポンプまでの吸込配管とポ

ンプから原子炉圧力容器までの注入配管を指し，小口径配管を含まない。なお，主要配管の

満水は，当該主要配管の圧力計指示が正圧になっていることで確認する。 

 

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  （原子炉隔離時冷却系） 

第４１条 原子炉の状態が運転，起動および高温停止（原子炉圧力が 1.04MPa[gage]以上）において，

原子炉隔離時冷却系は表４１－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

（中略） 

 

表４１－２ 

項 目 頻 度 

１．原子炉隔離時冷却系ポンプ流量が 90.8m3/h で，全揚程が運転確認時の原子炉

圧力に加えて 53m（２号炉および３号炉においては 66m）以上であることを確認

する。また，ポンプの運転確認後，ポンプの運転確認に際し使用した弁が待機

状態にあることおよび主要配管が満水であることを確認する。 

さらに注入隔離弁および試験可能逆止弁が開することを確認する。また，動

作確認後，動作確認に際して作動した弁の開閉状態および主要配管が満水であ

ることを確認する。 

１ヶ月に 

１回 

２．原子炉圧力が 1.04MPa[gage]相当※２において，原子炉隔離時冷却系ポンプ流

量が 90.8m3/h で，全揚程が運転確認時の原子炉圧力に加えて 53m（２号炉およ

び３号炉においては 78m）以上であることを確認する。また，ポンプの運転確認

後，ポンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあることおよび主要配管

が満水であることを確認する。 

さらに注入隔離弁および試験可能逆止弁が開することを確認する。また，動

作確認後，動作確認に際して作動した弁の開閉状態および主要配管が満水であ

ることを確認する。 

定検停止後

の原子炉起

動中に１回 

※２：主蒸気圧力設定を当該圧力とした場合の原子炉圧力をいう。 

 

表４１－３ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.原子炉隔離時冷却系

が動作不能の場合 

A1.原子炉隔離時冷却系を動作可能な状態に復旧する。 

および 

A2.高圧注水系（２号炉および３号炉については高圧炉心

スプレイ系）について動作可能であることを確認する。 

および 

A3.自動減圧系の窒素ガス供給圧力が表３９－２に定め

る値であることを確認する。 

１０日間 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

B.条件 Aで要求される

措置を完了時間内に

達成できない場合 

B1.高温停止にする。 

および 

B2.原子炉圧力を 1.04MPa[gage]未満にする。 

２４時間 

 

３６時間 

 

 

 

 （原子炉隔離時冷却系） 

第４１条 原子炉の状態が運転，起動および高温停止（原子炉圧力が 1.04MPa[gage]以上）において，

原子炉隔離時冷却系は表４１－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

（中略） 

 

表４１－２ 

項 目 頻 度 

１．原子炉隔離時冷却系ポンプ流量が 90.8m3/h で，全揚程が運転確認時の原子炉

圧力に加えて 66m 以上であることを確認する。また，ポンプの運転確認後，ポ

ンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあることおよび主要配管が満水

であることを確認する。 

さらに注入隔離弁および試験可能逆止弁が開することを確認する。また，動

作確認後，動作確認に際して作動した弁の開閉状態および主要配管が満水であ

ることを確認する。 

１ヶ月に 

１回 

２．原子炉圧力が 1.04MPa[gage]相当※２において，原子炉隔離時冷却系ポンプ流

量が 90.8m3/h で，全揚程が運転確認時の原子炉圧力に加えて 78m 以上であるこ

とを確認する。また，ポンプの運転確認後，ポンプの運転確認に際し使用した

弁が待機状態にあることおよび主要配管が満水であることを確認する。 

さらに注入隔離弁および試験可能逆止弁が開することを確認する。また，動

作確認後，動作確認に際して作動した弁の開閉状態および主要配管が満水であ

ることを確認する。 

定検停止後

の原子炉起

動中に１回 

 

※２：主蒸気圧力設定を当該圧力とした場合の原子炉圧力をいう。 

 

表４１－３ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.原子炉隔離時冷却系

が動作不能の場合 

A1.原子炉隔離時冷却系を動作可能な状態に復旧する。 

および 

A2.高圧炉心スプレイ系について動作可能であることを

確認する。 

および 

A3.自動減圧系の窒素ガス供給圧力が表３９－２に定め

る値であることを確認する。 

１０日間 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

B.条件 Aで要求される

措置を完了時間内に

達成できない場合 

B1.高温停止にする。 

および 

B2.原子炉圧力を 1.04MPa[gage]未満にする。 

２４時間 

 

３６時間 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  （格納容器および格納容器隔離弁） 

第４３条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，格納容器および格納容器隔離弁は，

表４３－１で定める事項を運転上の制限とする。ただし，ドライウェル点検時は，速やかに

エアロックを閉鎖できる措置を講じた上でエアロック二重扉を開放したままとすることがで

きるが，この場合は格納容器が機能喪失とはみなさない。 

 

（中略） 

 

表４３－２ 

１．１号炉 

項 目 判定値 

格納容器の漏えい率 
0.5％／日以下 

（常温，空気，設計圧換算） 

 

２．２号炉および３号炉 

項 目 判定値 

格納容器の漏えい率 

0.5％／日以下 

（常温，空気または窒素，最高使用圧力の 

０．９倍に等しい圧力において） 
 

 

（格納容器および格納容器隔離弁） 

第４３条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，格納容器および格納容器隔離弁は，

表４３－１で定める事項を運転上の制限とする。ただし，ドライウェル点検時は，速やかに

エアロックを閉鎖できる措置を講じた上でエアロック二重扉を開放したままとすることがで

きるが，この場合は格納容器が機能喪失とはみなさない。 

 

（中略） 

 

表４３－２ 

 

 
 
 
 
 
 

項 目 判定値 

格納容器の漏えい率 

0.5％／日以下 

（常温，空気または窒素，最高使用圧力の 

０．９倍に等しい圧力において） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  表４３－３ 

１．１号炉 

(1)主蒸気管ドレン系 

主蒸気ドレンライン第一隔離弁 

主蒸気ドレンライン第二隔離弁 

(2)炉水サンプリング系 

ＰＬＲ系サンプルライン第一隔離弁 

ＰＬＲ系サンプルライン第二隔離弁 

(3)残留熱除去系 

残留熱除去Ａ系第一注入隔離弁 

残留熱除去Ｂ系第一注入隔離弁 

残留熱除去系停止時冷却吸込ライン第一隔離弁 

残留熱除去系停止時冷却吸込ライン第二隔離弁 

残留熱除去系ヘッドスプレイライン第一隔離弁 

残留熱除去系ヘッドスプレイライン第二隔離弁 

残留熱除去系第一ＲＷ連絡弁 

残留熱除去系第二ＲＷ連絡弁 

残留熱除去系Ａ系第一試料採取弁 

残留熱除去系Ｂ系第一試料採取弁 

残留熱除去系Ａ系第二試料採取弁 

残留熱除去系Ｂ系第二試料採取弁 

(4)原子炉格納容器ドレン系 

ドライウェル機器ドレンサンプポンプ吐出ライン第一隔離弁 

ドライウェル機器ドレンサンプポンプ吐出ライン第二隔離弁 

ドライウェル床ドレンサンプポンプ吐出ライン第一隔離弁 

ドライウェル床ドレンサンプポンプ吐出ライン第二隔離弁 

(5)可動インコアプローブ系 

ＴＩＰ玉形弁Ａ～Ｃ 

ＴＩＰパージライン隔離弁 

(6)原子炉格納容器調気系 

ベント用ドライウェル隔離弁 

ベント用サプレッションチェンバ隔離弁 

常時補給用窒素供給管第二隔離弁 

常時補給用窒素供給管ドライウェル第一隔離弁 

常時補給用窒素供給管サプレッションチェンバ第一隔離弁 

非常用ガス処理系入口隔離弁 

パージ用サプレッションチェンバ出口隔離弁 

パージ用ドライウェル入口隔離弁 

パージ用サプレッションチェンバ入口隔離弁 

パージ用ドライウェル出口隔離弁 

パージ用排風機入口隔離弁 

パージ用窒素供給管元弁 

パージ用空気供給管元弁 

ＰＣＶ耐圧強化ベント用連絡配管隔離弁 

ドライウェル真空破壊装置(A)～(G)ＩＡ供給隔離弁 
 

 

表４３－３ 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

(7)試料採取系 

Ｓ／Ｃ試料採取系取出し用第一隔離弁 

Ｓ／Ｃ試料採取系取出し用第二隔離弁 

Ｄ／Ｗ試料採取系取出し用第一隔離弁 

Ｄ／Ｗ試料採取系取出し用第二隔離弁 

Ｓ／Ｃ試料採取系戻り用第一隔離弁 

Ｓ／Ｃ試料採取系戻り用第二隔離弁 

(8)原子炉冷却材浄化系 

原子炉冷却材吸込ライン第一隔離弁 

原子炉冷却材吸込ライン第二隔離弁 

(9)可燃性ガス濃度制御系 

可燃性ガス濃度制御系入口隔離弁 

可燃性ガス濃度制御系出口隔離弁 

(10)漏えい検出系 

ドライウェル漏えい検出系取出し用隔離弁 

ドライウェル漏えい検出系戻り用隔離弁 

(11)復水補給水系 

補給水系第 1隔離弁 

補給水系第２隔離弁 

(12)事故時サンプリング系 

事故時炉水サンプリング第一止め弁 

事故時炉水サンプリング第二止め弁 

事故時ＲＨＲ熱交出口サンプリング第一隔離弁 

事故時ＲＨＲ熱交出口サンプリング第二隔離弁 

事故時サンプリング戻り第一隔離弁 

事故時サンプリング戻り第二隔離弁 

事故時ＰＣＶ雰囲気サンプリング入口第一止め弁 

事故時ＰＣＶ雰囲気サンプリング入口第二止め弁 

事故時ＰＣＶ雰囲気サンプリング戻り第一止め弁 

事故時ＰＣＶ雰囲気サンプリング戻り第二止め弁 

(13)計装用圧縮空気系 

計装用圧縮空気系隔離弁 

逃がし安全弁作動用高圧計装用圧縮空気系隔離弁 

(14)所内用圧縮空気系 

所内用圧縮空気系隔離弁 
 

  

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  ２．２号炉 

(1)主蒸気管ドレン系 

主蒸気ドレンライン第一隔離弁 

主蒸気ドレンライン第二隔離弁 

(2)炉水サンプリング系 

ＰＬＲサンプルライン第一隔離弁 

ＰＬＲサンプルライン第二隔離弁 

(3)残留熱除去系  

ＲＨＲ Ａ，Ｂ系停止時冷却吸込第一隔離弁 

ＲＨＲ Ａ，Ｂ系停止時冷却吸込第二隔離弁 

ＲＨＲ Ａ，Ｂ系停止時冷却注入隔離弁 

ＲＨＲヘッドスプレイ注入隔離弁 

ＲＨＲ Ａ系停止時冷却試験可能逆止弁均圧弁 

ＲＨＲ Ｂ系停止時冷却試験可能逆止弁均圧弁 

ＲＨＲ Ａ系ＲＷ連絡第一弁 

ＲＨＲ Ｂ系ＲＷ連絡第一弁 

ＲＨＲ Ａ系ＲＷ連絡第二弁 

ＲＨＲ Ｂ系ＲＷ連絡第二弁 

ＲＨＲ Ａ系系統暖機弁 

ＲＨＲ Ｂ系系統暖機弁 

(4)原子炉格納容器ドレン系 

Ｄ／Ｗ ＬＣＷサンプ第一隔離弁 

Ｄ／Ｗ ＬＣＷサンプ第二隔離弁 

Ｄ／Ｗ ＨＣＷサンプ第一隔離弁 

Ｄ／Ｗ ＨＣＷサンプ第二隔離弁 

(5)可動インコアプローブ系 

ＴＩＰ玉形弁Ａ～Ｄ 

ＴＩＰパージ隔離弁 

(6)原子炉格納容器調気系 

パージ用空気供給側隔離弁 

Ｄ／Ｗパージ用入口隔離弁 

Ｓ／Ｃパージ用入口隔離弁 

補給用窒素ガス供給側第二隔離弁 

Ｄ／Ｗ補給用窒素ガス供給用第一隔離弁 

Ｓ／Ｃ補給用窒素ガス供給用第一隔離弁 

パージ用窒素ガス供給側第二隔離弁 

Ｄ／Ｗベント用出口隔離弁 

ベント用ＳＧＴＳ側隔離弁 

ベント用ＨＶＡＣ側隔離弁 

Ｓ／Ｃベント用出口隔離弁 

Ｄ／Ｗベント用出口隔離弁バイパス弁 

Ｓ／Ｃベント用出口隔離弁バイパス弁 

ＰＣＶ耐圧強化ベント用連絡配管隔離弁 

真空破壊弁(A)～(F)計装用空気配管隔離弁 

 

（中略） 

 

１．２号炉 

(1)主蒸気管ドレン系 

主蒸気ドレンライン第一隔離弁 

主蒸気ドレンライン第二隔離弁 

(2)炉水サンプリング系 

ＰＬＲサンプルライン第一隔離弁 

ＰＬＲサンプルライン第二隔離弁 

(3)残留熱除去系  

ＲＨＲ Ａ，Ｂ系停止時冷却吸込第一隔離弁 

ＲＨＲ Ａ，Ｂ系停止時冷却吸込第二隔離弁 

ＲＨＲ Ａ，Ｂ系停止時冷却注入隔離弁 

ＲＨＲヘッドスプレイ注入隔離弁 

ＲＨＲ Ａ系停止時冷却試験可能逆止弁均圧弁 

ＲＨＲ Ｂ系停止時冷却試験可能逆止弁均圧弁 

ＲＨＲ Ａ系ＲＷ連絡第一弁 

ＲＨＲ Ｂ系ＲＷ連絡第一弁 

ＲＨＲ Ａ系ＲＷ連絡第二弁 

ＲＨＲ Ｂ系ＲＷ連絡第二弁 

ＲＨＲ Ａ系系統暖機弁 

ＲＨＲ Ｂ系系統暖機弁 

(4)原子炉格納容器ドレン系 

Ｄ／Ｗ ＬＣＷサンプ第一隔離弁 

Ｄ／Ｗ ＬＣＷサンプ第二隔離弁 

Ｄ／Ｗ ＨＣＷサンプ第一隔離弁 

Ｄ／Ｗ ＨＣＷサンプ第二隔離弁 

(5)可動インコアプローブ系 

ＴＩＰ玉形弁Ａ～Ｄ 

ＴＩＰパージ隔離弁 

(6)原子炉格納容器調気系 

パージ用空気供給側隔離弁 

Ｄ／Ｗパージ用入口隔離弁 

Ｓ／Ｃパージ用入口隔離弁 

補給用窒素ガス供給側第二隔離弁 

Ｄ／Ｗ補給用窒素ガス供給用第一隔離弁 

Ｓ／Ｃ補給用窒素ガス供給用第一隔離弁 

パージ用窒素ガス供給側第二隔離弁 

Ｄ／Ｗベント用出口隔離弁 

ベント用ＳＧＴＳ側隔離弁 

ベント用ＨＶＡＣ側隔離弁 

Ｓ／Ｃベント用出口隔離弁 

Ｄ／Ｗベント用出口隔離弁バイパス弁 

Ｓ／Ｃベント用出口隔離弁バイパス弁 

ＰＣＶ耐圧強化ベント用連絡配管隔離弁 

真空破壊弁(A)～(F)計装用空気配管隔離弁 

 

（中略） 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  ３．３号炉 

(1)主蒸気管ドレン系 

主蒸気ドレンライン第一隔離弁 

主蒸気ドレンライン第二隔離弁 

(2)炉水サンプリング系 

ＰＬＲサンプルライン第一隔離弁 

ＰＬＲサンプルライン第二隔離弁 

(3)残留熱除去系  

ＲＨＲ Ａ，Ｂ系停止時冷却吸込第一隔離弁 

ＲＨＲ Ａ，Ｂ系停止時冷却吸込第二隔離弁 

ＲＨＲ Ａ，Ｂ系停止時冷却注入隔離弁 

ＲＨＲヘッドスプレイ注入隔離弁 

ＲＨＲ Ａ系停止時冷却試験可能逆止弁均圧弁 

ＲＨＲ Ｂ系停止時冷却試験可能逆止弁均圧弁 

ＲＨＲ Ａ系ＲＷ連絡第一弁 

ＲＨＲ Ｂ系ＲＷ連絡第一弁 

ＲＨＲ Ａ系ＲＷ連絡第二弁 

ＲＨＲ Ｂ系ＲＷ連絡第二弁 

ＲＨＲ Ａ系系統暖機弁 

ＲＨＲ Ｂ系系統暖機弁 

(4)原子炉格納容器ドレン系 

Ｄ／Ｗ ＬＣＷサンプ第一隔離弁 

Ｄ／Ｗ ＬＣＷサンプ第二隔離弁 

Ｄ／Ｗ ＨＣＷサンプ第一隔離弁 

Ｄ／Ｗ ＨＣＷサンプ第二隔離弁 

(5)可動インコアプローブ系 

ＴＩＰ 隔離弁Ａ，Ｂ 

ＴＩＰ パージ隔離弁 

(6)原子炉格納容器調気系 

パージ用空気供給側隔離弁 

Ｄ／Ｗパージ用入口隔離弁 

Ｓ／Ｃパージ用入口隔離弁 

補給用窒素ガス供給側第二隔離弁 

Ｄ／Ｗ補給用窒素ガス供給用第一隔離弁 

Ｓ／Ｃ補給用窒素ガス供給用第一隔離弁 

パージ用窒素ガス供給側第二隔離弁 

Ｄ／Ｗベント用出口隔離弁 

ベント用ＳＧＴＳ側隔離弁 

ベント用ＨＶＡＣ側隔離弁 

Ｓ／Ｃベント用出口隔離弁 

Ｄ／Ｗベント用出口隔離弁バイパス弁 

Ｓ／Ｃベント用出口隔離弁バイパス弁 

真空破壊弁(A)～(F)計装用空気配管隔離弁 

ＰＣＶ耐圧強化ベント連絡配管隔離弁 

 

（省略） 

 

２．３号炉 

(1)主蒸気管ドレン系 

主蒸気ドレンライン第一隔離弁 

主蒸気ドレンライン第二隔離弁 

(2)炉水サンプリング系 

ＰＬＲサンプルライン第一隔離弁 

ＰＬＲサンプルライン第二隔離弁 

(3)残留熱除去系  

ＲＨＲ Ａ，Ｂ系停止時冷却吸込第一隔離弁 

ＲＨＲ Ａ，Ｂ系停止時冷却吸込第二隔離弁 

ＲＨＲ Ａ，Ｂ系停止時冷却注入隔離弁 

ＲＨＲヘッドスプレイ注入隔離弁 

ＲＨＲ Ａ系停止時冷却試験可能逆止弁均圧弁 

ＲＨＲ Ｂ系停止時冷却試験可能逆止弁均圧弁 

ＲＨＲ Ａ系ＲＷ連絡第一弁 

ＲＨＲ Ｂ系ＲＷ連絡第一弁 

ＲＨＲ Ａ系ＲＷ連絡第二弁 

ＲＨＲ Ｂ系ＲＷ連絡第二弁 

ＲＨＲ Ａ系系統暖機弁 

ＲＨＲ Ｂ系系統暖機弁 

(4)原子炉格納容器ドレン系 

Ｄ／Ｗ ＬＣＷサンプ第一隔離弁 

Ｄ／Ｗ ＬＣＷサンプ第二隔離弁 

Ｄ／Ｗ ＨＣＷサンプ第一隔離弁 

Ｄ／Ｗ ＨＣＷサンプ第二隔離弁 

(5)可動インコアプローブ系 

ＴＩＰ 隔離弁Ａ，Ｂ 

ＴＩＰ パージ隔離弁 

(6)原子炉格納容器調気系 

パージ用空気供給側隔離弁 

Ｄ／Ｗパージ用入口隔離弁 

Ｓ／Ｃパージ用入口隔離弁 

補給用窒素ガス供給側第二隔離弁 

Ｄ／Ｗ補給用窒素ガス供給用第一隔離弁 

Ｓ／Ｃ補給用窒素ガス供給用第一隔離弁 

パージ用窒素ガス供給側第二隔離弁 

Ｄ／Ｗベント用出口隔離弁 

ベント用ＳＧＴＳ側隔離弁 

ベント用ＨＶＡＣ側隔離弁 

Ｓ／Ｃベント用出口隔離弁 

Ｄ／Ｗベント用出口隔離弁バイパス弁 

Ｓ／Ｃベント用出口隔離弁バイパス弁 

真空破壊弁(A)～(F)計装用空気配管隔離弁 

ＰＣＶ耐圧強化ベント連絡配管隔離弁 

 

（省略） 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  （サプレッションプールの平均水温） 

第４５条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，サプレッションプールの平均水温※

１は，表４５－１で定める事項を運転上の制限とする。ただし，原子炉隔離時冷却系の運転確

認等により，サプレッションプールの水温が上昇するような時は，確認開始時から確認終了

後２４時間までを除く。 

２．サプレッションプールの平均水温が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認する

ため，次号を実施する。なお，発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において

原子炉隔離時冷却系の運転確認等により，サプレッションプールの水温が上昇するような場合，

サプレッションプールの動作可能な局所水温計の最高温度が 44.1℃（２号炉および３号炉におい

ては 47℃）を超えた時には，５分毎に動作可能な局所水温計の平均水温を計算し，平均水温が

44.1℃（２号炉および３号炉においては 47℃）を超えていないことを確認する。さらに平均水温

が 44.1℃（２号炉および３号炉においては 47℃）を超えた場合には，サプレッションプールの水

温が上昇するような運転確認等を中止し，２４時間以内に平均水温を 32.2℃（２号炉および３号

炉においては 32℃）以下に復旧する。 

（１）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止においてサプレッションプールの

動作可能な局所水温計の平均水温を２４時間に１回確認する。 

３．発電課長は，サプレッションプールの平均水温が第１項で定める運転上の制限を満足していな

いと判断した場合は，表４５－２の措置を講じる。 
 
表４５－１ 

項 目  運転上の制限 

サプレッションプールの平均水温 
32.2℃以下 

（２号炉および３号炉においては 32℃以下） 

※１：平均水温は，動作可能な局所水温計の最高温度をもって，代えることができる。 
 
表４５－２ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.サプレッションプール平均水温が

32.2℃（２号炉および３号炉において

は 32℃）を超えている場合 

A1.32.2℃（２号炉および３号炉において

は 32℃）以下に復旧する。 

２４時間 

B.条件 Aで要求される措置を完了時間内

に達成できない場合 

B1.高温停止にする。 

および 

B2.冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

C.サプレッションプール平均水温が

46.1℃（２号炉および３号炉において

は 49℃）を超えている場合 

C1.原子炉をスクラムする。 

および 

C2.原子炉減圧を開始する。 

および 

C3.冷温停止にする。 

速やかに 

 

１時間 

 

３６時間 
 
 

 

 （サプレッションプールの平均水温） 

第４５条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，サプレッションプールの平均水温※

１は，表４５－１で定める事項を運転上の制限とする。ただし，原子炉隔離時冷却系の運転確

認等により，サプレッションプールの水温が上昇するような時は，確認開始時から確認終了

後２４時間までを除く。 

２．サプレッションプールの平均水温が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認する

ため，次号を実施する。なお，発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において

原子炉隔離時冷却系の運転確認等により，サプレッションプールの水温が上昇するような場合，

サプレッションプールの動作可能な局所水温計の最高温度が 47℃を超えた時には，５分毎に動作

可能な局所水温計の平均水温を計算し，平均水温が 47℃を超えていないことを確認する。さらに

平均水温が 47℃を超えた場合には，サプレッションプールの水温が上昇するような運転確認等を

中止し，２４時間以内に平均水温を 32℃以下に復旧する。 

 

 

（１）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止においてサプレッションプールの

動作可能な局所水温計の平均水温を２４時間に１回確認する。 

３．発電課長は，サプレッションプールの平均水温が第１項で定める運転上の制限を満足していな

いと判断した場合は，表４５－２の措置を講じる。 
 
表４５－１ 

項 目  運転上の制限 

サプレッションプールの平均水温 32℃以下 

※１：平均水温は，動作可能な局所水温計の最高温度をもって，代えることができる。 
 
表４５－２ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.サプレッションプール平均水温が 32℃

を超えている場合 

 

 

A1.32℃以下に復旧する。 ２４時間 

B.条件 Aで要求される措置を完了時間内

に達成できない場合 

B1.高温停止にする。 

および 

B2.冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

C.サプレッションプール平均水温が 49℃

を超えている場合 

C1.原子炉をスクラムする。 

および 

C2.原子炉減圧を開始する。 

および 

C3.冷温停止にする。 

速やかに 

 

１時間 

 

３６時間 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  （サプレッションプールの水位） 

第４６条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，サプレッションプールの水位は，

表４６－１（図４６）で定める事項を運転上の制限とする。ただし，地震時を除く。 

２．サプレッションプールの水位が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，

次号を実施する。 

（１）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動または高温停止において，サプレッションプール

の水位を２４時間に１回確認する。 

３．発電課長は，サプレッションプールの水位が第１項で定める運転上の制限を満足していないと

判断した場合は，表４６－２の措置を講じる。 

 

表４６－１ 

項 目 

（サプレッションプール水位） 
運転上の制限 

１号炉 
+5.5cm（上限値）以下 

-5.5cm（下限値）以上 

２号炉および３号炉 
+5.0cm（上限値）以下 

-5.0cm（下限値）以上 
 

（省略） 

 

 

  （非常用ガス処理系） 

第５１条  原子炉の状態が運転，起動，高温停止および炉心変更時※１または原子炉建屋原子炉棟内

で照射された燃料に係る作業時において，非常用ガス処理系は表５１－１で定める事項を運

転上の制限とする。 

 

（中略） 

 

表５１－１ 

項 目 運転上の制限 

非常用ガス処理系 ２系列※２が動作可能であること 

※１：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 

※２：２系列とは，１号炉においては排風機１台，フィルタ１基および必要なダンパ，ダクトを１

系列とした場合の２系列分をいう。２号炉および３号炉においては排風機２台，フィルタ１

基および必要なダンパ，ダクトをいう。 

 

表５１－２ 

１．１号炉および２号炉 

項 目 判定値 

総合除去効率 99％以上 

 

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 （サプレッションプールの水位） 

第４６条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，サプレッションプールの水位は，

表４６－１（図４６）で定める事項を運転上の制限とする。ただし，地震時を除く。 

２．サプレッションプールの水位が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，

次号を実施する。 

（１）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動または高温停止において，サプレッションプール

の水位を２４時間に１回確認する。 

３．発電課長は，サプレッションプールの水位が第１項で定める運転上の制限を満足していないと

判断した場合は，表４６－２の措置を講じる。 

 

表４６－１ 

 

 

項 目 運転上の制限 

サプレッションプール水位 
+5.0cm（上限値）以下 

-5.0cm（下限値）以上 

 

（省略） 

 

 

（非常用ガス処理系） 

第５１条  原子炉の状態が運転，起動，高温停止および炉心変更時※１または原子炉建屋原子炉棟内

で照射された燃料に係る作業時において，非常用ガス処理系は表５１－１で定める事項を運

転上の制限とする。 

 

（中略） 

 

表５１－１ 

項 目 運転上の制限 

非常用ガス処理系 ２系列※２が動作可能であること 

※１：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 

※２：２系列とは，排風機２台，フィルタ１基および必要なダンパ，ダクトをいう。 

 

 

 

表５１－２ 

１．２号炉 

項 目 判定値 

総合除去効率 99％以上 

 

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  （残留熱除去冷却海水系） 

第５２条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，１号炉の残留熱除去冷却海水系は，

表５２－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２．残留熱除去冷却海水系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の

各号を実施する。 

（１）電気課長は，定検停止時に残留熱除去冷却海水ポンプ（以下，本条において「海水ポンプ」

という。）が模擬信号で作動することを確認し，その結果を発電管理課長に通知する。 

（２）発電課長は，定検停止後の原子炉起動前に，残留熱除去冷却海水系の主要な手動弁と電動

弁※１の開閉状態を確認する。 

（３）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，表５２－２に定める事

項を確認する。 

３．発電課長は，残留熱除去冷却海水系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断し

た場合，表５２－３の措置を講じる。ただし，この場合第３９条は適用しない。 

 

表５２－１ 

１．１号炉 

項 目 運転上の制限 

残留熱除去冷却海水系 ２系列※２が動作可能であること 

 

表５２－２ 

１．１号炉 

項 目 頻 度 

１．海水ポンプが起動すること※３を確認する。また，海水ポンプの運転

確認後，ポンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあることを

確認する。 

１ヶ月に１回 

 
 

 

  

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

表５２－３ 

１号炉 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.１系列が動作不能の場合 A1.当該系列を動作可能な状態に復旧する。 

および 

A2.他の１系列について動作可能であることを確

認する。 

１０日間 

 

速やかに 

B.条件 Aの要求される措置

を完了時間内に達成でき

ない場合 

または 

２系列が動作不能の場合 

または 

条件 Aにおいてさらに

異なる区分の非常用補機

冷却水系または非常用補

機冷却海水系が動作不能

の場合 

B1.高温停止とする。 

および 

B2.1.冷温停止とする。 

    または 

B2.2.原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持でき

る手段が確保されていることを確認する。 

２４時間 

 

３６時間 

 

冷温停止 

となるまで 

毎日１回 

※１：残留熱除去冷却海水系の主要な手動弁と電動弁とは，当該系統に期待されている機能を達成

するための海水ポンプから放水槽までの配管上の手動弁および電動弁ならびにこの配管に接

続する配管上の手動弁および電動弁のうち当該系統の機能を維持するために必要な一次弁を

いう。 

※２：１系列とは，海水ポンプ２台，熱交換器１基および必要な弁ならびに主要配管をいう。 

※３：運転中のポンプについては，運転状態により確認する。 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  （非常用補機冷却水系および非常用補機冷却海水系） 

第５３条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，１号炉の非常用補機冷却水系およ

び非常用補機冷却海水系は，表５３－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２．非常用補機冷却水系および非常用補機冷却海水系が前項で定める運転上の制限を満足している

ことを確認するため，次の各号を実施する。 

（１）電気課長は，定検停止時に，非常用補機冷却水ポンプ（以下，本条において「冷却水ポン

プ」という。）および非常用補機冷却海水ポンプ（以下，本条において「海水ポンプ」とい

う。）が模擬信号で作動することを確認し，その結果を発電管理課長に通知する。 

（２）発電課長は，定検停止後の原子炉起動前に，非常用補機冷却水系の主要な手動弁と電動弁

の開閉状態を確認する。また，非常用補機冷却水系の主要配管が満水であることを確認する。
※１ 

（３）発電課長は，定検停止後の原子炉起動前に，非常用補機冷却海水系の主要な手動弁と電動

弁※２の開閉状態を確認する。 

（４）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，表５３－２の事項を確

認する。 

３．発電課長は，非常用補機冷却水系または非常用補機冷却海水系が第１項で定める運転上の制限

を満足していないと判断した場合，表５３－３の措置を講じる。ただし，この場合第３９条およ

び第６１条は適用しない。 

 

表５３－１ 

１号炉 

項 目 運転上の制限 

非常用補機冷却水系および非常用補機冷却海水系 
Ａ系の１系列※３およびＢ系の１系列※３が

動作可能であること 

 

表５３－２ 

１号炉 

項 目 頻 度 

１．非常用補機冷却水系ポンプが起動すること※５を確認する。また，主要配管

が満水であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

２．非常用補機冷却海水系ポンプが起動すること※５を確認する。また，海水ポ

ンプの運転確認後，海水ポンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあ

ることを確認する。 

１ヶ月に１回 

 

  

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  表５３－３ 

１号炉 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.Ａ系の２系列※４が動作不能の場合 

または 

Ｂ系の２系列※４が動作不能の場合 

A1.動作不能な系の１系列※３を動作可能な

状態に復旧する。 

および 

A2.残りの系の１系列※３について動作可能

であることを確認する。 

１０日間 

 

 

速やかに 

 

B.３系列が動作不能の場合 B1.２系列※４が動作不能な系の１系列※３を

動作可能な状態に復旧する。 

および 

B2.残りの１系列※３について動作可能であ

ることを確認する。 

１０日間 

 

 

速やかに 

 

C.条件 Aまたは Bの要求される措置

を完了時間内に達成できない場合 

または 

４系列が動作不能の場合 

または 

条件 A,B においてさらに異なる

区分の残留熱除去冷却海水系が動

作不能の場合 

C1.高温停止とする。 

および 

C2.1.冷温停止とする。 

    または 

C2.2.原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持

できる手段が確保されていることを確認

する。 

２４時間 

 

３６時間 

 

冷温停止 

となるまで 

毎日１回 

※１：非常用補機冷却水系の主要配管とは，当該系統に期待されている機能を達成するための非常

用補機冷却水系熱交換器と冷却水ポンプのループ配管を指し，小口径配管を含まない。また，

主要な手動弁と電動弁とは，主要配管上の手動弁および電動弁ならびに主要配管に接続する

配管上の手動弁および電動弁のうち主要配管満水を維持するために必要な一次弁をいう。な

お，主要配管満水は，当該系統のサージタンクレベル低の警報が継続的に発生していないこ

とで確認する。 

※２：非常用補機冷却海水系の主要な手動弁と電動弁とは，当該系統に期待されている機能を達成

するための非常用補機冷却海水ポンプから放水槽までの配管上の手動弁と電動弁ならびにこ

の配管に接続する配管上の手動弁および電動弁のうち当該系統の機能を維持するために必要

な一次弁をいう。 

※３：１系列とは，冷却水ポンプ１台，海水ポンプ１台，熱交換器１基および必要な弁ならびに主

要配管をいう。 

※４：２系列とは，冷却水ポンプ２台，海水ポンプ２台，共有される熱交換器１基および必要な弁

ならびに主要配管をいう。 

※５：運転中のポンプについては，運転状態により確認する。 

 

  

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

（原子炉補機冷却水系および原子炉補機冷却海水系） 

第５４条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，２号炉および３号炉の原子炉補機

冷却水系および原子炉補機冷却海水系は，表５４－１に定める事項を運転上の制限とする。 

２．原子炉補機冷却水系および原子炉補機冷却海水系が前項で定める運転上の制限を満足している

ことを確認するため，次の各号を実施する。 

（１）電気課長は，定検停止時に，原子炉補機冷却水ポンプ（以下，本条において「冷却水ポン

プ」という。）および原子炉補機冷却海水ポンプ（以下，本条において「海水ポンプ」とい

う。）が模擬信号で作動することを確認し，その結果を発電管理課長に通知する。 

（２）発電課長は，定検停止後の原子炉起動前に，原子炉補機冷却水系の主要な手動弁と電動弁

の開閉状態を確認する。また，原子炉補機冷却水系の主要配管が満水であることを確認する。
※１ 

（３）発電課長は，定検停止後の原子炉起動前に，原子炉補機冷却海水系の主要な手動弁と電動

弁※２の開閉状態を確認する。 

（４）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，表５４－２の事項を確

認する。 

３．発電課長は，原子炉補機冷却水系または原子炉補機冷却海水系が第１項で定める運転上の制限

を満足していないと判断した場合，表５４－３の措置を講じる。ただし，この場合第３９条およ

び第６１条は適用しない。 

 

表５４－１ 

２号炉および３号炉 

項 目 運転上の制限 

原子炉補機冷却水系および原子炉補機冷却海水系 ２系列※３が動作可能であること 

 

表５４－２ 

２号炉および３号炉 

項 目 頻度 

１．冷却水ポンプが起動すること※４を確認する。また，冷却水ポンプの運転確認後，

冷却水ポンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあることおよび主要配管

が満水であることを確認する。 

１ヶ月 

に１回 

２．海水ポンプが起動すること※４を確認する。また，海水ポンプの運転確認後，海

水ポンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあることを確認する。 

１ヶ月 

に１回 

 

 

 

 （原子炉補機冷却水系および原子炉補機冷却海水系） 

第５４条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，原子炉補機冷却水系および原子炉

補機冷却海水系は，表５４－１に定める事項を運転上の制限とする。 

２．原子炉補機冷却水系および原子炉補機冷却海水系が前項で定める運転上の制限を満足している

ことを確認するため，次の各号を実施する。 

（１）電気課長は，定検停止時に，原子炉補機冷却水ポンプ（以下，本条において「冷却水ポン

プ」という。）および原子炉補機冷却海水ポンプ（以下，本条において「海水ポンプ」とい

う。）が模擬信号で作動することを確認し，その結果を発電管理課長に通知する。 

（２）発電課長は，定検停止後の原子炉起動前に，原子炉補機冷却水系の主要な手動弁と電動弁

の開閉状態を確認する。また，原子炉補機冷却水系の主要配管が満水であることを確認する。
※１ 

（３）発電課長は，定検停止後の原子炉起動前に，原子炉補機冷却海水系の主要な手動弁と電動

弁※２の開閉状態を確認する。 

（４）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，表５４－２の事項を確

認する。 

３．発電課長は，原子炉補機冷却水系または原子炉補機冷却海水系が第１項で定める運転上の制限

を満足していないと判断した場合，表５４－３の措置を講じる。ただし，この場合第３９条およ

び第６１条は適用しない。 

 

表５４－１ 

 

項 目 運転上の制限 

原子炉補機冷却水系および原子炉補機冷却海水系 ２系列※３が動作可能であること 

 

表５４－２ 

 

項 目 頻度 

１．冷却水ポンプが起動すること※４を確認する。また，冷却水ポンプの運転確認後，

冷却水ポンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあることおよび主要配管

が満水であることを確認する。 

１ヶ月 

に１回 

２．海水ポンプが起動すること※４を確認する。また，海水ポンプの運転確認後，海

水ポンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあることを確認する。 

１ヶ月 

に１回 
 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  表５４－３ 

２号炉および３号炉 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.１系列が動作不能の場合 A1.当該系列を動作可能な状態に

復旧する。 

および 

A2.他の１系列について動作可能

であることを確認する。 

１０日間 

 

 

速やかに 

B.条件 Aで要求される措置を完了時間内に達成

できない場合 

または 

  ２系列が動作不能の場合 

または 

条件 Aにおいてさらに異なる区分の高圧炉

心スプレイ補機冷却水系または高圧炉心スプ

レイ補機冷却海水系が動作不能の場合 

B1.高温停止とする。 

および 

B2.1.冷温停止とする。 

または 

B2.2.原子炉水位を有効燃料頂部

以上に維持できる手段が確保さ

れていることを確認する。 

２４時間 

 

３６時間 

 

冷温停止 

となるまで 

毎日１回 

※１：原子炉補機冷却水系の主要配管とは，当該系統に期待されている機能を達成するための原子

炉補機冷却水系熱交換器と冷却水ポンプのループ配管を指し，小口径配管を含まない。また，

主要な手動弁と電動弁とは，主要配管上の手動弁および電動弁ならびに主要配管に接続する

配管上の手動弁および電動弁のうち主要配管満水を維持するために必要な一次弁をいう。な

お，主要配管満水は，当該系統のサージタンクレベル低の警報が継続的に発生していないこ

とで確認する。 

※２：原子炉補機冷却海水系の主要な手動弁と電動弁とは，当該系統に期待されている機能を達成

するための海水ポンプから放水槽までの配管上の手動弁および電動弁ならびにこの配管に接

続する配管上の手動弁および電動弁のうち当該系統の機能を維持するために必要な一次弁を

いう。 

※３：１系列とは，冷却水ポンプ２台，海水ポンプ２台，熱交換器２基および必要な弁ならびに主

要配管をいう。 

※４：運転中のポンプについては，運転状態により確認する。 

 

表５４－３ 

 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.１系列が動作不能の場合 A1.当該系列を動作可能な状態に

復旧する。 

および 

A2.他の１系列について動作可能

であることを確認する。 

１０日間 

 

 

速やかに 

B.条件 Aで要求される措置を完了時間内に達成

できない場合 

または 

  ２系列が動作不能の場合 

または 

条件 Aにおいてさらに異なる区分の高圧炉

心スプレイ補機冷却水系または高圧炉心スプ

レイ補機冷却海水系が動作不能の場合 

B1.高温停止とする。 

および 

B2.1.冷温停止とする。 

または 

B2.2.原子炉水位を有効燃料頂部

以上に維持できる手段が確保さ

れていることを確認する。 

２４時間 

 

３６時間 

 

冷温停止 

となるまで 

毎日１回 

※１：原子炉補機冷却水系の主要配管とは，当該系統に期待されている機能を達成するための原子

炉補機冷却水系熱交換器と冷却水ポンプのループ配管を指し，小口径配管を含まない。また，

主要な手動弁と電動弁とは，主要配管上の手動弁および電動弁ならびに主要配管に接続する

配管上の手動弁および電動弁のうち主要配管満水を維持するために必要な一次弁をいう。な

お，主要配管満水は，当該系統のサージタンクレベル低の警報が継続的に発生していないこ

とで確認する。 

※２：原子炉補機冷却海水系の主要な手動弁と電動弁とは，当該系統に期待されている機能を達成

するための海水ポンプから放水槽までの配管上の手動弁および電動弁ならびにこの配管に接

続する配管上の手動弁および電動弁のうち当該系統の機能を維持するために必要な一次弁を

いう。 

※３：１系列とは，冷却水ポンプ２台，海水ポンプ２台，熱交換器２基および必要な弁ならびに主

要配管をいう。 

※４：運転中のポンプについては，運転状態により確認する。 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  （高圧炉心スプレイ補機冷却水系および高圧炉心スプレイ補機冷却海水系） 

第５５条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，２号炉および３号炉の高圧炉心ス

プレイ補機冷却水系および高圧炉心スプレイ補機冷却海水系は，表５５－１で定める事項を

運転上の制限とする。 

２．高圧炉心スプレイ補機冷却水系および高圧炉心スプレイ補機冷却海水系が前項で定める運転上

の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施する。 

（１）電気課長は，定検停止時に，高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ（以下，本条において「冷

却水ポンプ」という。）および高圧炉心スプレイ補機冷却海水ポンプ（以下，本条において

「海水ポンプ」という。）が模擬信号で作動することを確認し，その結果を発電管理課長に

通知する。 

（２）発電課長は，定検停止後の原子炉起動前に，高圧炉心スプレイ補機冷却水系の主要な手動

弁と電動弁の開閉状態を確認する。また，高圧炉心スプレイ補機冷却水系の主要配管が満水

であることを確認する。※１ 

（３）発電課長は，定検停止後の原子炉起動前に，高圧炉心スプレイ補機冷却海水系の主要な手

動弁と電動弁※２の開閉状態を確認する。 

（４）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，表５５－２に定める事

項を確認する。 

３．発電課長は，高圧炉心スプレイ補機冷却水系または高圧炉心スプレイ補機冷却海水系が第１項

で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表５５－３の措置を講じる。ただし，

この場合第３９条および第６１条は適用しない。 

 

表５５－１ 

２号炉および３号炉 

項 目 運転上の制限 

高圧炉心スプレイ補機冷却水系および 

高圧炉心スプレイ補機冷却海水系 
１系列※３が動作可能であること 

 

表５５－２ 

２号炉および３号炉 

項 目 頻 度 

１．冷却水ポンプが起動することを確認する。また，主要配管が満水であるこ

とを確認する。 

１ヶ月に１回 

２．海水ポンプが起動することを確認する。また，海水ポンプの運転確認後，

海水ポンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあることを確認する。 

１ヶ月に１回 

 

 

 

 （高圧炉心スプレイ補機冷却水系および高圧炉心スプレイ補機冷却海水系） 

第５５条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，高圧炉心スプレイ補機冷却水系お

よび高圧炉心スプレイ補機冷却海水系は，表５５－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．高圧炉心スプレイ補機冷却水系および高圧炉心スプレイ補機冷却海水系が前項で定める運転上

の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施する。 

（１）電気課長は，定検停止時に，高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ（以下，本条において「冷

却水ポンプ」という。）および高圧炉心スプレイ補機冷却海水ポンプ（以下，本条において

「海水ポンプ」という。）が模擬信号で作動することを確認し，その結果を発電管理課長に

通知する。 

（２）発電課長は，定検停止後の原子炉起動前に，高圧炉心スプレイ補機冷却水系の主要な手動

弁と電動弁の開閉状態を確認する。また，高圧炉心スプレイ補機冷却水系の主要配管が満水

であることを確認する。※１ 

（３）発電課長は，定検停止後の原子炉起動前に，高圧炉心スプレイ補機冷却海水系の主要な手

動弁と電動弁※２の開閉状態を確認する。 

（４）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，表５５－２に定める事

項を確認する。 

３．発電課長は，高圧炉心スプレイ補機冷却水系または高圧炉心スプレイ補機冷却海水系が第１項

で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表５５－３の措置を講じる。ただし，

この場合第３９条および第６１条は適用しない。 

 

表５５－１ 

 

項 目 運転上の制限 

高圧炉心スプレイ補機冷却水系および 

高圧炉心スプレイ補機冷却海水系 
１系列※３が動作可能であること 

 

表５５－２ 

 

項 目 頻 度 

１．冷却水ポンプが起動することを確認する。また，主要配管が満水であるこ

とを確認する。 

１ヶ月に１回 

２．海水ポンプが起動することを確認する。また，海水ポンプの運転確認後，

海水ポンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあることを確認する。 

１ヶ月に１回 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  表５５－３ 

２号炉および３号炉 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.高圧炉心スプレイ補機冷却水系が

動作不能の場合 

または 

  高圧炉心スプレイ補機冷却海水系

が動作不能の場合 

または 

  高圧炉心スプレイ補機冷却水系お

よび高圧炉心スプレイ補機冷却海

水系が動作不能の場合 

A1.当該系列を動作可能な状態に復旧する。 １０日間 

B.条件 Aで要求される措置を完了時

間内に達成できない場合 

 または 

条件 Aにおいてさらに原子炉補

機冷却水系および原子炉補機冷却

海水系が動作不能の場合 

B1.高温停止とする。 

および 

B2.1.冷温停止とする。 

    または 

B2.2.原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持

できる手段が確保されていることを確認

する。 

２４時間 

 

３６時間 

 

冷温停止 

となるまで 

毎日１回 

※１：高圧炉心スプレイ補機冷却水系の主要配管とは，当該系統に期待されている機能を達成する

ための高圧炉心スプレイ補機冷却水系熱交換器と冷却水ポンプのループ配管を指し，小口径

配管を含まない。また，主要な手動弁と電動弁とは，主要配管上の手動弁および電動弁なら

びに主要配管に接続する配管上の手動弁および電動弁のうち主要配管満水を維持するために

必要な一次弁をいう。なお，主要配管満水は，当該系統のサージタンクレベル低の警報が継

続的に発生していないことで確認する。 

※２：高圧炉心スプレイ補機冷却海水系の主要な手動弁と電動弁とは，当該系統に期待されている

機能を達成するための海水ポンプから放水槽までの配管上の手動弁および電動弁ならびにこ

の配管に接続する配管上の手動弁および電動弁のうち当該系統の機能を維持するために必要

な一次弁をいう。 

※３：１系列とは，冷却水ポンプ１台，海水ポンプ１台，熱交換器１基および必要な弁ならびに主

要配管をいう。 

 

表５５－３ 

 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.高圧炉心スプレイ補機冷却水系が

動作不能の場合 

または 

  高圧炉心スプレイ補機冷却海水系

が動作不能の場合 

または 

  高圧炉心スプレイ補機冷却水系お

よび高圧炉心スプレイ補機冷却海

水系が動作不能の場合 

A1.当該系列を動作可能な状態に復旧する。 １０日間 

B.条件 Aで要求される措置を完了時

間内に達成できない場合 

 または 

条件 Aにおいてさらに原子炉補

機冷却水系および原子炉補機冷却

海水系が動作不能の場合 

B1.高温停止とする。 

および 

B2.1.冷温停止とする。 

    または 

B2.2.原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持

できる手段が確保されていることを確認

する。 

２４時間 

 

３６時間 

 

冷温停止 

となるまで 

毎日１回 

※１：高圧炉心スプレイ補機冷却水系の主要配管とは，当該系統に期待されている機能を達成する

ための高圧炉心スプレイ補機冷却水系熱交換器と冷却水ポンプのループ配管を指し，小口径

配管を含まない。また，主要な手動弁と電動弁とは，主要配管上の手動弁および電動弁なら

びに主要配管に接続する配管上の手動弁および電動弁のうち主要配管満水を維持するために

必要な一次弁をいう。なお，主要配管満水は，当該系統のサージタンクレベル低の警報が継

続的に発生していないことで確認する。 

※２：高圧炉心スプレイ補機冷却海水系の主要な手動弁と電動弁とは，当該系統に期待されている

機能を達成するための海水ポンプから放水槽までの配管上の手動弁および電動弁ならびにこ

の配管に接続する配管上の手動弁および電動弁のうち当該系統の機能を維持するために必要

な一次弁をいう。 

※３：１系列とは，冷却水ポンプ１台，海水ポンプ１台，熱交換器１基および必要な弁ならびに主

要配管をいう。 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
0
0 

変更前 変更後 理由 
 

  （中央制御室非常用換気空調系） 

第５８条  原子炉の状態が運転，起動，高温停止および炉心変更時※１または原子炉建屋原子炉棟内

で照射された燃料に係る作業時において，中央制御室非常用換気空調系は表５８－１に定め

る事項を運転上の制限とする。 

２．中央制御室非常用換気空調系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，

次の各号を実施する。 

（１）電気課長は，定検停止時に，中央制御室非常用換気空調系が模擬信号で作動することを確

認し，その結果を発電管理課長に通知する。 

（２）放射線管理課長は，定検停止時に，中央制御室非常用換気空調系の総合除去効率が表５８

－２に定める値であることを確認し，その結果を発電管理課長に通知する。 

３．発電課長は，中央制御室非常用換気空調系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと

判断した場合，表５８－３の措置を講じる。 

 

表５８－１ 

項 目 運転上の制限 

中央制御室非常用換気空調系 中央制御室あたり２系列※２が動作可能であること 

 

表５８－２ 

１号炉 

項 目 判定値 

総合除去効率 91％以上 

 

２号炉および３号炉 

項 目 判定値 

総合除去効率 90％以上 

 

（省略） 

 

 （中央制御室非常用換気空調系） 

第５８条  原子炉の状態が運転，起動，高温停止および炉心変更時※１または原子炉建屋原子炉棟内

で照射された燃料に係る作業時において，中央制御室非常用換気空調系は表５８－１に定め

る事項を運転上の制限とする。 

２．中央制御室非常用換気空調系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，

次の各号を実施する。 

（１）電気課長は，定検停止時に，中央制御室非常用換気空調系が模擬信号で作動することを確

認し，その結果を発電管理課長に通知する。 

（２）放射線管理課長は，定検停止時に，中央制御室非常用換気空調系の総合除去効率が表５８

－２に定める値であることを確認し，その結果を発電管理課長に通知する。 

３．発電課長は，中央制御室非常用換気空調系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと

判断した場合，表５８－３の措置を講じる。 

 

表５８－１ 

項 目 運転上の制限 

中央制御室非常用換気空調系 中央制御室あたり２系列※２が動作可能であること 

 

表５８－２ 

 

 

 

 

 

項 目 判定値 

総合除去効率 90％以上 

 

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
0
1 

変更前 変更後 理由 
 

  （非常用ディーゼル発電機その１） 

第６１条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，非常用ディーゼル発電機※１は表６

１－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２．非常用ディーゼル発電機が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次

の各号を実施する。 

（１）電気課長は，定検停止時に，非常用ディーゼル発電機が模擬信号で作動することを確認し，

その結果を発電管理課長に通知する。 

（２）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，表６１－２に定める事

項を確認する。 

３．発電課長は，非常用ディーゼル発電機が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断

した場合，表６１―３の措置を講じる。 

 

表６１－１ 

項 目 運転上の制限 

非常用ディーゼル発電機 
２台（２号炉および３号炉においては３台）の 

非常用ディーゼル発電機が動作可能であること 

※１：非常用ディーゼル発電機とは，１号炉においてはＡ系，Ｂ系，２号炉および３号炉において

はＡ系，Ｂ系および高圧炉心スプレイ系のディーゼル発電機をいう。 

 

表６１－２ 

１．１号炉 

項 目 頻 度 

１．非常用ディーゼル発電機を待機状態から始動し，無負荷運転時の電圧が 6,555V

以上 7,245V以下および周波数が49Hz以上 51Hz以下であることならびに引き続き

非常用交流高圧電源母線に並列して定格出力で運転可能であることを確認する｡ 

１ヶ月 

に１回 

２．Ａ系およびＢ系のデイタンクレベルが 2,600mm 以上であることを確認する｡ただ

し,非常用ディーゼル発電機が運転中および運転終了後２日間を除く｡ 

１ヶ月 

に１回 

 

２．２号炉および３号炉 

項 目 頻 度 

１．非常用ディーゼル発電機を待機状態から始動し，無負荷運転時の電圧が 6,555V

以上 7,245V以下および周波数が49Hz以上 51Hz以下であることならびに引き続き

非常用交流高圧電源母線に並列して定格出力で運転可能であることを確認する｡ 

１ヶ月 

に１回 

２．Ａ系およびＢ系のデイタンクレベルが 2,810mm 以上であることおよび高圧炉心

スプレイ系デイタンクレベルが 2,040mm 以上であることを確認する｡ただし,非常

用ディーゼル発電機が運転中および運転終了後２日間を除く｡ 

１ヶ月 

に 1回 

 

 

 

 （非常用ディーゼル発電機その１） 

第６１条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，非常用ディーゼル発電機※１は表６

１－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２．非常用ディーゼル発電機が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次

の各号を実施する。 

（１）電気課長は，定検停止時に，非常用ディーゼル発電機が模擬信号で作動することを確認し，

その結果を発電管理課長に通知する。 

（２）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，表６１－２に定める事

項を確認する。 

３．発電課長は，非常用ディーゼル発電機が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断

した場合，表６１―３の措置を講じる。 

 

表６１－１ 

項 目 運転上の制限 

非常用ディーゼル発電機 ３台の非常用ディーゼル発電機が動作可能であること 

※１：非常用ディーゼル発電機とは，Ａ系，Ｂ系および高圧炉心スプレイ系のディーゼル発電機を

いう。 

 

表６１－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 頻 度 

１．非常用ディーゼル発電機を待機状態から始動し，無負荷運転時の電圧が 6,555V

以上7,245V以下および周波数が49Hz以上51Hz以下であることならびに引き続き

非常用交流高圧電源母線に並列して定格出力で運転可能であることを確認する｡ 

１ヶ月 

に１回 

２．Ａ系およびＢ系のデイタンクレベルが 2,810mm 以上であることおよび高圧炉心

スプレイ系デイタンクレベルが 2,040mm 以上であることを確認する｡ただし,非常

用ディーゼル発電機が運転中および運転終了後２日間を除く｡ 

１ヶ月 

に 1回 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
0
2 

変更前 変更後 理由 
 

  表６１―３ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.非常用ディーゼル発電機 1台が動作不
能の場合 

A1.非常用ディーゼル発電機を動作可能
な状態に復旧する。 

および 
A2.残り１台（２号炉および３号炉におい
ては２台）の非常用ディーゼル発電機
について動作可能であることを確認す
る。 

および 
A3.原子炉隔離時冷却系について動作可
能であることを確認する。※２ 

１０日間 
 
 
速やかに 
 
 
 
速やかに 

 

B.条件 A（A1.の措置）で要求される措置
（非常用ディーゼル発電機の復旧措
置）を完了時間内に達成できない場合 

B1.動作可能な非常用ディーゼル発電機
を運転状態とする。 

および 
B2.非常用ディーゼル発電機を動作可能
な状態に復旧する。 

速やかに 
 
 

３０日間 

C.非常用ディーゼル発電機１台が動作不
能の場合（高圧炉心スプレイ系非常用
ディーゼル発電機を除く） 

および 
外部電源※３が１系列※４しか動作可

能でない場合（高圧炉心スプレイ系母
線を除く） 

C1.当該非常用ディーゼル発電機を動作
可能な状態に復旧する。 

または 
C2.外部電源を２系列動作可能な状態に
復旧する。 

１２時間 
 
 

１２時間 

D.高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル
発電機が動作不能の場合 

および 
高圧炉心スプレイ系母線に対し外部

電源※３が１系列※４しか動作可能でな
い場合 

D1.1.当該非常用ディーゼル発電機を動
作可能な状態に復旧する。 

 または 
D1.2.外部電源を２系列動作可能な状態
に復旧する。 

および 
D2. 自動減圧系（原子炉圧力が
0.77MPa[gage]以上の場合）の窒素ガス
供給圧力が表３９－２に定める値であ
ることを確認する。 

および 
D3. 原子炉隔離時冷却系について動作可
能であることを確認する。※２ 

１０日間 
 
 

１０日間 
 
 

速やかに 
 
 
 
 

速やかに 

E.条件 A（A1.の措置を除く），B,C また
は Dで要求される措置を完了時間内に
達成できない場合 

または 
非常用ディーゼル発電機２台以上が

動作不能の場合 

E1.高温停止とする。 
および 
E2.冷温停止とする。 

２４時間 
 

３６時間 

※２：原子炉圧力が 1.04MPa[gage]以上の場合に実施する。 

※３：外部電源とは，電力系統または主発電機(当該原子炉の主発電機を除く)からの電力を第６６

条で要求される非常用交流高圧電源母線に供給する設備をいう。 

※４：外部電源の系列数は，非常用交流高圧電源母線に対して電力供給することができる発電所外

からの送電線の回線数と主発電機（当該原子炉の主発電機を除く）の合計数とし，各々の非

常用交流高圧電源母線について求められる。 

 

表６１―３ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.非常用ディーゼル発電機 1台が動作不
能の場合 

A1.当該非常用ディーゼル発電機を動作
可能な状態に復旧する。 

および 
A2.残り２台の非常用ディーゼル発電機
について動作可能であることを確認す
る。 

 
および 
A3.原子炉隔離時冷却系について動作可
能であることを確認する。※２ 

１０日間 
 
 
速やかに 
 
 
 
 
速やかに 

 

B.条件 A（A1.の措置）で要求される措置
（非常用ディーゼル発電機の復旧措
置）を完了時間内に達成できない場合 

B1.動作可能な非常用ディーゼル発電機
を運転状態とする。 

および 
B2.当該非常用ディーゼル発電機を動作
可能な状態に復旧する。 

速やかに 
 
 

３０日間 

C.非常用ディーゼル発電機１台が動作不
能の場合（高圧炉心スプレイ系非常用
ディーゼル発電機を除く） 

および 
外部電源※３が１系列※４しか動作可

能でない場合（高圧炉心スプレイ系母
線を除く） 

C1.当該非常用ディーゼル発電機を動作
可能な状態に復旧する。 

または 
C2.外部電源を２系列動作可能な状態に
復旧する。 

１２時間 
 
 

１２時間 

D.高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル
発電機が動作不能の場合 

および 
高圧炉心スプレイ系母線に対し外部

電源※３が１系列※４しか動作可能でな
い場合 

D1.1.当該非常用ディーゼル発電機を動
作可能な状態に復旧する。 

 または 
D1.2.外部電源を２系列動作可能な状態
に復旧する。 

および 
D2. 自動減圧系（原子炉圧力が
0.77MPa[gage]以上の場合）の窒素ガス
供給圧力が表３９－２に定める値であ
ることを確認する。 

および 
D3. 原子炉隔離時冷却系について動作可
能であることを確認する。※２ 

１０日間 
 
 

１０日間 
 
 

速やかに 
 
 
 
 

速やかに 

E.条件 A（A1.の措置を除く），B,C また
は Dで要求される措置を完了時間内に
達成できない場合 

または 
非常用ディーゼル発電機２台以上が

動作不能の場合 

E1.高温停止とする。 
および 
E2.冷温停止とする。 

２４時間 
 

３６時間 

※２：原子炉圧力が 1.04MPa[gage]以上の場合に実施する。 

※３：外部電源とは，電力系統または主発電機(当該原子炉の主発電機を除く)からの電力を第６６

条で要求される非常用交流高圧電源母線に供給する設備をいう。 

※４：外部電源の系列数は，非常用交流高圧電源母線に対して電力供給することができる発電所外

からの送電線の回線数と主発電機（当該原子炉の主発電機を除く）の合計数とし，各々の非

常用交流高圧電源母線について求められる。 

 

 

 

記載の適正化 

（東通原子力発電所との

記載の整合） 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

記載の適正化 

（東通原子力発電所との

記載の整合） 

 

 

 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
0
3 

変更前 変更後 理由 
 

  （非常用ディーゼル発電機その２） 

第６２条  原子炉の状態が冷温停止および燃料交換において，非常用ディーゼル発電機※１は表６２

－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２．非常用ディーゼル発電機が前項に定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次

号を実施する。 

（１）発電課長は，原子炉の状態が冷温停止および燃料交換において，第６７条で要求される非

常用交流高圧電源母線に接続する非常用ディーゼル発電機について表６２－２に定める事項

を確認する。 

３．発電課長は，非常用ディーゼル発電機が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断

した場合，表６２－３の措置を講じる。 

 

表６２－１ 

項 目 運転上の制限 

非常用ディーゼル

発電機 

第６７条で要求される非常用交流高圧母線に接続する非常用ディーゼ 
ル発電機を含め２台の非常用発電設備※２が動作可能であること 

 

表６２－２ 

１．１号炉 

項 目 頻 度 

１．非常用ディーゼル発電機を待機状態から始動し，無負荷運転時の電圧が 6,555V

以上7,245V以下および周波数が49Hz以上51Hz以下であることならびに引き続き

非常用交流高圧電源母線に並列できることを確認する。 

１ヶ月 

に１回 

２．Ａ系およびＢ系のデイタンクレベルが 2,600mm 以上であることを確認する。た

だし，非常用ディーゼル発電機が運転中および運転終了後２日間を除く。 

１ヶ月 

に１回 

 

２．２号炉および３号炉 

項 目 頻 度 

１．非常用ディーゼル発電機を待機状態から始動し,無負荷運転時の電圧が 6,555V

以上7,245V以下および周波数が49Hz以上51Hz以下であることならびに引き続き

非常用交流高圧電源母線に並列できることを確認する｡ 

１ヶ月 

に１回 

２．Ａ系およびＢ系のデイタンクレベルが 2,810mm 以上であることおよび高圧炉心

スプレイ系デイタンクレベルが 2,040mm 以上であることを確認する｡ただし,非常

用ディーゼル発電機が運転中および運転終了後 2日間を除く｡ 

１ヶ月 

に１回 

 

 

 

 （非常用ディーゼル発電機その２） 

第６２条  原子炉の状態が冷温停止および燃料交換において，非常用ディーゼル発電機※１は表６２

－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２．非常用ディーゼル発電機が前項に定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次

号を実施する。 

（１）発電課長は，原子炉の状態が冷温停止および燃料交換において，第６７条で要求される非

常用交流高圧電源母線に接続する非常用ディーゼル発電機について表６２－２に定める事項

を確認する。 

３．発電課長は，非常用ディーゼル発電機が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断

した場合，表６２－３の措置を講じる。 

 

表６２－１ 

項 目 運転上の制限 

非常用ディーゼル

発電機 

第６７条で要求される非常用交流高圧母線に接続する非常用ディーゼ 
ル発電機を含め２台の非常用発電設備※２が動作可能であること 

 

表６２－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 頻 度 

１．非常用ディーゼル発電機を待機状態から始動し,無負荷運転時の電圧が 6,555V

以上7,245V以下および周波数が49Hz以上51Hz以下であることならびに引き続き

非常用交流高圧電源母線に並列できることを確認する｡ 

１ヶ月 

に１回 

２．Ａ系およびＢ系のデイタンクレベルが 2,810mm 以上であることおよび高圧炉心

スプレイ系デイタンクレベルが 2,040mm 以上であることを確認する｡ただし,非常

用ディーゼル発電機が運転中および運転終了後 2日間を除く｡ 

１ヶ月 

に１回 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
0
4 

変更前 変更後 理由 
 

  表６２－３ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.運転上の制限を満足

していないと判断し

た場合 

A1.運転上の制限を満足させる措置を開始する。 

および 

A2.炉心変更を中止する。 

および 

A3.原子炉建屋原子炉棟内で照射された燃料に係る作業を

中止する。 

および 

A4.有効燃料頂部以下の高さで原子炉圧力容器に接続して

いる配管について原子炉圧力容器バウンダリを構成する

隔離弁の開操作を禁止する。 

速やかに 

 

速やかに 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

※１：非常用ディーゼル発電機とは，１号炉においてはＡ系，Ｂ系，２号炉および３号炉において

はＡ系，Ｂ系および高圧炉心スプレイ系のディーゼル発電機をいう。 

※２：非常用発電設備とは，非常用ディーゼル発電機および必要な電力供給が可能な非常用発電機

をいう。なお，非常用発電機は，複数の号炉で共用することができる。 

 

 

 

表６２－３ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.運転上の制限を満足

していないと判断し

た場合 

A1.運転上の制限を満足させる措置を開始する。 

および 

A2.炉心変更を中止する。 

および 

A3.原子炉建屋原子炉棟内で照射された燃料に係る作業を

中止する。 

および 

A4.有効燃料頂部以下の高さで原子炉圧力容器に接続して

いる配管について原子炉圧力容器バウンダリを構成する

隔離弁の開操作を禁止する。 

速やかに 

 

速やかに 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

※１：非常用ディーゼル発電機とは，Ａ系，Ｂ系および高圧炉心スプレイ系のディーゼル発電機を

いう。 

※２：非常用発電設備とは，非常用ディーゼル発電機および必要な電力供給が可能な非常用発電機

をいう。なお，非常用発電機は，複数の号炉で共用することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
0
5 

変更前 変更後 理由 
 

  （非常用ディーゼル発電機燃料油等） 

第６３条  ディーゼル燃料油，潤滑油および起動用空気は，表６３－１で定める事項を運転上の制

限とする。ただし，非常用ディーゼル発電機※１が運転中および運転終了後２日間を除く。 

２．ディーゼル燃料油，潤滑油および起動用空気が前項で定める運転上の制限を満足していること

を確認するため，次号を実施する。 

（１）発電課長は，ディーゼル燃料油，潤滑油および起動用空気が，第６１条および第６２条で

動作可能であることを要求される非常用ディーゼル発電機に対し必要量確保されていること

を表６３－２で１ヶ月に１回確認する。 

３．発電課長は，ディーゼル燃料油，潤滑油または起動用空気が第１項で定める運転上の制限を満

足していないと判断した場合，表６３－３の措置を講じる。 

 

表６３－１ 

項 目 運転上の制限 

ディーゼル燃料油，潤滑油 

および起動用空気 

第６１条および第６２条で動作可能であることを要求され

る非常用ディーゼル発電機に対し必要量確保されているこ

と 

 

表６３－２ 

項 目 判定値 

１号炉 

軽油タンクレベル 5,240mm 以上 

潤滑油サンプタンクレベル※３ 600mm 以上 

起動用空気圧縮貯槽圧力 

（自動用）※３ 
2.16MPa[gage]以上 

２号炉 

軽油タンクレベル※２ 4,610mm 以上 

潤滑油サンプタンクレベル※３ 

500mm 以上 

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

においては 390mm 以上） 

起動用空気圧縮貯槽圧力 

（自動用）※３ 

1.96MPa[gage]以上（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機においては 2.26MPa[gage]以上） 

３号炉 

軽油タンクレベル※２ 4,610mm 以上 

潤滑油サンプタンクレベル※３ 

420mm 以上 

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

においては 390mm 以上） 

起動用空気圧縮貯槽圧力 

（自動用）※３ 

2.0MPa[gage]以上（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機においては 2.3MPa[gage]以上） 

※１：非常用ディーゼル発電機とは，１号炉においてはＡ系，Ｂ系，２号炉および３号炉において

はＡ系，Ｂ系および高圧炉心スプレイ系のディーゼル発電機をいう。 

※２：軽油タンクレベルとは，Ａ系およびＢ系の非常用ディーゼル発電機の各々の軽油タンクレベ

ルをいう。 

※３：潤滑油サンプタンクレベルおよび起動用空気圧縮貯槽圧力（自動用）とは，１号炉において

は A系，B系，２号炉および３号炉においてはＡ系，Ｂ系および高圧炉心スプレイ系の非常用

ディーゼル発電機の各々の潤滑油サンプタンクレベル※４および起動用空気圧縮貯槽圧力（自

動用）をいう。 

※４：高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機においてはオイルパン油面とする。 

 

（省略） 

 

 （非常用ディーゼル発電機燃料油等） 

第６３条  ディーゼル燃料油，潤滑油および起動用空気は，表６３－１で定める事項を運転上の制

限とする。ただし，非常用ディーゼル発電機※１が運転中および運転終了後２日間を除く。 

２．ディーゼル燃料油，潤滑油および起動用空気が前項で定める運転上の制限を満足していること

を確認するため，次号を実施する。 

（１）発電課長は，ディーゼル燃料油，潤滑油および起動用空気が，第６１条および第６２条で

動作可能であることを要求される非常用ディーゼル発電機に対し必要量確保されていること

を表６３－２で１ヶ月に１回確認する。 

３．発電課長は，ディーゼル燃料油，潤滑油または起動用空気が第１項で定める運転上の制限を満

足していないと判断した場合，表６３－３の措置を講じる。 

 

表６３－１ 

項 目 運転上の制限 

ディーゼル燃料油，潤滑油 

および起動用空気 

第６１条および第６２条で動作可能であることを要求され

る非常用ディーゼル発電機に対し必要量確保されているこ

と 

 

表６３－２ 

 

 

 

 

 

項 目 判定値 

２号炉 

軽油タンクレベル※２ 4,610mm 以上 

潤滑油サンプタンクレベル※３ 

500mm 以上 

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

においては 390mm 以上） 

起動用空気圧縮貯槽圧力 

（自動用）※３ 

1.96MPa[gage]以上（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機においては 2.26MPa[gage]以上） 

３号炉 

軽油タンクレベル※２ 4,610mm 以上 

潤滑油サンプタンクレベル※３ 

420mm 以上 

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

においては 390mm 以上） 

起動用空気圧縮貯槽圧力 

（自動用）※３ 

2.0MPa[gage]以上（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機においては 2.3MPa[gage]以上） 

※１：非常用ディーゼル発電機とは，Ａ系，Ｂ系および高圧炉心スプレイ系のディーゼル発電機を

いう。 

※２：軽油タンクレベルとは，Ａ系およびＢ系の非常用ディーゼル発電機の各々の軽油タンクレベ

ルをいう。 

※３：潤滑油サンプタンクレベルおよび起動用空気圧縮貯槽圧力（自動用）とは，Ａ系，Ｂ系およ

び高圧炉心スプレイ系の非常用ディーゼル発電機の各々の潤滑油サンプタンクレベル※４およ

び起動用空気圧縮貯槽圧力（自動用）をいう。 

 

※４：高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機においてはオイルパン油面とする。 

 

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
0
6 

変更前 変更後 理由 
 

  （直流電源その１） 

第６４条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，直流電源※１は表６４－１で定める

事項を運転上の制限とする。 

２．直流電源が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため次の各号を実施する。 

（１）電気課長は，定期検査において，直流電源（蓄電池および充電器※２）の機能を確認し，そ

の結果を発電管理課長に通知する。 

（２）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，２系列（２号炉および

３号炉においては３系列）の蓄電池および充電器について，浮動充電時の蓄電池電圧が 126V

以上であることを１週間に１回確認する。 

３．発電課長は，直流電源が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表６

４－２の措置を講じる。 

 

表６４－１ 

項 目 運転上の制限 

直流電源 ２系列(２号炉および３号炉においては３系列)が動作可能であること 

 

表６４－２ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.直流電源１系列の蓄電池または充電

器が動作不能の場合 

A1.蓄電池または充電器を動作可能な状態に

復旧する。 

および 

A2.残りの蓄電池および充電器が動作可能で

あることを確認する。 

１０日間 

 

 

速やかに 

B.直流電源１系列の蓄電池および充電

器が動作不能の場合 

B1.直流電源母線の電源喪失とみなす。 速やかに 

C.条件 Aまたは Bで要求される措置を

完了時間内に達成できない場合 

C1.高温停止とする。 

および 

C2.冷温停止とする。 

２４時間 

 

３６時間 

※１：直流電源とは，１号炉においては A系，B系，２号炉および３号炉においては A系，B系およ

び高圧炉心スプレイ系をいう。 

※２：充電器とは，充電器または予備充電器のいずれかをいい，両方が機能喪失となって動作不能

となる。 

 

 

（直流電源その２） 

第６５条 原子炉の状態が冷温停止および燃料交換において，直流電源※１は表６５－１で定める事

項を運転上の制限とする。 

２．直流電源が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため次号を実施する。 

（１）発電課長は，原子炉の状態が冷温停止および燃料交換において，第６７条で要求される直

流電源母線に接続する蓄電池および充電器※２について，浮動充電時の蓄電池電圧が 126V 以上

であることを１週間に１回確認する。 

 

（中略） 

 

※１：直流電源とは，１号炉においてはＡ系，Ｂ系，２号炉および３号炉においては A系，B系およ

び高圧炉心スプレイ系をいう。 

※２：充電器とは，充電器または予備充電器のいずれかをいい，両方が機能喪失となって動作不能

となる。 

 

 

 （直流電源その１） 

第６４条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，直流電源※１は表６４－１で定める

事項を運転上の制限とする。 

２．直流電源が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため次の各号を実施する。 

（１）電気課長は，定期検査において，直流電源（蓄電池および充電器※２）の機能を確認し，そ

の結果を発電管理課長に通知する。 

（２）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，３系列の蓄電池および

充電器について，浮動充電時の蓄電池電圧が 126V 以上であることを１週間に１回確認する。 

 

３．発電課長は，直流電源が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表６

４－２の措置を講じる。 

 

表６４－１ 

項 目 運転上の制限 

直流電源 ３系列が動作可能であること 

 

表６４－２ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.直流電源１系列の蓄電池または充電

器が動作不能の場合 

A1.蓄電池または充電器を動作可能な状態に

復旧する。 

および 

A2.残りの蓄電池および充電器が動作可能で

あることを確認する。 

１０日間 

 

 

速やかに 

B.直流電源１系列の蓄電池および充電

器が動作不能の場合 

B1.直流電源母線の電源喪失とみなす。 速やかに 

C.条件 Aまたは Bで要求される措置を

完了時間内に達成できない場合 

C1.高温停止とする。 

および 

C2.冷温停止とする。 

２４時間 

 

３６時間 

※１：直流電源とは，A系，B系および高圧炉心スプレイ系をいう。 

※２：充電器とは，充電器または予備充電器のいずれかをいい，両方が機能喪失となって動作不能

となる。 

 

 

 

（直流電源その２） 

第６５条 原子炉の状態が冷温停止および燃料交換において，直流電源※１は表６５－１で定める事

項を運転上の制限とする。 

２．直流電源が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため次号を実施する。 

（１）発電課長は，原子炉の状態が冷温停止および燃料交換において，第６７条で要求される直

流電源母線に接続する蓄電池および充電器※２について，浮動充電時の蓄電池電圧が 126V 以上

であることを１週間に１回確認する。 

 

（中略） 

 

※１：直流電源とは，A系，B系および高圧炉心スプレイ系をいう。 

※２：充電器とは，充電器または予備充電器のいずれかをいい，両方が機能喪失となって動作不能

となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 
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変更前 変更後 理由 
 

  （所内電源系統その１） 

第６６条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，所内電源系統は表６６－１で定め

る事項を運転上の制限とする。ただし，送電線事故等による瞬停時を除く。 

２．所内電源系統が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため次号を実施する。 

（１）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，電源母線が受電されて

いることを１週間に１回確認する。 

３．発電課長は，所内電源系統が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表６６－２の措置を講じる。 

 

表６６－１ 

項 目 
運転上の制限（受電されている系統数） 

１号炉 ２号炉および３号炉 

所内電源系統 

(1)非常用交流高圧電源母線 ２系統※１ ３系統※２ 

(2)直流電源母線 ２系統※１ ３系統※２ 

(3)原子炉保護系母線 

（２号炉および３号炉において 

は無停電交流電源母線） 

２系統※１ ２系統※１ 

※１：２系統とは，Ａ系およびＢ系をいう。 

※２：３系統とは，Ａ系，Ｂ系および高圧炉心スプレイ系をいう。 

 

表６６－２ 

条件 要求される措置 完了時間 

A.非常用交流高圧電源母線の１系統が電源喪失

の場合（高圧炉心スプレイ系母線を除く） 

A1.非常用交流高圧電源母線を受電

可能な状態に復旧する。 

８時間 

 

B.原子炉保護系母線の１系統が電源喪失の場合 B1.原子炉保護系母線を受電可能な

状態に復旧する。 

２時間 

 

C.直流電源母線の１系統が電源喪失の場合（高

圧炉心スプレイ系母線を除く） 

C1.直流電源母線を受電可能な状態

に復旧する。 

２時間 

 

D.高圧炉心スプレイ系の非常用交流高圧電源母

線または高圧炉心スプレイ系の直流電源母線

が電源喪失の場合 

D1.高圧炉心スプレイ系を動作不能

とみなす。 

速やかに 

E.条件 A，B，Cまたは Dで要求される措置を完

了時間内に達成できない場合 

E1.高温停止とする。 

および 

E2.冷温停止とする。 

２４時間 

 

３６時間 

F.非常用交流高圧電源母線，原子炉保護系母線 

または直流電源母線の２系統以上が電源喪失

の場合 

F1.高温停止とする。 

および 

F2.冷温停止とする。 

２４時間 

 

３６時間 
 

 

 （所内電源系統その１） 

第６６条  原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，所内電源系統は表６６－１で定め

る事項を運転上の制限とする。ただし，送電線事故等による瞬停時を除く。 

２．所内電源系統が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため次号を実施する。 

（１）発電課長は，原子炉の状態が運転，起動および高温停止において，電源母線が受電されて

いることを１週間に１回確認する。 

３．発電課長は，所内電源系統が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表６６－２の措置を講じる。 

 

表６６－１ 

項 目 
運転上の制限 

（受電されている系統数） 

所内電源系統 

(1)非常用交流高圧電源母線 ３系統※１ 

(2)直流電源母線 ３系統※１ 

(3)無停電交流電源母線 ２系統※２ 

 

 

※１：３系統とは，Ａ系，Ｂ系および高圧炉心スプレイ系をいう。 

※２：２系統とは，Ａ系およびＢ系をいう。 

 

表６６－２ 

条件 要求される措置 完了時間 

A.非常用交流高圧電源母線の１系統が電源喪失

の場合（高圧炉心スプレイ系母線を除く） 

A1.非常用交流高圧電源母線を受電

可能な状態に復旧する。 

８時間 

 

B.無停電交流電源母線の１系統が電源喪失の場

合 

B1.無停電交流電源母線を受電可能

な状態に復旧する。 

２時間 

 

C.直流電源母線の１系統が電源喪失の場合（高

圧炉心スプレイ系母線を除く） 

C1.直流電源母線を受電可能な状態

に復旧する。 

２時間 

 

D.高圧炉心スプレイ系の非常用交流高圧電源母

線または高圧炉心スプレイ系の直流電源母線

が電源喪失の場合 

D1.高圧炉心スプレイ系を動作不能

とみなす。 

速やかに 

E.条件 A，B，Cまたは Dで要求される措置を完

了時間内に達成できない場合 

E1.高温停止とする。 

および 

E2.冷温停止とする。 

２４時間 

 

３６時間 

F.非常用交流高圧電源母線，無停電交流電源母

線または直流電源母線の２系統以上が電源喪

失の場合 

F1.高温停止とする。 

および 

F2.冷温停止とする。 

２４時間 

 

３６時間 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  （所内電源系統その２） 

第６７条 原子炉の状態が冷温停止および燃料交換において，所内電源系統は表６７－１で定める

事項を運転上の制限とする。ただし，送電線事故等による瞬停時を除く。 

２．所内電源系統が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため次号を実施する。 

（１）発電課長は，原子炉の状態が冷温停止および燃料交換において，第２７条，第３５条，第

３６条および第４０条で要求される設備の維持に必要な非常用交流高圧電源母線，直流電源

母線および原子炉保護系母線が受電されていることを１週間に１回確認する。 

３．発電課長は，所内電源系統が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合は，

表６７－２の措置を講じる。 

 

 

表６７－１ 

項 目 運転上の制限 

所内電源系統 

第２７条，第３５条，第３６条および第４０条で要求される設備の維持に必要

な非常用交流高圧電源母線，直流電源母線および原子炉保護系母線が受電され

ていること 

 

表６７－２ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.要求される非常用交

流高圧電源母線 

   または 

 原子炉保護系母線 

   または 

 直流電源母線の電源

喪失の場合 

A1.要求される所内電源系統を動作可能な状態に復旧する

措置を開始する。 

および 

A2.炉心変更を中止する。 

および 

A3.原子炉建屋原子炉棟内で照射された燃料に係る作業を

中止する。 

および 

A4.要求される原子炉停止時冷却系を動作不能とみなす。 

および 

A5.有効燃料頂部以下の高さで原子炉圧力容器に接続して

いる配管について，原子炉冷却材圧力バウンダリを構成

する隔離弁の開操作を禁止する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

速やかに 

 

 

 

 （所内電源系統その２） 

第６７条 原子炉の状態が冷温停止および燃料交換において，所内電源系統は表６７－１で定める

事項を運転上の制限とする。ただし，送電線事故等による瞬停時を除く。 

２．所内電源系統が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため次号を実施する。 

（１）発電課長は，原子炉の状態が冷温停止および燃料交換において，第２７条，第３５条，第

３６条および第４０条で要求される設備の維持に必要な非常用交流高圧電源母線，直流電源

母線および無停電交流電源母線が受電されていることを１週間に１回確認する。 

３．発電課長は，所内電源系統が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合は，

表６７－２の措置を講じる。 

 

 

表６７－１ 

項 目 運転上の制限 

所内電源系統 

第２７条，第３５条，第３６条および第４０条で要求される設備の維持に必要

な非常用交流高圧電源母線，直流電源母線および無停電交流電源母線が受電さ

れていること 

 

表６７－２ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.要求される 

非常用交流高圧電源

母線 

または 

 無停電交流電源母線 

または 

 直流電源母線の電源

喪失の場合 

A1.要求される所内電源系統を動作可能な状態に復旧する

措置を開始する。 

および 

A2.炉心変更を中止する。 

および 

A3.原子炉建屋原子炉棟内で照射された燃料に係る作業を

中止する。 

および 

A4.要求される原子炉停止時冷却系を動作不能とみなす。 

および 

A5.有効燃料頂部以下の高さで原子炉圧力容器に接続して

いる配管について，原子炉冷却材圧力バウンダリを構成

する隔離弁の開操作を禁止する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

速やかに 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

  （複数の制御棒引き抜きを伴う検査） 

第７０条 原子炉の状態が高温停止，冷温停止および燃料交換において原子炉モードスイッチを起動

位置にして複数の制御棒を引き抜く検査を行う場合は，表７０－１で定める事項を運転上の

制限とする。この時，他の運転上の制限については，原子炉の状態が各々高温停止，冷温停

止または燃料交換であるものとみなして適用するものとし，原子炉の状態が起動であるとは

みなさない。 
 

（中略） 
 
表７０－２ 

項 目 頻 度 

1.下記の原子炉保護系計装および中性子源領域モニタ計装の要素が動作不

能でないことを管理的手段により確認する。 

・中間領域モニタ（１号炉） 

  中性子束高 

機器動作不能 

・起動領域モニタ（２号炉および３号炉） 

 （１）原子炉の状態が燃料交換での検査の場合 

中性子計数率高 

機器動作不能 

 （２）原子炉の状態が高温停止および冷温停止での検査の場合 

中性子計数率高 

機器動作不能 

  または 

原子炉周期（ペリオド）短 

機器動作不能 

・平均出力領域モニタ（原子炉の状態が高温停止および冷温停止での検査

の場合） 

中性子束高 

機器動作不能 

・中性子源領域モニタ（１号炉）（原子炉の状態が燃料交換での検査の場

合） 

中性子計数率高 

機器動作不能 

・スクラム排出容器水位高 

・地震加速度大 

・原子炉モードスイッチ「停止」位置 

・スクラム回路 

最初の制御棒 

引き抜き開始前 

 
（省略） 

 

（異常時の措置） 

第７８条 発電課長は，第７７条第１項の異常が発生した場合は，異常の状況・機器の動作状況等

を確認するとともに，原因の除去，拡大防止のために必要な措置を講じる。 

２．発電課長は，第１項の必要な措置を講じるにあたっては，添付１に示す「原子炉がスクラムし

た場合の運転操作手順」に従って実施する。 
 

（省略） 

 

 

 

  （複数の制御棒引き抜きを伴う検査） 

第７０条 原子炉の状態が高温停止，冷温停止および燃料交換において原子炉モードスイッチを起動

位置にして複数の制御棒を引き抜く検査を行う場合は，表７０－１で定める事項を運転上の

制限とする。この時，他の運転上の制限については，原子炉の状態が各々高温停止，冷温停

止または燃料交換であるものとみなして適用するものとし，原子炉の状態が起動であるとは

みなさない。 

 

（中略） 

 

表７０－２ 

項 目 頻 度 

1.下記の原子炉保護系計装および起動領域モニタ（中性子源領域）計装の

要素が動作不能でないことを管理的手段により確認する。 

 

 

 

・起動領域モニタ 

 （１）原子炉の状態が燃料交換での検査の場合 

中性子計数率高 

機器動作不能 

 （２）原子炉の状態が高温停止および冷温停止での検査の場合 

中性子計数率高 

機器動作不能 

  または 

原子炉周期（ペリオド）短 

機器動作不能 

・平均出力領域モニタ（原子炉の状態が高温停止および冷温停止での検査

の場合） 

中性子束高 

機器動作不能 

 

 

 

・スクラム排出容器水位高 

・地震加速度大 

・原子炉モードスイッチ「停止」位置 

・スクラム回路 

最初の制御棒 

引き抜き開始前 

 

（省略） 

 

（異常時の措置） 

第７８条 発電課長は，第７７条第１項の異常が発生した場合は，異常の状況・機器の動作状況等

を確認するとともに，原因の除去，拡大防止のために必要な措置を講じる。 

２．発電課長は，第１項の必要な措置を講じるにあたっては，添付１－１に示す「原子炉がスクラ

ムした場合の運転操作手順」に従って実施する。 
 

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
1

0 

変更前 変更後 理由 
（使用済燃料の貯蔵） 

第８６条  原子燃料課長は，使用済燃料を貯蔵する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）各号炉の使用済燃料を表８６に定める使用済燃料プールに貯蔵すること。 

（２）使用済燃料プールの目につきやすい場所に貯蔵上の注意事項を掲示すること。 

（３）燃料交換機を使用すること。 

（４）使用済燃料プールにおいて燃料が臨界に達しない措置が講じられていることを確認するこ

と。 

 

表８６ 

各号炉の使用済燃料 貯蔵可能な使用済燃料プール 

１号炉 １号炉，２号炉※１，３号炉※１ 

２号炉 ２号炉 

３号炉 ３号炉 

※１：１号炉の使用済燃料プールで４２ヶ月以上冷却した燃料を貯蔵する。 

 

（使用済燃料の貯蔵） 

第８６条  原子燃料課長は，使用済燃料を貯蔵する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）各号炉の使用済燃料を表８６に定める使用済燃料プールに貯蔵すること。 

（２）使用済燃料プールの目につきやすい場所に貯蔵上の注意事項を掲示すること。 

（３）燃料交換機を使用すること。 

（４）使用済燃料プールにおいて燃料が臨界に達しない措置が講じられていることを確認するこ

と。 

 

表８６ 

各号炉の使用済燃料 貯蔵可能な使用済燃料プール 

１号炉 ２号炉※１，３号炉※１ 

２号炉 ２号炉 

３号炉 ３号炉 

※１：１号炉の使用済燃料プールで４２ヶ月以上冷却した燃料を貯蔵する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
1
1 

変更前 変更後 理由 

第６章 放射性廃棄物管理 
 

（放射性固体廃棄物の管理） 

第８８条 各課長は，次に定める放射性固体廃棄物等の種類に応じて，それぞれ定められた処理を

施した上で，当該の廃棄施設等に貯蔵※１または保管する。 

（１）濃縮廃液（３号炉ランドリドレン系の蒸発濃縮装置から発生した濃縮廃液は除く。）は，

発電管理課長が固化装置でドラム缶等の容器に固型化し，輸送・固体廃棄物管理課長が固体

廃棄物貯蔵所（以下，本条において「貯蔵所」という。）に保管する。 

   ３号炉ランドリドレン系の蒸発濃縮装置から発生した濃縮廃液は，発電管理課長が固体廃棄

物焼却設備（以下，本条において「焼却炉」という。）で焼却し，焼却灰をドラム缶等の容

器に封入した上で，輸送・固体廃棄物管理課長が貯蔵所に保管する。 

（２）原子炉内で照射された使用済制御棒，チャンネルボックス等は，原子燃料課長が使用済燃

料プールに貯蔵するかまたは輸送・固体廃棄物管理課長がサイトバンカに保管する。ただし，

封入またはしゃへい等の措置により輸送・固体廃棄物管理課長が貯蔵所に保管することがで

きる。 

（３）使用済樹脂およびフィルタスラッジ等は，発電管理課長が使用済樹脂貯蔵タンク等に貯蔵，

もしくはドラム缶等の容器に封入または固化装置でドラム缶等の容器に固型化し，輸送・固

体廃棄物管理課長が貯蔵所に保管する。 

または発電管理課長が焼却炉で焼却し，焼却灰をドラム缶等の容器に封入した上で，輸送・

固体廃棄物管理課長が貯蔵所に保管する。 

（４）その他の雑固体廃棄物は，各課長がドラム缶等の容器に封入すること等により汚染の広が

りを防止する措置を講じ，輸送・固体廃棄物管理課長が貯蔵所または雑固体廃棄物保管室（以

下，本条において「保管室」という。）に保管する。なお，ドラム缶等の容器に封入するに

あたっては，以下の処理を行うことができる。 

イ．焼却する場合は，発電管理課長が焼却炉で焼却する。 

ロ．圧縮減容する場合は，発電管理課長が減容装置で圧縮減容する。 

２．各課長は，放射性固体廃棄物を封入または固型化したドラム缶等の容器には，放射性廃棄物を

示す標識を付け，かつ表１２１－１の放射性固体廃棄物に係る記録と照合できる整理番号をつけ

る。 

３．各課長は，次の事項を確認するとともに，その結果異常が認められた場合には必要な措置を講

じる。 

（１）輸送・固体廃棄物管理課長は，貯蔵所における放射性固体廃棄物の保管状況を確認する 

ために，１週間に１回貯蔵所を巡視するとともに，３ヶ月に１回保管量を確認する。 

（２）発電管理課長は，使用済樹脂貯蔵タンク等における使用済樹脂およびフィルタスラッジ等

の貯蔵状況を監視し，３ヶ月に１回貯蔵量を確認する。 

（３）輸送・固体廃棄物管理課長は，サイトバンカにおける原子炉内で照射された使用済制御棒，

チャンネルボックス等の保管状況および保管室における放射性固体廃棄物の保管状況を確認

するために，１ヶ月に１回サイトバンカおよび保管室を巡視するとともに，３ヶ月に１回保

管量を確認する。また，原子燃料課長は使用済燃料プールにおける原子炉内で照射された使

用済制御棒，チャンネルボックス等について，３ヶ月に１回貯蔵量を確認する。 

４．輸送・固体廃棄物管理課長は貯蔵所，サイトバンカおよび雑固体廃棄物保管室の目につきやす

い場所に管理上の注意事項を掲示する。 

 

（省略） 

第６章 放射性廃棄物管理 
 

（放射性固体廃棄物の管理） 

第８８条 各課長は，次に定める放射性固体廃棄物等の種類に応じて，それぞれ定められた処理を

施した上で，当該の廃棄施設等に貯蔵※１または保管する。 

（１）濃縮廃液（３号炉ランドリドレン系の蒸発濃縮装置から発生した濃縮廃液は除く。）は，

発電管理課長が固化装置でドラム缶等の容器に固型化し，輸送・固体廃棄物管理課長が固体

廃棄物貯蔵所（以下，本条において「貯蔵所」という。）に保管する。 

３号炉ランドリドレン系の蒸発濃縮装置から発生した濃縮廃液は，発電管理課長が固体廃棄

物焼却設備（以下，本条において「焼却炉」という。）で焼却し，焼却灰をドラム缶等の容

器に封入した上で，輸送・固体廃棄物管理課長が貯蔵所に保管する。 

（２）原子炉内で照射された使用済制御棒，チャンネルボックス等は，原子燃料課長が使用済燃

料プールに貯蔵するかまたは輸送・固体廃棄物管理課長がサイトバンカに保管する。ただし，

封入またはしゃへい等の措置により輸送・固体廃棄物管理課長が貯蔵所に保管することがで

きる。 

（３）使用済樹脂およびフィルタスラッジ等は，発電管理課長が使用済樹脂貯蔵槽等に貯蔵，も

しくはドラム缶等の容器に封入または固化装置でドラム缶等の容器に固型化し，輸送・固体

廃棄物管理課長が貯蔵所に保管する。 

または発電管理課長が焼却炉で焼却し，焼却灰をドラム缶等の容器に封入した上で，輸送・

固体廃棄物管理課長が貯蔵所に保管する。 

（４）その他の雑固体廃棄物は，各課長がドラム缶等の容器に封入すること等により汚染の広が

りを防止する措置を講じ，輸送・固体廃棄物管理課長が貯蔵所または雑固体廃棄物保管室（以

下，本条において「保管室」という。）に保管する。なお，ドラム缶等の容器に封入するに

あたっては，以下の処理を行うことができる。 

イ．焼却する場合は，発電管理課長が焼却炉で焼却する。 

ロ．圧縮減容する場合は，発電管理課長が減容装置で圧縮減容する。 

２．各課長は，放射性固体廃棄物を封入または固型化したドラム缶等の容器には，放射性廃棄物を

示す標識を付け，かつ表１２１－１の放射性固体廃棄物に係る記録と照合できる整理番号をつけ

る。 

３．各課長は，次の事項を確認するとともに，その結果異常が認められた場合には必要な措置を講

じる。 

（１）輸送・固体廃棄物管理課長は，貯蔵所における放射性固体廃棄物の保管状況を確認する 

ために，１週間に１回貯蔵所を巡視するとともに，３ヶ月に１回保管量を確認する。 

（２）発電管理課長は，使用済樹脂貯蔵槽等における使用済樹脂およびフィルタスラッジ等の貯

蔵状況を監視し，３ヶ月に１回貯蔵量を確認する。 

（３）輸送・固体廃棄物管理課長は，サイトバンカにおける原子炉内で照射された使用済制御棒，

チャンネルボックス等の保管状況および保管室における放射性固体廃棄物の保管状況を確認

するために，１ヶ月に１回サイトバンカおよび保管室を巡視するとともに，３ヶ月に１回保

管量を確認する。また，原子燃料課長は使用済燃料プールにおける原子炉内で照射された使

用済制御棒，チャンネルボックス等について，３ヶ月に１回貯蔵量を確認する。 

４．輸送・固体廃棄物管理課長は貯蔵所，サイトバンカおよび保管室の目につきやすい場所に管理

上の注意事項を掲示する。 

 

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（（以下，本条において

「保管室」という）の読

み替えとの整合） 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
1

2 

変更前 変更後 理由 

  

（放射性廃棄物でない廃棄物の管理） 

第８８条の２ 「原子力施設において設置された資材等または使用された物品であって「核燃料物

質及び核燃料物質によって汚染された物で廃棄しようとするもの」でない廃棄物」（以下「放射性

廃棄物でない廃棄物」という。）の判断をしようとする対象物の範囲は，管理区域内において設置

された金属，コンクリート類，ガラスくず，廃油，プラスチック等（以下，本条において「資材

等」という。）および管理区域内において使用された工具類等（以下，本条において「物品」とい

う。）とする。 

２．放射線管理課長は，第９３条第１項で定める区域内において設置された資材等または使用され

た物品を「放射性廃棄物でない廃棄物」と判断する場合は，次の各号に基づき実施する。 

（１）第９４条第１項（１）の区域において設置された資材等については，適切な汚染防止対策が

行われていることを確認した上で，適切に管理された使用履歴，設置状況の記録等により汚染

がないことを判断する。 

（２）第９４条第１項（２）の区域において設置された資材等については，適切な汚染防止対策が

行われていることを確認した上で，適切に管理された使用履歴，設置状況の記録等により汚染

がないことを判断する。 

なお，汚染された資材等について，汚染部位の特定・分離を行った場合には，残った汚染さ

れていない部位は「放射性廃棄物でない廃棄物」とすることができる。 

また，適切な測定方法により念のための放射線測定評価を行い，測定結果が理論検出限界曲

線の検出限界値未満であることを確認する。 

（３）第９４条第１項（１）の区域で使用された物品については，適切に管理された使用履歴の

記録等により汚染がないことを判断する。 

（４）第９４条第１項（２）の区域で使用された物品については，適切な汚染防止対策が行われ

ていることを確認した上で,適切に管理された使用履歴の記録等により汚染がないことを判断

する。 

なお，使用履歴の記録等が適切に管理されていない物品について，適切な測定方法により放

射線測定評価を行い，汚染がないことを確認した上で，それ以後に適切な汚染防止対策，使用

履歴の記録等の管理が行われている場合には，「放射性廃棄物でない廃棄物」と判断することが

できる。 

また，適切な測定方法により念のための放射線測定評価を行い，測定結果が理論検出限界曲

線の検出限界値未満であることを確認する。 

３．各課長は，「放射性廃棄物でない廃棄物」と判断されたものについては，第９３条第１項で定め

る区域から搬出するまでの間，汚染されたものとの混在防止措置を講じる等，所要の管理を行う。 

 

 

 

放射性廃棄物でない廃棄

物の管理に伴う変更 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
1

3 

変更前 変更後 理由 
（事故由来放射性物質の降下物の影響確認） 

第８８条の２ 放射線管理課長は，原子炉等規制法または電気事業法に基づく工事計画（変更）認

可申請書に記載されている設備・機器等（以下，本条において「設備・機器等」という。）

について，東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故由来の放射性物質の降下物（以下，

本条において「降下物」という。）の影響の有無を確認する場合は，適切な測定方法により，

降下物の分布調査を行う。 

２．各課長は，第１項の確認の結果，理論検出限界曲線の検出限界値未満でなかった場合，設備・

機器等を廃棄または資源として有効利用しようとする際には，降下物により汚染されたものとし

て発電所内で適切に管理する。 

 

（事故由来放射性物質の降下物の影響確認および所外搬出等の管理） 

第８８条の３ 放射線管理課長は，原子炉等規制法または電気事業法に基づく工事計画（変更）認

可申請書に記載されている設備・機器等（以下，本条において「設備・機器等」という。）

について，東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故由来の放射性物質の降下物（以下，

本条において「降下物」という。）の影響の有無を確認する場合は，適切な測定方法により，

降下物の分布調査を行う。 

２．各課長は，第１項の確認の結果，理論検出限界曲線の検出限界値未満でなかった場合，設備・

機器等を廃棄または資源として有効利用しようとする際には，降下物の影響の評価を放射線管理

課長に依頼する。 

３．放射線管理課長は, 第２項の依頼を受けた場合は，降下物の影響を評価し，その結果を影響の

評価を依頼した課長に通知する。 

４．各課長は，第３項の評価の結果，降下物の影響が年間 10 マイクロシーベルト※１ を超えると評

価される場合は，以下に定める事項を実施する。 

（１）管理区域内の設備・機器等は，降下物により汚染されたものとして管理区域内で適切に管

理する。 

（２）管理区域外の設備・機器等は，降下物により汚染されたものとして発電所内で適切に管理

する。 

５．各課長は，第３項の評価の結果，降下物の影響が年間 10マイクロシーベルト※1 以下と評価さ

れる場合は，以下に定める事項を実施する。 

（１）管理区域内の設備・機器等は，第８８条の２（放射性廃棄物でない廃棄物の管理）に基づ

き放射性廃棄物でない廃棄物と判断された場合は，発電所外に搬出することができる。なお，

第３項の評価実施から搬出するまでの間，当該設備・機器等は，発電所内で適切に管理する。 

（２）管理区域外の設備・機器等は，発電所外に搬出することができる。なお，第３項の評価実

施から搬出するまでの間，当該設備・機器等は，発電所内で適切に管理する。 

 

※１：「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に係るフォールアウトによる原子力施設にお

ける資材等の安全規制上の取扱いについて」（NISA-197c-12-1（平成 24・03・26 原院第 10

号）経済産業省原子力安全・保安院）に定める判断基準 

 

放射性廃棄物でない廃棄

物の管理に伴う変更 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
1

4 

変更前 変更後 理由 
（放射性液体廃棄物の管理） 

第８９条 発電課長は，放射性液体廃棄物を放出する場合は，復水器冷却水放水口より放出すると

ともに，次の事項を管理する。 

（１）放射性液体廃棄物の放出による復水器冷却水放水口排水中の放射性物質濃度の３ヶ月平均

値が，法令に定める周辺監視区域外における水中の濃度限度を超えないこと。 

（２）復水器冷却水放水口排水中の放射性物質（トリチウムを除く）の放出量が，表８９－１に

定める放出管理目標値を超えないように努めること。 

２．発電課長は，復水器冷却水放水口排水中のトリチウムの放出量が，表８９－２に定める放出管

理の基準値を超えないように努める。 

３．放射線管理課長は，表８９－３に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，発電課長

にその結果を通知する。 

 

表８９－１  

項 目 放出管理目標値 

放射性液体廃棄物 

（トリチウムを除く） 
1.1×1010  Bq/年 

 

 

表８９－２  

項 目 放出管理の基準値 

トリチウム  1.11×1013  Bq/年 

 

 

表８９－３ 

分 類 測定項目 計測器種類 測定頻度 試料採取箇所 

放射性 

液体廃棄物 

放射性物質の濃度 

（主要ガンマ線 

放出核種） 

試料放射能測定装置 放出の都度 
・サンプルタンク 

・サンプル槽 

・再生純水タンク 

・再生純水槽 トリチウム濃度 試料放射能測定装置 １ヶ月に１回 

 

 

（放射性液体廃棄物の管理） 

第８９条 発電課長は，放射性液体廃棄物を放出する場合は，復水器冷却水放水口より放出すると

ともに，次の事項を管理する。 

（１）放射性液体廃棄物の放出による復水器冷却水放水口排水中の放射性物質濃度の３ヶ月平均

値が，法令に定める周辺監視区域外における水中の濃度限度を超えないこと。 

（２）復水器冷却水放水口排水中の放射性物質（トリチウムを除く）の放出量が，表８９－１に

定める放出管理目標値を超えないように努めること。 

２．発電課長は，復水器冷却水放水口排水中のトリチウムの放出量が，表８９－２に定める放出管

理の基準値を超えないように努める。 

３．放射線管理課長は，表８９－３に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，発電課長

にその結果を通知する。 

 

表８９－１ 

項 目 放出管理目標値※１ 

放射性液体廃棄物 

（トリチウムを除く） 
7.4×109  Bq/年 

※１：１号炉，２号炉および３号炉の合計 

 

表８９－２ 

項 目 放出管理の基準値※１ 

トリチウム 7.4×1012  Bq/年 

※１：１号炉，２号炉および３号炉の合計 

 

表８９－３ 

分 類 測定項目 計測器種類 測定頻度 試料採取箇所 

放射性 

液体廃棄物 

放射性物質の濃度 

（主要ガンマ線 

放出核種） 

試料放射能測定装置 放出の都度 
・サンプルタンク 

・サンプル槽 

・再生純水タンク 

・再生純水槽 トリチウム濃度 試料放射能測定装置 １ヶ月に１回 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉からの放出量の

減少を考慮した放出管理

目標値，放出管理の基準

値への変更） 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
1

5 

変更前 変更後 理由 

（放射性気体廃棄物の管理） 

第９０条 発電課長は，放射性気体廃棄物を放出する場合は，表９０－２に示す排気筒等より放出

するとともに，次の事項を管理する。 

（１）排気筒からの放射性気体廃棄物の放出による周辺監視区域外の空気中の放射性物質濃度の

３ヶ月平均値が，法令に定める周辺監視区域外における空気中の濃度限度を超えないこと。 

（２）排気筒からの放射性物質（希ガス，よう素１３１）の放出量が，表９０－１に定める放出

管理目標値を超えないように努めること。 

２．放射線管理課長は，表９０－２に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，発電課長

にその結果を通知する。 

３．表９０－２に示す排気筒等以外の場所において換気を行う場合は，次の事項を行う。ただし，

第９４条第１項（１）に定める区域等における換気は，この限りでない。 

（１）各課長は，フィルター付局所排気装置等により法令に定める管理区域に係る値を超えない

よう拡散防止措置を行う。 

（２）放射線管理課長は，表９０－３に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，法令

に定める管理区域に係る値を超えていないことを確認する。ただし，換気によって放出され

る空気中放射性物質の濃度が法令に定める管理区域に係る値を超えるおそれがない場合は，

この限りでない。 

 

表９０－１ 

項 目 放出管理目標値 

放射性気体廃棄物 

希ガス 

よう素 １３１ 

 

3.8×1015  Bq/年 

1.3×1011  Bq/年 

 

表９０－２ 

分 類 排気筒等 測定項目 計測器種類 測定頻度 

放射性気体 

廃棄物 

・排気筒 

希ガス濃度 スタック放射線モニタ 常時 

よう素 １３１濃度 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能測定装置 １週間に１回 

・焼却炉建屋 

  排気口 

よう素 １３１濃度 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能測定装置 

１週間に１回 

（設備稼働中

のみ） 

・サイトバンカ 

建屋排気口 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出核種） 
試料放射能測定装置 １週間に１回 

 

 

表９０－３ 

排気筒等以外の 

排気出口 

測定項目 計測器種類 測定頻度 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出核種） 
試料放射能測定装置 作業の都度 ※１ 

※１：作業が１週間を超える場合は１週間に１回測定する 

 

（放射性気体廃棄物の管理） 

第９０条 発電課長は，放射性気体廃棄物を放出する場合は，表９０－２に示す排気筒等より放出

するとともに，次の事項を管理する。 

（１）排気筒からの放射性気体廃棄物の放出による周辺監視区域外の空気中の放射性物質濃度の 

３ヶ月平均値が，法令に定める周辺監視区域外における空気中の濃度限度を超えないこと。 

（２）排気筒からの放射性物質（希ガス，よう素１３１）の放出量が，表９０－１に定める放出

管理目標値を超えないように努めること。 

２．放射線管理課長は，表９０－２に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，発電課長

にその結果を通知する。 

３．表９０－２に示す排気筒等以外の場所において換気を行う場合は，次の事項を行う。ただし，

第９４条第１項（１）に定める区域等における換気は，この限りでない。 

（１）各課長は，フィルター付局所排気装置等により法令に定める管理区域に係る値を超えない

よう拡散防止措置を行う。 

（２）放射線管理課長は，表９０－３に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，法令

に定める管理区域に係る値を超えていないことを確認する。ただし，換気によって放出され

る空気中放射性物質の濃度が法令に定める管理区域に係る値を超えるおそれがない場合は，

この限りでない。 

 

表９０－１ 

項 目 放出管理目標値※１ 

放射性気体廃棄物 

希ガス 

よう素 １３１ 

 

2.3×1015  Bq/年 

4.1×1010  Bq/年 

※１：１号炉，２号炉および３号炉の合計 

 

表９０－２ 

分 類 排気筒等 測定項目 計測器種類 測定頻度 

放射性気体 

廃棄物 

・排気筒 

希ガス濃度 スタック放射線モニタ 常時 

よう素 １３１濃度 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能測定装置 １週間に１回 

・焼却炉建屋 

  排気口 

よう素 １３１濃度 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能測定装置 

１週間に１回 

（設備稼働中

のみ） 

・サイトバンカ 

建屋排気口 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出核種） 
試料放射能測定装置 １週間に１回 

 

表９０－３ 

排気筒等以外の 

排気出口 

測定項目 計測器種類 測定頻度 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出核種） 
試料放射能測定装置 作業の都度 ※１ 

※１：作業が１週間を超える場合は１週間に１回測定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉からの放出量の

減少を考慮した放出管理

目標値への変更） 
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1
1

6 

変更前 変更後 理由 
（放出管理用計測器の管理） 

第９１条 放射線管理課長および計測制御課長は，表９１に定める放出管理用計測器について，同

表に定める数量を確保する。ただし，故障等により使用不能となった場合は，修理または代

替品を補充する。 

 

表９１ 

分 類 計測器種類 所管課長 数 量 

1.a.放射性液体廃棄物 

     放出監視用計測器 
放出水モニタ 計測制御課長 ３台 

  b.放射性液体廃棄物 

     放出管理用計測器 
試料放射能測定装置 放射線管理課長 ２台 

2.放射性気体廃棄物 

   放出管理用計測器 

スタック放射線モニタ 計測制御課長 ３台 

試料放射能測定装置 放射線管理課長 １台※１ 

 

 

※１：放射性液体廃棄物放出管理用と共用 

 

 

（放出管理用計測器の管理） 

第９１条 放射線管理課長および計測制御課長は，表９１に定める放出管理用計測器について，同

表に定める数量を確保する。ただし，故障等により使用不能となった場合は，修理または代

替品を補充する。 

 

表９１ 

分 類 計測器種類 所管課長 数 量 

1.a.放射性液体廃棄物 

     放出監視用計測器 
放出水モニタ 計測制御課長 ３台※１ 

  b.放射性液体廃棄物 

     放出管理用計測器 
試料放射能測定装置 放射線管理課長 ２台※２ 

2.放射性気体廃棄物 

   放出管理用計測器 

スタック放射線モニタ 計測制御課長 ２台 

試料放射能測定装置 放射線管理課長 １台※２※３ 

※１：１号炉および２号炉の共用２台を含む 

※２：１号炉，２号炉および３号炉共用 

※３：放射性液体廃棄物放出管理用と共用 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
1

7 

変更前 変更後 理由 
（管理区域の設定および解除） 

第９３条 管理区域は，添付２に示す区域とする。 

２．放射線管理課長は，管理区域を壁，柵等の区画物によって区画する他，標識を設けることによ

って明らかに他の場所と区別する。 

３．放射線管理課長は， 管理区域の解除を行う場合は，法令に定める管理区域に係る値を超えてい

ないことを確認する。 

４．放射線管理課長は，添付２における管理区域境界付近または管理区域設定・解除予定エリアに

おいて，表９３に示す作業を行う場合は，３ヶ月以内に限り管理区域を設定または解除すること

ができる。設定または解除にあたって，放射線管理課長は目的，期間および場所を明らかにする

とともに，あらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認する。なお，当

該エリアを元に戻す場合についても，放射線管理課長はあらかじめ法令に定める管理区域に係る

条件を満足できることを確認する。 

５．放射線管理課長は，第４項以外で，一時的に管理区域を設定または解除する場合は，原子炉主

任技術者の確認を得て，所長の承認を得て行うことができる。設定または解除にあたって，放射

線管理課長は目的，期間および場所を明らかにするとともに，あらかじめ法令に定める管理区域

に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリアを元に戻す場合についても，放射線

管理課長はあらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認し，原子炉主任

技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

６．放射線管理課長は，第５項にかかわらず，緊急を要する場合は管理区域を設定することができ

る。設定にあたって，放射線管理課長は法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確

認する。 

７．放射線管理課長は，第６項における管理区域を設定した場合は，設定後において，目的，期間

および場所を明らかにし，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。なお，当該エリ

アを元に戻す場合についても，あらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを

放射線管理課長が確認し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

 
（省略） 

 
（管理区域内における区域区分） 

第９４条 放射線管理課長は，管理区域を次のとおり区分することができる。 

（１）表面汚染密度および空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超えるお

それのない区域（以下「汚染のおそれのない管理区域」という。） 

（２）表面汚染密度または空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超える区

域または超えるおそれのある区域 

２．汚染のおそれのない管理区域は，添付２に示す区域とする。 

３．放射線管理課長は，一時的に第１項に係る区域区分を変更する場合は，目的，期間および場所

を明らかにするとともに，あらかじめ区域区分に係る条件を満足できることを確認する。なお，

当該エリアを元の区域区分に戻す場合についても，放射線管理課長はあらかじめ区域区分に係る

条件を満足できることを確認する。 

４．放射線管理課長は，汚染のおそれのない管理区域と第１項（２）で定める区域が隣接する場合

は，第１項（２）で定める区域への入口付近に標識を設ける。 

 
（省略） 

 
（保全区域） 

第９８条 保全区域は，添付３に示す区域とする。 

２．警備課長は，保全区域を標識等により区別する他，必要に応じて立入制限等の措置を講じる。 

（管理区域の設定および解除） 

第９３条 管理区域は，添付１－２に示す区域とする。 

２．放射線管理課長は，管理区域を壁，柵等の区画物によって区画する他，標識を設けることによ

って明らかに他の場所と区別する。 

３．放射線管理課長は， 管理区域の解除を行う場合は，法令に定める管理区域に係る値を超えてい

ないことを確認する。 

４．放射線管理課長は，添付１－２における管理区域境界付近または管理区域設定・解除予定エリ

アにおいて，表９３に示す作業を行う場合は，３ヶ月以内に限り管理区域を設定または解除する

ことができる。設定または解除にあたって，放射線管理課長は目的，期間および場所を明らかに

するとともに，あらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認する。なお，

当該エリアを元に戻す場合についても，放射線管理課長はあらかじめ法令に定める管理区域に係

る条件を満足できることを確認する。 

５．放射線管理課長は，第４項以外で，一時的に管理区域を設定または解除する場合は，原子炉主

任技術者の確認を得て，所長の承認を得て行うことができる。設定または解除にあたって，放射

線管理課長は目的，期間および場所を明らかにするとともに，あらかじめ法令に定める管理区域

に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリアを元に戻す場合についても，放射線

管理課長はあらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認し，原子炉主任

技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

６．放射線管理課長は，第５項にかかわらず，緊急を要する場合は管理区域を設定することができ

る。設定にあたって，放射線管理課長は法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確

認する。 

７．放射線管理課長は，第６項における管理区域を設定した場合は，設定後において，目的，期間

および場所を明らかにし，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。なお，当該エリ

アを元に戻す場合についても，あらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを

放射線管理課長が確認し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

 
（省略） 

 
（管理区域内における区域区分） 

第９４条 放射線管理課長は，管理区域を次のとおり区分することができる。 

（１）表面汚染密度および空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超えるお

それのない区域（以下「汚染のおそれのない管理区域」という。） 

（２）表面汚染密度または空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超える区

域または超えるおそれのある区域 

２．汚染のおそれのない管理区域は，添付１－２に示す区域とする。 

３．放射線管理課長は，一時的に第１項に係る区域区分を変更する場合は，目的，期間および場所

を明らかにするとともに，あらかじめ区域区分に係る条件を満足できることを確認する。なお，

当該エリアを元の区域区分に戻す場合についても，放射線管理課長はあらかじめ区域区分に係る

条件を満足できることを確認する。 

４．放射線管理課長は，汚染のおそれのない管理区域と第１項（２）で定める区域が隣接する場合

は，第１項（２）で定める区域への入口付近に標識を設ける。 

 
（省略） 

 
（保全区域） 

第９８条 保全区域は，添付１－３に示す区域とする。 

２．警備課長は，保全区域を標識等により区別する他，必要に応じて立入制限等の措置を講じる。 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
1

8 

変更前 変更後 理由 
（放射線計測器類の管理） 

第１０３条 放射線管理課長および計測制御課長は，表１０３に定める放射線計測器類について，

同表に定める数量を確保する。ただし，故障等により使用不能となった場合は，修理または

代替品を補充する。 

 

表１０３ 

分 類 計測器種類 所管課長 数 量 

1.被ばく管理用計測器 ホールボディカウンタ 放射線管理課長 １台 

2.放射線管理用計測器 

線量当量率測定用サーベイメータ 放射線管理課長 ４台 

汚染密度測定用サーベイメータ 放射線管理課長 ４台 

体表面ゲートモニタ 放射線管理課長 ５台 

試料放射能測定装置 放射線管理課長 １台※１ 

積算線量計 放射線管理課長 １式 

3.放射線監視用計測器 
モニタリングポスト 計測制御課長 ６台 

エリアモニタ 計測制御課長 １１４台※２ 

4.環境放射能用計測器 
試料放射能測定装置 放射線管理課長 １台 

積算線量測定装置 放射線管理課長 １台 

※１：表９１の試料放射能測定装置と共用 

※２：管理区域外測定用の５台を含む。 

（放射線計測器類の管理） 

第１０３条 放射線管理課長および計測制御課長は，表１０３に定める放射線計測器類について，

同表に定める数量を確保する。ただし，故障等により使用不能となった場合は，修理または

代替品を補充する。 

 

表１０３ 

分 類 計測器種類 所管課長 数 量 

1.被ばく管理用計測器 ホールボディカウンタ 放射線管理課長 １台※１ 

2.放射線管理用計測器 

線量当量率測定用サーベイメータ 放射線管理課長 ４台※１ 

汚染密度測定用サーベイメータ 放射線管理課長 ４台※１ 

体表面ゲートモニタ 放射線管理課長 ５台※２※３ 

試料放射能測定装置 放射線管理課長 １台※１※４ 

積算線量計 放射線管理課長 １式※１ 

3.放射線監視用計測器 
モニタリングポスト 計測制御課長 ６台※１ 

エリアモニタ 計測制御課長 ８２台※５※６ 

4.環境放射能用計測器 
試料放射能測定装置 放射線管理課長 １台※１ 

積算線量測定装置 放射線管理課長 １台※１ 

※１:１号炉，２号炉および３号炉共用 

※２:１号炉，２号炉および３号炉共用の１台を含む。 

※３:１号炉および２号炉共用の２台を含む。 

※４：表９１の試料放射能測定装置と共用 

※５:１号炉，２号炉および３号炉共用の５台を含む。 

※６：管理区域外測定用の４台を含む。 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除しつつ，１号

炉との共用について明

記） 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
1

9 

変更前 変更後 理由 
（保守管理計画） 

第１０８条 保守管理を実施するにあたり，以下の保守管理計画を定める。 

 
（中略） 

 
7.2 補修，取替えおよび改造計画の策定 

(1) 組織は，補修，取替えおよび改造を実施する場合は，あらかじめその方法および実施時期を

定めた計画を策定する。また，安全上重要な機器等※２の補修，取替えおよび改造を実施する場

合は，その計画段階において，法令に基づく必要な手続き※３の要否について確認を行い，その

結果を記録する。 

(2) 組織は，補修，取替えおよび改造を実施する構築物，系統および機器が，所定の機能を発揮

しうる状態にあることを検査および試験により確認・評価する時期までに，次の事項を定める。 

ａ．検査および試験の具体的方法 

ｂ．所定の機能を発揮しうる状態にあることを確認・評価するために必要な検査および試験の

項目，評価方法および管理基準 

ｃ．検査および試験の実施時期 

※２：安全上重要な機器等とは，安全上重要な機器等を定める告示に定める機器および構造 

物をいう。(以下，本条および第１２１条において同じ) 

※３：法令に基づく手続きとは，原子炉等規制法第４３条の３の８（変更の許可及び届出等），

第４３条の３の９（工事の計画の認可），第４３条の３の１０（工事の計画の届出），第

４３条の３の１１（使用前検査）および第４３条の３の１３（溶接安全管理検査），なら

びに電気事業法第４７条・第４８条（工事計画）および第４９条・第５０条（使用前検

査）に係る手続きをいう。(以下，本条および第１２１条において同じ。) 

 

（省略） 

 

 

（保守管理計画） 

第１０８条 保守管理を実施するにあたり，以下の保守管理計画を定める。 

 

（中略） 

 

7.2 補修，取替えおよび改造計画の策定 

(1) 組織は，補修，取替えおよび改造を実施する場合は，あらかじめその方法および実施時期を

定めた計画を策定する。また，安全上重要な機器等※２の補修，取替えおよび改造を実施する場

合は，その計画段階において，法令に基づく必要な手続き※３の要否について確認を行い，その

結果を記録する。 

(2) 組織は，補修，取替えおよび改造を実施する構築物，系統および機器が，所定の機能を発揮

しうる状態にあることを検査および試験により確認・評価する時期までに，次の事項を定める。 

ａ．検査および試験の具体的方法 

ｂ．所定の機能を発揮しうる状態にあることを確認・評価するために必要な検査および試験の

項目，評価方法および管理基準 

ｃ．検査および試験の実施時期 

※２：安全上重要な機器等とは，安全上重要な機器等を定める告示に定める機器および構造 

物をいう。(以下，本条および第１２１条において同じ。) 

※３：法令に基づく必要な手続きとは，原子炉等規制法第４３条の３の８（変更の許可及び届

出等），第４３条の３の９（工事の計画の認可），第４３条の３の１０（工事の計画の届

出），第４３条の３の１１（使用前検査）および第４３条の３の１３（溶接安全管理検査），

ならびに電気事業法第４７条・第４８条（工事計画）および第４９条・第５０条（使用

前検査）に係る手続きをいう。(以下，本条および第１２１条において同じ。) 

 

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（本文と注釈との整合を

図る） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
2
0 

変更前 変更後 理由 
（原子炉施設の経年劣化に関する技術的な評価および長期保守管理方針） 

第１０８条の２ 各課長は，１号炉においては，重要度分類指針におけるクラス１，２，３の機能

を有する機器および構造物※１（以下，本条において「機器および構造物」という。）について，

営業運転を開始した日以後３０年を経過する日までに実施した以下の事項について，第１１

条の２に定める原子炉の運転期間を変更する場合，またはその他経年劣化に関する技術的な

評価を行うために設定した条件，評価方法を変更する場合は，当該評価の見直しを行い，そ

の結果に基づき，策定した長期保守管理方針を変更する。 

(1)経年劣化に関する技術的な評価 

(2)前号に基づく長期保守管理方針の策定※２ 

２．各課長は，２号炉および３号炉においては，機器および構造物※１について，各号炉毎，営業運

転を開始した日以後３０年を経過する日までに，実施手順および実施体制を定め，これに基づき，

第１項(1)，(2)の事項を実施する。 

 

 

 

３．各課長は，機器および構造物について，各号炉毎，運転期間延長認可申請※３をする場合におい

ては，営業運転を開始した日以後４０年を経過する日までに，実施手順および実施体制を定め，

これに基づき第１項(1)，(2)の事項を実施する。 

４．各課長は，機器および構造物について，各号炉毎，認可※４を受けた延長期間が１０年を超える

場合においては，営業運転を開始した日以後５０年を経過する日までに，実施手順および実施体制

を定め，これに基づき第１項(1)，(2)の事項を実施する。 

５．１号炉の長期保守管理方針は添付４に示すものとする。 

 

※１：動作する機能を有する機器および構造物に関し，原子炉施設の供用に伴う劣化の状況が的確

に把握される箇所を除く。 

※２：３０年を経過する日までに策定する場合は１０年間の，それ以外の場合は延長する期間の満

了日までの方針を策定する。 

※３：核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３の３２第４項に規定さ

れる申請をいう。 

※４：核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３の３２第２項に規定さ

れる認可をいう。 

 

（原子炉施設の経年劣化に関する技術的な評価および長期保守管理方針） 

第１０８条の２  

 

 

 

 

 

 

 

各課長は，重要度分類指針におけるクラス１，２，３の機能を有する機器および構造物※１（以

下，本条において「機器および構造物」という。）について，各号炉毎，営業運転を開始した日以

後３０年を経過する日までに，実施手順および実施体制を定め，これに基づき，以下の事項を実

施する。 

（１）経年劣化に関する技術的な評価 

（２）前号に基づく長期保守管理方針の策定※２ 

２．各課長は，機器および構造物について，各号炉毎，運転期間延長認可申請※３をする場合におい

ては，営業運転を開始した日以後４０年を経過する日までに，実施手順および実施体制を定め，

これに基づき第１項(1)，(2)の事項を実施する。 

３．各課長は，機器および構造物について，各号炉毎，認可※４を受けた延長期間が１０年を超える

場合においては，営業運転を開始した日以後５０年を経過する日までに，実施手順および実施体制

を定め，これに基づき第１項(1)，(2)の事項を実施する。 

 

 

※１：動作する機能を有する機器および構造物に関し，原子炉施設の供用に伴う劣化の状況が的確

に把握される箇所を除く。 

※２：３０年を経過する日までに策定する場合は１０年間の，それ以外の場合は延長する期間の満

了日までの方針を策定する。 

※３：核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３の３２第４項に規定さ

れる申請をいう。 

※４：核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３の３２第２項に規定さ

れる認可をいう。 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第 1 編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
2
1 

変更前 変更後 理由 
（緊急作業従事者の選定） 

第１１０条の２ 防災課長は，次の各号全ての要件に該当する所員および協力企業従業員等の放射

線業務従事者（女子については，妊娠不能と診断された者および妊娠の意思のない旨を書面

で申し出た者に限る。）から，緊急作業に従事させるための要員（以下「緊急作業従事者」

という。）を選定し，所長の承認を得る。 

（１）表１１０の２の緊急作業についての教育を受けた上で，緊急作業に従事する意思がある旨

を，社長に書面で申し出た者。 

（２）表１１０の２の緊急作業についての訓練を受けた者。 

（３）実効線量について２５０ミリシーベルトを線量限度とする緊急作業に従事する者にあって

は，原子力災害対策特別措置法第８条第３項に規定する原子力防災要員，同法第９条第１項

に規定する原子力防災管理者または同法同条第３項に規定する副原子力防災管理者である

こと。 

 

表１１０の２ 

分 類 項 目 時間 

教育 

緊急作業の方法に関する知識（放射線測定の方法，身体等の

汚染の状態の検査，保護具の性能および使用方法等） 
３時間以上 

電離放射線の生体に与える影響，健康管理の方法および被ば

く線量の管理の方法に関する知識 
１時間以上 

訓練 

緊急作業の方法 ３時間以上 

緊急作業で使用する施設および設備の取扱い※１ ３時間以上 

※１：兼用できる訓練 

 第１７条の２第１項，第１１３条および第１１９条のうち，緊急作業で使用する施設およ

び設備の取扱いに関する訓練 

 

 

 

 

第１０章 保安教育 
 

（所員への保安教育） 

第１１９条 原子炉施設の運転および管理を行う所員への保安教育を実施するにあたり，具体的な

保安教育の内容とその見直し頻度等を定めた「保安教育実施要領書」に基づき，次の各号を

実施する。 

 
（中略） 

 

（緊急作業従事者の選定） 

第１１０条の２ 防災課長は，次の各号全ての要件に該当する所員および協力企業従業員等の放射

線業務従事者（女子については，妊娠不能と診断された者および妊娠の意思のない旨を書面

で申し出た者に限る。）から，緊急作業に従事させるための要員（以下「緊急作業従事者」

という。）を選定し，所長の承認を得る。 

（１）表１１０の２の緊急作業についての教育を受けた上で，緊急作業に従事する意思がある旨

を，社長に書面で申し出た者。 

（２）表１１０の２の緊急作業についての訓練を受けた者。 

（３）実効線量について２５０ミリシーベルトを線量限度とする緊急作業に従事する者にあって

は，原子力災害対策特別措置法第８条第３項に規定する原子力防災要員，同法第９条第１項

に規定する原子力防災管理者または同法同条第３項に規定する副原子力防災管理者である

こと。 

 

表１１０の２ 

分 類 項 目 時間 

教育 

緊急作業の方法に関する知識（放射線測定の方法，身体等の

汚染の状態の検査，保護具の性能および使用方法等） 
３時間以上 

電離放射線の生体に与える影響，健康管理の方法および被ば

く線量の管理の方法に関する知識 
１時間以上 

訓練 

緊急作業の方法 ３時間以上 

緊急作業で使用する施設および設備の取扱い※１ ３時間以上 

※１：兼用できる訓練 

 第１７条の２第１項，第１１３条，第１１９条および第２編の第２１７条の２第１項，第

３１３条，第３１９条のうち，緊急作業で使用する施設および設備の取扱いに関する訓練 

 

 

 

 

第１０章 保安教育 
 

（所員への保安教育） 

第１１９条 原子炉施設の運転および管理を行う所員への保安教育を実施するにあたり，具体的な

保安教育の内容とその見直し頻度等を定めた「保安教育実施要領書」に基づき，次の各号を

実施する。 

 
（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（廃止措置段階，運転段

階において兼用できる訓

練を明確化） 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
2
2 

変更前 変更後 理由 
表１１９－１ 

所員への保安教育実施方針（総括表） 

 

表１１９－１ 

所員への保安教育実施方針（総括表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（表現の統一を図る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（表現の統一を図る） 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
2
3 

変更前 変更後 理由 

表１１９－３ 

所員への保安教育実施方針（運転員） 

中分類
小分類
（項目）

細目
発電課長

発電副長※２
主機運転員 補機運転員

放射性廃棄物処理
設備の業務に関わ

る者

燃料取替の業務に
関わる者

総則，品質保証，体制および評価，保安教育，記
録および報告に関する規則の概要ならびに関係法
令および保安規定の遵守に関すること

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

保安に関する各組織および各職務の具体的役割
と確認すべき記録 ◎ × × × ×

運転上の通則についての概要

運転上の留意事項の概要

運転上の制限の概要

異常時の措置の概要

原子炉物理（臨界管理
等を含む）・理論

炉物理等，原子炉理論の基礎（臨界管理） ◎ ◎ ◎ × ×

巡視点検の範囲と確認項目

定期的に実施する試験の内容と頻度

原子炉の起動停止の概要 ×

各設備の運転操作の概要（現場操作）

警報発生時の対応（現場操作）

異常時操作の対応（現場操作） ×

運転上の通則の適用と根拠

運転上の留意事項の基準値と管理方法

運転上の制限の具体的値と制限を超えた場合の
措置

異常時の措置を実施する際のガイドライン

巡視点検時の確認項目の根拠

定期的に実施する試験の操作と基準値

原子炉の起動停止に関する操作と監視項目

各設備の運転操作と監視項目

警報発生時の対応操作（中央制御室）

異常時操作の対応（中央制御室）

運転上の留意事項の根拠と制限を超える場合の
措置

制限および制限を超えた場合の措置の根拠と運用

異常時の措置を実施する際のガイドラインの根拠

異常時操作の対応（判断・指揮命令含む）

警報発生時の監視項目

シミュレータ訓練Ⅰ 運転操作の連携訓練 ◎ ◎ ◎ × × ３年間で１５時間以上

シミュレータ訓練Ⅱ 起動停止・異常時・警報発生時対応訓練 × ◎ × × × ３年間で９時間以上

シミュレータ訓練Ⅲ
起動停止・異常時・警報発生時の対応・判断・指
揮命令訓練 ◎ × × × × ３年間で９時間以上

保守管理計画に関する
ことⅠ

定期検査時の管理項目概要 ◎ ◎ ◎ × ×

保守管理計画に関する
ことⅡ

定期検査時の管理項目の根拠 ◎ × × × ×

燃料管理

◎：全員が教育の対象者（関連する業務内容に応じて教育内容に濃淡有り）。
×：教育の対象外
※１：各対象者に要求されている教育項目は，対象者となった時点から課せられる。
※２：発電副長の代務を行う発電管理副長を含む。
※３：記載するにあたっての考えは，以下のとおり。
　　・本教育は，同一細目であっても対象者の職位に応じて理解の範囲，深さに差がある。（ある教育で，複数の細目をカバーする場合もある）
　　・この○年間で○○時間以上とは，運転員が行う一連の教育の時間であり，上表はこの教育時間の中に含まれている。
　　　（上述の表の細目の時間を累積した時間ではない）。
　　・各細目の内容が密接に関わっていることから細目毎の時間の区別は行わない。

◎
（放射性廃棄物処
理設備に関すること

のみ）

◎ ◎

放射性廃棄物
管理

放射性固体・液体・気体廃棄物の管理に関すること

×

×

×

×

×

対象者※１

運転員

×

×

◎
（放射性廃棄物処
理設備に関すること

のみ）

◎
（放射性廃棄物処
理設備に関すること

のみ）

◎

◎

×

保安教育の内容

×

×原子炉施設の運転
に関すること

巡視点検・定期的
試験Ⅱ

運転訓練

異常時対応
（中央制御室内対

応）

原子炉施設保安規定
関係法令および保安
規定の遵守に関する
こと

◎

運転管理Ⅲ

異常時対応
（指揮，状況判断）

運転管理

異常時対応
（現場機器対応）

巡視点検・定期的
試験Ⅰ

運転管理Ⅰ

運転管理Ⅱ

◎

◎

＜発電課長，発電副長，主機運転員，補機
運転員＞
３年間で３０時間以上※３

＜放射性廃棄物処理設備の業務に関わる
者＞
３年間で２４時間以上※３

＜燃料取替業務に関わる者＞
３年間で３時間以上※３

燃料の臨界管理に関すること

保守管理

××

×

◎
（放射性廃棄物処
理設備に関すること

のみ）

×

×

＜発電課長，発電副長，主機運転員，補機
運転員＞
３年間で３０時間以上※３

＜放射性廃棄物処理設備の業務に関わる
者＞
３年間で２４時間以上※３

＜燃料取替業務に関わる者＞
３年間で３時間以上※３

×

◎ ×

◎ ×

◎ × ×

核燃料物質および核
燃料物質により汚染さ
れた物の取扱に関す
ること

◎ ◎

具体的教育内容

◎ ◎

◎ ◎

◎

◎

実施頻度および時間

燃料の検査・取替・運搬および貯蔵に関すること

◎ ◎

◎ ◎

◎ ◎ ×

×

 

表１１９－３ 

所員への保安教育実施方針（運転員） 

中分類
小分類
（項目）

細目
発電課長

発電副長※２
主機運転員 補機運転員

放射性廃棄物処理
設備の業務に関わ

る者

燃料取替の業務に
関わる者

総則，品質保証，体制および評価，保安教育，記
録および報告に関する規則の概要ならびに関係法
令および保安規定の遵守に関すること

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

保安に関する各組織および各職務の具体的役割
と確認すべき記録 ◎ × × × ×

運転上の通則についての概要

運転上の留意事項の概要

運転上の制限の概要

異常時の措置の概要

原子炉物理（臨界管理
等を含む）・理論

炉物理等，原子炉理論の基礎（臨界管理） ◎ ◎ ◎ × ×

巡視点検の範囲と確認項目

定期的に実施する試験の内容と頻度

原子炉の起動停止の概要 ×

各設備の運転操作の概要（現場操作）

警報発生時の対応（現場操作）

異常時操作の対応（現場操作） ×

運転上の通則の適用と根拠

運転上の留意事項の基準値と管理方法

運転上の制限の具体的値と制限を超えた場合の
措置

異常時の措置を実施する際のガイドライン

巡視点検時の確認項目の根拠

定期的に実施する試験の操作と基準値

原子炉の起動停止に関する操作と監視項目

各設備の運転操作と監視項目

警報発生時の対応操作（中央制御室）

異常時操作の対応（中央制御室）

運転上の留意事項の根拠と制限を超える場合の
措置

制限および制限を超えた場合の措置の根拠と運用

異常時の措置を実施する際のガイドラインの根拠

異常時操作の対応（判断・指揮命令含む）

警報発生時の監視項目

シミュレータ訓練Ⅰ 運転操作の連携訓練 ◎ ◎ ◎ × × ３年間で１５時間以上

シミュレータ訓練Ⅱ 起動停止・異常時・警報発生時対応訓練 × ◎ × × × ３年間で９時間以上

シミュレータ訓練Ⅲ
起動停止・異常時・警報発生時の対応・判断・指
揮命令訓練 ◎ × × × × ３年間で９時間以上

保守管理計画に関する
ことⅠ

定期検査時の管理項目概要 ◎ ◎ ◎ × ×

保守管理計画に関する
ことⅡ

定期検査時の管理項目の根拠 ◎ × × × ×

燃料管理

◎：全員が教育の対象者（関連する業務内容に応じて教育内容に濃淡有り）。
×：教育の対象外
※１：各対象者に要求されている教育項目は，対象者となった時点から課せられる。
※２：発電副長の代務を行う発電管理副長を含む。
※３：記載するにあたっての考えは，以下のとおり。
　　・本教育は，同一細目であっても対象者の職位に応じて理解の範囲，深さに差がある。（ある教育で，複数の細目をカバーする場合もある）
　　・この○年間で○○時間以上とは，運転員が行う一連の教育の時間であり，上表はこの教育時間の中に含まれている。
　　　（上述の表の細目の時間を累積した時間ではない）。
　　・各細目の内容が密接に関わっていることから細目毎の時間の区別は行わない。

◎
（放射性廃棄物処
理設備に関すること

のみ）

◎ ◎

放射性廃棄物
管理

放射性固体・液体・気体廃棄物の管理に関すること

×

×

×

×

×

対象者※１

運転員

×

×

◎
（放射性廃棄物処
理設備に関すること

のみ）

◎
（放射性廃棄物処
理設備に関すること

のみ）

◎

◎

×

保安教育の内容

×

×原子炉施設の運転
に関すること

巡視点検・定期的
試験Ⅱ

運転訓練

異常時対応
（中央制御室内対

応）

原子炉施設保安規定
関係法令および保安
規定の遵守に関する
こと

◎

運転管理Ⅲ

異常時対応
（指揮，状況判断）

運転管理

異常時対応
（現場機器対応）

巡視点検・定期的
試験Ⅰ

運転管理Ⅰ

運転管理Ⅱ

◎

◎

＜発電課長，発電副長，主機運転員，補機
運転員＞
３年間で３０時間以上※３

＜放射性廃棄物処理設備の業務に関わる
者＞
３年間で２４時間以上※３

＜燃料取替業務に関わる者＞
３年間で３時間以上※３

燃料の臨界管理に関すること

保守管理

××

×

◎
（放射性廃棄物処
理設備に関すること

のみ）

×

×

＜発電課長，発電副長，主機運転員，補機
運転員＞
３年間で３０時間以上※３

＜放射性廃棄物処理設備の業務に関わる
者＞
３年間で２４時間以上※３

＜燃料取替業務に関わる者＞
３年間で３時間以上※３

×

◎ ×

◎ ×

◎ × ×

核燃料物質および核
燃料物質によって汚
染された物の取扱い
に関すること

◎ ◎

具体的教育内容

◎ ◎

◎ ◎

◎

◎

実施頻度および時間

燃料の検査・取替・運搬および貯蔵に関すること

◎ ◎

◎ ◎

◎ ◎ ×

×

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（表現の統一を図る） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
2
4 

変更前 変更後 理由 

 
 

 

 

 

 

第２編 

廃止措置段階の原子炉施設編 
（１号炉に係る保安措置） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 

 

 

廃止措置段階とは，核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律第４３条の３の３４第２項の規定に基づき認可を受け，廃止措置を実施す

る段階をいう。 

また，廃止措置段階にある女川原子力発電所１号炉に係る発電用原子炉施

設（廃止措置対象施設）を廃止措置段階の発電用原子炉施設という。 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
2
5 
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 第１章 総則 

 

（目的） 

第２０１条 この規定第２編は,原子炉等規制法第４３条の３の２４第１項の規定に基づき，原子炉

等規制法第４３条の３の３４第２項の規定に基づき認可を受けた廃止措置に関する計画（以

下，本編において「廃止措置計画」という。）に定める４つの廃止措置期間のうちの「解体工

事準備期間」にある女川原子力発電所１号炉原子炉施設（以下，本編において「原子炉施設」

という。）の保安のために必要な措置（以下，本編において「保安活動」という。）を定め，

核燃料物質等または原子炉による災害の防止を図ることを目的とする。 

 

 

（基本方針） 

第２０２条 発電所における保安活動は，安全文化を基礎とし，放射線および放射性物質の放出に

よる従業員および公衆の被ばくを，定められた限度以下であってかつ合理的に達成可能な限

り低い水準に保つとともに，災害の防止のために，適切な品質保証活動に基づき実施する。 

 

 

（関係法令および保安規定の遵守） 

第２０２条の２ 社長は，第２０２条に係る保安活動を実施するにあたり，関係法令および保安規

定の遵守が確実に行われるようにするための方針を定めるとともに，必要に応じ方針を改定

する。 

２．原子力本部長は，関係法令および保安規定の遵守が確実に行われるようにするため「原子力Ｑ

ＭＳ 安全文化醸成および関係法令等遵守に係る実施要領」を定める。 

３．原子力本部長および原子力考査室長は，第２項に定める要領に基づき，次の事項を実施する。 

（１）第１項の社長の方針に基づき，関係法令および保安規定の遵守の意識を定着させるための

活動計画を，年度毎に策定する。 

（２）関係法令および保安規定の遵守の意識を定着させるための活動状況を評価し，その結果を，

社長に報告し，指示を受ける。 

（３）（２）の評価結果および指示を，関係法令および保安規定の遵守の意識を定着させるため

の活動計画に反映する。 

４．第２０４条の保安に関する組織は，第３項（１）の活動計画に基づき，関係法令および保安規

定の遵守の意識定着に係る活動を実施する。 

 

 

（安全文化の醸成） 

第２０２条の３  社長は，第２０２条に係る保安活動を実施するにあたり，保安の確保を最優先す

る価値観が組織の中で形成され，維持され，強化される文化（安全文化）が醸成されるよう方針

を定めるとともに，必要に応じ方針を改定する。 

２．原子力本部長は，安全文化が醸成されるようにするため「原子力ＱＭＳ 安全文化醸成および関

係法令等遵守に係る実施要領」を定める。 

３．原子力本部長および原子力考査室長は，第２項に定める要領に基づき，次の事項を実施する。 

（１）第１項の社長の方針に基づき，安全文化の醸成のための活動計画を，年度毎に策定する。 

（２）安全文化の醸成のための活動状況を評価し，その結果を，社長に報告し，指示を受ける。 

（３）（２）の評価結果および指示を，安全文化の醸成のための活動計画に反映する。 

４．第２０４条の保安に関する組織は，第３項（１）の活動計画に基づき，安全文化の醸成のため

の活動を実施する。 
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第２章 品質保証 
 

（品質保証計画） 

第２０３条 第２０２条に係る保安活動のための品質保証活動を実施するにあたり，以下のとおり

品質保証計画を定める。 

1.目的 

本品質保証計画は，発電所の安全を達成・維持・向上させるため，JEAC4111 に従った品質マネジ

メントシステムに，安全文化を醸成するための活動を行う仕組みを含めた発電所における保安活動

に係る品質マネジメントシステム（以下，本編において「品質マネジメントシステム」という。）を

確立し，実施し，評価確認し，継続的に改善することを目的とする。 

 

2.適用範囲 

本品質保証計画は，発電所の保安活動に適用する。 

 

3.定義 

(1) 本品質保証計画における用語の定義は，JEAC4111 の定義に従うものとする。 

(2) 原子力施設情報公開ライブラリー 

原子力施設の事故または故障等の情報ならびに信頼性に関する情報を共有し活用することに

より，事故および故障等の未然防止を図ることを目的として，一般社団法人 原子力安全推進

協会が運営するデータベースのことをいう。（以下，本編において「ニューシア」という。） 

(3) ＢＷＲ事業者協議会 

国内ＢＷＲプラントの安全性および信頼性を向上させるために，電力会社とプラントメーカ

ーとの間で情報を共有し，必要な技術的検討を行う協議会のことをいう。（以下，本条および第

３０８条において同じ。 ） 

 

4.品質マネジメントシステム 

4.1 一般事項 

(1) 第２０４条に定める発電所の保安に関する組織（以下，本編において「組織」という。）は，

本品質保証計画に従って，品質マネジメントシステムを確立し，文書化し，実施し，維持する。

また，その品質マネジメントシステムの有効性を継続的に改善する。 

(2) 組織は，次の事項を実施する。 

a. 品質マネジメントシステムに必要なプロセスおよびそれらの組織への適用を表２０３－１

に記載の「原子力ＱＭＳ プロセス適用要領」に定める。 

b. これらのプロセスの順序および相互関係は図２０３－1のとおり。 

c. これらのプロセスの運用および管理のいずれもが効果的であることを確実にするために必

要な判断基準および方法は，各プロセスの項および関連する要領などによる。 

d. これらのプロセスの運用および監視を支援するために必要な資源および情報を利用できる

ことを確実にする。 

e. これらのプロセスを監視し，適用可能な場合には測定し，分析する。 

f. これらのプロセスについて，計画どおりの結果を得るため，かつ，継続的改善を達成する

ために必要な処置をとる。 

g. これらのプロセスおよび組織を品質マネジメントシステムとの整合をとれたものにする。 

h. 社会科学および行動科学の知見を踏まえて，品質マネジメントシステムの運用を促進する。 
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 (3) 組織は，品質マネジメントシステムの運用において，重要度分類指針を参考として，品質マ

ネジメントシステム要求事項の適用の程度について表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ 品質

に係る重要度分類要領」に基づき，グレード分けを行う。また，これに基づき資源の適切な配

分を行う。なお，グレード分けの決定に際しては，重要度分類指針を参考とした重要性に加え

て以下の事項を考慮することがある。 

a. プロセスおよび原子力施設の複雑性，独自性，または斬新性の程度 

b. プロセスおよび原子力施設の標準化の程度や記録のトレーサビリティの程度 

c. 検査または試験による原子力安全に対する要求事項への適合性の検証可能性の程度 

d. 作業または製造プロセス，要員，要領，および装置等に対する特別な管理や検査の必要性

の程度 

e. 原子力施設に対する保守，検査および取替えの難易度 

(4) 組織は，これらのプロセスを，本品質保証計画に従って運営管理する。 

(5) 原子力安全の達成に影響を与えるプロセスをアウトソースすることを組織が決めた場合には，

組織は「7.4 調達」に従ってアウトソースしたプロセスの管理を確実にする。これらのアウト

ソースしたプロセスに適用される管理の方式および程度は，組織の品質マネジメントシステム

の中で定める。 

 

4.2 文書化に関する一般事項 

4.2.1 一般 

品質マネジメントシステムの文書は，次の事項を含める。 文書の階層を図２０３－２に示す。ま

た，一次・二次文書と保安規定の関連条文を表２０３－１に示す。なお，記録は適正に作成する。 

(1) 文書化した，品質方針および品質目標 

(2) 本品質保証計画および「原子力品質保証規程」 

(3) 表２０３－１に示す JEAC4111 の要求事項を満たす文書 

(4) JEAC4111 の要求事項を満たす次の記録 

a. マネジメントレビューの結果の記録 

b. 教育，訓練，技能および経験について該当する記録 

c. 業務のプロセスおよびその結果が，要求事項を満たしていることを実証するために必要な

記録 

d. 業務に対する要求事項のレビューの結果の記録，およびそのレビューを受けてとられた処

置の記録 

e. 原子力施設の要求事項に関連する設計・開発へのインプットの記録 

f. 設計・開発のレビューの結果の記録，および必要な処置があればその記録 

g. 設計・開発の検証の結果の記録，および必要な処置があればその記録 

h. 設計・開発の妥当性確認の結果の記録，および必要な処置があればその記録 

i. 設計・開発の変更の記録 

j. 設計・開発の変更のレビューの結果の記録，および必要な処置があればその記録 

k. 供給者の評価の結果の記録，および評価によって必要とされた処置があればその記録 

l. プロセスの妥当性確認で組織が記録が必要とされた活動の記録 

m. 業務に関するトレーサビリティの記録 

n. 組織外の所有物に関して，組織が必要と判断した場合の記録 

o. 校正または検証に用いた基準の記録 

p. 測定機器が要求事項に適合していないと判明した場合の，過去の測定結果の妥当性評価の

記録 

q. 校正および検証の結果の記録 

r. 内部監査の結果の記録 

s. 検査および試験の合否判定基準への適合の記録 
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t．リリース（次工程への引渡し）を正式に許可した人の記録 

u. 不適合の性質および不適合に対してとられた特別採用を含む処置の記録 

v. 是正処置の結果の記録 

w. 予防処置の結果の記録 

(5) 組織内のプロセスの効果的な計画，運用および管理を確実に実施するために組織が必要と決

定した記録を含む文書 

 

4.2.2 品質マニュアル 

(1) 組織は，次の事項を含む品質マニュアルとして，本品質保証計画および「原子力品質保証規

程」を作成し，維持する。 

a. 品質マネジメントシステムの適用範囲 

b. 品質マネジメントシステムについて確立された社内規程またはそれらを参照できる情報 

c. 品質マネジメントシステムのプロセス間の相互関係に関する記述は，図２０３－1のとおり

とする 

(2) 本品質保証計画 

社長は，本品質保証計画を原子力部長に作成させ，管理責任者の確認後，これを承認する。 

(3) 原子力品質保証規程 

社長は，「原子力品質保証規程」を原子力品質保証室長に作成させ，管理責任者の確認後，こ

れを承認する。作成にあたっては本品質保証計画との整合をとる。 

 

4.2.3 文書管理 

(1) 品質マネジメントシステムで必要とされる文書を遵守するために，表２０３－１に記載の「原

子力ＱＭＳ 文書管理・記録管理要領」に基づき，保安規定上の位置づけを明確にするとともに，

保安活動の重要度に応じて管理する。ただし，記録は文書の一種ではあるが，4.2.4 に規定する

要求事項に従って管理する。 

(2) 次の活動に必要な管理を規定する表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ 文書管理・記録管理

要領」に基づき管理を行う。 

a. 発行前に，適切かどうかの観点から文書をレビューし，承認する。 

b. 文書をレビューする。また，必要に応じて更新し，再承認する。 

c. 文書の変更の識別および現在有効な版の識別を確実にする。 

d. 該当する文書の適切な版が，必要なときに，必要なところで使用可能な状態にあることを

確実にする。 

e. 文書は，読みやすくかつ容易に識別可能な状態であることを確実にする。 

f. 品質マネジメントシステムの計画および運用のために組織が必要と決定した外部からの文

書を明確にし，その配付が管理されていることを確実にする。 

g. 廃止文書が誤って使用されないようにする。また，これらを何らかの目的で保持する場合

には，適切な識別をする。 

 

4.2.4 記録の管理 

(1) 要求事項への適合および品質マネジメントシステムの効果的運用の証拠を示すために作成す

る記録の対象を明確にし，管理する。 

(2) 組織は，記録の識別，保管，保護，検索，保管期間および廃棄に関して必要な管理を規定す

る表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ 文書管理・記録管理要領」に基づき管理を行う。 

(3) 記録は，読みやすく，容易に識別可能かつ検索可能にする。 
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5.経営者の責任 

5.1 経営者のコミットメント 

社長は，品質マネジメントシステムの構築および実施，ならびにその有効性を継続的に改善す

ることに対するコミットメントの証拠を，次の事項によって示す。 

(1) 法令・規制要求事項を満たすことは当然のこととして，原子力安全の重要性を組織内に周

知する。 

(2) 品質方針を設定する。 

(3) 品質目標が設定されることを確実にする。 

(4) マネジメントレビューを実施する。 

(5) 資源が使用できることを確実にする。 

(6) 安全文化を醸成するための活動を促進する。 

 

5.2 原子力安全の重視 

社長は，原子力安全を最優先に位置付け，組織が業務・原子力施設に対する要求事項を決定し，

満たしていることを確実にする(7.2.1 および 8.2.1 参照)。 

 

5.3 品質方針 

(1) 社長は，品質方針について，次の事項を確実にする。 

a. 組織の目的に対して適切である。 

b. 要求事項への適合および品質マネジメントシステムの有効性の継続的な改善に対するコ

ミットメントを含む。 

c. 品質目標の設定およびレビューのための枠組みを与える。 

d. 組織全体に伝達し，理解させる。 

e. 適切性の持続のためにレビューする。 

f. 組織運営に関する方針と整合がとれている。 

(2) 組織が行う品質方針の管理は，表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ 品質方針管理要領」に

基づき実施する。 

 

5.4 計画 

5.4.1 品質目標 

(1) 社長は，組織内のしかるべき部門および階層で，業務・原子力施設に対する要求事項を満た

すために必要なものを含む品質目標(7.1 (3)a.参照)が設定されていることを確実にさせる。 

(2) 品質目標は，その達成度が判定可能で，品質方針との整合をとる。 

(3) 組織が行う品質目標の管理は，表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ 品質目標管理要領」

に基づき実施する。 

 

5.4.2 品質マネジメントシステムの計画 

社長は，次の事項を確実にする。 

(1) 品質目標に加えて 4.1 に規定する一般事項を満たすために，品質マネジメントシステムの構

築と維持についての計画を策定する。 

(2) 品質マネジメントシステムの変更を計画し，実施する場合には，その変更が品質マネジメン

トシステムの全体の体系に対して矛盾なく，整合性が取れるよう管理する。 
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5.5 責任，権限およびコミュニケーション 

5.5.1 責任および権限 

社長は，会社規程である「組織規程」,「職務権限規程」を踏まえ，保安活動を実施するための責

任および権限が第２０５条，第２０９条に定められ，組織全体に周知されていることを確実にする。 

なお，組織の要員は，自らの職務の範囲において，その活動の内容について説明する責任を有す

る。 

 

5.5.2 管理責任者 

(1) 社長は，原子力本部長および原子力考査室長を管理責任者として任命する。 

(2) 管理責任者は与えられている他の責任とかかわりなく，次に示す責任および権限をもつ。 

a. 品質マネジメントシステムに必要なプロセスの確立，実施および維持を確実にする。 

b. 品質マネジメントシステムの成果を含む実施状況および改善の必要性の有無について，社

長に報告する。 

c. 組織全体にわたって，関係法令の遵守および原子力安全についての認識を高めることを確

実にする。 

 

5.5.3 プロセス責任者 

社長は，プロセス責任者に対し，所掌する業務に関して，次に示す責任および権限を与えること

を確実にする。 

(1) プロセスが確立され，実施されるとともに，有効性を継続的に改善する。 

(2) 業務に従事する要員の業務・原子力施設に対する要求事項についての認識を高める。 

(3) 業務の成果を含む実施状況について評価する（5.4.1 および 8.2.3 参照）。 

(4) 安全文化を醸成するための活動を促進する。 

 

5.5.4 内部コミュニケーション 

(1) 社長は，組織内にコミュニケーションのための適切なプロセスが確立されることを確実にす

る。また，品質マネジメントシステムの有効性に関しての情報交換が行われることを確実にす

る。 

(2) 組織は，内部コミュニケーションを行うため，表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ 内部コ

ミュニケーション要領」に基づき，品質マネジメントシステムの有効性に関しての情報交換を

行う。 

 

5.6 マネジメントレビュー 

5.6.1 一般 

(1) 社長は，組織の品質マネジメントシステムが，引き続き，適切，妥当かつ有効であることを

確実にするために，表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ マネジメントレビュー要領」に基づ

き，原子力安全推進会議の場で年２回以上品質マネジメントシステムをレビューする。 

(2) このレビューでは，品質マネジメントシステムの改善の機会の評価，ならびに品質方針およ

び品質目標を含む品質マネジメントシステムの変更の必要性の評価も行う。 

(3) マネジメントレビューの結果の記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

5.6.2 マネジメントレビューへのインプット 

マネジメントレビューへのインプットには，次の情報を含む。 

(1) 監査の結果。 

(2) 原子力安全の達成に関する外部の受け止め方。 

(3) プロセスの成果を含む実施状況（品質目標の達成状況を含む。）ならびに検査および試験の

結果。 

(4) 安全文化を醸成するための活動の実施状況。 

(5) 関係法令の遵守状況。 

(6) 予防処置および是正処置の状況。 

(7) 前回までのマネジメントレビューの結果に対するフォローアップ。 
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(8) 品質マネジメントシステムに影響を及ぼす可能性のある変更。 

(9) 改善のための提案。 

 

5.6.3 マネジメントレビューからのアウトプット 

マネジメントレビューからのアウトプットには，次の事項に関する決定および処置すべてを含

む。 

(1) 品質マネジメントシステムおよびそのプロセスの有効性の改善。 

(2) 業務の計画および実施にかかわる改善。 

(3) 資源の必要性。 

 

6.資源の運用管理 

6.1 資源の提供 

組織は，原子力安全に必要な資源を明確にし，提供する。 

 

6.2 人的資源 

6.2.1 一般 

原子力安全の達成に影響がある業務に従事する要員には，適切な教育・訓練，技能および経験を

判断の根拠として力量がある者を充てる。 

 

6.2.2 力量，教育・訓練および認識 

組織は，4.2.1 一般(2) 「原子力品質保証規程」ならびに表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ 

力量，教育・訓練および認識要領」または「原子力ＱＭＳ 内部監査員の力量，教育・訓練および認

識要領」に基づき，次の事項を実施する。 

(1) 原子力安全の達成に影響がある業務に従事する要員に必要な力量を明確にする。 

(2) 該当する場合には（必要な力量が不足している場合には），その必要な力量に到達することが

できるように教育・訓練を行うか，または他の処置をとる。 

(3) 教育・訓練または他の処置の有効性を評価する。 

(4) 組織の要員が，自らの活動のもつ意味および重要性を認識し，品質目標の達成に向けて自ら

がどのように貢献できるかを認識することを確実にする。 

(5) 教育・訓練，技能および経験について該当する記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

6.3 原子力施設およびインフラストラクチャー 

組織は，原子力安全の達成のために必要な原子力施設を明確にし，維持管理する。 

また，原子力安全の達成のために必要なインフラストラクチャーを「7.1 業務の計画」で明確にし，

維持する。 

 

6.4 作業環境 

組織は，表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ 業務の計画および実施要領」に基づき，原子力安

全の達成のために必要な作業環境を明確にし，運営管理する。 

 

7.業務の計画および実施 

7.1 業務の計画 

組織は，表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ 業務の計画および実施要領」に基づき，次の事項

を実施する。 

(1) 組織は，業務に必要なプロセスを計画し，構築する。 
(2) 業務の計画は，品質マネジメントシステムのその他のプロセスの要求事項と整合をとる(4.1

参照)。 
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(3) 組織は，業務の計画に当たって，次の各事項について適切に明確化する。 

a. 業務・原子力施設に対する品質目標および要求事項 

b. 業務・原子力施設に特有な，プロセスおよび文書の確立の必要性，ならびに資源の提供の

必要性 

c. その業務・原子力施設のための検証，妥当性確認，監視，測定，検査および試験活動，な

らびにこれらの合否判定基準 

d. 業務・原子力施設に係るプロセスおよびその結果が，要求事項を満たしていることを実証

するために必要な記録(4.2.4 参照)  

(4) この計画のアウトプットは，組織の運営方法に適した形式にする。 

 

7.2 業務・原子力施設に対する要求事項に関するプロセス 

7.2.1 業務・原子力施設に対する要求事項の明確化 

組織は，表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ 業務の計画および実施要領」に基づき，次の事項

を明確にする。 

(1) 業務・原子力施設に適用される法令・規制要求事項。 

(2) 明示されてはいないが，業務・原子力施設に不可欠な要求事項。 

(3) 組織が必要と判断する追加要求事項すべて。 

 

7.2.2 業務・原子力施設に対する要求事項のレビュー 

(1) 組織は，表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ 業務の計画および実施要領」に基づき，業務・

原子力施設に対する要求事項をレビューする。このレビューは，その要求事項を適用する前に

実施する。 

(2) レビューでは，次の事項を確実にする。 

a. 業務・原子力施設に対する要求事項が定められている。 

b. 業務・原子力施設に対する要求事項が以前に提示されたものと異なる場合には，それにつ

いて解決されている。 

c. 組織が，定められた要求事項を満たす能力をもっている。 

(3) このレビューの結果の記録，およびそのレビューを受けてとられた処置の記録を維持する 

(4.2.4 参照)。 

(4) 業務・原子力施設に対する要求事項が書面で示されない場合には，組織は，その要求事項を

適用する前に確認する。 

(5) 業務・原子力施設に対する要求事項が変更された場合には，組織は，関連する文書を修正す

る。また，変更後の要求事項が，関連する要員に理解されていることを確実にする。 

 

7.2.3 外部とのコミュニケーション 

組織は，原子力安全に関して外部とのコミュニケーションを図るための効果的な方法を表２０３

－１に記載の「原子力ＱＭＳ 外部コミュニケーション要領」に定め，実施する。 

 

7.3 設計・開発 

組織は，以下の事項を含む表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ 設計・開発要領」に基づき，設

計・開発を実施する。 

7.3.1 設計・開発の計画 

(1) 組織は，原子力施設の設計・開発の計画を策定し，管理する。 

(2) 設計・開発の計画において，組織は，次の事項を明確にする。 

a. 設計・開発の段階。 

b. 設計・開発の各段階に適したレビュー，検証および妥当性確認。 

c. 設計・開発に関する責任（保安活動の内容について説明する責任を含む。）および権限。 

(3) 組織は，効果的なコミュニケーションならびに責任および権限の明確な割当てを確実にする

ために，設計・開発に関与するグループ間のインタフェースを運営管理する。 

(4) 設計・開発の進行に応じて，策定した計画を適切に更新する。 
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7.3.2 設計・開発へのインプット 

(1) 原子力施設の要求事項に関連するインプットを明確にし，記録を維持する(4.2.4 参照)。イン

プットには，次の事項を含める。 

a. 機能および性能に関する要求事項。 

b. 適用される法令・規制要求事項。 

c. 適用可能な場合には，以前の類似した設計から得られた情報。 

d. 設計・開発に不可欠なその他の要求事項。 

(2) 原子力施設の要求事項に関連するインプットについては，その適切性をレビューし，承認す

る。要求事項は，漏れがなく，あいまい（曖昧）でなく，相反することがないこと。 

 

7.3.3 設計・開発からのアウトプット 

(1) 設計・開発からのアウトプットは，設計・開発へのインプットと対比した検証を行うのに適

した形式とする。また，リリース前に，承認を受ける。 

(2) 設計・開発からのアウトプットを次の状態とする。 

a. 設計・開発へのインプットで与えられた要求事項を満たす。 

b. 調達，業務の実施（原子力施設の使用を含む。）に対して適切な情報を提供する。 

c. 関係する検査および試験の合否判定基準を含むか，またはそれを参照している。 

d. 安全な使用および適正な使用に不可欠な原子力施設の特性を明確にする。 

 

7.3.4 設計・開発のレビュー 

(1) 設計・開発の適切な段階において，次の事項を目的として，計画されたとおりに(7.3.1 参照)

体系的なレビューを行う。 

a. 設計・開発の結果が，要求事項を満たせるかどうかを評価する。 

b. 問題を明確にし，必要な処置を提案する。 

(2) レビューへの参加者には，レビューの対象となっている設計・開発段階に関連する部門を代

表する者および当該設計・開発に係る専門家を含める。このレビューの結果の記録，および必

要な処置があればその記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

7.3.5 設計・開発の検証 

(1) 設計・開発からのアウトプットが，設計・開発へのインプットで与えられている要求事項を

満たしていることを確実にするため，計画されたとおりに(7.3.1 参照)検証を実施する。この検

証の結果の記録，および必要な処置があればその記録を維持する(4.2.4 参照)。 

(2) 設計・開発の検証は，原設計者以外の者またはグループが実施する。 

 

7.3.6 設計・開発の妥当性確認 

(1) 結果として得られる原子力施設が，指定された用途または意図された用途に応じた要求事項

を満たし得ることを確実にするために，計画した方法(7.3.1 参照)に従って，設計・開発の妥当

性確認を実施する。 

(2) 実行可能な場合にはいつでも，原子力施設の使用前に，妥当性確認を完了する。 

(3) 妥当性確認の結果の記録，および必要な処置があればその記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

7.3.7 設計・開発の変更管理 

(1) 設計・開発の変更を明確にし，記録を維持する(4.2.4 参照)。 

(2) 変更に対して，レビュー，検証および妥当性確認を適切に行い，その変更を実施する前に承

認する。 

(3) 設計・開発の変更のレビューには，その変更が，当該の原子力施設を構成する要素および関

連する原子力施設に及ぼす影響の評価を含める。 

(4) 変更のレビューの結果の記録，および必要な処置があればその記録を維持する(4.2.4 参照)。 
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 7.4 調達 

組織は，以下の事項を含む表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ 調達管理要領」に基づき，調達

を実施する。 

7.4.1 調達プロセス 

(1) 組織は，規定された調達要求事項に，調達製品が適合することを確実にする。 

(2) 供給者および調達製品に対する管理の方式および程度は，調達製品が原子力安全に及ぼす影

響に応じて定める。 

(3) 組織は，供給者が組織の要求事項に従って調達製品を供給する能力を判断の根拠として，供

給者を評価し，選定する。選定，評価および再評価の基準を定める。 

(4) 評価の結果の記録，および評価によって必要とされた処置があればその記録を維持する 

(4.2.4 参照)。 

(5) 組織は，物品または役務の調達後における，これらの維持または運用に必要な技術情報（保

安に係るものに限る。）を取得するための方法およびそれらを他の原子炉設置者と共有する場合

に必要な措置に関する方法を定める。 

 

7.4.2 調達要求事項 

(1) 調達要求事項では調達製品に関する要求事項を明確にし，次の事項のうち該当する事項を含

める。 

a. 製品，手順，プロセスおよび設備の承認に関する要求事項。 

b. 要員の適格性確認に関する要求事項。 

c. 品質マネジメントシステムに関する要求事項。 

d. 不適合の報告および処理に関する要求事項。 

e. 安全文化を醸成するための活動に関する必要な事項。 

(2) 組織は，供給者に伝達する前に，規定した調達要求事項が妥当であることを確実にする。 

(3) 組織は，調達製品を受領する場合には，調達製品の供給者に対し，調達要求事項への適合状

況を記録した文書を提出させる。 

 

7.4.3 調達製品の検証 

(1) 組織は，調達製品が，規定した調達要求事項を満たしていることを確実にするために，必要

な検査またはその他の活動を定めて，実施する。 

(2) 組織が，供給者先で検証を実施することにした場合には，組織は，その検証の要領および調

達製品のリリースの方法を調達要求事項の中に明確にする。 

 

7.5 業務の実施 

組織は，以下の事項を含む表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ 業務の計画および実施要領」に

基づき，業務を実施する。 

7.5.1 業務の管理 

組織は，業務を管理された状態で実施する。管理された状態には，次の事項のうち該当するもの

を含む。 

(1) 原子力安全との係わりを述べた情報が利用できる。 

(2) 必要に応じて，作業手順が利用できる。 

(3) 適切な設備を使用している。 

(4) 監視機器および測定機器が利用でき，使用している。 

(5) 監視および測定が実施されている。 

(6) 業務のリリースが実施されている。 
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変更前 変更後 理由 
 7.5.2 業務の実施に関するプロセスの妥当性確認 

(1) 業務の実施の過程で結果として生じるアウトプットが，それ以降の監視または測定で検証す

ることが不可能で，その結果，業務が実施された後でしか不具合が顕在化しない場合には，組

織は，その業務の該当するプロセスの妥当性確認を行う。 

(2) 妥当性確認によって，これらのプロセスが計画どおりの結果を出せることを実証する。 

(3) 組織は，これらのプロセスについて，次の事項のうち該当するものを含んだ手続きを確立す

る。 

a. プロセスのレビューおよび承認のための明確な基準 

b. 設備の承認および要員の適格性確認 

c. 所定の方法および手順の適用 

d. 記録に関する要求事項(4.2.4 参照) 

e. 妥当性の再確認 

 

7.5.3 識別およびトレーサビリティ 

(1) 必要な場合には，組織は，業務の計画および実施の全過程において適切な手段で業務・原子

力施設を識別する。 

(2) 組織は，業務の計画および実施の全過程において，監視および測定の要求事項に関連して，

業務・原子力施設の状態を識別する。 

(3) トレーサビリティが要求事項となっている場合には，組織は業務・原子力施設について一意

の識別を管理し，記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

7.5.4 組織外の所有物 

組織は，組織外の所有物について，それが組織の管理下にある間，注意を払い，必要に応じて記

録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

7.5.5 調達製品の保存 

組織は，調達製品の検証後，受入から据付(使用)までの間，要求事項への適合を維持するように

調達製品を保存する。この保存には，該当する場合，識別，取扱い，包装，保管および保護を含め

る。保存は，取替品，予備品にも適用する。 

 

7.6 監視機器および測定機器の管理 

(1) 業務・原子力施設に対する要求事項への適合性を実証するために，組織は，実施すべき監視

および測定ならびに,そのために必要な監視機器および測定機器を業務の計画（7.1 参照）に明

確にする。 

(2) 組織は，監視および測定の要求事項との整合性を確保できる方法で監視および測定が実施で

きることを確実にするプロセスを確立し，表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ 監視機器およ

び測定機器の管理要領」に基づき管理する。 

(3) 測定値の正当性が保証されなければならない場合には,測定機器に関し,次の事項を満たす。 

a. 定められた間隔または使用前に，国際または国家計量標準にトレーサブルな計量標準に照

らして校正もしくは検証，またはその両方を行う。そのような標準が存在しない場合には，

校正または検証に用いた基準を記録する(4.2.4 参照)。 

b. 機器の調整をする，または必要に応じて再調整する。 

c. 校正の状態を明確にするために識別を行う。 

d. 測定した結果が無効になるような操作ができないようにする。 

e. 取扱い，保守および保管において，損傷および劣化しないように保護する。 

 

さらに，測定機器が要求事項に適合していないことが判明した場合には，組織は，その測定

機器でそれまでに測定した結果の妥当性を評価し，記録する(4.2.4 参照)。組織は，その機器お

よび影響を受けた業務・原子力施設すべてに対して，適切な処置をとる。校正および検証の結

果の記録を維持する(4.2.4 参照)。 
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1
3
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変更前 変更後 理由 
 (4) 規定要求事項にかかわる監視および測定にコンピュータソフトウェアを使う場合には，その

コンピュータソフトウェアによって意図した監視および測定ができることを確認する。この確

認は，最初に使用するのに先立って実施する。また，必要に応じて再確認する。 

 

8.評価および改善 

8.1 一般 

(1) 組織は，次の事項のために必要となる監視，測定，分析および改善のプロセスを計画し，実

施する。 

a. 業務・原子力施設に対する要求事項への適合を実証する。 

b. 品質マネジメントシステムの適合性を確実にする。 

c. 品質マネジメントシステムの有効性を継続的に改善する。 

(2) これには，統計的手法を含め，適用可能な方法，およびその使用の程度を決定することを含

める。 

 

8.2 監視および測定 

8.2.1 原子力安全の達成 

組織は，品質マネジメントシステムの成果を含む実施状況の測定の一つとして，原子力安全を達

成しているかどうかに関して外部がどのように受けとめているかについての情報を監視し，その情

報の入手および使用の方法を表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ 原子力安全達成状況に係る外部

の評価情報監視要領」に定め，実施する。 

 

8.2.2 内部監査 

(1) 原子力考査室長は,客観的な評価を行う組織の長として,表２０３－１に記載の「原子力ＱＭ

Ｓ内部監査要領」を定め，次の事項を実施する。 

a． 品質マネジメントシステムの次の事項が満たされているか否かを明確にするために，あら

かじめ定められた間隔で内部監査を実施する。 

(a) 品質マネジメントシステムが，業務の計画(7.1 参照)に適合しているか，JEAC4111 の要

求事項に適合しているか，および組織が決めた品質マネジメントシステム要求事項に適合

しているか。 

(b) 品質マネジメントシステムが効果的に実施され，維持されているか。 

b. 監査の対象となるプロセスおよび領域の状態および重要性，ならびにこれまでの監査結果

を考慮して，監査プログラムを策定する。監査の基準，範囲，頻度および方法を規定する。

監査員の選定および監査の実施においては，監査プロセスの客観性および公平性を確保する。

監査員は，自らの業務を監査しない。 

c. 監査の計画および実施，記録の作成および結果の報告に関する責任および権限，ならびに

要求事項を規定する。 

(2) 監査およびその結果の記録を維持する(4.2.4 参照)。 

(3) 監査された領域に責任をもつ管理者は，検出された不適合およびその原因を除去するために

遅滞なく，必要な修正および是正処置すべてがとられることを確実にする。フォローアップに

は，とられた処置の検証および検証結果の報告を含める(8.5.2 参照)。 

 

8.2.3 プロセスの監視および測定 

(1) 組織は，表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ プロセスの監視および測定要領」に基づき，

品質マネジメントシステムのプロセスの監視，および適用可能な場合に行う測定には，適切な

方法を適用する。 

(2) これらの方法は，プロセスが計画どおりの結果を達成する能力があることを実証するものと

する。 

(3) 計画どおりの結果が達成できない場合には，適切に，修正および是正処置をとる。 
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変更前 変更後 理由 
 8.2.4 検査および試験 

(1) 組織は，原子力施設の要求事項が満たされていることを検証するために，表２０３－１に記

載の「原子力ＱＭＳ 検査および試験要領」に基づき，原子力施設を検査および試験する。検査

および試験は，業務の計画(7.1 参照)に従って，適切な段階で実施する。検査および試験の合否

判定基準への適合の証拠を維持する(4.2.4 参照)。 

(2) 検査および試験要員の独立の程度を定める。 

(3) リリース（次工程への引渡し）を正式に許可した者の氏名を記録する(4.2.4 参照)。 

(4) 業務の計画(7.1 参照)で決めた検査および試験が完了するまでは，当該原子力施設を据え付け

たり，運転したりしない。ただし，当該の権限をもつ者が承認したときは，この限りではない。 

 

8.3 不適合管理 

(1) 組織は，業務・原子力施設に対する要求事項に適合しない状況が放置されることを防ぐため

に，それらを識別し，管理することを確実にする。 

(2) 不適合の処理に関する管理およびそれに関連する責任および権限を表２０３－１に記載の「原

子力ＱＭＳ 不適合管理・是正処置・予防処置要領」に規定する。 

(3) 該当する場合には，組織は，次の一つまたはそれ以上の方法で，不適合を処理する。 

a. 検出された不適合を除去するための処置をとる。 

b. 当該の権限をもつ者が，特別採用によって，その使用，リリース，または合格と判定する

ことを正式に許可する。 

c. 本来の意図された使用または適用ができないような処置をとる。 

d. 外部への引渡し後または業務の実施後に不適合が検出された場合には,その不適合による

影響または起こり得る影響に対して適切な処置をとる。 

(4) 不適合に修正を施した場合には，要求事項への適合を実証するための再検証を行う。 

(5) 不適合の性質の記録，および不適合に対してとられた特別採用を含む処置の記録を維持する

(4.2.4 参照)。 

(6) 組織は，原子炉施設の保安の向上を図る観点から，公開基準（「ニューシア登録管理要領」）

に従い，不適合事象の内容をニューシアへ登録するなどにより，情報の公開を行う。 

 

8.4 データの分析 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムの適切性および有効性を実証するため，また，品質マネ

ジメントシステムの有効性の継続的な改善の可能性を評価するために表２０３－１に記載の

「原子力ＱＭＳ データの分析要領」を定め，適切なデータを明確にし，それらのデータを収集

し，分析する。この中には，監視および測定の結果から得られたデータならびにそれ以外の該

当する情報源からのデータを含める。 

(2) データの分析によって，次の事項に関連する情報を提供する。 

a. 原子力安全の達成に関する外部の受けとめ方(8.2.1 参照) 

b. 業務・原子力施設に対する要求事項への適合(8.2.3 および 8.2.4 参照) 

c. 予防処置の機会を得ることを含む，プロセスおよび原子力施設の，特性および傾向(8.2.3

および 8.2.4 参照) 

d. 供給者の能力(7.4 参照) 

 

8.5 改善 

8.5.1 継続的改善 

組織は，品質方針，品質目標，監査結果，データの分析，是正処置，予防処置およびマネジメン

トレビューを通じて，品質マネジメントシステムの有効性を継続的に改善する。 
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 8.5.2 是正処置 

組織は，表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ 不適合管理・是正処置・予防処置要領」に次の事

項を定め，実施する。 

(1) 組織は，再発防止のため，不適合の原因を除去する処置をとる。 

(2) 是正処置は，検出された不適合のもつ影響に応じたものとする。 

(3) 次の事項に関する要求事項（JEAC4111 附属書「根本原因分析に関する要求事項」を含む。）を

規定する。 

a. 不適合のレビュー 

b. 不適合の原因の特定 

c. 不適合の再発防止を確実にするための処置の必要性の評価 

d. 必要な処置の決定および実施 

e. とった処置の結果の記録(4.2.4 参照) 

f. とった是正処置の有効性のレビュー 

 

8.5.3 予防処置 

組織は，表２０３－１に記載の「原子力ＱＭＳ 不適合管理・是正処置・予防処置要領」に次の事

項を定め，実施する。 

(1) 組織は，起こり得る不適合が発生することを防止するために，保安活動の実施によって得ら

れた知見（良好事例を含む。）および他の施設から得られた知見（ＢＷＲ事業者協議会で取り扱

う技術情報およびニューシア登録情報を含む。）の活用を含め，その原因を除去する処置を決め

る。この活用には，原子力安全に係る業務の実施によって得られた知見を他の原子炉設置者と

共有することも含む。 

(2) 予防処置は，起こり得る問題の影響に応じたものとする。 

(3) 次の事項に関する要求事項（JEAC4111 附属書「根本原因分析に関する要求事項」を含む。）を

規定する。 

a. 起こり得る不適合およびその原因の特定 

b. 不適合の発生を予防するための処置の必要性の評価 

c. 必要な処置の決定および実施 

d. とった処置の結果の記録(4.2.4 参照) 

e. とった予防処置の有効性のレビュー 
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本品質保証計画 

「原子力品質保証規程」 

4.2.1(5)項に記載の文書 

（ただし,表２０３-１に記載の文書を除く） 

4.2.1（4）および(5) 項の記録 

4.2.1(3)項および(5)項のうち表２０３-

１に記載の文書 

図２０３－２ 品質マネジメントシステム文書階層図 

一次文書 

二次文書 

三次文書 

記録 
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 表２０３－１ 一次・二次文書一覧表 

保安規定第２０３条の 
記載項目 

一次文書名 承認者(管理箇所) 文書番号 
第２０３条以外の 

関連条文 
4.2.2 原子力品質保証規程 社長 

（原子力品質保証室） 
原品－１ 

― 

保安規定第２０３条の 
記載項目 

二次文書名 承認者(管理箇所) 文書番号 
第２０３条以外の 

関連条文 

4.1 6.3  原子力ＱＭＳ 
品質に係る重要度分類要領 

原子力部長 
（原子力部） 

原４－１ 
― 

4.1   原子力ＱＭＳ 
プロセス適用要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品４－１ 
― 

4.2.1 4.2.3 4.2.4 原子力ＱＭＳ 
文書管理・記録管理要領※１ 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品４－２ 第 321 条 

5.3   原子力ＱＭＳ 
品質方針管理要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品５－１ 
― 

5.4.1   原子力ＱＭＳ 
品質目標管理要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品５－２ 
― 

5.5.1   原子力ＱＭＳ 
責任および権限要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品５－３ 第 205 条， 
第 208 条，第 209 条 

5.5.2   原子力ＱＭＳ 
情報取扱要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品５－４ 
― 

5.5.4   原子力ＱＭＳ 
内部コミュニケーション要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品５－５ 第 206 条，第 207 条 

5.6 
 

  原子力ＱＭＳ 
マネジメントレビュー要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品５－６ 
― 

6.2.2   原子力ＱＭＳ 
力量，教育・訓練および認識要領 

原子力部長 
(原子力部) 

原６－１ 第 319 条，第 320 条 

原子力ＱＭＳ 内部監査員の力量，
教育・訓練および認識要領 

原子力考査室長 
（原子力考査室） 

原考６－１ 
― 

6.4 

7.2.2 

7.1 

7.5 

7.2.1 

 

原子力ＱＭＳ 業務の計画および 
実施要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品７－１ 

― 

7.1 
 
 
 

7.5 
 
 

 
 

原子力ＱＭＳ 運転業務要領 原子力部長 
(原子力部) 

原７－１ 第 212 条 
～第 217 条の 2， 
第 256 条， 
第273条～第274条， 
第 276 条， 
第 288 条， 
第 289 条～第 290 条 

原子力ＱＭＳ 燃料管理要領 原子力部長 
(原子力部) 

原７－２ 第 216 条， 
第 280 条，第 281 条，
第 286 条，第 287 条 

原子力ＱＭＳ  
放射性廃棄物管理要領 

原子力部長 
(原子力部) 

原７－３ 第 288 条～第 292 条 
 

原子力ＱＭＳ 放射線管理要領 原子力部長 
(原子力部) 

原７－４ 第 293 条～第 307 条 
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                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
4
2 

変更前 変更後 理由 
  

保安規定第２０３条の 
記載項目 

二次文書名 承認者(管理箇所) 文書番号 
第２０３条以外の 

関連条文 
7.1 7.5  原子力ＱＭＳ 保修業務運用要領 原子力部長 

(原子力部) 
原７－５ 第 273 条，第 274 条，

第 291 条，第 303 条，
第 308 条，第 308 条
の 3 

原子力ＱＭＳ 原子力災害対策実施
要領 

原子力部長 
(原子力部) 

原７－６ 第309条～第318条， 
第 322 条 

原子力ＱＭＳ 廃止措置管理要領 原子力部長 
(原子力部) 

原７－１２ 第 218 条～第 220 条 

原子力ＱＭＳ 安全文化醸成および
関係法令等遵守に係る実施要領 

実施部門の管理責任者 原品 
７－１２ 

第 202 条の 2，第 202
条の 3 

7.2.3   原子力ＱＭＳ 
外部コミュニケーション要領 

原子力部長 
(原子力部) 

原７－８ 
― 

7.3   原子力ＱＭＳ 
設計・開発要領 

原子力部長 
(原子力部) 

原７－９ 
― 

7.4   原子力ＱＭＳ 
調達管理要領 

原子力部長 
(原子力部) 

原７－１０ 
― 

7.6   原子力ＱＭＳ 
監視機器および測定機器の管理要領 

原子力部長 
(原子力部) 

原７－１１ 
― 

8.2.1   原子力ＱＭＳ 原子力安全達成状況
に係る外部の評価情報監視要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品８－１ 
― 

8.2.2 
 

 
 

 
 

原子力ＱＭＳ 内部監査要領※１ 原子力考査室長 
（原子力考査室） 

原考８－１ 
― 

8.2.3   原子力ＱＭＳ 
プロセスの監視および測定要領 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品８－２ 
― 

8.2.4   原子力ＱＭＳ 
検査および試験要領 

原子力部長 
(原子力部) 

原８－１ 
― 

8.3 8.5.2 8.5.3 原子力ＱＭＳ 不適合管理・是正 
処置・予防処置要領※１ 

原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品８－３ 
― 

8.4   原子力ＱＭＳ データの分析要領 原子力品質保証室長 
（原子力品質保証室） 

原品８－４ 
― 

※１：JEAC4111 4.2.1 c)の対象文書を表す。 
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                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
4
3 

変更前 変更後 理由 
 第３章 保安管理体制 

 
（保安に関する組織） 

第２０４条  発電所の保安に関する組織は，図２０４のとおりとする。 
 
図２０４  発電所の保安に関する組織図 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 

 

 

 

  

社 長 

管理責任者 

（原子力考査室長） 

管理責任者 

（原子力本部長） 

原子炉施設保安委員会 

原子力部長 

資材部長 

土木建築部長 

燃料部長 

※２ 

（本店） 

※１ 

原子力技術訓練センター所長 ※１ 

原子力品質保証室長 

所長 

廃止措置主任者 

技術統括部長 

原子炉施設保安運営委員会 

品質保証総括課長 

警備課長 

技術課長 

発電管理課長 

発電課長 

計画管理課長 ※２ 

（女川原子力発電所） 

検査課長 

廃止措置管理課長 

品質保証部長 

総務部長 

環境・燃料部長 

保全部長 

土木建築部長 

発電部長 

総務課長 

原子燃料課長 

 

放射線管理課長 

 

土木課長 

工程管理課長 

保全計画課長 

タービン課長 

原子炉課長 

計測制御課長 

電気課長 

輸送・固体廃棄物 
管理課長 

建築課長 

 （原子力本部） 

防災課長 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
4
4 

変更前 変更後 理由 
 （保安に関する職務） 

第２０５条  保安に関する職務は次のとおりとする。 

１.保安に関する職務のうち，本店組織は次のとおり。 

（１）社長は，発電所における保安活動に係る品質マネジメントシステムの構築および実施を統括

する。また，関係法令および保安規定の遵守ならびに安全文化の醸成が行われることを確実に

する。 

（２）原子力考査室長は，内部監査に係る管理責任者として，監査業務を統括する。また，関係法

令および保安規定の遵守ならびに安全文化の醸成に係る活動（内部監査部門に限る。）を統括す

る。 

（３）原子力本部長は，発電所の保安に関する組織が実施する品質保証活動（内部監査業務を除く。）

の実施に係る管理責任者として，品質マネジメントシステムの具体的活動を統括する。また，

関係法令および保安規定の遵守ならびに安全文化の醸成に係る活動（内部監査部門を除く。）を

統括する。 

（４）原子力品質保証室長は，発電所の保安に関する組織が実施する品質保証活動（内部監査業務

を除く。）について指導・助言および総括に関する業務を行う。 

（５）資材部長は，供給者の選定に関する業務（燃料部長所管業務を除く。）を統括する。 

（６）土木建築部長は，土木建築部が実施する発電所の保守に関する業務を統括する。 

（７）燃料部長は，燃料体等の供給者の選定に関する業務を統括する。 

（８）原子力部長は，原子力部が実施する発電所の保安に関する業務を統括する。 

（９）原子力技術訓練センター所長は，教育・訓練（保安教育を除く。）の総括に関する業務を行う。 

 

２.保安に関する職務のうち，発電所組織の職務は次のとおり。 

（１）所長は，発電所における保安に関する業務を統括する。 

（２）品質保証部長は，品質保証総括課長および検査課長の所管する業務を統括する。 

（３）総務部長は，総務課長および警備課長の所管する業務を統括する。 

（４）技術統括部長は，技術課長，計画管理課長および防災課長の所管する業務を統括する。 

（５）環境・燃料部長は，放射線管理課長，輸送・固体廃棄物管理課長，原子燃料課長および廃止

措置管理課長の所管する業務を統括する。 

（６）保全部長は，保全計画課長，工程管理課長，電気課長，計測制御課長,原子炉課長およびター

ビン課長の所管する業務を統括する。 

（７）土木建築部長は，土木課長および建築課長の所管する業務を統括する。 

（８）発電部長は，発電管理課長の所管する業務を統括する。 

（９）品質保証総括課長は，品質保証活動の指導・助言および品質保証の総括に関する業務を行

う。 

（１０）検査課長は，原子炉施設に関する検査の総括に関する業務を行う。 

（１１）総務課長は，供給者の選定に関する業務を行う。 

（１２）警備課長は，保全区域および周辺監視区域の管理に関する業務を行う。 

（１３）技術課長は，原子炉施設の保安管理の総括に関する業務を行う。 

（１４）計画管理課長は，原子炉施設の運営計画の総括に関する業務を行う。 

（１５）防災課長は，初期消火活動のための体制の整備および緊急時の措置の総括に関する業務を

行う。 

（１６）放射線管理課長は，放射線管理，化学管理，放射性廃棄物（液体・気体）の管理および環

境放射線モニタリングに関する業務を行う。 

（１７）輸送・固体廃棄物管理課長は，燃料の運搬および放射性廃棄物（固体）の管理に関する業

務を行う。 

（１８）原子燃料課長は，燃料の管理に関する業務を行う。 

（１９）廃止措置管理課長は，廃止措置管理の総括および廃止措置工事※１に関する業務を行う。 

（２０）保全計画課長は，原子炉施設の保守の総括に関する業務を行う。 

（２１）工程管理課長は，原子炉施設の保守に関する業務のうち工程管理に関する業務を行う。 

（２２）電気課長は，原子炉施設のうち電気設備の保守および廃止措置工事※１に関する業務を行う。 

（２３）計測制御課長は，原子炉施設のうち計測制御設備の保守および廃止措置工事※１に関する業
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                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
4
5 

変更前 変更後 理由 
務を行う。 

（２４）原子炉課長は，原子炉施設のうち機械設備（原子炉設備）の保守および廃止措置工事※１に

関する業務を行う。 

（２５）タービン課長は，原子炉施設のうち機械設備（原子炉設備を除く）の保守および廃止措置

工事※１に関する業務を行う。 

（２６）土木課長は，原子炉施設のうち土木設備の保守および廃止措置工事※１に関する業務を行う。 

（２７）建築課長は，原子炉施設のうち建築設備の保守および廃止措置工事※１に関する業務を行う。 

（２８）発電管理課長は，原子炉施設の運用管理に関する業務を行う。 

（２９）発電課長は，原子炉施設の運転および燃料取扱い（輸送・固体廃棄物管理課長および原子

燃料課長所管業務を除く。）に関する当直業務を行う。 

（３０）第１項（９）および第２項（９）から（２９）に定める職位は，所管業務に基づき緊急時

の措置，保安教育ならびに記録および報告を行う。 

（３１）第１項（９）および第２項（９）から（２９）に定める職位は，第１項（９）および第２

項（９）から（３０）に定める業務の遂行にあたって，所属員を指示・指導し，遂行に係る品

質保証活動を行う。また，所属員は課長の指示・指導に従い業務を実施する。 

 

３．その他発電所の保安に間接的に関係する組織の長は，別途定められた｢組織規程｣に基づき所管

業務を遂行する。 

 

※１：廃止措置計画に基づく核燃料物質による汚染の除去・汚染状況の調査およびその他第３０８

条に定める保全対象範囲以外の設備の解体撤去工事（以下，本編において「廃止措置工事」とい

う。）をいう。 
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                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
4
6 

変更前 変更後 理由 
 （原子炉施設保安委員会） 

第２０６条  本店に原子炉施設保安委員会（以下，本編においては「保安委員会」という。）を設
置する。 

２．保安委員会は，原子炉施設の保安に関する次の事項を審議し，確認する。 
（１）原子炉設置許可申請書本文に記載の構築物，系統および機器の変更 
（２）保安規定の変更 
（３）廃止措置計画の変更 
（４）その他保安委員会で定めた審議事項 

３．原子力部長を委員長とする。 
４．保安委員会は，委員長，廃止措置主任者に加え，課長以上の職位の者から委員長が指名した者
で構成する。 

 
（原子炉施設保安運営委員会） 
第２０７条  発電所に原子炉施設保安運営委員会（以下，本編においては「運営委員会」という。）

を設置する。 
２．運営委員会は，発電所における原子炉施設の保安運営に関する次の事項を審議し，確認する。
ただし，あらかじめ運営委員会にて定めた軽微な事項は，審議事項に該当しない。 
（１）廃止措置管理に関するマニュアルの制定および改定 

・運転員の構成人員に関する事項 
・当直の引継方法に関する事項 
・巡視に関する事項 
・警報発生時の措置に関する事項 
・原子炉施設の各設備の運転操作に関する事項 
・定期的に実施するサーベランスに関する事項 
・廃止措置工事に係る工事計画（以下，本編において「廃止措置工事計画」という。）に関す
る事項 

（２）燃料管理に関するマニュアルの制定および改定 
・新燃料および使用済燃料の運搬に関する事項 
・新燃料および使用済燃料の貯蔵に関する事項 

（３）放射性廃棄物管理に関するマニュアルの制定および改定 
・放射性固体廃棄物の保管および運搬に関する事項 
・放射性液体廃棄物の放出管理に関する事項 
・放射性気体廃棄物の放出管理に関する事項 
・放出管理用計測器の点検・校正に関する事項 

（４）放射線管理に関するマニュアルの制定および改定 
・管理区域の設定，区域区分，特別措置を要する区域に関する事項 
・管理区域の出入管理および遵守事項に関する事項 
・保全区域に関する事項 
・周辺監視区域に関する事項 
・線量の評価に関する事項 
・除染に関する事項 
・外部放射線に係る線量当量率等の測定に関する事項 
・放射線計測器類の点検・校正に関する事項 
・管理区域内で使用した物品の搬出および運搬に関する事項 

（５）保守管理に関するマニュアルの制定および改定 
（６）改造の実施に関する事項 
（７）緊急時における運転操作に関するマニュアルの制定および改定（第３１１条） 
（８）保安教育実施計画の策定（第３１９条）に関する事項 
（９）事故・故障の水平展開の実施状況に関する事項 

３．所長を委員長とする。 
４．運営委員会は，委員長，廃止措置主任者，第２０５条第２項（２）から（８）の各部長の職位
にある者に加え委員長が指名した者で構成する。 
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1
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変更前 変更後 理由 
 （廃止措置主任者の選任） 

第２０８条  廃止措置主任者を，保安活動を監督するにあたり必要な知識を有する者であって，以

下の（１）から（５）のいずれかの業務に従事した期間が通算して３年以上の者の中から選

任する。なお，廃止措置主任者は社長が選任する。 

（１）原子炉施設の工事または保守管理に関する業務 

（２）原子炉施設の運転に関する業務 

（３）原子炉施設の設計に係る安全性の解析および評価に関する業務 

（４）原子炉に使用する燃料体の設計または管理に関する業務 

（５）原子炉施設の放射性廃棄物管理に関する業務 

２．廃止措置主任者は，課長以上の者から選任する。 

３．廃止措置主任者には代行者を置くことができる。 

４．廃止措置主任者が職務を遂行できない期間が長期にわたる場合は，第１項および第２項に基づ

き，あらためて廃止措置主任者を選任する。 

 

 

（廃止措置主任者の職務等） 

第２０９条  廃止措置主任者は，原子炉施設の廃止措置に関する保安の監督を誠実に行うことを任

務とし，次の職務を遂行する。 

（１）原子炉施設の廃止措置に関し，保安上必要な場合は，所長へ意見を具申する。 

（２）原子炉施設の廃止措置に関し，保安上必要な場合は，廃止措置に従事する者へ指導・助言

を行う。 

（３）表２０９－１に定める事項について，所長の承認に先立ち確認する。 

（４）表２０９－２に定める各職位からの報告内容等を確認する。 

（５）表２０９－３に示す記録の内容を確認する。 

（６）第３２２条第 1項の報告について，精査し，必要な指導・助言を行う。 

（７）その他，原子炉施設の廃止措置に関する保安の監督に必要な職務を行う。 

２．所長は，廃止措置主任者が原子炉施設の廃止措置に関する保安のためにする意見を尊重する。 

３．原子炉施設の廃止措置に従事する者は，廃止措置主任者が原子炉施設の廃止措置に関する保安

のためにする指導・助言を尊重する。 

 

 

表２０９－１ 

条  文 内 容 

第２９３条（管理区域の設定および解除） 第５項に定める一時的な管理区域の設定およ

び解除 

第７項に定める管理区域の設定および解除 

第３１９条（所員への保安教育） 所員の保安教育実施計画 

第３２０条（協力企業従業員への保安教育） 協力企業従業員の保安教育実施計画 
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変更前 変更後 理由 
 表２０９－２  

条 文 内 容 

第２１７条（地震・火災等発生時の対応） 地震・火災が発生した場合に講じた措置の結

果 

第２２０条（工事完了の報告） 廃止措置工事計画に基づく工事の結果 

第２７４条（施設運用上の基準を満足しない

場合） 

施設運用上の基準を満足していないと判断し

た場合 

施設運用上の基準を満足していると判断した

場合 

第３２２条（報告） 施設運用上の基準を満足していないと判断し

た場合 

放射性液体廃棄物または放射性気体廃棄物に

ついて放出管理目標値を超えて放出した場合 

外部放射線に係る線量当量率等に異常が認め

られた場合 

実用炉規則第１３４条第３号※１，第４号※１，

第６号から第１２号および第１４号に定める

報告事象が生じた場合 

 ※１：新燃料貯蔵設備，使用済燃料貯蔵設備および燃料取扱設備に限る。 
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変更前 変更後 理由 
 表２０９－３  

記  録  項  目 

１．燃料に係る記録 

 ・使用済燃料の貯蔵施設内における燃料体の配置 

 ・使用済燃料の払出し時における放射能の量 

２．放射線管理に係る記録 

 ・使用済燃料の貯蔵施設，放射性廃棄物の廃棄施設等の放射線しゃへい物の側壁における線

量当量率 

 ・管理区域における外部放射線に係る１週間の線量当量，空気中の放射性物質の１週間につ

いての平均濃度および放射性物質によって汚染された物の表面の放射性物質の密度 

 ・放射性物質による汚染の広がりの防止および除去を行った場合には，その状況および担当者

の氏名 

３．放射性廃棄物管理に係る記録 

 ・放射性廃棄物の排気口または排気監視設備および排水口または排水監視設備における放射

性物質の１日間および３月間についての平均濃度 

 ・廃棄施設に廃棄した放射性廃棄物の種類，当該放射性廃棄物に含まれる放射性物質の数量，

当該放射性廃棄物を容器に封入し，または容器と一体的に固型化した場合には当該容器の

数量および比重ならびにその廃棄の場所および方法 

 ・放射性廃棄物を容器に封入し，または容器に固型化した場合には，その方法 

 ・発電所の外において運搬した核燃料物質等の種類別の数量，その運搬に使用した容器の種

類ならびにその運搬の日時および経路 

４．原子炉施設の巡視の結果 

５．保安教育の実施報告書 

６．廃止措置に係る工事の方法，時期および対象となる原子炉施設の設備の名称 
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変更前 変更後 理由 
 第４章 廃止措置管理 

 

 

第１節 通則 
 

（構成および定義） 

第２１１条 本章第３節（第２７３条～第２７４条，第２７６条を除く。）における条文の基本的な

構成は次のとおりとする。 

（１）第１項：施設運用上の基準 

（２）第２項：施設運用上の基準を満足していることを確認するために行う事項 

（３）第３項：施設運用上の基準を満足していないと判断した場合※１に要求される措置 

 

※１：施設運用上の基準を満足していないと判断した場合とは，次のいずれかをいう。 

（１）第２項の確認を行ったところ，施設運用上の基準を満足していないと発電課長が判断した

場合 

（２）第２項の確認を行うことが出来なかった場合 

（３）第２項にかかわらず施設運用上の基準を満足していないと発電課長が判断した場合 

 

 

２．用語の定義は，各条に特に定めがない場合は，次のとおりとする。 

 

 

原子炉建屋内で照

射された燃料に係

る作業 

原子炉建屋内で照射された燃料の移動作業および新燃料または制御

棒の移動の際に照射された燃料上を通過する作業をいう。なお，照射

された燃料に係る作業の中止の措置が要求された場合であって，進行

中の作業を安全な状態で終了させる場合を除く。 

速やかに 可能な限り短時間で実施するものであるが，一義的に時間を決められ

ないものであり，意図的に遅延させることなく行うことを意味する。

なお，要求される措置を実施する場合には，上記趣旨を踏まえた上で，

組織的に実施する※２準備が整い次第行う活動を意味する。また，複

数の「速やかに」実施することが要求される措置に規定されている場

合は，いずれか一つの要求される措置を「速やかに」実施し，引き続

き遅滞なく，残りの要求される措置を実施する。 

 

※２：関係者への連絡，各運転員への指示，手順の準備・確認等を行うこと。 
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変更前 変更後 理由 
 （原子炉施設の運転員の確保） 

第２１２条  発電管理課長は，原子炉施設の運転に必要な知識を有する者を確保する。なお，原子

炉施設の運転に必要な知識を有する者とは，原子炉施設の運転に関する実務の研修を受けた

者をいう。 

２．発電管理課長は，原子炉施設の運転にあたって第１項で定める者の中から，２名以上をそろえ，

５班以上編成した上で交替勤務を行わせる。なお，特別な事情がある場合を除き，運転員は連続

して２４時間を超える勤務を行ってはならない。また，２名以上のうち，１名は発電課長とする。 

３．発電管理課長は，２項に定める人数のうち，主機運転員以上の職位にある運転員の中から１名

以上を常時中央制御室に確保する。 

 

 

（巡視） 

第２１３条  発電課長は，毎日１回以上，原子炉施設（第２９５条第１項で定める区域を除く）を

巡視する。 

２．発電課長は，「パトロール要領書」に基づき，第２９５条第１項で定める区域の計器等による監

視または巡視をする。 

 

 

（マニュアルの作成） 

第２１４条  発電管理課長は，次の各号に掲げる発電課長が実施する原子炉施設の運転管理に関す

る事項のマニュアルを作成し，制定・改定にあたっては，第２０７条第２項に基づき運営委

員会の確認を得る。 

（１）巡視に関する事項 

（２）警報発生時の措置に関する事項 

（３）原子炉施設の各設備の運転操作に関する事項 

（４）定期的に実施するサーベランスに関する事項 

 

 

（引継） 

第２１５条  発電課長は，その業務を次の発電課長に引き継ぐにあたり，運転日誌および引継日誌

を引き渡し，運転状況を申し送る。 

 

 

（原子炉の運転停止に関する恒久的な措置） 

第２１６条 発電課長は，次の事項を遵守する。 

（１）原子炉内に燃料を装荷しないこと 

（２）原子炉モードスイッチを「停止」位置から他の位置に切り替えないこと 

２．原子燃料課長は，燃料を譲り渡す場合は，表２１６に定める譲渡し先に譲り渡す。 

 

表２１６ 

種別 譲渡し先 

使用済燃料 再処理事業者 

新燃料 加工事業者 
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変更前 変更後 理由 
 （地震・火災等発生時の対応） 

第２１７条 各課長は，地震・火災発生時は次の措置を講じるとともに，その結果を所長および廃

止措置主任者に報告する。 

（１）震度５弱以上の地震が観測※１された場合は，地震終了後，維持すべき原子炉施設の損傷の

有無を確認する。 

（２）原子炉施設の火災発生時は，早期消火および延焼の防止に努め，鎮火後，維持すべき原子

炉施設の損傷の有無を確認する。 

２．火災発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備として，次の措置を講じ

る。 

（１）防災課長は，発電所から消防機関へ通報するため，専用回線を使用した通報設備を中央制

御室に設置する※２｡ 

（２）防災課長は，初期消火活動を行う要員として，１０名以上（発電所合計数）を常駐させる

とともに，この要員に対する火災発生時の通報連絡体制を定める。 

（３）防災課長は，初期消火活動を行うため，表２１７に示す化学消防自動車および泡消火薬剤

を配備する。また，初期消火活動に必要なその他資機材を定め，配備する。 

（４）防災課長は，発電所における可燃性の持込物の管理方法を定める。 

（５）発電課長は，第２１３条に定める巡視により，火災発生の有無を確認する。 

（６）各課長は，震度５弱以上の地震が観測※１された場合は，地震終了後，維持すべき原子炉施

設の火災発生の有無を確認するとともに，その結果を所長および廃止措置主任者に報告する。 

（７）防災課長は，前各号に定める初期消火活動のための体制について，総合的な訓練および初

期消火活動の結果を１年に１回以上評価するとともに，評価結果に基づき，より適切な体制

となるよう必要な見直しを行う。 

表２１７ 

設備 数量 

化学消防自動車※３ １台※４※５ 

泡消火薬剤 
(化学消防自動車保有分を含む) 

1500 リットル以上※５ 

 

３．発電課長は，山火事，台風，津波等の影響により，原子炉施設に重大な影響を及ぼす可能性が

あると判断した場合は，発電管理課長に報告する。発電管理課長は，所長，廃止措置主任者およ

び各課長に連絡するとともに，必要な措置について協議する。 

※１：観測された震度は発電所周辺のあらかじめ定めた測候所等の震度をいう。 

※２：専用回線，通報設備が点検または故障により使用不能となった場合を除く。ただし，点検後

または修復後は遅滞なく復旧させる。 

※３：４００リットル毎分の泡放射を同時に２口行うことが可能な能力を有すること。 

※４：化学消防自動車が，点検または故障の場合には，※３に示す能力を有する水槽付消防ポンプ

自動車等をもって代用することができる。 

※５：発電所合計数 
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変更前 変更後 理由 
 （電源機能喪失時等の体制の整備） 

第２１７条の２ 防災課長は，交流電源を供給する全ての設備の機能が喪失した場合，原子炉施設

内において溢水が発生した場合，重大事故※１に至るおそれがある事故もしくは重大事故が発

生した場合（以下，本編において「重大事故等発生時」という。）または大規模な自然災害若

しくは故意による大型航空機の衝突その他テロリズムにより原子炉施設に大規模な損壊が生

じた場合（以下，本編において「大規模損壊発生時」という。）で，使用済燃料プールを冷却

する全ての設備の機能が喪失した場合等（以下，これらの事象を本編において「電源機能喪

失時等」という。）における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備として，以下の

各号に掲げる事項を含む計画を策定し，所長の承認を得る。 

（１）電源機能喪失時等における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な要員の配置 

（２）電源機能喪失時等における原子炉施設の保全のための活動を行う要員に対する１年に１回

以上の教育訓練 

（３）電源機能喪失時等における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な資機材の配

備 

２．各課長は，前項の計画に基づき電源機能喪失時等における原子炉施設の保全のための活動を行

う体制の整備として必要な手順を定める。 

３．各課長は，第１項の計画に基づき，電源機能喪失時等における原子炉施設の保全のための活動

を実施するとともに，第１項（１）の要員に第２項の手順を遵守させる。 

４．各課長は，第３項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必

要な措置を講じ，防災課長に報告する。防災課長は，第１項に定める事項について定期的に評

価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。  

※１：本条における重大事故とは，実用炉規則第４条に掲げる「核燃料物質貯蔵設備に貯蔵する

燃料体または使用済燃料の著しい損傷」をいう。 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 

 

 

 

 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
5
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変更前 変更後 理由 
 第２節 廃止措置管理 

（安全貯蔵） 

第２１８条 廃止措置管理課長は，安全貯蔵※１の対象範囲および期間を定める。 

※１：安全貯蔵とは，放射能レベルが比較的高い原子炉容器および原子炉容器の外側のしゃへい壁

を含む領域（以下「原子炉領域」という。）の解体撤去工事を実施する前に，放射線業務従事

者の被ばく線量を合理的に達成可能な限り低減するため，残存放射能の時間的減衰を図るこ

とをいう。 

 

 

（工事の計画および実施） 

第２１９条 各課長は，廃止措置工事を行う場合，以下の必要なプロセスを実施する。 

（１）廃止措置工事計画 

（２）設計管理 

（３）調達管理 

（４）工事管理 

２．各課長は，廃止措置工事計画を策定するに当たり，廃止措置工事の内容が，２号炉および３号

炉の保安のために必要な施設の機能に影響を及ぼさないことを確認する。 

３．各課長は，廃止措置工事を実施するに当たり，廃止措置計画を踏まえ，次の各号に掲げる安全

確保対策のために必要な措置を講じる。 

（１）放射性物質の拡散および漏えい防止対策 

（２）被ばく低減対策 

（３）事故防止対策 

４．各課長は，廃止措置工事の結果について記録する。 

 

 

（工事完了の報告） 

第２２０条 各課長は，第２１９条に基づく廃止措置工事が完了した場合には，廃止措置管理課長

に報告する。 

２．廃止措置管理課長は第２１９条第４項で記録した廃止措置工事の結果を，環境・燃料部長，廃

止措置主任者および所長に報告するとともに，関係する各課長に通知する。 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 
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1
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変更前 変更後 理由 
 第３節 施設運用上の基準 

 

（使用済燃料プールの水位・水温） 

第２５６条  使用済燃料プールに使用済燃料が貯蔵されている期間において，使用済燃料プールの

水位および水温は，表２５６－１で定める事項を施設運用上の基準とする。 

２．使用済燃料プールの水位および水温が前項で定める施設運用上の基準を満足していることを確

認するため，次号を実施する。 

（１）発電課長は，使用済燃料プールの水位がオーバーフロー水位付近にあることおよび使用済

燃料プールの水温が 65℃以下であることを毎日１回確認する。 

３．発電課長は，使用済燃料プールの水位または水温が第１項で定める施設運用上の基準を満足し

ていないと判断した場合，表２５６－２の措置を講じる。 

 

表２５６－１ 

項 目 施設運用上の基準 

使用済燃料プールの水位 オーバーフロー水位付近にあること※１ 

使用済燃料プールの水温 65℃以下 

 

表２５６―２ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.施設運用上の基

準を満足してい

ないと判断した

場合 

A1. 使用済燃料プールの水位を維持するための注水手段が

確保されていることを確認する。 

および 

A2. 使用済燃料プール内での照射された燃料に係る作業を

中止する。ただし，移動中の燃料は所定の場所に移動す

る。 

速やかに 

その後毎日１回 

 

速やかに 

 

 

 

 

※１：照射された燃料に係る作業を行っていない場合は，施設運用上の基準を適用しない。 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 
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変更前 変更後 理由 
 （施設運用上の基準の確認） 

第２７３条 発電課長は，施設運用上の基準を第２５６条第２項で定める事項で確認する。 

２．発電課長は，第２５６条第２項で定める事項を行うことができなかった場合，施設運用上の基

準を満足していないと判断するが，この場合は判断した時点から第２５６条第３項の要求される

措置を開始するのではなく，判断した時点から速やかに当該事項を実施し，施設運用上の基準を

満足していることを確認することができる。この結果，施設運用上の基準を満足していないと判

断した場合は，この時点から第２５６条第３項の要求される措置を開始する。 

３．第２５６条第２項で定める事項が実施され，かつその結果が施設運用上の基準を満足していれ

ば，第２５６条第２項で定める事項が実施されていない期間は，施設運用上の基準が満足してい

ないと判断しない。ただし，第２７４条第２項で施設運用上の基準を満足していないと判断した

場合を除く。 

 

 

（施設運用上の基準を満足しない場合） 

第２７４条 施設運用上の基準を満足しない場合とは，発電課長が第２５６条第１項で定める施設

運用上の基準を満足していないと判断した場合をいう。なお，発電課長は，この判断を速や

かに行う。 

２．発電課長は，第２５６条第２項で定める事項が実施されていない期間においても，施設運用上

の基準に関係する事象が発見された場合は，施設運用上の基準を満足しているかどうかの判断を

速やかに行う。 

３．発電課長は，施設運用上の基準を満足していないと判断した場合，発電管理課長に報告し，発

電管理課長は所長および廃止措置主任者に報告する。 

４．発電課長は，施設運用上の基準を満足していないと判断した時点から要求される措置を開始す

る。 

５．発電課長は，当該施設運用上の基準を満足していると判断した場合は，発電管理課長に報告し，

発電管理課長は廃止措置主任者に報告する。 

６．発電課長は，次の各号を適用することができる。 

（１）施設運用上の基準を満足していないと判断している期間中は，要求される措置に定めがあ

る場合を除き，第２５６条第２項で定められた事項を実施しなくてもよい。ただし，第２５

６条第２項で定める頻度で実施しなかった事項については，施設運用上の基準を満足してい

ると判断した後，速やかに実施する。 

（２）施設運用上の基準を満足していると判断した場合は，それ以後要求される措置を実施しな

くてもよい。 

（３）要求される措置を実施した場合，その内容が第２５６条第２項で定める事項と同じである

場合は，当該事項を実施したとみなすことができる。 

（４）当該施設運用上の基準を満足していると判断するにあたり，その内容が第２５６条第２項

で定める事項と同じである場合は，当該事項を実施したとみなすことができる。 

 

 
（施設運用上の基準に関する記録） 

第２７６条 発電課長は，施設運用上の基準を満足していないと判断した場合，次の各号を引継日

誌に記録する。 

（１）施設運用上の基準を満足していないと判断した場合は，施設運用上の基準および満足して

いないと判断した時刻 

（２）要求される措置を実施した場合は，当該措置の実施結果（保修作業を含む） 

（３）施設運用上の基準を満足していると判断した場合は，満足していると判断した時刻 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 
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変更前 変更後 理由 
 第５章  燃料管理 

 

（新燃料の運搬） 

第２８０条 輸送・固体廃棄物管理課長は，新燃料輸送容器から新燃料を取り出す場合および新燃

料を新燃料輸送容器に収納する場合は，原子炉建屋クレーンを使用する。 

２．輸送・固体廃棄物管理課長は，管理区域内において，新燃料を運搬する場合は，次の事項を遵

守する。 

（１）車両への積付けは，運搬中に移動，転倒または転落を防止する措置を講じること。 

（２）法令に定める危険物と混載しないこと。 

（３）新燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

３．輸送・固体廃棄物管理課長は，管理区域外において，新燃料を運搬する場合は，第２項（１）

から（３）に加え，次の事項を遵守する。 

（１）法令に適合する容器に封入すること。 

（２）容器および車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること。 

４．放射線管理課長は，第３項の運搬において，容器等の線量当量率が法令に定める値を超えてい

ないことおよび表面汚染密度が法令に定める表面密度限度の１０分の 1を超えていないことを確

認する。ただし，第２９４条第１項（１）に定める区域から運搬する場合は，表面汚染密度につ

いて確認を省略できる。 

５．放射線管理課長は，輸送・固体廃棄物管理課長が管理区域内で第２９４条第１項（１）に定め

る区域に新燃料を収納した新燃料輸送容器を移動する場合は，容器等の表面汚染密度が法令に定

める表面密度限度の１０分の１を超えていないことを確認する。 

６．輸送・固体廃棄物管理課長は，新燃料を発電所外に運搬する場合は，所長の承認を得る。 

７．実用炉規則第８８条第４項を適用している間は，本条は適用とならない。 

 

 

（新燃料の貯蔵） 

第２８１条 原子燃料課長は，新燃料を貯蔵する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）貯蔵施設に貯蔵すること。 

（２）貯蔵施設の目につきやすい場所に貯蔵上の注意事項を掲示すること。 

（３）原子炉建屋クレーンまたは燃料交換機を使用すること。 

（４）貯蔵施設において新燃料が臨界に達しない措置が講じられていることを確認すること。 

２．原子燃料課長は，使用済燃料プールに貯蔵している新燃料を新燃料貯蔵庫に貯蔵する場合は，

次の事項を遵守する。 

（１）使用済燃料プールに貯蔵している新燃料を気中に取り出した後，専用の作業台を使用し，

新燃料から燃料棒を引き抜き，燃料棒表面を除染し，再度燃料集合体の形状に組み立てるこ

と。 

（２）専用の作業台で取り扱う新燃料は，１体のみかつその１体分の燃料棒のみに限定すること。 

（３）再度燃料集合体の形状に組み立てた新燃料は，新燃料貯蔵庫に貯蔵すること。 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 
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変更前 変更後 理由 
 （使用済燃料の貯蔵） 

第２８６条  原子燃料課長は，使用済燃料を貯蔵する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）各号炉の使用済燃料を表２８６に定める使用済燃料プールに貯蔵すること。 

（２）使用済燃料プールの目につきやすい場所に貯蔵上の注意事項を掲示すること。 

（３）燃料交換機を使用すること。 

（４）使用済燃料プールにおいて燃料が臨界に達しない措置が講じられていることを確認するこ

と。 

 

表２８６ 

各号炉の使用済燃料 貯蔵可能な使用済燃料プール 

１号炉 １号炉，２号炉※１，３号炉※１ 

※１：１号炉の使用済燃料プールで４２ヶ月以上冷却した燃料を貯蔵する。 

 

 

（使用済燃料の運搬） 

第２８７条 原子燃料課長は，使用済燃料輸送容器から使用済燃料を取り出す場合は，使用済燃料

プールにおいて，燃料交換機を使用する。 

２．原子燃料課長は，発電所内において使用済燃料を運搬する場合は，次の事項を遵守し，使用済

燃料プールにおいて，使用済燃料輸送容器に収納する。 

（１）法令に適合する容器を使用すること。 

（２）燃料交換機を使用すること。 

（３）使用済燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

（４）収納する使用済燃料のタイプおよび冷却期間が，容器の収納条件に適合していること。 

３．輸送・固体廃棄物管理課長は，発電所内において，使用済燃料を収納した使用済燃料輸送容器

を管理区域外に運搬する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）容器の車両への積付けは，運搬中に移動，転倒または転落を防止する措置を講じること。 

（２）法令に定める危険物と混載しないこと。 

（３）運搬経路に標識を設けること等の方法により，関係者以外の者および他の車両の立入りを

制限するとともに，必要な箇所に見張り人を配置すること。 

（４）車両を徐行させること。 

（５）核燃料物質の取扱いに関し，相当の知識および経験を有する者を同行させ，保安のために

必要な監督を行わせること。 

（６）容器および車両の適当な箇所に法令に定める標識をつけること。 

４．放射線管理課長は，第３項の運搬において，容器等の線量当量率が法令に定める値を超えてい

ないことおよび容器等の表面汚染密度が法令に定める表面密度限度の１０分の１を超えていない

ことを確認する。ただし，第２９４条第１項（１）に定める区域から運搬する場合は，表面汚染

密度について確認を省略できる。 

５．放射線管理課長は，輸送・固体廃棄物管理課長が管理区域内で第２９４条第１項（１）に定め

る区域に使用済燃料を収納した使用済燃料輸送容器を移動する場合は，容器等の表面汚染密度が

法令に定める表面密度限度の１０分の１を超えていないことを確認する。 

６．輸送・固体廃棄物管理課長は，使用済燃料を発電所外に運搬する場合は，所長の承認を得る。 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 
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変更前 変更後 理由 
 第６章 放射性廃棄物管理 

 

（放射性固体廃棄物の管理） 

第２８８条 各課長は，次に定める放射性固体廃棄物等の種類に応じて，それぞれ定められた処理

を施した上で，当該の廃棄施設等に貯蔵※１または保管する。 

（１）濃縮廃液は，発電管理課長が固化装置でドラム缶等の容器に固型化し，輸送・固体廃棄物

管理課長が固体廃棄物貯蔵所（以下，本条において「貯蔵所」という。）に保管する。 

（２）原子炉内で照射された使用済制御棒，チャンネルボックス等は，原子燃料課長が使用済燃

料プールに貯蔵するかまたは輸送・固体廃棄物管理課長がサイトバンカに保管する。ただし，

封入またはしゃへい等の措置により輸送・固体廃棄物管理課長が貯蔵所に保管することがで

きる。 

（３）使用済樹脂およびフィルタスラッジ等は，発電管理課長が使用済樹脂貯蔵タンク等に貯蔵，

もしくはドラム缶等の容器に封入または固化装置でドラム缶等の容器に固型化し，輸送・固

体廃棄物管理課長が貯蔵所に保管する。 

または発電管理課長が固体廃棄物焼却設備（以下，本条において「焼却炉」という。）で

焼却し，焼却灰をドラム缶等の容器に封入した上で，輸送・固体廃棄物管理課長が貯蔵所に

保管する。 

（４）その他の雑固体廃棄物は，各課長がドラム缶等の容器に封入すること等により汚染の広が

りを防止する措置を講じ，輸送・固体廃棄物管理課長が貯蔵所または雑固体廃棄物保管室（以

下，本条において「保管室」という。）に保管する。なお，ドラム缶等の容器に封入するに

あたっては，以下の処理を行うことができる。 

イ．焼却する場合は，発電管理課長が焼却炉で焼却する。 

ロ．圧縮減容する場合は，発電管理課長が減容装置で圧縮減容する。 

２．各課長は，放射性固体廃棄物を封入または固型化したドラム缶等の容器には，放射性廃棄物を

示す標識を付け，かつ表３２１－１の放射性固体廃棄物に係る記録と照合できる整理番号をつけ

る。 

３．各課長は，次の事項を確認するとともに，その結果異常が認められた場合には必要な措置を講

じる。 

（１）輸送・固体廃棄物管理課長は，貯蔵所における放射性固体廃棄物の保管状況を確認する 

ために，１週間に１回貯蔵所を巡視するとともに，３ヶ月に１回保管量を確認する。 

（２）発電管理課長は，使用済樹脂貯蔵タンク等における使用済樹脂およびフィルタスラッジ等

の貯蔵状況を監視し，３ヶ月に１回貯蔵量を確認する。 

（３）輸送・固体廃棄物管理課長は，サイトバンカにおける原子炉内で照射された使用済制御棒，

チャンネルボックス等の保管状況および保管室における放射性固体廃棄物の保管状況を確認

するために，１ヶ月に１回サイトバンカおよび保管室を巡視するとともに，３ヶ月に１回保

管量を確認する。また，原子燃料課長は使用済燃料プールにおける原子炉内で照射された使

用済制御棒，チャンネルボックス等について，３ヶ月に１回貯蔵量を確認する。 

４．輸送・固体廃棄物管理課長は貯蔵所，サイトバンカおよび保管室の目につきやすい場所に管理

上の注意事項を掲示する。 

５．各課長は管理区域外に放射性固体廃棄物を運搬する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）法令に適合する容器に封入して運搬すること。ただし，放射性固体廃棄物の放射能濃度が

法令に定める限度を超えない場合であって，法令に定める障害防止の措置を講じた場合は，

この限りでない。 

（２）容器等の車両への積付けは，運搬中に移動，転倒または転落を防止する措置を講じること。 

（３）法令に定める危険物と混載しないこと。 

（４）容器等の適当な箇所に法令に定める標識を付けること。 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
6
0 

変更前 変更後 理由 
 ６．放射線管理課長は，第５項の運搬において，容器等の線量当量率が法令に定める値を超えてい

ないことおよび容器等の表面汚染密度が法令に定める表面密度限度の１０分の１を超えていない

ことを確認する。ただし，第２９４条第１項（１）に定める区域から運搬する場合は，表面汚染

密度についての確認を省略できる。 

７．放射線管理課長は，各課長が管理区域内で第２９４条第１項（１）に定める区域に放射性固体

廃棄物を移動する場合は，容器等の表面汚染密度が法令に定める表面密度限度の１０分の１を超

えていないことを確認する。 

８．輸送・固体廃棄物管理課長は，放射性固体廃棄物を発電所外に廃棄する場合は，所長の承認を

得る。 

※１：貯蔵とは,保管の前段階のもので，廃棄とは異なるものをいう。 

 

 

（放射性廃棄物でない廃棄物の管理） 

第２８８条の２ 放射性廃棄物でない廃棄物の判断をしようとする対象物の範囲は，管理区域内に

おいて設置された金属，コンクリート類，ガラスくず，廃油，プラスチック等（以下，本条

において「資材等」という。）および管理区域内において使用された工具類等（以下，本条

において「物品」という。）とする。 

２．放射線管理課長は，第２９３条第１項で定める区域内において設置された資材等または使用さ

れた物品を「放射性廃棄物でない廃棄物」と判断する場合は，次の各号に基づき実施する。 

（１）第２９４条第１項（１）の区域において設置された資材等については，適切な汚染防止対

策が行われていることを確認した上で，適切に管理された使用履歴，設置状況の記録等によ

り汚染がないことを判断する。 
（２）第２９４条第１項（２）の区域において設置された資材等については，適切な汚染防止対

策が行われていることを確認した上で，適切に管理された使用履歴，設置状況の記録等によ
り汚染がないことを判断する。 
なお，汚染された資材等について，汚染部位の特定・分離を行った場合には，残った汚染

されていない部位は「放射性廃棄物でない廃棄物」とすることができる。 
また，適切な測定方法により念のための放射線測定評価を行い，測定結果が理論検出限界

曲線の検出限界値未満であることを確認する。 

（３）第２９４条第１項（１）の区域で使用された物品については，適切に管理された使用履歴

の記録等により汚染がないことを判断する。 
 （４）第２９４条第１項（２）の区域で使用された物品については，適切な汚染防止対策が行わ

れていることを確認した上で,適切に管理された使用履歴の記録等により汚染がないことを
判断する。 
なお，使用履歴の記録等が適切に管理されていない物品について，適切な測定方法により

放射線測定評価を行い，汚染がないことを確認した上で，それ以後に適切な汚染防止対策，
使用履歴の記録等の管理が行われている場合には，「放射性廃棄物でない廃棄物」と判断す
ることができる。 
また，適切な測定方法により念のための放射線測定評価を行い，測定結果が理論検出限界

曲線の検出限界値未満であることを確認する。 

３．各課長は，「放射性廃棄物でない廃棄物」と判断されたものについては，第２９３条第１項で

定める区域から搬出するまでの間，汚染されたものとの混在防止措置を講じる等，所要の管理を

行う。 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規
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1
6
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変更前 変更後 理由 
 （事故由来放射性物質の降下物の影響確認および所外搬出等の管理） 

第２８８条の３ 放射線管理課長は，原子炉等規制法または電気事業法に基づく工事計画（変更）

認可申請書に記載されている設備・機器等（以下，本条において「設備・機器等」という。）

について，東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故由来の放射性物質の降下物（以下，

本条において「降下物」という。）の影響の有無を確認する場合は，適切な測定方法により，

降下物の分布調査を行う。 

２．各課長は，第１項の確認の結果，理論検出限界曲線の検出限界値未満でなかった場合，設備・

機器等を廃棄または資源として有効利用しようとする際には，降下物の影響の評価を放射線管理

課長に依頼する。 

３．放射線管理課長は, 第２項の依頼を受けた場合は，降下物の影響を評価し，その結果を影響の

評価を依頼した課長に通知する。 

４．各課長は，第３項の評価の結果，降下物の影響が年間 10 マイクロシーベルト※1 を超えると評価

される場合は，以下に定める事項を実施する。 

（１）管理区域内の設備・機器等は，降下物により汚染されたものとして管理区域内で適切に管

理する。 

（２）管理区域外の設備・機器等は，降下物により汚染されたものとして発電所内で適切に管理

する。 

５．各課長は，第３項の評価の結果，降下物の影響が年間 10 マイクロシーベルト※1 以下と評価さ

れる場合は，以下に定める事項を実施する。 

（１）管理区域内の設備・機器等は，第２８８条の２（放射性廃棄物でない廃棄物の管理）に基

づき放射性廃棄物でない廃棄物と判断された場合は，発電所外に搬出することができる。な

お，第３項の評価実施から搬出するまでの間，当該設備・機器等は，発電所内で適切に管理

する。 

（２）管理区域外の設備・機器等は，発電所外に搬出することができる。なお，第３項の評価実

施から搬出するまでの間，当該設備・機器等は，発電所内で適切に管理する。 

 

※１：「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に係るフォールアウトによる原子力施設に

おける資材等の安全規制上の取扱いについて」（NISA-197c-12-1（平成 24・03・26 原院第 10

号）経済産業省原子力安全・保安院）に定める判断基準 

女川１号炉廃止措置に伴
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（１号炉の廃止措置段階
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1
6
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変更前 変更後 理由 
 （放射性液体廃棄物の管理） 

第２８９条 発電課長は，放射性液体廃棄物を放出する場合は，復水器冷却水放水口より放出する

とともに，次の事項を管理する。 

（１）放射性液体廃棄物の放出による復水器冷却水放水口排水中の放射性物質濃度の３ヶ月平均

値が，法令に定める周辺監視区域外における水中の濃度限度を超えないこと。 

（２）復水器冷却水放水口排水中の放射性物質（トリチウムを除く）の放出量が，表２８９－１

に定める放出管理目標値を超えないように努めること。 

２．発電課長は，復水器冷却水放水口排水中のトリチウムの放出量が，表２８９－２に定める放出

管理の基準値を超えないように努める。 

３．放射線管理課長は，表２８９－３に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，発電課

長にその結果を通知する。 

 

表２８９－１  

項 目 放出管理目標値※１ 

放射性液体廃棄物 

（トリチウムを除く） 
7.4×109   Bq/年 

※１：１号炉，２号炉および３号炉の合計 

 

表２８９－２  

項 目 放出管理の基準値※１ 

トリチウム  7.4×1012   Bq/年 

※１：１号炉，２号炉および３号炉の合計 

 

表２８９－３ 

分 類 測定項目 計測器種類 測定頻度 試料採取箇所 

放射性 

液体廃棄物 

放射性物質の濃度 

（主要ガンマ線 

放出核種） 

試料放射能測定装置 放出の都度 ・サンプルタンク 

・再生純水タンク 

トリチウム濃度 試料放射能測定装置 １ヶ月に１回 
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1
6
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変更前 変更後 理由 
 （放射性気体廃棄物の管理） 

第２９０条 発電課長は，放射性気体廃棄物を放出する場合は，表２９０－２に示す排気筒等より

放出するとともに，次の事項を管理する。 

（１）排気筒からの放射性気体廃棄物の放出による周辺監視区域外の空気中の放射性物質濃度の

３ヶ月平均値が，法令に定める周辺監視区域外における空気中の濃度限度を超えないこと。 

（２）排気筒からの放射性物質（希ガス，よう素１３１）の放出量が，表２９０－１に定める放

出管理目標値を超えないように努めること。 

２．放射線管理課長は，表２９０－２に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，発電課

長にその結果を通知する。 

３．表２９０－２に示す排気筒等以外の場所において換気を行う場合は，次の事項を行う。ただし，

第２９４条第１項（１）に定める区域等における換気は，この限りでない。 

（１）各課長は，フィルター付局所排気装置等により法令に定める管理区域に係る値を超えない

よう拡散防止措置を行う。 

（２）放射線管理課長は，表２９０－３に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，法

令に定める管理区域に係る値を超えていないことを確認する。ただし，換気によって放出さ

れる空気中放射性物質の濃度が法令に定める管理区域に係る値を超えるおそれがない場合

は，この限りでない。 

 

表２９０－１ 

項 目 放出管理目標値※１ 

放射性気体廃棄物 

希ガス 

よう素 １３１ 

 

2.3×1015  Bq/年 

4.1×1010  Bq/年 

※１：１号炉，２号炉および３号炉の合計 

 

表２９０－２ 

分 類 排気筒等 測定項目 計測器種類 測定頻度 

放射性気体 

廃棄物 

・排気筒 

希ガス濃度 スタック放射線モニタ 常時 

よう素 １３１濃度 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能測定装置 １週間に１回 

・焼却炉建屋 

  排気口 

よう素 １３１濃度 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能測定装置 

１週間に１回 

（設備稼働中

のみ） 

・サイトバンカ 

建屋排気口 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出核種） 
試料放射能測定装置 １週間に１回 

 

表２９０－３ 

排気筒等以外の 

排気出口 

測定項目 計測器種類 測定頻度 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出核種） 
試料放射能測定装置 作業の都度 ※１ 

※１：作業が１週間を超える場合は１週間に１回測定する。 
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1
6
4 

変更前 変更後 理由 
 （放出管理用計測器の管理） 

第２９１条 放射線管理課長および計測制御課長は，表２９１に定める放出管理用計測器について，

同表に定める数量を確保する。ただし，故障等により使用不能となった場合は，修理または

代替品を補充する。 

 

表２９１ 

分 類 計測器種類 所管課長 数 量 

1.a.放射性液体廃棄物 

     放出監視用計測器 
放出水モニタ 計測制御課長 ２台※１ 

  b.放射性液体廃棄物 

     放出管理用計測器 
試料放射能測定装置 放射線管理課長 ２台※２ 

2.放射性気体廃棄物 

   放出管理用計測器 

スタック放射線モニタ 計測制御課長 １台 

試料放射能測定装置 放射線管理課長 １台※２※３ 

※１：１号炉および２号炉共用 

※２：１号炉，２号炉および３号炉共用 

※３：放射性液体廃棄物放出管理用と共用 

 

 

（頻度の定義） 

第２９２条 本章でいう測定頻度に関する考え方は，表２９２のとおりとする。 

 

表２９２ 

頻 度 考え方 

１週間に１回 月曜日を始期とする１週間に１回実施 

１ヶ月に１回 毎月１日を始期とする１ヶ月間に１回実施 

３ヶ月に１回 
４月１日，７月１日，１０月１日および１月１日を始期とする各３ヶ月間に１

回実施。 

常時 
測定可能な状態において常に測定することを意味しており，点検時等の測定不

能な期間を除く 
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変更前 変更後 理由 
 第７章  放射線管理 

 

（管理区域の設定および解除） 

第２９３条 管理区域は，添付２－２に示す区域とする。 

２．放射線管理課長は，管理区域を壁，柵等の区画物によって区画する他，標識を設けることによ

って明らかに他の場所と区別する。 

３．放射線管理課長は， 管理区域の解除を行う場合は，法令に定める管理区域に係る値を超えてい

ないことを確認する。 

４．放射線管理課長は，添付２－２における管理区域境界付近または管理区域設定・解除予定エリ

アにおいて，表２９３に示す作業を行う場合は，３ヶ月以内に限り管理区域を設定または解除す

ることができる。設定または解除にあたって，放射線管理課長は目的，期間および場所を明らか

にするとともに，あらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認する。な

お，当該エリアを元に戻す場合についても，放射線管理課長はあらかじめ法令に定める管理区域

に係る条件を満足できることを確認する。 

５．放射線管理課長は，第４項以外で，一時的に管理区域を設定または解除する場合は，廃止措置

主任者の確認を得て，所長の承認を得て行うことができる。設定または解除にあたって，放射線

管理課長は目的，期間および場所を明らかにするとともに，あらかじめ法令に定める管理区域に

係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリアを元に戻す場合についても，放射線管

理課長はあらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認し，廃止措置主任

者の確認を得て，所長の承認を得る。 

６．放射線管理課長は，第５項にかかわらず，緊急を要する場合は管理区域を設定することができ

る。設定にあたって，放射線管理課長は法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確

認する。 

７．放射線管理課長は，第６項における管理区域を設定した場合は，設定後において，目的，期間

および場所を明らかにし，廃止措置主任者の確認を得て，所長の承認を得る。なお，当該エリア

を元に戻す場合についても，あらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを放

射線管理課長が確認し，廃止措置主任者の確認を得て，所長の承認を得る。 

 

表２９３ 

タンク点検等 監視カメラ点検等 

ポンプ点検等 扉・シャッター修理他作業 

バルブ点検等 清掃作業 

配管点検等 建物補修 

ケーブル点検等 搬出入作業 

空調点検等 物品の仮置 

計測器類点検等  
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変更前 変更後 理由 
 （管理区域内における区域区分） 

第２９４条 放射線管理課長は，管理区域を次のとおり区分することができる。 

（１）汚染のおそれのない管理区域 

（２）表面汚染密度または空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超える区

域または超えるおそれのある区域 

２．汚染のおそれのない管理区域は，添付２－２に示す区域とする。 

３．放射線管理課長は，一時的に第１項に係る区域区分を変更する場合は，目的，期間および場所

を明らかにするとともに，あらかじめ区域区分に係る条件を満足できることを確認する。なお，

当該エリアを元の区域区分に戻す場合についても，放射線管理課長はあらかじめ区域区分に係る

条件を満足できることを確認する。 

４．放射線管理課長は，汚染のおそれのない管理区域と第１項（２）で定める区域が隣接する場合

は，第１項（２）で定める区域への入口付近に標識を設ける。 

 

 

（管理区域内における特別措置） 

第２９５条  放射線管理課長は，管理区域のうち次の基準を超える場合または超えるおそれがある

場合は，標識を設けて他の場所と区別する他，区画，施錠等の措置を講じる。ただし，放射

線等の危険性が低い場合は，この限りでない。 

（１）外部放射線に係る線量当量率が１時間につき１ミリシーベルト 

（２）空気中の放射性物質濃度または床，壁，その他人の触れるおそれのある物の表面汚染密度

が，法令に定める管理区域に係る値の１０倍 

２．各課長は，第１項の区域内で作業を行う場合，作業による線量および作業環境に応じた放射線

防護上の措置を立案し，放射線管理課長の承認を得る。ただし，巡視・点検その他定型化され，

別に所長の承認を得た業務を行うために立入る場合は，この限りでない。 

３．各課長は，汚染の広がりを防止するため，第１項（２）の区域から退出する場合および物品等

を持ち出す場合は，更衣および持ち出す物の養生等の措置を講じる。 

 

 

（管理区域への出入管理） 

第２９６条 放射線管理課長は，次に示す立入者の区分により，管理区域への立入許可に係る事項

を定め，所長の承認を得る。 

（１）放射線業務従事者：業務上管理区域に立入る者 

（２）一時立入者：放射線業務従事者以外の者であって，放射線業務従事者の随行により管理区

域に一時的に立入る者 

２．放射線管理課長は，第１項に基づき管理区域に立入る者に対して許可を与える。 

３．放射線管理課長は，第２項にて許可していない者を管理区域に立入らせない措置を講じる。 

４．放射線管理課長は，管理区域の出入管理エリアにおいて，人の出入り等を監視する。 

５．放射線管理課長は，第４項以外の出入口には，施錠等の人がみだりに立入りできない措置を講

じる。 

６．放射線管理課長は，管理区域から退出する者または管理区域内で汚染のおそれのない管理区域

に移動する者の身体および身体に着用している物の表面汚染密度が，法令に定める表面密度限度

の１０分の１を超えないような措置を講じる。ただし，汚染のおそれのない管理区域から退出す

る場合は，この限りでない。 
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変更前 変更後 理由 
 （管理区域出入者の遵守事項） 

第２９７条 放射線管理課長は，管理区域に出入りする所員に，次の事項を遵守させる措置を講じる。。 

（１）出入管理エリアを経由すること。ただし，放射線管理課長の承認を得て，その指示に従う

場合は，この限りでない。 

（２）管理区域に立入る場合は，個人線量計を着用すること。ただし，一時立入者であって放射

線管理課長の指示に従う場合は，この限りでない。 

（３）管理区域に立入る場合は，保護衣を着用すること。ただし，汚染のおそれのない管理区域

に立入る場合または放射線管理課長の承認を得て，その指示に従う場合は，この限りでない。 

（４）第２９５条第１項（２）に係る区域から退出する場合および物品等を持ち出す場合は，更

衣および持ち出す物の養生等を行うこと。 

（５）管理区域から退出する場合または管理区域内で汚染のおそれのない管理区域に移動する場

合は，身体および身体に着用している物の表面汚染密度を確認すること。ただし，汚染のお

それのない管理区域から退出する場合，または第２９６条第６項に基づく放射線管理課長の

指示に従う場合は，この限りでない。 

（６）放射性物質を経口摂取するおそれのある場所での飲食および喫煙をしないこと。 

 

 

（保全区域） 

第２９８条 保全区域は，添付２－３に示す区域とする。 

２．警備課長は，保全区域を標識等により区別する他，必要に応じて立入制限等の措置を講じる。 

 

 

（周辺監視区域） 

第２９９条 周辺監視区域は，図２９９に示す区域とする。 

２．警備課長は，第１項の周辺監視区域境界に，柵を設けるかまたは標識を掲げることにより，業

務上立入る者以外の立入りを制限する。ただし，当該区域に立入るおそれのないことが明らかな

場合は，この限りでない。 
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 図２９９ 
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変更前 変更後 理由 
 （線量の評価） 

第３００条 放射線管理課長は，所員の放射線業務従事者の実効線量および等価線量を表３００に

定める項目および頻度に基づき評価し，法令に定める線量限度を超えていないことを確認す

る。 

 

表３００  

項 目 頻 度 

外部被ばくによる線量 ３ヶ月に１回※１ 

内部被ばくによる線量 ３ヶ月に１回※１ 

※１：女子（妊娠不能と診断された者および妊娠の意思のない旨を書面で申し出た者を除く。）に

あっては，１ヶ月に１回とする。 

 

 

（床，壁等の除染） 

第３０１条 各課長は，法令に定める表面密度限度を超えるような予期しない汚染を床，壁等に発

生させた場合または発見した場合は，放射線管理課長に連絡するとともに，汚染拡大防止の

ため区画等の応急措置を講じる。 

２．第１項の汚染箇所に係る作業の所管課長は，汚染状況等について放射線管理課長の確認を受け

た上で，その協力を得ながら汚染の除去等，放射線防護上の必要な措置を講じる。 

３．第２項の所管課長は，その措置結果について，放射線管理課長の確認を得る。 

 

 

（外部放射線に係る線量当量率等の測定） 

第３０２条 放射線管理課長は，表３０２－１および表３０２－２（第２９４条第１項（２）の区

域内に設定した汚染のおそれのない管理区域内に限る）に定める管理区域内における測定項

目について，同表に定める頻度で測定する。ただし，人の立ち入れない措置を講じた管理区

域については，この限りでない。 

２．放射線管理課長は，表３０２－１に定める周辺監視区域境界付近（測定場所は図３０２に定め

る）における測定項目について，同表に定める頻度で測定する。 

３．放射線管理課長は，第１項または第２項の測定により，異常が認められた場合は，直ちにその

原因を調査し，必要な措置を講じる。 
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変更前 変更後 理由 
 表３０２－１ 

場 所 測定項目 測定頻度 

１．管理区域内※１ 

外部放射線に係る線量当量率※２ 毎日１回 

外部放射線に係る線量当量率※３ １週間に１回 

外部放射線に係る線量当量 １週間に１回 

空気中の放射性物質濃度※４ １週間に１回 

表面汚染密度※４ １週間に１回 

２．周辺監視区域境界付近 

空気吸収線量 ３ヶ月に１回 

空気吸収線量率※５ 常時 

空気中の粒子状放射性物質濃度 ３ヶ月に１回 

※１：人の立入頻度等を考慮して，被ばく管理上重要な項目について測定 

※２：エリア放射線モニタにおいて測定する項目（使用済燃料の貯蔵施設） 

※３：エリア放射線モニタにおいて測定する項目（使用済燃料の貯蔵施設以外の施設） 

※４：汚染のおそれのない管理区域は，測定を省略することができる。 

※５：モニタリングポストにおいて測定する項目 

 
表３０２－２ 

場 所 測定項目 測定頻度 

汚染のおそれのない管理区域内 表面汚染密度 

１週間に１回 

（汚染のおそれのない管理区域が

設定されている期間） 
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変更前 変更後 理由 
 （放射線計測器類の管理） 

第３０３条 放射線管理課長および計測制御課長は，表３０３に定める放射線計測器類について，

同表に定める数量を確保する。ただし，故障等により使用不能となった場合は，修理または

代替品を補充する。 

 

表３０３ 

分 類 計測器種類 所管課長 数 量 

1.被ばく管理用計測器 ホールボディカウンタ 放射線管理課長 １台※１ 

2.放射線管理用計測器 

線量当量率測定用サーベイメータ 放射線管理課長 ４台※１ 

汚染密度測定用サーベイメータ 放射線管理課長 ４台※１ 

体表面ゲートモニタ 放射線管理課長 ３台※２※３ 

試料放射能測定装置 放射線管理課長 １台※１※４ 

積算線量計 放射線管理課長 １式※１ 

3.放射線監視用計測器 
モニタリングポスト 計測制御課長 ６台※１ 

エリアモニタ 計測制御課長 １８台※５ 

4.環境放射能用計測器 
試料放射能測定装置 放射線管理課長 １台※１ 

積算線量測定装置 放射線管理課長 １台※１ 

※１：１号炉，２号炉および３号炉共用 

※２：１号炉，２号炉および３号炉共用の１台を含む。 

※３：１号炉および２号炉共用の２台を含む。 

※４：表２９１の試料放射能測定装置と共用 

※５：１号炉，２号炉および３号炉共用の５台を含む。 

 

 

（管理区域外等への搬出および運搬） 

第３０４条 放射線管理課長は，各課長が管理区域外に搬出する物品または管理区域内で汚染のお

それのない管理区域に移動する物品の表面汚染密度が法令に定める表面密度限度の１０分の

１を超えていないことを確認する。ただし，汚染のおそれのない管理区域から搬出される場

合は，この限りでない。 

２．各課長は管理区域外に核燃料物質等（第２８０条，第２８７条および第２８８条に定めるもの

を除く。以下，本条において同様。）を運搬する場合，または船舶輸送に伴い車両によって運搬

する場合は，第２８８条第５項を準用する。 

３．放射線管理課長は，第２項の運搬において，容器等の線量当量率が法令に定める値を超えてい

ないことおよび容器等の表面汚染密度が法令に定める表面密度限度の１０分の１を超えていない

ことを確認する。ただし，汚染のおそれのない管理区域から運搬する場合は，表面汚染密度につ

いての確認を省略できる。 

４．放射線管理課長は，各課長が管理区域内で汚染のおそれのない管理区域に核燃料物質等を移動

する場合は，容器等の表面汚染密度が法令に定める表面密度限度の１０分の１を超えていないこ

とを確認する。 

 

 
（発電所外への運搬） 

第３０５条 各課長は，核燃料物質等（第２８０条，第２８７条および第２８８条を除く。）を発電

所外に運搬する場合は，所長の承認を得る。 
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変更前 変更後 理由 
 （協力企業の放射線防護） 

第３０６条 放射線管理課長は，管理区域内で作業を行う協力企業に対して，以下に示す放射線防

護上の必要な事項を定め，所長の承認を得る。 

（１）管理区域出入者の遵守事項 

イ．出入方法に関すること  

ロ．個人線量計の着用に関すること  

ハ．保護衣の着用に関すること 

ニ．汚染拡大防止措置に関すること  

ホ．管理区域内での飲食および喫煙に関すること 

（２）線量評価の項目および頻度に関すること 

（３）床，壁等の汚染発見時の措置に関すること 

２．各課長は，管理区域内で作業を行う協力企業に対して，第１項に定めた必要事項を遵守させる

措置を講じる。 

 

 

（頻度の定義） 

第３０７条 本章でいう測定頻度に関する考え方は，表３０７のとおりとする。 

 

表３０７ 

頻 度 考え方 

毎日１回 
午前０時を始期とする１日の間に１回実施し，連続して実施（測定等）し

ている場合も含む。 

１週間に１回 月曜日を始期とする１週間に１回実施。 

１ヶ月に１回 毎月１日を始期とする１ヶ月間に１回実施。 

３ヶ月に１回 
４月１日，７月１日，１０月１日および１月１日を始期とする各３ヶ月間

に１回実施。 

常時 
測定可能な状態において常に測定することを意味しており，点検時等の測

定不能な期間を除く。 
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変更前 変更後 理由 
 第８章 保守管理 

 

（保守管理計画） 

第３０８条 保守管理を実施するにあたり，以下の保守管理計画を定める。 

 

1.定義 

本保守管理計画における用語の定義は，「原子力発電所の保守管理規程（JEAC4209-2007）」に 

従うものとする。 

 

2.保守管理の実施方針および保守管理目標 

(1) 社長は，原子炉施設の安全確保を最優先として，保守管理の継続的な改善を図るため，保守管

理の現状等を踏まえ，保守管理の実施方針を定める。また，12.の保守管理の有効性評価の結果，

および保守管理を行う観点から特別な状態（7.3 参照）を踏まえ保守管理の実施方針の見直しを

行う。 

 

(2) 組織は，保守管理の実施方針に基づき，保守管理の改善を図るための保守管理目標を設定する。

また，12.の保守管理の有効性評価の結果，および保守管理を行う観点から特別な状態（7.3 参

照）を踏まえ保守管理目標の見直しを行う。 

 

3.保全プログラムの策定 

組織は，2.の保守管理目標を達成するため 4.より 11.からなる保全プログラムを策定する。 

また，12.の保守管理の有効性評価の結果，および保守管理を行う観点から特別な状態（7.3 

参照）を踏まえ保全プログラムの見直しを行う。 

 

4.保全対象範囲の策定 

組織は，原子力発電施設の中から，保全を行うべき対象範囲として次の各項の設備 

を選定する。 

(1) 廃止措置計画で定める廃止措置期間中に機能を維持すべき設備 

(2) その他自ら定める設備 

 

5.保全重要度の設定 

組織は，4.の保全対象範囲について系統毎の範囲と機能を明確にした上で，構築物，系統およ 

び機器の保全重要度を設定する。 

(1) 系統の保全重要度は，原子炉施設の安全性を確保するため重要度分類指針の重要度を参考に，

廃止措置期間中における安全機能要求を考慮して設定する。 

(2) 機器の保全重要度は，当該機器が属する系統の保全重要度と整合するよう設定する。 

なお，この際，機器が故障した場合の系統機能への影響を考慮することができる。 

(3) 構築物の保全重要度は，(1)または(2)に基づき設定する。 
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変更前 変更後 理由 
 6.保全活動管理指標の設定，監視計画の策定および監視 

(1) 組織は，保全の有効性を監視，評価するために 5.の保全重要度を踏まえ，系統レベルの保全

活動管理指標を設定する。 

ａ．系統レベルの保全活動管理指標 

系統レベルの保全活動管理指標として，5.(1)の保全重要度の高い系統に対して以下のものを設

定する。 

① 予防可能故障（ＭＰＦＦ）回数 

(2) 組織は，以下に基づき保全活動管理指標の目標値を設定する。また，11.の保全の有効性評価

の結果を踏まえ保全活動管理指標の目標値の見直しを行う。 

ａ．系統レベルの保全活動管理指標 

①予防可能故障（ＭＰＦＦ）回数の目標値は，運転実績および重要度分類指針の重要度を考慮

して設定する。 

(3) 組織は，系統の供用開始までに，保全活動管理指標の監視項目，監視方法および算出周期を具

体的に定めた監視計画を策定する。なお，監視計画には，計画の始期および期間に関すること

を含める。 

(4) 組織は，監視計画に従い保全活動管理指標に関する情報の採取および監視を実施し，その結果

を記録する。 

 

7.保全計画の策定 

(1) 組織は，4.の保全対象範囲に対し，以下の保全計画を策定する。なお，保全計画には，計画の

始期および期間に関することを含める。 

ａ．点検計画（7.1 参照） 

ｂ．補修，取替えおよび改造計画（7.2 参照） 

ｃ．特別な保全計画（7.3 参照） 

(2) 組織は，保全計画の策定にあたって，5.の保全重要度を勘案し，必要に応じて次の事項を考慮

する。また，11.の保全の有効性評価の結果を踏まえ保全計画の見直しを行う。 

ａ．運転実績，事故および故障事例などの運転経験 

ｂ．使用環境および設置環境 

ｃ．劣化，故障モード 

ｄ．機器の構造等の設計的知見 

ｅ．科学的知見 

 (3) 組織は，保全の実施段階において維持すべき原子炉施設の安全機能に影響を及ぼす可能性のあ

る行為を把握し，保全計画を策定する。 

 

7.1 点検計画の策定 

(1) 組織は，点検を実施する場合は，あらかじめ保全方式を選定し，点検の方法ならびにそれら

の実施頻度および実施時期を定めた点検計画を策定する。 

(2) 組織は，構築物，系統および機器の適切な単位ごとに，以下に示す保全方式から適切な方式

を選定する。 

ａ．予防保全 

①時間基準保全 

②状態基準保全 

ｂ．事後保全 
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変更前 変更後 理由 
 (3) 組織は，選定した保全方式の種類に応じて，次の事項を定める。 

ａ．時間基準保全 

点検を実施する時期までに，次の事項を定める。 

①点検の具体的方法 

②構築物，系統および機器が所定の機能を発揮しうる状態にあることを確認・評価 

するために必要なデータ項目，評価方法および管理基準 

③実施頻度 

④実施時期 

 なお，時間基準保全を選定した機器に対して，運転中に設備診断技術を使った状態監視デ

ータ採取，巡視点検または定例試験の状態監視を実施する場合は，状態監視の内容に応じて，

状態基準保全を選定した場合に準じて必要な事項を定める。 

ｂ．状態基準保全 

（ａ） 設備診断技術を使い状態監視データを採取する時期までに，次の事項を定める。 

①状態監視データの具体的採取方法 

②機器の故障の兆候を検知するために必要な状態監視データ項目，評価方法および必要 

な対応を適切に判断するための管理基準 

③状態監視データ採取頻度 

④実施時期 

⑤機器の状態が管理基準に達した場合の対応方法 

（ｂ）巡視点検を実施する時期までに，次の事項を定める。 

①巡視点検の具体的方法 

②構築物，系統および機器の状態を監視するために必要なデータ項目，評価方法および管

理基準 

③実施頻度 

④実施時期 

⑤機器の状態が管理基準に達するかまたは故障の兆候を発見した場合の対応方法 

（ｃ）定例試験を実施する時期までに，次の事項を定める。 

①定例試験の具体的方法 

②構築物，系統および機器が所定の機能を発揮しうる状態にあることを確認・評価するた

めに必要なデータ項目，評価方法および管理基準 

③実施頻度 

④実施時期 

⑤機器の状態が管理基準に達した場合の対応方法 

ｃ．事後保全 

事後保全を選定した場合は，機能喪失の発見後，修復を実施する前に，修復方法，修復後に

所定の機能を発揮することの確認方法および修復時期を定める。 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
7
7 

変更前 変更後 理由 
 7.2 補修，取替えおよび改造計画の策定 

(1) 組織は，補修，取替えおよび改造を実施する場合は，あらかじめその方法および実施時期を

定めた計画を策定する。また，安全上重要な機器等※１の補修，取替えおよび改造を実施する場

合は，その計画段階において，法令に基づく必要な手続き※２の要否について確認を行い，その

結果を記録する。 

(2) 組織は，補修，取替えおよび改造を実施する構築物，系統および機器が，所定の機能を発揮

しうる状態にあることを検査および試験により確認・評価する時期までに，次の事項を定める。 

ａ．検査および試験の具体的方法 

ｂ．所定の機能を発揮しうる状態にあることを確認・評価するために必要な検査および試験の

項目，評価方法および管理基準 

ｃ．検査および試験の実施時期 

※１：安全上重要な機器等とは，安全上重要な機器等を定める告示に定める機器および構造物

のうち，新燃料貯蔵設備，使用済燃料貯蔵設備および燃料取扱設備をいう。(以下，本条

および第３２１条において同じ。) 

※２：法令に基づく必要な手続きとは，原子炉等規制法第４３条の３の８（変更の許可及び届

出等），第４３条の３の９（工事の計画の認可），第４３条の３の１０（工事の計画の届

出），第４３条の３の１１（使用前検査）および第４３条の３の１３（溶接安全管理検査），

ならびに電気事業法第４７条・第４８条（工事計画）および第４９条・第５０条（使用

前検査）に係る手続きをいう。(以下，本条および第３２１条において同じ。) 

7.3 特別な保全計画の策定 

(1) 組織は，地震，事故等により特別な保全を実施する場合などは，特別な措置として，あらか

じめ当該原子炉施設の状態に応じた保全方法および実施時期を定めた計画を策定する。 

(2) 組織は，特別な保全計画に基づき保全を実施する構築物，系統および機器が，所定の機能を

発揮しうる状態にあることを点検により確認・評価する時期までに，次の事項を定める。 

ａ．点検の具体的方法 

ｂ．所定の機能を発揮しうる状態にあることを確認・評価するために必要な点検の項目，評価

方法および管理基準 

ｃ．点検の実施時期 

 

8.保全の実施 

(1) 組織は，7.で定めた保全計画に従って点検・補修等の保全を実施する。 

(2) 組織は，保全の実施にあたって，以下の必要なプロセスを実施する。 

ａ．工事計画 

ｂ．設計管理 

ｃ．調達管理 

ｄ．工事管理 

(3) 組織は，点検・補修等の結果について記録する。 

 

9.点検・補修等の結果の確認・評価 

(1) 組織は，あらかじめ定めた方法で，保全の実施段階で採取した構築物，系統および機器 

の点検･補修等の結果から所定の機能を発揮しうる状態にあることを，所定の時期※３までに確

認･評価し，記録する。 

(2) 組織は，最終的な機能確認では十分な確認・評価ができない場合には，定めたプロセスに基

づき，点検・補修等が実施されていることを，所定の時期※３までに確認・評価し，記録する。 

※３：所定の時期とは，所定の機能が要求される時またはあらかじめ計画された保全の完了時

をいう。 
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変更前 変更後 理由 
 10.点検・補修等の不適合管理，是正処置および予防処置 

(1) 組織は，以下のａ．およびｂ．の場合には，不適合管理を行った上で，9.の確認・評価の結果

を踏まえて実施すべき原子炉施設の点検等の方法，実施頻度および時期の是正処置ならびに予防

処置を講じる。 

ａ．点検・補修等を実施した構築物，系統および機器が所定の機能を発揮しうることを確認・ 

評価できない場合 

ｂ．最終的な機能確認では十分な確認・評価ができない場合にあって，定めたプロセスに基 

づき，点検・補修等が実施されていることが確認・評価できない場合 

(2) 組織は，(1)ａ．およびｂ．の場合の不適合管理，是正処置および予防処置について記録す 

る。 

 

11. 保全の有効性評価 

組織は，保全活動から得られた情報等から，保全の有効性を評価し，保全が有効に機能してい 

ることを確認するとともに，継続的な改善につなげる。 

(1) 組織は，あらかじめ定めた時期および内容に基づき，保全の有効性を評価する。 

なお，保全の有効性評価は，以下の情報を適切に組み合わせて行う。 

ａ．保全活動管理指標の監視結果 

ｂ．保全データの推移および経年劣化の長期的な傾向監視の実績 

ｃ．トラブルなど運転経験 

ｄ．他プラントのトラブルおよび経年劣化傾向に係るデータ 

ｅ．リスク情報，科学的知見 

(2) 組織は，保全の有効性評価の結果を踏まえ，構築物，系統および機器の保全方式を変更す 

る場合には，7.1 に基づき保全方式を選定する。また，構築物，系統および機器の点検間隔を 

変更する場合には，保全重要度を踏まえた上で，以下の評価方法を活用して評価する。 

ａ．点検および取替結果の評価 

ｂ．劣化トレンドによる評価 

ｃ．類似機器等のベンチマークによる評価 

ｄ．研究成果等による評価 

(3) 組織は，保全の有効性評価の結果とその根拠および必要となる改善内容について記録する。 

 

12.保守管理の有効性評価 

(1) 組織は，11.の保全の有効性評価の結果および 2.の保守管理目標の達成度から，定期的に 

保守管理の有効性を評価し，保守管理が有効に機能していることを確認するとともに，継続的な

改善につなげる。 

(2) 組織は，保守管理の有効性評価の結果とその根拠および改善内容について記録する。 

 

13.情報共有 

組織は，保守点検を行った事業者から得られた保安の向上に資するために必要な技術情報を，Ｂ

ＷＲ事業者協議会を通じて他の原子炉設置者と情報共有を行う。 

 

 
（溶接事業者検査の実施） 

第３０８条の３ 所長は，溶接事業者検査を統括する。 

２．検査課長は，関係箇所と十分な連絡協調を図りながら溶接事業者検査を実施するとともに所管

する検査員の職務の遂行に関して適切な指示，管理を行う。 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 
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変更前 変更後 理由 
 第９章 緊急時の措置 

 

（原子力防災組織） 

第３０９条 防災課長は，緊急事態が発生した場合に，原子力災害対策活動を行えるよう，原子力

防災組織を定めるにあたり，所長の承認を得る。 

２．緊急時対策本部の本部長は，所長とする。ただし，防災課長は，所長が不在の場合に備えて代

行者を定めるにあたり，所長の承認を得る。 

３．原子力災害対策特別措置法に基づく措置が必要な場合は，本規定にかかわらず当該措置を優先

する。（以下，本章において同じ。） 

 

 

（原子力防災組織の要員） 

第３１０条 防災課長は，原子力防災組織の要員を定めるにあたり，所長の承認を得る。 

 

 

（緊急作業従事者の選定） 

第３１０条の２ 防災課長は，次の各号全ての要件に該当する所員および協力企業従業員等の放射

線業務従事者（女子については，妊娠不能と診断された者および妊娠の意思のない旨を書面

で申し出た者に限る。）から，緊急作業従事者を選定し，所長の承認を得る。 

（１）表３１０の２の緊急作業についての教育を受けた上で，緊急作業に従事する意思がある旨

を，社長に書面で申し出た者。 

（２）表３１０の２の緊急作業についての訓練を受けた者。 

（３）実効線量について２５０ミリシーベルトを線量限度とする緊急作業に従事する者にあって

は，原子力災害対策特別措置法第８条第３項に規定する原子力防災要員，同法第９条第１項

に規定する原子力防災管理者または同法同条第３項に規定する副原子力防災管理者である

こと。 

 

 

表３１０の２ 

分 類 項 目 時間 

教育 

緊急作業の方法に関する知識（放射線測定の方法，身体等の

汚染の状態の検査，保護具の性能および使用方法等） 
３時間以上 

電離放射線の生体に与える影響，健康管理の方法および被ば

く線量の管理の方法に関する知識 
１時間以上 

訓練 

緊急作業の方法 ３時間以上 

緊急作業で使用する施設および設備の取扱い※１ ３時間以上 

※１：兼用できる訓練 

 第２１７条の２第１項，第３１３条，第３１９条および第１編の第１７条の２第１項，第

１１３条，第１１９条のうち，緊急作業で使用する施設および設備の取扱いに関する訓練 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 
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変更前 変更後 理由 
 （原子力防災資機材の整備） 

第３１１条 各課長は，原子力防災組織の活動に必要な放射線障害防護用器具，非常用通信機器等

を定めるにあたり，所長の承認を得る。 

２．防災課長および発電管理課長は，緊急時における運転操作に関するマニュアルを作成し，制定

および改定にあたっては，第２０７条第２項に基づき，運営委員会の確認を得る。 

 

 

（通報経路） 

第３１２条 防災課長は，緊急事態が発生した場合の社内および国，県，市，町等の社外関係機関

との通報経路を定めるにあたり，所長の承認を得る。 

 

 

（緊急時演習） 

第３１３条 防災課長は，原子力防災組織の要員に対して緊急事態に対処するための総合的な訓練

を１年に１回以上実施し，所長に報告する。 

 

 

（通報） 

第３１４条 発電課長等は，原子炉施設に異常が発生し，その状況が緊急事態である場合は，第３

１２条に定める通報経路にしたがって，所長に通報する。 

２．所長は，緊急事態の発生について通報を受け，または自ら発見した場合は，第３１２条に定め

る通報経路にしたがって，社内および社外関係機関に通報する。 

 

 

（緊急時体制の発令） 

第３１５条 所長は，緊急事態が発生した場合は，緊急時体制を発令して，原子力防災組織の要員

を召集し，発電所に緊急時対策本部を設置する。 

 

 

（応急措置） 

第３１６条 本部長は，原子力防災組織を統括し，緊急事態において次の応急措置を実施する。 

（１）警備および避難誘導 

（２）放射能影響範囲の推定 

（３）医療活動 

（４）消火活動 

（５）汚染拡大の防止 

（６）線量評価 

（７）応急復旧 

（８）原子力災害の発生または拡大防止を図るための措置 

 

 

（緊急時における活動） 

第３１７条 原子力緊急事態宣言発令後，本部長は，第３１６条で定める応急措置を継続実施する。 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 
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変更前 変更後 理由 
 （緊急作業従事者の線量管理等） 

第３１７条の２ 本部長は，緊急作業従事者が緊急作業期間中に受ける線量を可能な限り低減する

ため，次の事項を実施する。 

（１）緊急作業従事者が緊急作業に従事する期間中の実効線量および等価線量を表３１７の２に定

める項目および頻度に基づき評価するとともに，法令に定める線量限度を超えないように被

ばく線量の管理を実施する。 

（２）原子炉施設の状況および作業内容を考慮し，放射線防護マスクの着用等の放射線防護措置

を講じる。 

２．本部長は，緊急作業従事者に対し，緊急作業期間中および緊急作業に係る業務から離れる際，

医師による健康診断を実施する。 

 

表３１７の２ 

項  目 頻  度 

外部被ばくによる線量 １ヶ月※１に１回 

内部被ばくによる線量 １ヶ月※１に１回 

※１：毎月１日を始期とする。 

 

 

（緊急時体制の解除） 

第３１８条 本部長は，事象が収束し，緊急時体制を継続する必要がなくなった場合は，緊急時体

制を解除し，その旨を社内および社外関係機関に連絡する。 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 
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変更前 変更後 理由 
 第１０章 保安教育 

 

（所員への保安教育） 

第３１９条 原子炉施設の廃止措置を行う所員への保安教育を実施するにあたり，具体的な保安教

育の内容とその見直し頻度等を定めた「保安教育実施要領書」に基づき，次の各号を実施す

る。 

（１）技術課長は，毎年度，原子炉施設の廃止措置を行う所員への保安教育実施計画を表３１９

－１，２，３の実施方針に基づいて作成し，廃止措置主任者の確認を得て所長の承認を得る。 

（２）技術課長は，（１）の保安教育実施計画の策定にあたり，第２０７条第２項に基づき運営

委員会の確認を得る。 

（３）各課長は，（１）の保安教育実施計画に基づき，保安教育を実施する。技術課長は，年度

毎に実施結果を所長へ報告する。 

ただし，各課長が，定められた基準に従い，各項目の全部または一部について十分な知識

および技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略することが

できる。 

（４）各課長は，保安教育の具体的な内容について，定められた頻度に基づき見直しを行う。 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 
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変更前 変更後 理由 
 表３１９－１ 

所員への保安教育実施方針（総括表） 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 
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の保安活動を第２編に規

定する） 
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変更前 変更後 理由 
  女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 
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識

◎
（
１

．
５

時
間

以
上

）
○

（
１

．
５

時
間

以
上

）

電
離

放
射

線
障

害
防

止
規

則
の

分
類

運
転

員
運

転
員

以
外

の
技

術
系

所
員

事
務

系
所

員

○
（
１

．
５

時
間

以
上

）
原

子
炉

施
設

に
お

け
る

作
業

の
方

法
に

関
す

る
知

識
◎

（
１

．
５

時
間

以
上

）
◎

（
１

．
５

時
間

以
上

）

核
燃

料
物

質
お

よ
び

核
燃

料
物

質
に

よ
っ

て
汚

染
さ

れ
た

物
の

取
扱

い
に

関
す

る
こ

と
                              ※

１

放
射

線
管

理
に

関
す

る
こ

と
                              ※

１

◎
（
２

時
間

以
上

）
◎

（
２

時
間

以
上

）

◎
（
１

．
５

時
間

以
上

）
◎

（
１

．
５

時
間

以
上

）

※
１

：
各

課
長

が
，

所
長

に
よ

り
別

途
承

認
さ

れ
た

基
準

に
従

い
，

各
項

目
の

全
部

ま
た

は
一

部
に

つ
い

て
　

十
分

な
知

識
お

よ
び

技
能

を
有

し
て

い
る

も
の

と
認

め
た

者
に

つ
い

て
は

，
該

当
す

る
教

育
に

つ
い

て
　

省
略

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
※

２
：
各

対
象

者
に

要
求

さ
れ

て
い

る
教

育
項

目
は

，
対

象
者

と
な

っ
た

時
点

か
ら

課
せ

ら
れ

る
。

※
３

：
発

電
副

長
の

代
務

を
行

う
発

電
管

理
副

長
を

含
む

。

◎
：
全

員
が

教
育

の
対

象
者

○
：
業

務
に

関
連

す
る

者
が

教
育

の
対

象
（
       ）

：合
計

の
教

育
時

間

○
（
２

時
間

以
上

）
原

子
炉

施
設

に
お

け
る

作
業

の
方

法
お

よ
び

同
施

設
に

係
る

設
備

の
取

扱
い

核
燃

料
物

質
お

よ
び

核
燃

料
物

質
に

よ
っ

て
汚

染
さ

れ
た

物
の

取
扱

い
に

関
す

る
こ

と
                              ※

１

放
射

線
管

理
に

関
す

る
こ

と
                              ※

１

○
（
２

時
間

以
上

）

表３１９－２
表３１９－２ 
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変更前 変更後 理由 
 表３１９－３ 

所員への保安教育実施方針（運転員） 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 
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変更前 変更後 理由 
 

（協力企業従業員への保安教育） 

第３２０条 総務課長は，原子炉施設に関する作業を協力企業が行う場合，当該協力企業従業員の発

電所入所時に安全上必要な教育が表３２０の実施方針に基づいて実施されていることを確認

する。なお，各課長は，教育の実施状況を確認するため，教育現場に適宜立ち会い，その結

果を総務課長に報告する。 

ただし，総務課長が，所長により別途承認された基準に従い，各項目の全部または一部につい

て十分な知識および技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略す

ることができる。 

２．放射線管理課長は，原子炉施設に関する作業のうち，管理区域内における業務を協力企業が行

う場合，当該協力企業従業員に対し，安全上必要な教育が表３２０の実施方針に基づいて実施さ

れていることを確認する。なお，各課長は，教育の実施状況を確認するため教育現場に適宜立ち

会い，その結果を放射線管理課長に報告する。 

ただし，放射線管理課長が，所長により別途承認された基準に従い，各項目の全部または一部

について十分な知識および技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について

省略することができる。 

３．発電管理課長は，放射性廃棄物処理設備に関する業務の補助を協力企業が行う場合，毎年度，

当該業務に従事する従業員に対し，表３１９－１，２，３の実施方針のうち，「放射性廃棄物処

理設備の業務に関わる者」に準じる保安教育実施計画を定めていることを確認し，その内容を廃

止措置主任者の確認を得て所長の承認を得る。 

４．発電管理課長は，第３項の保安教育実施計画に基づき保安教育が実施されていることを確認し，

その実施結果を年度毎に所長に報告する。なお，教育の実施状況を確認するため教育現場に適宜

立ち会う。 

ただし，発電管理課長が，所長により別途承認された基準に従い，各項目の全部または一部に

ついて十分な知識および技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省

略することができる。 

５．原子燃料課長は，燃料の取扱いに関する業務の補助を協力会社が行う場合，毎年度，当該業務

に従事する従業員に対し，表３１９－１，２，３の実施方針のうち，「燃料の取扱いの業務に関

わる者」に準じる保安教育実施計画を定めていることを確認し，その内容を廃止措置主任者の確

認を得て所長の承認を得る。 

６．原子燃料課長は，第５項の保安教育実施計画に基づき保安教育が実施されていることを確認し，

その実施結果を年度毎に所長に報告する。なお，教育の実施状況を確認するため教育現場に適宜

立ち会う。 

ただし，原子燃料課長が，所長により別途承認された基準に従い，各項目の全部または一部に

ついて十分な知識および技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省

略することができる。 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 
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変更前 変更後 理由 
  女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 

 

 

（
１

）
発

電
所

入
所

時
に

安
全

上
必

要
な

教
育

中
分

類
（
実

用
炉

規
則

第
９

２
条

の
内

容
）

小
分

類
(項

目
）

内
　

　
　

　
　

容
実

施
時

期
放

射
線

業
務

従
事

者
放

射
線

業
務

従
事

者
以

外

作
業

上
の

留
意

事
項

◎
○

非
常

の
場

合
に

講
ず

べ
き

処
置

の
概

要
◎

◎

関
係

法
令

お
よ

び
保

安
規

定
の

遵
守

に
関

す
る

こ
と

◎
○

廃
止

措
置

の
概

要
◎

○

（
２

）
放

射
線

業
務

従
事

者
に

対
す

る
教

育

内
      容

実
施

時
期

放
射

線
業

務
従

事
者

放
射

線
業

務
従

事
者

以
外

①
核

燃
料

物
質

ま
た

は
使

用
済

燃
料

の
種

類
お

よ
び

性
状

②
核

燃
料

物
質

ま
た

は
使

用
済

燃
料

に
よ

っ
て

汚
染

さ
れ

た
物

の
種

類
お

よ
び

性
状

◎
（
０

．
５

時
間

以
上

）
×

①
管

理
区

域
に

関
す

る
こ

と

②
核

燃
料

物
質

も
し

く
は

使
用

済
燃

料
ま

た
は

こ
れ

ら
に

よ
っ

て
汚

染
さ

れ
た

物
の

運
搬

，
貯

蔵
お

よ
び

廃
棄

の
作

業
の

方
法

お
よ

び
順

序

③
核

燃
料

物
質

ま
た

は
使

用
済

燃
料

に
よ

っ
て

汚
染

さ
れ

た
設

備
の

保
守

お
よ

び
点

検
の

作
業

の
方

法
お

よ
び

順
序

④
外

部
放

射
線

に
よ

る
線

量
当

量
率

お
よ

び
空

気
中

の
放

射
性

物
質

の
濃

度
の

監
視

の
方

法

⑤
天

井
，

床
，

壁
，

設
備

等
の

表
面

の
汚

染
の

状
態

の
確

認
お

よ
び

汚
染

の
除

去
の

方
法

⑥
異

常
な

事
態

が
発

生
し

た
場

合
に

お
け

る
応

急
の

措
置

原
子

炉
，

放
射

性
廃

棄
物

の
廃

棄
設

備
お

よ
び

そ
の

他
の

設
備

の
構

造
お

よ
び

取
扱

い
の

方
法

◎
（
１

．
５

時
間

以
上

）
×

電
離

放
射

線
の

種
類

お
よ

び
性

質
，

電
離

放
射

線
が

生
体

の
細

胞
，

組
織

，
器

官
お

よ
び

全
身

に
与

え
る

影
響

◎
（
０

．
５

時
間

以
上

）
×

法
，

令
，

労
働

安
全

衛
生

規
則

お
よ

び
電

離
放

射
線

障
害

防
止

規
則

中
の

関
係

条
項

◎
（
１

．
０

時
間

以
上

）
×

①
管

理
区

域
へ

の
立

入
り

お
よ

び
退

去
の

手
順

②
核

燃
料

物
質

も
し

く
は

使
用

済
燃

料
ま

た
は

こ
れ

ら
に

よ
っ

て
汚

染
さ

れ
た

物
の

運
搬

，
貯

蔵
お

よ
び

廃
棄

の
作

業

③
核

燃
料

物
質

ま
た

は
使

用
済

燃
料

に
よ

っ
て

汚
染

さ
れ

た
設

備
の

保
守

お
よ

び
点

検
の

作
業

④
外

部
放

射
線

に
よ

る
線

量
当

量
率

お
よ

び
空

気
中

の
放

射
性

物
質

の
濃

度
の

監
視

⑤
天

井
，

床
，

壁
，

設
備

等
の

表
面

の
汚

染
の

状
態

の
確

認
お

よ
び

汚
染

の
除

去⑥
原

子
炉

，
放

射
性

廃
棄

物
の

廃
棄

設
備

お
よ

び
そ

の
他

の
設

備
の

取
扱

い

⑦
異

常
な

事
態

が
発

生
し

た
場

合
に

お
け

る
応

急
の

措
置

※
１

：
各

課
長

が
，

所
長

に
よ

り
別

途
承

認
さ

れ
た

基
準

に
従

い
，

各
項

目
の

全
部

ま
た

は
一

部
に

つ
い

て
十

分
な

知
識

お
よ

び
技

能
を

有
し

て
い

る
も

の
と

◎
：
全

員
が

教
育

の
対

象
者

　
　

　
認

め
た

者
に

つ
い

て
は

，
該

当
す

る
教

育
に

つ
い

て
省

略
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

○
：
業

務
に

関
連

す
る

者
が

教
育

の
対

象
※

２
：
各

対
象

者
に

要
求

さ
れ

て
い

る
教

育
項

目
は

，
対

象
者

と
な

っ
た

時
点

か
ら

課
せ

ら
れ

る
。

×
：
教

育
の

対
象

外
（
      ）

：合
計

の
教

育
時

間

原
子

炉
施

設
に

お
け

る
作

業
の

方
法

お
よ

び
同

施
設

に
係

る
設

備
の

取
扱

い

核
燃

料
物

質
お

よ
び

核
燃

料
物

質
に

よ
っ

て
汚

染
さ

れ
た

物
の

取
扱

い
に

関
す

る
こ

と
         ※

１

放
射

線
管

理
に

関
す

る
こ

と
     ※

１

非
常

時
の

場
合

に
講

ず
べ

き
処

置
に

関
す

る
こ

と
         ※

１

管
理

区
域

内
に

お
い

て
核

燃
料

物
質

、
使

用
済

燃
料

ま
た

は
こ

れ
ら

に
よ

っ
て

汚
染

さ
れ

た
物

を
取

り
扱

う
業

務
に

就
か

せ
る

時

核
燃

料
物

質
も

し
く
は

使
用

済
燃

料
ま

た
は

こ
れ

ら
に

汚
染

さ
れ

た
物

に
関

す
る

知
識

放
射

線
管

理
に

関
す

る
こ

と
     ※

１

◎
（
１

．
５

時
間

以
上

）

放
射

線
管

理
に

関
す

る
こ

と
     ※

１

◎
（
２

．
０

時
間

以
上

）

電
離

則
の

分
類

総
括

表
中

分
類

と
の

対
応

×
原

子
炉

施
設

に
お

け
る

作
業

の
方

法
に

関
す

る
知

識

核
燃

料
物

質
お

よ
び

核
燃

料
物

質
に

よ
っ

て
汚

染
さ

れ
た

物
の

取
扱

い
に

関
す

る
こ

と
         ※

１

放
射

線
管

理
に

関
す

る
こ

と
     ※

１

保
安

教
育

の
内

容
対

象
者

お
よ

び
教

育
時

間
※

２

核
燃

料
物

質
お

よ
び

核
燃

料
物

質
に

よ
っ

て
汚

染
さ

れ
た

物
の

取
扱

い
に

関
す

る
こ

と
          ※

１

非
常

時
の

場
合

に
講

ず
べ

き
処

置
に

関
す

る
こ

と

入
所

時
に

実
施

す
る

教
育

※
１

入
所

時

原
子

炉
施

設
の

廃
止

措
置

に
関

す
る

こ
と

×

放
射

線
管

理
に

関
す

る
こ

と
     ※

１

関
係

法
令

お
よ

び
保

安
規

定
の

遵
守

に
関

す
る

こ
と

      ※
１

非
常

時
の

場
合

に
講

ず
べ

き
処

置
に

関
す

る
こ

と
         ※

１

関
係

法
令

お
よ

び
保

安
規

定
の

遵
守

に
関

す
る

こ
と

関
係

法
令

  ・
原

子
炉

施
設

の
構

造
，

性
能

に
関

す
る

こ
と

  ・
放

射
線

管
理

に
関

す
る

こ
と

 ※
１

保
安

教
育

実
施

方
針

（
協

力
企

業
）

対
象

者
※

２

原
子

炉
施

設
の

構
造

・
性

能
に

関
す

る
こ

と

保
安

教
育

の
内

容

原
子

炉
施

設
に

係
る

設
備

の
構

造
お

よ
び

取
扱

い
の

方
法

に
関

す
る

知
識

電
離

放
射

線
の

生
体

に
与

え
る

影
響

大
分

類

  ・
原

子
炉

施
設

の
構

造
，

性
能

に
関

す
る

こ
と

  ・
放

射
線

管
理

に
関

す
る

こ
と

 ※
１

表３２０
表３２０ 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
8
8 

変更前 変更後 理由 
 第１１章 記録および報告 

（記録） 

第３２１条 各課長は，表３２１－１に定める保安に関する記録のうち，１．および２．の記録を

保存し，３．から２８．の記録を適正に作成し，保存する。なお，記録の作成にあたっては，

法令に定める記録に関する事項を遵守する。 

２．各課長は，表３２１－２に定める保安に関する記録を適正に作成し，保存する。なお，記録の

作成にあたっては，法令に定める記録に関する事項を遵守する。 

３．組織は，表３２１－３に定める保安に関する記録を適正に作成し，保存する。なお，記録の作

成にあたっては，法令に定める記録に関する事項を遵守する。 

４．各課長は，表３２１－４に定める保安に関する記録を保存する。 

 

表３２１－１  

記録（実用炉規則第６７条に基づく記録） 記録すべき場合※１ 保存期間 

１．使用前検査の結果 
検査の都度 

同一事項に関する次の

検査の時までの期間 ２．定期検査の結果 

３．原子炉施設の巡視の状況ならびにその担当者

の名前 
毎日１回 

巡視を実施した施設ま

たは設備を廃棄した後

５年が経過するまでの

期間 

４．保守管理の実施状況およびその担当者の氏名 

（1）保全活動管理指標の監視結果およびその担当

者の氏名 

（2）点検・補修等の結果（安全上重要な機器等の

補修，取替えおよび改造については，法令に

基づく必要な手続きの要否の確認結果を含

む。）およびその担当者の氏名 

（3）点検・補修等の結果の確認・評価およびその

担当者の氏名 

（4）点検・補修等の不適合管理，是正処置，予防 

処置およびその担当者の氏名 

保守管理の実施の

都度 

保守管理を実施した 

原子炉施設を解体 

または廃棄した後５年

が経過するまでの期間 

５．保守管理に関する方針，保守管理の目標およ

び保守管理の実施に関する計画の評価の結果お

よびその評価の担当者の氏名 

（1）保全の有効性評価およびその担当者の氏名 

（2）保守管理の有効性評価およびその担当者の 

氏名 

評価の都度 

評価を実施した原子炉

施設の保守管理に関す

る方針，保守管理の目

標または保守管理の実

施に関する計画の改定

までの期間 
 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
8
9 

変更前 変更後 理由 
 記録（実用炉規則第６７条に基づく記録） 記録すべき場合※１ 保存期間 

６．使用済燃料の貯蔵施設内における燃料体の配

置 

配置または 

配置替えの都度 
５年間 

７．使用済燃料の払出し時における放射能の量 払出しの都度 １０年間 

８．使用済燃料の貯蔵施設，放射性廃棄物の廃棄

施設等の放射線しゃへい物の側壁における線

量当量率 

毎日１回 １０年間 

９．放射性廃棄物の排気口または排気監視設備お

よび排水口または排水監視設備における放射

性物質の１日間および３月間についての平均

濃度 

１日間の平均濃度

にあっては毎日 

１回，３月間の平均 

濃度にあっては 

３月ごとに１回 

１０年間 

１０．管理区域における外部放射線に係る１週間

の線量当量，空気中の放射性物質の１週間に

ついての平均濃度および放射性物質によって

汚染された物の表面の放射性物質の密度 

毎週１回 １０年間 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
9
0 

変更前 変更後 理由 

   記録（実用炉規則第６７条に基づく記録） 記録すべき場合※１ 保存期間 

１１．放射線業務従事者の４月１日を始期とする

１年間の線量，女子※２の放射線業務従事者の

４月１日，７月１日，１０月１日および１月

１日を始期とする各３月間の線量ならびに本

人の申出等により妊娠の事実を知ることにな

った女子の放射線業務従事者にあっては出産

までの間毎月１日を始期とする１月間の線量 

１年間の線量に 

あっては毎年度 

１回，３月間の線量

にあっては３月ご

とに１回，１月間の

線量にあっては 

１月ごとに１回 

※３ 

１２．４月１日を始期とする１年間の線量が２０

ミリシーベルトを超えた放射線業務従事者の

当該１年間を含む原子力規制委員会が定める

５年間の線量 

原子力規制委員会

が定める５年間に 

おいて毎年度１回 

※３ 

１３．放射線業務従事者が緊急作業に従事した期

間の始期および終期ならびに放射線業務従事

者の当該期間の線量 

その都度 ※３ 

１４．放射線業務従事者が当該業務に就く日の属

する年度における当該日以前の放射線被ばく

の経歴および原子力規制委員会が定める５年

間における当該年度の前年度までの放射線被

ばくの経歴 

そのものが当該 

業務に就く時 
※３ 

１５．発電所の外において運搬した核燃料物質等

の種類別の数量，その運搬に使用した容器の

種類ならびにその運搬の日時および経路 

運搬の都度 １年間 

１６．廃棄施設に廃棄した放射性廃棄物の種類，

当該放射性廃棄物に含まれる放射性物質の数

量，当該放射性廃棄物を容器に封入し，また

は容器と一体的に固型化した場合には当該容

器の数量および比重ならびにその廃棄の日，

場所および方法 

廃棄の都度 ※４ 

１７．放射性廃棄物を容器に封入し，または容器

に固型化した場合には，その方法 

封入または固型化

の都度 
※４ 

１８．放射性物質による汚染の広がりの防止およ

び除去を行った場合には，その状況および担

当者の氏名 

広がりの防止 

および除去の都度 
１年間 

１９．事故の発生および復旧の日時 その都度 ※４ 

２０．事故の状況および事故に際して採った処置 同上 ※４ 

２１．事故の原因 同上 ※４ 

２２．事故後の処置 同上 ※４ 

２３．風向および風速 連続して １０年間 

２４．降雨量 同上 １０年間 

２５．大気温度 同上 １０年間 

２６．保安教育の実施計画 策定の都度 ３年間 

２７．保安教育の実施日時，項目および受けた者

の氏名 
実施の都度 ３年間 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
9
1 

変更前 変更後 理由 
 記録（実用炉規則第６７条に基づく記録） 記録すべき場合※１ 保存期間 

２８．廃止措置に係る工事方法，時期および対象

となる原子炉施設の設備の名称 

廃止措置計画に記

載された工事工程

の終了の都度 

※４ 

※１：記録可能な状態において常に記録することを意味しており，点検・故障または消耗品の交換

により記録不能な期間を除く。 

※２：妊娠不能と診断された者および妊娠の意思のない旨を書面で申し出た者を除く。 

※３：その記録に係る者が放射線業務従事者でなくなった場合またはその記録を保存している期間

が５年を超えた場合において，その記録を原子力規制委員会の指定する機関に引き渡すまで

の期間。 

※４：廃止措置が終了し，その結果が原子力規制委員会規則で定める基準に適合していることにつ

いて，原子力規制委員会の確認を受けるまでの期間。 

 

 

表３２１－２ 

記録（実用炉規則第３７条に基づく記録） 保存期間 

１．溶接事業者検査の結果 

（１）検査年月日 

（２）検査の対象 

（３）検査の方法 

（４）検査の結果 

（５）検査を行った者の氏名 

（６）検査の結果に基づいて補修等の措置を講じたときは，その内容 

当該溶接事業者検査

に係る原子炉容器等

の存続する期間 

（７）検査の実施に係る組織 

（８）検査の実施に係る工程管理 

（９）検査において協力した事業者がある場合には，当該事業者の管理に

関する事項 

（１０）検査記録の管理に関する事項 

（１１）検査に係る教育訓練に関する事項 

当該溶接事業者検査

を行った後最初の法

第４３条の３の１３

第６項の通知を受け

るまでの期間 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
9
2 

変更前 変更後 理由 
 表３２１－３※５ 

記録（実用炉規則第６７条に基づく記録） 記録すべき場合 保存期間 

１．文書化した，品質方針および品質目標 変更の都度 
変更後５年が経過 
するまでの期間 

２．第２０３条 4.2.1 （２）に示す文書 変更の都度 
変更後５年が経過 
するまでの期間 

３．第２０３条 表２０３－１に示す二次文書 変更の都度 
変更後５年が経過 
するまでの期間 

４．品質保証計画が要求する次の記録   

（１）マネジメントレビューの結果の記録 

作成の都度 ５年 

（２）教育，訓練，技能および経験について該当する記録 

（３）業務のプロセスおよびその結果が，要求事項を満た
していることを実証するために必要な記録 

（４）業務に対する要求事項のレビューの結果の記録， 
およびそのレビユーを受けてとられた処置の記録 

（５）原子力施設の要求事項に関連する 
設計・開発へのインプットの記録 

（６）設計・開発のレビューの結果の記録， 
および必要な処置があればその記録 

（７）設計・開発の検証の結果の記録， 
および必要な処置があればその記録 

（８）設計・開発の妥当性確認の結果の記録， 
および必要な処置があればその記録 

（９）設計・開発の変更の記録 

（１０）設計・開発の変更のレビューの結果の記録， 
および必要な処置があればその記録 

（１１）供給者の評価の結果の記録，および評価によって 
必要とされた処置があればその記録 

（１２）プロセスの妥当性確認で組織が記録が必要とされ
た活動の記録 

（１３）業務に関するトレーサビリティの記録 

（１４）組織外の所有物に関して， 
組織が必要と判断した場合の記録 

（１５）校正または検証に用いた基準の記録 

（１６）測定機器が要求事項に適合していないと判明した 
場合の，過去の測定結果の妥当性評価の記録 

（１７）校正および検証の結果の記録 

（１８）内部監査の結果の記録 

（１９）検査および試験の合否判定基準への適合の記録 

（２０）リリース（次工程への引渡し）を正式に許可した
人の記録 

（２１）不適合の性質および不適合に対してとられた 
特別採用を含む処置の記録 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
9
3 

変更前 変更後 理由 
  

記録（実用炉規則第６７条に基づく記録） 記録すべき場合 保存期間 

（２２）是正処置の結果の記録 
作成の都度 ５年 

（２３）予防処置の結果の記録 

※５：表３２１－１および表３２１－２を適用する場合は，本表を適用しない。 

 

 

表３２１－４ 

記録項目 保存期間 

１． 熱出力 １０年間 

２． 炉心の中性子束密度 １０年間 

３． 炉心の温度 １０年間 

４． 冷却材入口温度 １０年間 

５． 冷却材出口温度 １０年間 

６． 冷却材圧力 １０年間 

７． 冷却材流量 １０年間 

８． 制御棒位置 １年間 

９． 再結合装置内の温度 １年間 

１０．原子炉に使用している冷却材および減速材の純度ならびにこれらの毎 

日の補給量 
１年間 

１１．原子炉内における燃料体の配置 取出後１０年間 

１２．警報装置から発せられた警報の内容※６ １年間 

１３．運転責任者の氏名および運転員の氏名ならびに，これらの者の交代の

日時および交代時の引継事項 
１年間 

１４．燃料体の形状または性状に関する検査の結果 取出後１０年間 

１５．原子炉本体，使用済燃料の貯蔵施設，放射性廃棄物の廃棄施設等の放

射線しゃへい物の側壁における線量当量率 
１０年間 

１６．原子炉施設における保安活動の実施の状況の評価の結果 ※７ 

１７．原子炉施設に対して実施した保安活動への最新の技術的知見の反映状 

況の評価の結果 
※７ 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

1
9
4 

変更前 変更後 理由 
  

記録項目 保存期間 

１８．定期事業者検査の結果 
 （１）検査年月日 
 （２）検査の対象 
 （３）検査の方法 
 （４）検査の結果 
 （５）検査を行った者の氏名 
 （６）検査の結果に基づいて補修等の措置を講じたときは，その内容 
 （７）検査の実施に係る組織 
 （８）検査の実施に係る工程管理 
 （９）検査において協力した事業者がある場合には，当該事業者の管理に

関する事項 
 （１０）検査記録の管理に関する事項 
 （１１）検査に係る教育訓練に関する事項 

※８ 

※６：「警報装置から発せられた警報」とは，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に

関する規則」第４７条第１項および第２項に規定する範囲の警報をいう。 

※７： 廃止措置が終了し，その結果が原子力規制委員会規則で定める基準に適合していることに

ついて，原子力規制委員会の確認を受けるまでの期間 

※８： その特定発電用原子炉施設が廃棄された後５年が経過するまでの期間 

 

 

（報告） 

第３２２条 各課長は，次に定める事項について直ちに所長および廃止措置主任者に報告する。 

（１）施設運用上の基準を満足していないと判断した場合（第２７４条）。 

（２）放射性液体廃棄物または放射性気体廃棄物について放出管理目標値を超えて放出した場合

（第２８９条，第２９０条）。 

（３）外部放射線に係る線量当量率等に異常が認められた場合（第３０２条）。 

（４）実用炉規則第１３４条第３号※１，第４号※１，第６号から第１２号および第１４号に定める

報告事象が生じた場合。 

２．所長および廃止措置主任者は，前項に定める事項が発生した場合,「故障・トラブル時等の対応

手順書」（不在時および休日・夜間における報告方法を含む。）に基づき，原子力部長に報告する。 

３．原子力部長は，第２項の連絡を受けた場合，「原子力発電所故障・トラブル時の情報連絡・対応

の手引き」（不在時および休日・夜間における報告方法を含む。）に基づき，社長に報告する。 

 

※１：新燃料貯蔵設備，使用済燃料貯蔵設備および燃料取扱設備に限る。 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 
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変更前 変更後 理由 
附 則（平成２６年６月２４日  原規規発第 1406241 号） 

 

（施行期日） 

第１条 本規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。ただし，原子

力規制委員会の認可を受けた後，第４条および第５条については，第４条  図４の組織への

改正を行う日から，また添付２の管理区域図のうち固体廃棄物貯蔵所については，固体廃棄

物貯蔵所（固体廃棄物貯蔵所増設工事）に係る使用前検査合格証の受領日から，それぞれ施

行する。 

２. 第６２条において，非常用発電機の運用を開始するまでは，必要な電力供給が可能な場合， 

他号炉の非常用ディーゼル発電機または大容量電源装置を非常用発電機とみなすことができる。 
 

（中略） 
 
附 則（平成３０年２月６日  原規規発第 1802067 号） 

 

（施行期日） 

第１条 本規定は，原子力規制委員会の認可を受けた後，第４条 図４の発電所の保安に関する組

織への変更を行う日から施行する。 

 
 
附 則（平成３１年２月１５日  原規規発第 1902153 号） 

 

（施行期日） 
第１条 本規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 
 
 

附 則（令和元年６月３日  原規規発第 19060310 号） 

 

（施行期日） 

第１条 本規定は，原子力規制委員会の認可を受けた後，第４条 図４の発電所の保安に関する組

織への変更を行う日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則（平成２６年６月２４日  原規規発第 1406241 号） 

 

（施行期日） 

第１条 本規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。ただし，原子

力規制委員会の認可を受けた後，第４条および第５条については，第４条  図４の組織への

改正を行う日から，また添付２の管理区域図のうち固体廃棄物貯蔵所については，固体廃棄

物貯蔵所（固体廃棄物貯蔵所増設工事）に係る使用前検査合格証の受領日から，それぞれ施

行する。 

２. 第６２条において，非常用発電機の運用を開始するまでは，必要な電力供給が可能な場合， 

他号炉の非常用ディーゼル発電機または大容量電源装置を非常用発電機とみなすことができる。 
 

（中略） 
 
附 則（平成３０年２月６日  原規規発第 1802067 号） 

 

（施行期日） 

第１条 本規定は，原子力規制委員会の認可を受けた後，第４条 図４の発電所の保安に関する組

織への変更を行う日から施行する。 

 
 
附 則（平成３１年２月１５日  原規規発第 1902153 号） 

 

（施行期日） 
第１条 本規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 
 
 

附 則（令和元年６月３日  原規規発第 19060310 号） 

 

（施行期日） 

第１条 本規定は，原子力規制委員会の認可を受けた後，第４条 図４の発電所の保安に関する組

織への変更を行う日から施行する。 

 

 

附 則（令和 年 月 日  原規規発第    号） 

 

（施行期日） 

第１条 本規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 

ただし，女川１号炉廃止措置に伴う変更については，第４条 図４ 発電所の保安に関する組織お

よび，第２０４条 図２０４ 発電所の保安に関する組織への変更を行う日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更に伴う附則の追加 
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変更前 変更後 理由 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付１ 原子炉がスクラムした場合の運転操作手順 

（第７８条関連） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付１－１ 原子炉がスクラムした場合の運転操作手順 

（第７８条関連） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
表１ 

１．原子炉制御 

（１）スクラム 

①目的 

・原子炉を停止する。 

・十分な炉心冷却状態を維持する。 

・原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 

・格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む） 

②導入条件 

・原子炉スクラム信号が発生した場合 

・手動スクラムした場合 

・各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 

・原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ，通

常停止操作に移行する。 

・各計器を並行監視し，徴候に応じた制御を行う。 

・原子炉制御「スクラム」から要求される操作は，格納容器制御より優先される。ただし，格

納容器が損傷する恐れがある場合には原子炉制御「スクラム」と格納容器制御を並行して行

う。 

・原子炉制御「スクラム」においては，最初に「原子炉出力」の制御棒全挿入を確認し，「原

子炉水位」，「原子炉圧力」， 「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

・多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には，移行先の制御を優先し，残りの

制御は原子炉制御「スクラム」での制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 

Ａ．原子炉出力 

・「原子炉自動スクラム」警報の発信を確認する。 

・全制御棒挿入状態を確認する。 

・平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・スクラム排出容器ドレン弁，ベント弁の閉鎖を確認する。 

・自動スクラムが失敗した場合には，手動スクラムを行う。 

・原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・全制御棒が全挿入位置または最大未臨界引抜位置まで挿入されていることを確認し，確認で

きない場合は「反応度制御」へ移行する。また，「反応度制御」に移行した場合には，原子

炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・原子炉水位，原子炉圧力，原子炉再循環ポンプ速度を確認する。 

・中性子源領域モニタ検出器および中間領域モニタ検出器を炉心内に挿入する。（１号炉のみ） 

・平均出力領域モニタ，中性子源領域モニタおよび中間領域モニタにより原子炉未臨界を確認

する。 

 
 

表１ 

１．原子炉制御 

（１）スクラム 

①目的 

・原子炉を停止する。 

・十分な炉心冷却状態を維持する。 

・原子炉を冷温停止状態まで冷却する。 

・格納容器制御への導入条件を監視する。（原子炉がスクラムしない場合を含む） 

②導入条件 

・原子炉スクラム信号が発生した場合 

・手動スクラムした場合 

・各制御の脱出条件が成立した場合 

③脱出条件 

④基本的な考え方 

・原子炉スクラム要求時にはスクラム成功の有無の確認を確実に行う。 

・単一故障による原子炉スクラム時の復旧操作を全て原子炉制御「スクラム」で収束させ，通

常停止操作に移行する。 

・各計器を並行監視し，徴候に応じた制御を行う。 

・原子炉制御「スクラム」から要求される操作は，格納容器制御より優先される。ただし，格

納容器が損傷する恐れがある場合には原子炉制御「スクラム」と格納容器制御を並行して行

う。 

・原子炉制御「スクラム」においては，最初に「原子炉出力」の制御棒全挿入を確認し，「原

子炉水位」，「原子炉圧力」， 「タービン・電源」の各制御を並行して行う。 

・多重故障により他の制御への移行条件が成立した場合には，移行先の制御を優先し，残りの

制御は原子炉制御「スクラム」での制御を並行して行う。 

⑤主な監視操作内容 

Ａ．原子炉出力 

・「原子炉自動スクラム」警報の発信を確認する。 

・全制御棒挿入状態を確認する。 

・平均出力領域モニタの指示を確認する。 

・スクラム排出容器ドレン弁，ベント弁の閉鎖を確認する。 

・自動スクラムが失敗した場合には，手動スクラムを行う。 

・原子炉モードスイッチを「停止」位置にする。 

・全制御棒が全挿入位置または最大未臨界引抜位置まで挿入されていることを確認し，確認で

きない場合は「反応度制御」へ移行する。また，「反応度制御」に移行した場合には，原子

炉水位制御も「反応度制御」で行う。 

・原子炉水位，原子炉圧力，原子炉再循環ポンプ速度を確認する。 

 

・平均出力領域モニタ，起動領域モニタにより原子炉未臨界を確認する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

 

Ｂ．原子炉水位 

・原子炉水位を確認する。 

・原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合，格納容器隔離弁の開閉状態を

確認する。 

・タービン駆動給水ポンプを停止し※，電動駆動給水ポンプおよび給水制御系（単要素）で原

子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を

目標として維持する。 

・給復水系（復水器を含む）が正常でない場合，原子炉隔離時冷却系または高圧注水系（１号

炉のみ）を手動作動する。（原子炉隔離時冷却系，高圧注水系（１号炉のみ）が自動作動し

た場合は不要） 

・原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には，非常用炉心冷却系の運転状

態を確認し，給復水系および原子炉隔離時冷却系と合わせて原子炉水位を原子炉水位低スク

ラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は，原子炉制御「水位確

保」に移行する。 

・原子炉水位が不明になった場合には，不測事態「水位不明」および「格納容器水素濃度制御」

へ移行する。 

・原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持できない場合は，不測事態「水位回復」および「格納

容器水素濃度制御」へ移行する。 

・原子炉水位を連続的に監視する。 

※：タービン駆動給水ポンプは，原子炉水位高タービントリップ設定値で自動停止する。 

 

Ｃ．原子炉圧力 

・原子炉スクラム後，原子炉圧力を確認する。 

・主蒸気隔離弁が開の場合，原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また，主復水器が

使用可能であることを確認する。 

・原子炉圧力制御が正常でない場合または主復水器が使用不能である場合は，主蒸気隔離弁を

閉鎖し原子炉を隔離する。 

・主蒸気逃がし安全弁が開固着した場合，「サプレッションプール水温制御」へ移行する。 

・主蒸気隔離弁が閉の場合，主蒸気逃がし安全弁を開して，原子炉圧力を調整する。また，主

蒸気逃がし安全弁の開閉によって原子炉圧力の調整ができない場合，原子炉制御「減圧冷却」

へ移行する。なお，復水器が使用可能である場合は主蒸気管ドレン弁により調整してもよい。 

・主蒸気逃がし安全弁の開閉によってサプレッションプールの水温が上昇するため，残留熱除

去系によるサプレッションプール冷却を行う。 

・原子炉圧力がタービンバイパス弁または主蒸気逃がし安全弁により制御されていることを連

続的監視する。 

・主蒸気逃がし安全弁の開閉状態を連続的に監視する。 

 
 

 

 

Ｂ．原子炉水位 

・原子炉水位を確認する。 

・原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値まで低下した場合，格納容器隔離弁の開閉状態を

確認する。 

・タービン駆動給水ポンプを停止し※，電動駆動給水ポンプおよび給水制御系（単要素）で原

子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を

目標として維持する。 

・給復水系（復水器を含む）が正常でない場合，原子炉隔離時冷却系を手動作動する。（原子

炉隔離時冷却系が自動作動した場合は不要） 

 

・原子炉水位が非常用炉心冷却系作動水位まで低下した場合には，非常用炉心冷却系の運転状

態を確認し，給復水系および原子炉隔離時冷却系と合わせて原子炉水位を原子炉水位低スク

ラム設定値から原子炉水位高タービントリップ設定値の間を目標として維持する。 

・原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持できない場合は，原子炉制御「水位確

保」に移行する。 

・原子炉水位が不明になった場合には，不測事態「水位不明」および「格納容器水素濃度制御」

へ移行する。 

・原子炉水位が有効燃料頂部以上に維持できない場合は，不測事態「水位回復」および「格納

容器水素濃度制御」へ移行する。 

・原子炉水位を連続的に監視する。 

※：タービン駆動給水ポンプは，原子炉水位高タービントリップ設定値で自動停止する。 

 

Ｃ．原子炉圧力 

・原子炉スクラム後，原子炉圧力を確認する。 

・主蒸気隔離弁が開の場合，原子炉圧力制御が正常であることを確認する。また，主復水器が

使用可能であることを確認する。 

・原子炉圧力制御が正常でない場合または主復水器が使用不能である場合は，主蒸気隔離弁を

閉鎖し原子炉を隔離する。 

・主蒸気逃がし安全弁が開固着した場合，「サプレッションプール水温制御」へ移行する。 

・主蒸気隔離弁が閉の場合，主蒸気逃がし安全弁を開して，原子炉圧力を調整する。また，主

蒸気逃がし安全弁の開閉によって原子炉圧力の調整ができない場合，原子炉制御「減圧冷却」

へ移行する。なお，復水器が使用可能である場合は主蒸気管ドレン弁により調整してもよい。 

・主蒸気逃がし安全弁の開閉によってサプレッションプールの水温が上昇するため，残留熱除

去系によるサプレッションプール冷却を行う。 

・原子炉圧力がタービンバイパス弁または主蒸気逃がし安全弁により制御されていることを連

続的監視する。 

・主蒸気逃がし安全弁の開閉状態を連続的に監視する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
 

表２ 

１．原子炉制御 

（２）反応度制御 

①目的 

・スクラム不能異常過渡事象発生時に，原子炉を安全に停止させる。 

②導入条件 

・原子炉制御「スクラム」により全制御棒が

全挿入位置または最大未臨界引抜位置まで

挿入されない場合 

③脱出条件 

・全制御棒が全挿入位置または最大未臨界引

抜位置まで挿入された場合 

・ほう酸水注入系が全量注入完了した場合 

④基本的な考え方 

・短期的には原子炉の健全性を維持し，長期的には非常用炉心冷却系の水源であるサプレッシ

ョンプールの健全性を維持する。 

・「ほう酸水注入系」，「水位」，「制御棒」を並行操作する。なお，同時に実行することが

不可能な場合は，「ほう酸水注入系」，「水位」，「制御棒」の順に優先させる。 

⑤主な監視操作内容 

Ａ．原子炉出力 

・原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉出力低判定値未満の場合には「反応度

制御」の制御棒操作を行いつつ，原子炉制御「水位確保」を並行操作する。 

・原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉出力低判定値以上でタービンが運転中

の場合は，原子炉再循環ポンプをランバック後停止する。また，タービンが停止中の場合は，

原子炉再循環ポンプを停止する。 

 

Ｂ．ほう酸水注入系 

・サプレッションプール水温がサプレッションプールへ放出される蒸気量・サプレッションプ

ール水温相関曲線のほう酸水注入系起動領域に入った場合には，ほう酸水注入系を起動す

る。 

・原子炉冷却材浄化系が隔離したことを確認する。 

・ほう酸水注入系を起動した場合には，全量注入完了までほう酸水を注入する。ただし，全制

御棒が全挿入位置または最大未臨界引抜位置まで挿入された場合には，ほう酸水注入系を停

止する。 

 

Ｃ．水位 

・原子炉水位が不明となった場合，「反応度制御」水位不明および「格納容器水素濃度制御」

に移行する。 

・原子炉が隔離状態でかつ原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉出力低判定値

以上の場合，「水位低下」操作に移行する。 

・原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉出力高判定値以上の場合，「水位低下」

操作に移行する。 

・「水位低下」操作として，原子炉給水流量を原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時

原子炉出力低判定値以下になるまで低下させる。（原子炉水位の下限値はスクラム不能異常

過渡事象発生時原子炉水位低下制限値（２号炉および３号炉においては高圧で注水可能な非

常用炉心冷却系作動水位）とする。）ただし，原子炉水位がスクラム不能異常過渡事象発生

時原子炉水位低下制限値（２号炉および３号炉においては高圧で注水可能な非常用炉心冷却

系作動水位）以上に維持できない場合は，原子炉水位をスクラム不能異常過渡事象発生時原

子炉水位低下限値以上に維持する。 

・原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉出力低判定値以上，スクラム不能異常

過渡事象発生時原子炉出力高判定値未満の場合で，かつ原子炉が隔離状態でない場合，「水

位維持」操作を行う。 

・「水位維持」操作として，給復水系，制御棒駆動水圧系，原子炉隔離時冷却系，非常用炉心

冷却系により原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリッ

 

表２ 

１．原子炉制御 

（２）反応度制御 

①目的 

・スクラム不能異常過渡事象発生時に，原子炉を安全に停止させる。 

②導入条件 

・原子炉制御「スクラム」により全制御棒が

全挿入位置または最大未臨界引抜位置まで

挿入されない場合 

③脱出条件 

・全制御棒が全挿入位置または最大未臨界引

抜位置まで挿入された場合 

・ほう酸水注入系が全量注入完了した場合 

④基本的な考え方 

・短期的には原子炉の健全性を維持し，長期的には非常用炉心冷却系の水源であるサプレッシ

ョンプールの健全性を維持する。 

・「ほう酸水注入系」，「水位」，「制御棒」を並行操作する。なお，同時に実行することが

不可能な場合は，「ほう酸水注入系」，「水位」，「制御棒」の順に優先させる。 

⑤主な監視操作内容 

Ａ．原子炉出力 

・原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉出力低判定値未満の場合には「反応度

制御」の制御棒操作を行いつつ，原子炉制御「水位確保」を並行操作する。 

・原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉出力低判定値以上でタービンが運転中

の場合は，原子炉再循環ポンプをランバック後停止する。また，タービンが停止中の場合は，

原子炉再循環ポンプを停止する。 

 

Ｂ．ほう酸水注入系 

・サプレッションプール水温がサプレッションプールへ放出される蒸気量・サプレッションプ

ール水温相関曲線のほう酸水注入系起動領域に入った場合には，ほう酸水注入系を起動す

る。 

・原子炉冷却材浄化系が隔離したことを確認する。 

・ほう酸水注入系を起動した場合には，全量注入完了までほう酸水を注入する。ただし，全制

御棒が全挿入位置または最大未臨界引抜位置まで挿入された場合には，ほう酸水注入系を停

止する。 

 

Ｃ．水位 

・原子炉水位が不明となった場合，「反応度制御」水位不明および「格納容器水素濃度制御」

に移行する。 

・原子炉が隔離状態でかつ原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉出力低判定値

以上の場合，「水位低下」操作に移行する。 

・原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉出力高判定値以上の場合，「水位低下」

操作に移行する。 

・「水位低下」操作として，原子炉給水流量を原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時

原子炉出力低判定値以下になるまで低下させる。（原子炉水位の下限値はスクラム不能異常

過渡事象発生時原子炉水位低下制限値（高圧で注水可能な非常用炉心冷却系作動水位）とす

る。）ただし，原子炉水位がスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉水位低下制限値（高圧

で注水可能な非常用炉心冷却系作動水位）以上に維持できない場合は，原子炉水位をスクラ

ム不能異常過渡事象発生時原子炉水位低下限値以上に維持する。 

 

・原子炉出力がスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉出力低判定値以上，スクラム不能異常

過渡事象発生時原子炉出力高判定値未満の場合で，かつ原子炉が隔離状態でない場合，「水

位維持」操作を行う。 

・「水位維持」操作として，給復水系，制御棒駆動水圧系，原子炉隔離時冷却系，非常用炉心

冷却系により原子炉水位を原子炉水位低スクラム設定値から原子炉水位高タービントリッ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
0
0 

変更前 変更後 理由 

プ設定値の間で維持する。ただし，原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持で

きない場合は，原子炉水位をスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉水位低下限値以上に維

持する。 

・原子炉水位をスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉水位低下限値以上に維持できない場合

は，自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁を「反応度制御」原子炉水位操作時必要弁数

開して，原子炉を減圧し給復水系，制御棒駆動水圧系，原子炉隔離時冷却系，非常用炉心冷

却系により原子炉水位をスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉水位低下限値以上に維持

する。 

・自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁を「反応度制御」原子炉水位操作時必要弁数開し

ても，原子炉水位をスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉水位低下限値以上に維持できな

い場合には，自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁を優先して主蒸気逃がし安全弁を順

次開放する。 

・主蒸気逃がし安全弁を順次開放しても，原子炉水位をスクラム不能異常過渡事象発生時原子

炉水位低下限値以上に維持できない場合には，復水補給水系，ろ過水系，残留熱除去冷却海

水系（１号炉のみ）を起動して原子炉への注水を開始し，原子炉水位をスクラム不能異常過

渡事象発生時原子炉水位低下限値以上に維持する。 

・原子炉水位が自動減圧系作動水位を下回った場合には，自動減圧系始動タイマをリセットし，

自動減圧系の作動を阻止する。 

 

Ｄ．「反応度制御」水位不明 

・「反応度制御」水位不明を実行中に全制御棒が全挿入位置または最大未臨界引抜位置まで挿

入された場合には，不測事態「水位不明」に移行する。 

・主蒸気隔離弁，格納容器隔離弁および主蒸気ドレン弁，高圧注水系（１号炉のみ）ならびに

原子炉隔離時冷却系および原子炉冷却材浄化系の隔離弁を閉鎖する。 

・水位不明の場合，自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁を「反応度制御」原子炉水位不

明操作時必要弁数開して，原子炉を減圧し，給復水系，制御棒駆動水圧系，高圧炉心スプレ

イ系（２号炉および３号炉のみ）を使用して原子炉圧力が炉心冠水最低圧力以上で，かつで

きる限り低くなるように注水する。 

・給復水系，制御棒駆動水圧系，高圧炉心スプレイ系（２号炉および３号炉のみ）で注水でき

ない場合，自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁を順次開し，炉心スプレイ系（１号炉

のみ），低圧炉心スプレイ系（２号炉および３号炉のみ），低圧注水系を使用して原子炉圧

力が炉心冠水最低圧力以上で，かつできる限り低くなるように注水する。 

 

Ｅ．制御棒 

・スクラム弁が閉の場合，代替制御棒挿入機能の動作，スクラムパイロット弁電磁弁の電源切

または制御用空気の排気を行う。 

・スクラム弁が開の場合，スクラムリセットし，スクラム排出容器水位高リセットを確認し，

再度手動スクラムを行う。 

・制御棒駆動水圧系の水圧を確保し，制御棒を手動挿入する。 

・制御棒駆動水圧系の引抜配管ベント弁から排水し制御棒を挿入する。 

 
 

プ設定値の間で維持する。ただし，原子炉水位が原子炉水位低スクラム設定値以上に維持で

きない場合は，原子炉水位をスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉水位低下限値以上に維

持する。 

・原子炉水位をスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉水位低下限値以上に維持できない場合

は，自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁を「反応度制御」原子炉水位操作時必要弁数

開して，原子炉を減圧し給復水系，制御棒駆動水圧系，原子炉隔離時冷却系，非常用炉心冷

却系により原子炉水位をスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉水位低下限値以上に維持

する。 

・自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁を「反応度制御」原子炉水位操作時必要弁数開し

ても，原子炉水位をスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉水位低下限値以上に維持できな

い場合には，自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁を優先して主蒸気逃がし安全弁を順

次開放する。 

・主蒸気逃がし安全弁を順次開放しても，原子炉水位をスクラム不能異常過渡事象発生時原子

炉水位低下限値以上に維持できない場合には，復水補給水系，ろ過水系を起動して原子炉へ

の注水を開始し，原子炉水位をスクラム不能異常過渡事象発生時原子炉水位低下限値以上に

維持する。 

・原子炉水位が自動減圧系作動水位を下回った場合には，自動減圧系始動タイマをリセットし，

自動減圧系の作動を阻止する。 

 

Ｄ．「反応度制御」水位不明 

・「反応度制御」水位不明を実行中に全制御棒が全挿入位置または最大未臨界引抜位置まで挿

入された場合には，不測事態「水位不明」に移行する。 

・主蒸気隔離弁，格納容器隔離弁および主蒸気ドレン弁，原子炉隔離時冷却系および原子炉冷

却材浄化系の隔離弁を閉鎖する。 

・水位不明の場合，自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁を「反応度制御」原子炉水位不

明操作時必要弁数開して，原子炉を減圧し，給復水系，制御棒駆動水圧系，高圧炉心スプレ

イ系を使用して原子炉圧力が炉心冠水最低圧力以上で，かつできる限り低くなるように注水

する。 

・給復水系，制御棒駆動水圧系，高圧炉心スプレイ系で注水できない場合，自動減圧機能を有

する主蒸気逃がし安全弁を順次開し，低圧炉心スプレイ系，低圧注水系を使用して原子炉圧

力が炉心冠水最低圧力以上で，かつできる限り低くなるように注水する。 

 

 

Ｅ．制御棒 

・スクラム弁が閉の場合，代替制御棒挿入機能の動作，スクラムパイロット弁電磁弁の電源切

または制御用空気の排気を行う。 

・スクラム弁が開の場合，スクラムリセットし，スクラム排出容器水位高リセットを確認し，

再度手動スクラムを行う。 

・制御棒駆動水圧系の水圧を確保し，制御棒を手動挿入する。 

・制御棒駆動水圧系の引抜配管ベント弁から排水し制御棒を挿入する。 
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                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
0
1 

変更前 変更後 理由 
表５ 

１．格納容器制御 

（１）格納容器圧力制御 

①目的 

・格納容器圧力を監視し，制御する。 

②導入条件 

・ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動

圧力以上の場合 

 

③脱出条件 

・ドライウェル圧力の上昇の原因が，窒素ガ

スまたは空気の漏えいであり，かつドライ

ウェルベントを実施した場合 

・２４時間以内にドライウェル圧力が非常用

炉心冷却系作動圧力未満に復帰した場合 

④基本的な考え方 

・ドライウェル圧力を設計基準事故時最高圧力以下に維持できない場合は，格納容器の健全性

を維持して，できる限り放射能放出を抑える目的で，格納容器設計圧力に達する前に原子炉

を急速減圧し，格納容器設計圧力以下に維持できない場合は，原子炉を満水にし，格納容器

最高使用圧力を超える場合は格納容器ベントを行う。 

・格納容器内で原子炉冷却材圧力バウンダリの大破断が発生した場合，ドライウェルスプレイ

およびサプレッションプールスプレイは安全解析上の要求時間以内に完了する必要があり，

炉心再冠水後速やかにドライウェルスプレイおよびサプレッションプールスプレイを起動

する。 

⑤主な監視操作内容 

Ａ．格納容器圧力制御 

・ドライウェル圧力高スクラム設定値で原子炉スクラムしたことを確認する。 

・ドライウェル圧力の上昇の原因が，窒素ガスまたは空気の漏えいであることが判明した場合

は，非常用ガス処理系を使用してドライウェルベントを行う。 

・ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上で，かつ原子炉水位が低圧で注水可能な

非常用炉心冷却系作動水位以下を経験した場合には，原子炉水位が有効炉心長の３分の２に

相当する水位以上で安定し，高圧注水系，炉心スプレイ系，低圧注水系（２号炉および３号

炉においては高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，低圧注水系Ｃ系）の継続的作動を

確認した後に，ドライウェルスプレイおよびサプレッションプールスプレイを起動する。ま

た，「格納容器水素濃度制御」を並行して行う。 

・原子炉水位が不明な場合は，不測事態「水位不明」および「格納容器水素濃度制御」を行う。 

・ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上で，かつドライウェルスプレイ起動圧力

以下の状態が２４時間継続した場合は，サプレッションプールスプレイを起動する。 

・サプレッションプール圧力がドライウェルスプレイ起動圧力以上の状態が２４時間継続した

場合，またはサプレッションプール圧力が設計基準事故時最高圧力に達した場合は，原子炉

再循環ポンプおよびドライウェル空調機を停止し，ドライウェルスプレイおよびサプレッシ

ョンプールスプレイを起動する。 

・サプレッションプール圧力が設計基準事故時最高圧力を超え，格納容器最高使用圧力未満の

場合は，不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・サプレッションプール圧力が格納容器設計圧力以下に維持できない場合は，低圧注水系を一

時ドライウェルスプレイおよびサプレッションプールスプレイとして起動し，格納容器を減

圧するとともに原子炉満水操作を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５ 

１．格納容器制御 

（１）格納容器圧力制御 

①目的 

・格納容器圧力を監視し，制御する。 

②導入条件 

・ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動

圧力以上の場合 

 

③脱出条件 

・ドライウェル圧力の上昇の原因が，窒素ガ

スまたは空気の漏えいであり，かつドライ

ウェルベントを実施した場合 

・２４時間以内にドライウェル圧力が非常用

炉心冷却系作動圧力未満に復帰した場合 

④基本的な考え方 

・ドライウェル圧力を設計基準事故時最高圧力以下に維持できない場合は，格納容器の健全性

を維持して，できる限り放射能放出を抑える目的で，格納容器設計圧力に達する前に原子炉

を急速減圧し，格納容器設計圧力以下に維持できない場合は，原子炉を満水にし，格納容器

最高使用圧力を超える場合は格納容器ベントを行う。 

・格納容器内で原子炉冷却材圧力バウンダリの大破断が発生した場合，ドライウェルスプレイ

およびサプレッションプールスプレイは安全解析上の要求時間以内に完了する必要があり，

炉心再冠水後速やかにドライウェルスプレイおよびサプレッションプールスプレイを起動

する。 

⑤主な監視操作内容 

Ａ．格納容器圧力制御 

・ドライウェル圧力高スクラム設定値で原子炉スクラムしたことを確認する。 

・ドライウェル圧力の上昇の原因が，窒素ガスまたは空気の漏えいであることが判明した場合

は，非常用ガス処理系を使用してドライウェルベントを行う。 

・ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上で，かつ原子炉水位が低圧で注水可能な

非常用炉心冷却系作動水位以下を経験した場合には，原子炉水位が有効炉心長の３分の２に

相当する水位以上で安定し，高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，低圧注水系Ｃ系の

継続的作動を確認した後に，ドライウェルスプレイおよびサプレッションプールスプレイを

起動する。また，「格納容器水素濃度制御」を並行して行う。 

 

・原子炉水位が不明な場合は，不測事態「水位不明」および「格納容器水素濃度制御」を行う。 

・ドライウェル圧力が非常用炉心冷却系作動圧力以上で，かつドライウェルスプレイ起動圧力

以下の状態が２４時間継続した場合は，サプレッションプールスプレイを起動する。 

・サプレッションプール圧力がドライウェルスプレイ起動圧力以上の状態が２４時間継続した

場合，またはサプレッションプール圧力が設計基準事故時最高圧力に達した場合は，原子炉

再循環ポンプおよびドライウェル空調機を停止し，ドライウェルスプレイおよびサプレッシ

ョンプールスプレイを起動する。 

・サプレッションプール圧力が設計基準事故時最高圧力を超え，格納容器最高使用圧力未満の

場合は，不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・サプレッションプール圧力が格納容器設計圧力以下に維持できない場合は，低圧注水系を一

時ドライウェルスプレイおよびサプレッションプールスプレイとして起動し，格納容器を減

圧するとともに原子炉満水操作を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
0
2 

変更前 変更後 理由 

Ｂ．原子炉満水 

・原子炉水位が有効燃料頂部以下になった場合は，不測事態「水位回復」との並行操作を行う。 

・「急速減圧」時必要最小弁数以上の主蒸気逃がし安全弁を開し，主蒸気隔離弁，主蒸気ドレ

ン弁，高圧注水系（１号炉のみ），原子炉隔離時冷却系および原子炉冷却材浄化系の隔離弁

を閉鎖する。 

・給復水系，制御棒駆動水圧系，非常用炉心冷却系を使用して原子炉へ注水し，注水量を増し

て，原子炉水位をできるだけ高く維持する。また，必要に応じて，復水補給水系，ほう酸水

注入系※，ろ過水系，残留熱除去冷却海水系（１号炉のみ）による原子炉注水を行う。 

・サプレッションプール圧力が格納容器設計圧力以下に維持される場合は，原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・サプレッションプール圧力が格納容器設計圧力以下に維持できない場合は，格納容器ベント

準備を行う。 

※：ほう酸水注入系を原子炉注水機能として使用する場合は，純水補給水系を水源とする。

以下，各表において同じ。 

 

Ｃ．格納容器ベント 

・サプレッションプール圧力が格納容器最高使用圧力を超える場合は，炉心損傷がないことを

確認して，格納容器ベントを実施する。 

・格納容器ベントは，原子炉格納容器調気系または非常用ガス処理系のサプレッションプール

側ベントラインを優先して使用し，サプレッションプール水位が高い場合は，原子炉格納容

器調気系または非常用ガス処理系のドライウェル側ベントラインを使用する。 

 
 

Ｂ．原子炉満水 

・原子炉水位が有効燃料頂部以下になった場合は，不測事態「水位回復」との並行操作を行う。 

・「急速減圧」時必要最小弁数以上の主蒸気逃がし安全弁を開し，主蒸気隔離弁，主蒸気ドレ

ン弁，原子炉隔離時冷却系および原子炉冷却材浄化系の隔離弁を閉鎖する。 

 

・給復水系，制御棒駆動水圧系，非常用炉心冷却系を使用して原子炉へ注水し，注水量を増し

て，原子炉水位をできるだけ高く維持する。また，必要に応じて，復水補給水系，ほう酸水

注入系※，ろ過水系による原子炉注水を行う。 

・サプレッションプール圧力が格納容器設計圧力以下に維持される場合は，原子炉制御「水位

確保」に移行する。 

・サプレッションプール圧力が格納容器設計圧力以下に維持できない場合は，格納容器ベント

準備を行う。 

※：ほう酸水注入系を原子炉注水機能として使用する場合は，純水補給水系を水源とする。

以下，各表において同じ。 

 

Ｃ．格納容器ベント 

・サプレッションプール圧力が格納容器最高使用圧力を超える場合は，炉心損傷がないことを

確認して，格納容器ベントを実施する。 

・格納容器ベントは，原子炉格納容器調気系または非常用ガス処理系のサプレッションプール

側ベントラインを優先して使用し，サプレッションプール水位が高い場合は，原子炉格納容

器調気系または非常用ガス処理系のドライウェル側ベントラインを使用する。 

 
 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴
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                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
0
3 

変更前 変更後 理由 
表７ 

２．格納容器制御 

（３）サプレッションプール温度制御 

①目的 

・サプレッションプールの水温および空間部温度を監視し，制御する。 

②導入条件 

・原子炉制御「スクラム」において，主蒸気

逃がし安全弁が開固着の場合 

・サプレッションプールのバルク水温が通常

運転時制限温度を超えた場合 

・サプレッションプール空間部の局所温度が

温度高警報設定点以上の場合 

③脱出条件 

・サプレッションプールのバルク水温が２４

時間以内に通常運転時制限温度以下となっ

た場合 

・サプレッションプールのバルク水温がスク

ラム制限温度以上で，手動スクラムした場

合 

・サプレッションプール空間部の局所温度が

温度高警報設定点未満となった場合 

④基本的な考え方 

・サプレッションプール水温がスクラム制限温度に到達したら，直ちに手動スクラムし，原子

炉を減圧する。 

⑤主な監視操作内容 

Ａ．サプレッションプール水温 

・サプレッションプール水温が通常運転時制限温度まで上昇したら，サプレッションプールの

冷却を開始する。 

・サプレッションプールの水温が２４時間以内に通常運転時制限温度以下に下がらない場合，

原子炉を通常停止する。 

・サプレッションプール水温がスクラム制限温度に到達したら，手動スクラムし，原子炉を減

圧するとともに，サプレッションプール水温を確認する。サプレッションプール熱容量制限

図の運転禁止範囲外の場合は原子炉制御「減圧冷却」へ移行し，サプレッションプール熱容

量制限図の運転禁止範囲に入った場合は不測事態「急速減圧」へ移行する。 

 

Ｂ．サプレッションプール空間部温度 

・サプレッションプール空間部温度が温度高警報設定点まで上昇したらサプレッションプール

冷却を実施するとともに，サプレッションプール空間部温度上昇の原因（高圧注水系（１号

炉のみ），原子炉隔離時冷却系の運転，主蒸気逃がし安全弁排気管の異常，サプレッション

プール・ドライウェル間真空破壊弁の異常等）を復旧する。 

・サプレッションプール空間部温度が温度高警報設定点以下に下がらない場合は，サプレッシ

ョンプール空間部温度がサプレッションプール設計温度に到達する前に，サプレッションプ

ールスプレイを作動させる。 

・サプレッションプール水温がスクラム制限温度未満の場合は，原子炉を通常停止し，スクラ

ム制限温度以上の場合は手動スクラムする。 

 
 

表７ 

２．格納容器制御 

（３）サプレッションプール温度制御 

①目的 

・サプレッションプールの水温および空間部温度を監視し，制御する。 

②導入条件 

・原子炉制御「スクラム」において，主蒸気

逃がし安全弁が開固着の場合 

・サプレッションプールのバルク水温が通常

運転時制限温度を超えた場合 

・サプレッションプール空間部の局所温度が

温度高警報設定点以上の場合 

③脱出条件 

・サプレッションプールのバルク水温が２４

時間以内に通常運転時制限温度以下となっ

た場合 

・サプレッションプールのバルク水温がスク

ラム制限温度以上で，手動スクラムした場

合 

・サプレッションプール空間部の局所温度が

温度高警報設定点未満となった場合 

④基本的な考え方 

・サプレッションプール水温がスクラム制限温度に到達したら，直ちに手動スクラムし，原子

炉を減圧する。 

⑤主な監視操作内容 

Ａ．サプレッションプール水温 

・サプレッションプール水温が通常運転時制限温度まで上昇したら，サプレッションプールの

冷却を開始する。 

・サプレッションプールの水温が２４時間以内に通常運転時制限温度以下に下がらない場合，

原子炉を通常停止する。 

・サプレッションプール水温がスクラム制限温度に到達したら，手動スクラムし，原子炉を減

圧するとともに，サプレッションプール水温を確認する。サプレッションプール熱容量制限

図の運転禁止範囲外の場合は原子炉制御「減圧冷却」へ移行し，サプレッションプール熱容

量制限図の運転禁止範囲に入った場合は不測事態「急速減圧」へ移行する。 

 

Ｂ．サプレッションプール空間部温度 

・サプレッションプール空間部温度が温度高警報設定点まで上昇したらサプレッションプール

冷却を実施するとともに，サプレッションプール空間部温度上昇の原因（原子炉隔離時冷却

系の運転，主蒸気逃がし安全弁排気管の異常，サプレッションプール・ドライウェル間真空

破壊弁の異常等）を復旧する。 

・サプレッションプール空間部温度が温度高警報設定点以下に下がらない場合は，サプレッシ

ョンプール空間部温度がサプレッションプール設計温度に到達する前に，サプレッションプ

ールスプレイを作動させる。 

・サプレッションプール水温がスクラム制限温度未満の場合は，原子炉を通常停止し，スクラ

ム制限温度以上の場合は手動スクラムする。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴
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                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
0
4 

変更前 変更後 理由 
表８ 

２．格納容器制御 

（４）サプレッションプール水位制御 

①目的 

・サプレッションプール水位を監視し，制御する。 

②導入条件 

・サプレッションプール水位が通常運転時高

水位制限値以上の場合 

・サプレッションプール水位が通常運転時低

水位制限値以下の場合 

③脱出条件 

・サプレッションプール水位が２４時間以内

に通常運転時制限値以内に復旧した場合 

・サプレッションプール水位が通常運転時高

水位限界値または通常運転時低水位限界値

を超えて手動スクラムした場合 

④基本的な考え方 

・サプレッションプール高水位は，冷却材喪失事故時の空間部体積を確保する観点から通常運

転時高水位限界値以上では原子炉を手動スクラムし，減圧を開始する。さらに，それ以上の

水位では主蒸気逃がし安全弁の動荷重制限および真空破壊弁機能喪失防止の観点からサプ

レッションプール水位計測定上限を超えた場合には，真空破壊弁位置から作動差圧相当分の

水位を引いた水位に到達前にドライウェルスプレイを実施するとともに，不測事態「急速減

圧」に移行する。最終的には，格納容器ベント最高水位になる前に格納容器外部からの原子

炉への注水を停止する。 

・サプレッションプール低水位は，冷却材喪失事故時の除熱源を確保する観点から通常運転時

低水位限界値以下では，原子炉を手動スクラムし，減圧を開始する。また，サプレッション

プール水位計測定下限（２号炉および３号炉においては，急速減圧へ移行するサプレッショ

ンプール水位）以下になった場合には，不測事態「急速減圧」へ移行する。 

⑤主な監視操作内容 

Ａ．サプレッションプール水位制御（高水位） 

・サプレッションプール水位が２４時間以内に通常運転時高水位制限値以内に復旧しない場合

は，原子炉を通常停止する。 

・サプレッションプール水位が通常運転時高水位限界値に到達した場合には，原子炉を手動ス

クラムし，原子炉制御「スクラム」および原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。 

・サプレッションプール水位がサプレッションプール水位計測定上限を超えた場合には，真空

破壊弁位置から作動差圧相当分の水位を引いた水位に到達前に原子炉再循環ポンプおよび

ドライウェル空調機を停止し，ドライウェルスプレイを実施するとともに，不測事態「急速

減圧」に移行する。なお，サプレッションプール水位の上昇が補給水系等の漏えいによるこ

とが判明している場合には，ドライウェルスプレイを作動させない。 

・サプレッションプール水位が，格納容器ベント最高水位になる前に格納容器外部からの原子

炉への注水を停止する。 

 

Ｂ．サプレッションプール水位制御（低水位） 

・サプレッションプール水位が２４時間以内に通常運転時低水位制限値以上に復旧しない場合

は，原子炉を通常停止する。 

・サプレッションプール水位が通常運転時低水位限界値以下に到達した場合は，原子炉を手動

スクラムし，原子炉制御「スクラム」および原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。 

・サプレッションプール水位が，サプレッションプール水位計測定下限（２号炉および３号炉

においては，急速減圧へ移行するサプレッションプール水位）以下になった場合，不測事態

「急速減圧」へ移行する。 

 
 

表８ 

２．格納容器制御 

（４）サプレッションプール水位制御 

①目的 

・サプレッションプール水位を監視し，制御する。 

②導入条件 

・サプレッションプール水位が通常運転時高

水位制限値以上の場合 

・サプレッションプール水位が通常運転時低

水位制限値以下の場合 

③脱出条件 

・サプレッションプール水位が２４時間以内

に通常運転時制限値以内に復旧した場合 

・サプレッションプール水位が通常運転時高

水位限界値または通常運転時低水位限界値

を超えて手動スクラムした場合 

④基本的な考え方 

・サプレッションプール高水位は，冷却材喪失事故時の空間部体積を確保する観点から通常運

転時高水位限界値以上では原子炉を手動スクラムし，減圧を開始する。さらに，それ以上の

水位では主蒸気逃がし安全弁の動荷重制限および真空破壊弁機能喪失防止の観点からサプ

レッションプール水位計測定上限を超えた場合には，真空破壊弁位置から作動差圧相当分の

水位を引いた水位に到達前にドライウェルスプレイを実施するとともに，不測事態「急速減

圧」に移行する。最終的には，格納容器ベント最高水位になる前に格納容器外部からの原子

炉への注水を停止する。 

・サプレッションプール低水位は，冷却材喪失事故時の除熱源を確保する観点から通常運転時

低水位限界値以下では，原子炉を手動スクラムし，減圧を開始する。また，急速減圧へ移行

するサプレッションプール水位以下になった場合には，不測事態「急速減圧」へ移行する。 

 

⑤主な監視操作内容 

Ａ．サプレッションプール水位制御（高水位） 

・サプレッションプール水位が２４時間以内に通常運転時高水位制限値以内に復旧しない場合

は，原子炉を通常停止する。 

・サプレッションプール水位が通常運転時高水位限界値に到達した場合には，原子炉を手動ス

クラムし，原子炉制御「スクラム」および原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。 

・サプレッションプール水位がサプレッションプール水位計測定上限を超えた場合には，真空

破壊弁位置から作動差圧相当分の水位を引いた水位に到達前に原子炉再循環ポンプおよび

ドライウェル空調機を停止し，ドライウェルスプレイを実施するとともに，不測事態「急速

減圧」に移行する。なお，サプレッションプール水位の上昇が補給水系等の漏えいによるこ

とが判明している場合には，ドライウェルスプレイを作動させない。 

・サプレッションプール水位が，格納容器ベント最高水位になる前に格納容器外部からの原子

炉への注水を停止する。 

 

Ｂ．サプレッションプール水位制御（低水位） 

・サプレッションプール水位が２４時間以内に通常運転時低水位制限値以上に復旧しない場合

は，原子炉を通常停止する。 

・サプレッションプール水位が通常運転時低水位限界値以下に到達した場合は，原子炉を手動

スクラムし，原子炉制御「スクラム」および原子炉制御「減圧冷却」へ移行する。 

・サプレッションプール水位が，急速減圧へ移行するサプレッションプール水位以下になった

場合，不測事態「急速減圧」へ移行する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴
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（１号炉の廃止措置段階
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定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
表１０ 

３．不測事態 

（１）水位回復 

①目的 

・原子炉水位を回復する。 

②導入条件 

・原子炉制御「スクラム」において，原子炉水位が有効燃料頂部まで低下した場合 

・原子炉制御「水位確保」において，原子炉水位が有効燃料頂部以上を維持できない場合 

・原子炉制御「減圧冷却」において，原子炉水位が有効燃料頂部まで低下した場合 

・不測事態「急速減圧」において，減圧が完了し，水位が判明しており，かつドライウェル空

間部温度が水位不明判断曲線の水位不明領域外である場合 

④基本的な考え方 

・原子炉水位の徴候に応じて，非常用炉心冷却系の再起動や代替注水系の起動を行う。 

・原子炉停止後何らかの理由により炉心が露出した場合，炉心の健全性が保たれている間に何

らかの方法により原子炉水位を確保しなければならない。そのために，原子炉停止後，燃料

被覆管温度が1,200℃または燃料被覆管酸化割合が15％に達するまでの時間内に原子炉水位

を確保する。よって，炉心が露出した時刻を記録し，前述の時間以内に原子炉水位を有効燃

料頂部以上に回復するように非常用炉心冷却系および復水補給水系等を起動する。 

⑤主な監視操作内容 

Ａ．水位回復 

・原子炉水位が不明の場合，不測事態「水位不明」へ移行する。 

・原子炉水位が有効燃料頂部より低下した時刻を記録する。 

・原子炉隔離時冷却系または高圧注水系（１号炉のみ）を起動する。 

・低圧で原子炉へ注水可能な系統※のうち，少なくとも２つの系統の起動を試みる。 

・低圧で原子炉へ注水可能な系統のうち，２系統以上の起動ができない場合，復水補給水系，

制御棒駆動水圧系，ほう酸水注入系，ろ過水系，残留熱除去冷却海水系（１号炉のみ）によ

る注水準備を行う。 

・原子炉水位が有効燃料頂部以上に回復したら，原子炉制御「水位確保」へ移行する。 

 

※：低圧で原子炉へ注水可能な系統とは，１号炉においては，復水ポンプ，炉心スプレイ

系Ａ系，炉心スプレイ系Ｂ系，低圧注水系Ａ系，低圧注水系Ｂ系をいう。２号炉および

３号炉においては，高圧復水ポンプ，低圧復水ポンプ，高圧炉心スプレイ系，低圧炉心

スプレイ系，低圧注水系Ａ系，低圧注水系Ｂ系，低圧注水系Ｃ系をいう。以下，各表に

おいて同じ。 

 

Ｂ．水位上昇中 

・原子炉隔離時冷却系および高圧注水系（１号炉のみ）が作動していない場合は，非常用炉心

冷却系１台以上の作動を確認して，不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・原子炉隔離時冷却系または高圧注水系（１号炉のみ）が作動している場合で，かつ最長許容

炉心露出時間以内に原子炉水位が有効燃料頂部を回復できない場合は，低圧で注水可能な非

常用炉心冷却系１台以上の作動を確認して，不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・原子炉隔離時冷却系または高圧注水系（１号炉のみ）が作動している場合で，かつ最長許容

炉心露出時間以内に原子炉水位が有効燃料頂部を回復できる場合は，原子炉制御「水位確保」

へ移行する。 

 

Ｃ．水位下降中 

・原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以上の場合は，原子炉隔離時冷却系

または高圧注水系（１号炉のみ）を作動させる。 

・原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以下の場合，または原子炉隔離時冷

却系または高圧注水系（１号炉のみ）が作動したにもかかわらず原子炉水位が上昇しない場

合は，低圧で原子炉へ注水可能な系統のうち，１台以上運転状態とし，不測事態「急速減圧」

表１０ 

３．不測事態 

（１）水位回復 

①目的 

・原子炉水位を回復する。 

②導入条件 

・原子炉制御「スクラム」において，原子炉水位が有効燃料頂部まで低下した場合 

・原子炉制御「水位確保」において，原子炉水位が有効燃料頂部以上を維持できない場合 

・原子炉制御「減圧冷却」において，原子炉水位が有効燃料頂部まで低下した場合 

・不測事態「急速減圧」において，減圧が完了し，水位が判明しており，かつドライウェル空

間部温度が水位不明判断曲線の水位不明領域外である場合 

④基本的な考え方 

・原子炉水位の徴候に応じて，非常用炉心冷却系の再起動や代替注水系の起動を行う。 

・原子炉停止後何らかの理由により炉心が露出した場合，炉心の健全性が保たれている間に何

らかの方法により原子炉水位を確保しなければならない。そのために，原子炉停止後，燃料

被覆管温度が1,200℃または燃料被覆管酸化割合が15％に達するまでの時間内に原子炉水位

を確保する。よって，炉心が露出した時刻を記録し，前述の時間以内に原子炉水位を有効燃

料頂部以上に回復するように非常用炉心冷却系および復水補給水系等を起動する。 

⑤主な監視操作内容 

Ａ．水位回復 

・原子炉水位が不明の場合，不測事態「水位不明」へ移行する。 

・原子炉水位が有効燃料頂部より低下した時刻を記録する。 

・原子炉隔離時冷却系を起動する。 

・低圧で原子炉へ注水可能な系統※のうち，少なくとも２つの系統の起動を試みる。 

・低圧で原子炉へ注水可能な系統のうち，２系統以上の起動ができない場合，復水補給水系，

制御棒駆動水圧系，ほう酸水注入系，ろ過水系による注水準備を行う。 

 

・原子炉水位が有効燃料頂部以上に回復したら，原子炉制御「水位確保」へ移行する。 

 

※：低圧で原子炉へ注水可能な系統とは，高圧復水ポンプ，低圧復水ポンプ，高圧炉心ス

プレイ系，低圧炉心スプレイ系，低圧注水系Ａ系，低圧注水系Ｂ系，低圧注水系Ｃ系を

いう。以下，各表において同じ。 

 

 

 

Ｂ．水位上昇中 

・原子炉隔離時冷却系が作動していない場合は，非常用炉心冷却系１台以上の作動を確認して，

不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・原子炉隔離時冷却系が作動している場合で，かつ最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が

有効燃料頂部を回復できない場合は，低圧で注水可能な非常用炉心冷却系１台以上の作動を

確認して，不測事態「急速減圧」へ移行する。 

・原子炉隔離時冷却系が作動している場合で，かつ最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が

有効燃料頂部を回復できる場合は，原子炉制御「水位確保」へ移行する。 

 

 

Ｃ．水位下降中 

・原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以上の場合は，原子炉隔離時冷却系

を作動させる。 

・原子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以下の場合，または原子炉隔離時冷

却系が作動したにもかかわらず原子炉水位が上昇しない場合は，低圧で原子炉へ注水可能な

系統のうち，１台以上運転状態とし，不測事態「急速減圧」へ移行する。低圧で原子炉へ注

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 

へ移行する。低圧で原子炉へ注水可能な系統が１台も運転状態とすることができない場合

は，復水補給水系，制御棒駆動水圧系，ほう酸水注入系，ろ過水系，残留熱除去冷却海水系

（１号炉のみ）を起動し，不測事態「急速減圧」へ移行する。 

 
 

水可能な系統が１台も運転状態とすることができない場合は，復水補給水系，制御棒駆動水

圧系，ほう酸水注入系，ろ過水系を起動し，不測事態「急速減圧」へ移行する。 

 
 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
表１１ 

３．不測事態 

（２）急速減圧 

①目的 

・原子炉を速やかに減圧する。 

②導入条件 

・原子炉制御「減圧冷却」において，サプレッションプール水温がサプレッションプール熱容

量制限図の運転禁止領域に入った場合 

・「格納容器圧力制御」において，サプレッションプール圧力が設計基準事故時最高圧力以上

となった場合 

・ドライウェル温度制御においてドライウェル空間部局所温度がドライウェル設計温度を超え

た場合 

・不測事態「水位回復」において，原子炉水位が有効燃料頂部以下で原子炉水位が下降中で原

子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以下の時，低圧で原子炉へ注水可能な

系統，代替注水系が起動できた場合 

・不測事態「水位回復」において，原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系および高圧注水

系（１号炉のみ）が作動できない時，非常用炉心冷却系が１台以上作動している場合 

・不測事態「水位回復」において，原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系または高圧注水

系（１号炉のみ）が作動しているが，最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が有効燃料頂

部を回復できず，非常用炉心冷却系１台以上が作動している場合 

・不測事態「水位不明」において，低圧で原子炉へ注水可能な系統，代替注水系が起動できた

場合 

・「サプレッションプール水位制御」において，サプレッションプール水位がサプレッション

プール水位計測定上限以上になり真空破壊弁位置から作動差圧相当分の水位以下に維持で

きない場合 

・「サプレッションプール水位制御」において，サプレッションプール水位がサプレッション

プール水位計測定下限（２号炉および３号炉においては，急速減圧へ移行するサプレッショ

ンプール水位）以下になった場合 

・「サプレッションプール温度制御」において，サプレッションプール水温がサプレッション

プール熱容量制限図の運転禁止領域に入った場合 

④基本的な考え方 

・原子炉圧力低下必要時に自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放して急速

減圧する。または，自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ，自

動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速

減圧」時必要弁数開放する。 

・主蒸気逃がし安全弁が使用できない場合は，高圧注水系（１号炉のみ），原子炉隔離時冷却

系等を使用して減圧する。 

・原子炉減圧の結果，原子炉水位が不明になった場合は，不測事態「水位不明」へ移行する。 

・原子炉減圧時の原子炉冷却材温度変化率は原子炉冷却材温度変化率制限値を遵守する必要は

ない。 

⑤主な監視操作内容 

・低圧で原子炉へ注水可能な系統が１台以上，または復水補給水系，制御棒駆動水圧系，ほう

酸水注入系，ろ過水系が起動していることを確認する。 

・自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放する。 

・自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ，自動減圧機能を有する

主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数開

放する。 

・自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急

速減圧」時必要弁数開放できなければ，自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以

外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要最小弁数以上開放する。 

 

表１１ 

３．不測事態 

（２）急速減圧 

①目的 

・原子炉を速やかに減圧する。 

②導入条件 

・原子炉制御「減圧冷却」において，サプレッションプール水温がサプレッションプール熱容

量制限図の運転禁止領域に入った場合 

・「格納容器圧力制御」において，サプレッションプール圧力が設計基準事故時最高圧力以上

となった場合 

・ドライウェル温度制御においてドライウェル空間部局所温度がドライウェル設計温度を超え

た場合 

・不測事態「水位回復」において，原子炉水位が有効燃料頂部以下で原子炉水位が下降中で原

子炉圧力が原子炉隔離時冷却系定格流量維持最低圧力以下の時，低圧で原子炉へ注水可能な

系統，代替注水系が起動できた場合 

・不測事態「水位回復」において，原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系が作動できない

時，非常用炉心冷却系が１台以上作動している場合 

・不測事態「水位回復」において，原子炉水位が上昇中で原子炉隔離時冷却系が作動している

が，最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が有効燃料頂部を回復できず，非常用炉心冷却

系１台以上が作動している場合 

・不測事態「水位不明」において，低圧で原子炉へ注水可能な系統，代替注水系が起動できた

場合 

・「サプレッションプール水位制御」において，サプレッションプール水位がサプレッション

プール水位計測定上限以上になり真空破壊弁位置から作動差圧相当分の水位以下に維持で

きない場合 

・「サプレッションプール水位制御」において，サプレッションプール水位が急速減圧へ移行

するサプレッションプール水位以下になった場合 

 

・「サプレッションプール温度制御」において，サプレッションプール水温がサプレッション

プール熱容量制限図の運転禁止領域に入った場合 

④基本的な考え方 

・原子炉圧力低下必要時に自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放して急速

減圧する。または，自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ，自

動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速

減圧」時必要弁数開放する。 

・主蒸気逃がし安全弁が使用できない場合は，原子炉隔離時冷却系等を使用して減圧する。 

 

・原子炉減圧の結果，原子炉水位が不明になった場合は，不測事態「水位不明」へ移行する。 

・原子炉減圧時の原子炉冷却材温度変化率は原子炉冷却材温度変化率制限値を遵守する必要は

ない。 

⑤主な監視操作内容 

・低圧で原子炉へ注水可能な系統が１台以上，または復水補給水系，制御棒駆動水圧系，ほう

酸水注入系，ろ過水系が起動していることを確認する。 

・自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁を順次開放する。 

・自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁全弁が開放できなければ，自動減圧機能を有する

主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要弁数開

放する。 

・自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急

速減圧」時必要弁数開放できなければ，自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以

外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて「急速減圧」時必要最小弁数以上開放する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
0
8 

変更前 変更後 理由 

・自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて１弁

も開放できなければ，高圧注水系（１号炉のみ），原子炉隔離時冷却系を使用して減圧する。 

・原子炉減圧が不十分である場合，主蒸気隔離弁を開し，タービンバイパス弁と復水器により

減圧する。 

・原子炉水位が判明している場合は，不測事態「急速減圧」の導入前の制御へ移行する。 

・原子炉水位が不明な場合は，不測事態「水位不明」の「満水注入」および「格納容器水素濃

度制御」へ移行する。 

 
 

・自動減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁とそれ以外の主蒸気逃がし安全弁を合わせて１弁

も開放できなければ，原子炉隔離時冷却系を使用して減圧する。 

・原子炉減圧が不十分である場合，主蒸気隔離弁を開し，タービンバイパス弁と復水器により

減圧する。 

・原子炉水位が判明している場合は，不測事態「急速減圧」の導入前の制御へ移行する。 

・原子炉水位が不明な場合は，不測事態「水位不明」の「満水注入」および「格納容器水素濃

度制御」へ移行する。 

 
 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
表１２ 

３．不測事態 

（３）水位不明 

①目的 

・原子炉水位が不明な場合に原子炉の冷却を確保する。 

②導入条件 

・「反応度制御」を除き，原子炉制御「スクラム」の他全ての制御において，原子炉水位が不

明になった場合 

・「反応度制御」の「水位不明」を実施中に，全ての制御棒が全挿入位置または最大未臨界引

抜位置まで挿入された場合 

・「ドライウェル温度制御」において，ドライウェル空間部温度が水位不明判断曲線の水位不

明領域に入った場合 

・不測事態「急速減圧」において，原子炉水位が判明しない場合，またはドライウェル空間部

温度が水位不明判断曲線の水位不明領域に入った場合 

④基本的な考え方 

・原子炉水位不明時に，給復水系，炉心スプレイ系，低圧注水系（２号炉および３号炉におい

ては給復水系，高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，低圧注水系）または，代替注水

系を使用した原子炉注水操作を行い，さらに原子炉圧力を目安にした原子炉満水操作を行

う。 

・原子炉注水操作は，使用可能な全ての注水系のうち，１系統以上を作動させ，原子炉圧力と

サプレッションプール圧力の差圧を原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上になるように注

水操作を行う。 

・原子炉水位が判明した場合は，原子炉制御「水位確保」へ移行する。 

⑤主な監視操作内容 

Ａ．注水確保 

・低圧で原子炉へ注水可能な系統が１台以上作動した場合は，不測事態「急速減圧」へ移行す

る。 

・低圧で原子炉へ注水可能な系統が１台も作動しない場合は，原子炉隔離時冷却系または高圧

注水系（１号炉のみ）を作動させる。 

・低圧で原子炉へ注水可能な系統，原子炉隔離時冷却系および高圧注水系（１号炉のみ）が作

動しない場合は，復水補給水系，制御棒駆動水圧系，ほう酸水注入系，ろ過水系，残留熱除

去冷却海水系（１号炉のみ）を作動させ，復水補給水系，制御棒駆動水圧系，ほう酸水注入

系，ろ過水系，残留熱除去冷却海水系（１号炉のみ）が作動した場合には，不測事態「急速

減圧」へ移行する。 

・原子炉隔離時冷却系または高圧注水系（１号炉のみ）が作動し，かつ低圧で原子炉へ注水可

能な系統，復水補給水系，制御棒駆動水圧系，ほう酸水注入系，ろ過水系，残留熱除去冷却

海水系（１号炉のみ）の全部が作動しない場合は，低圧で原子炉へ注水可能な系統，復水補

給水系，制御棒駆動水圧系，ほう酸水注入系，ろ過水系，残留熱除去冷却海水系（１号炉の

み）の復旧を行い，これらの系統が復旧した場合には不測事態「急速減圧」へ移行する。 

 

Ｂ．満水注入 

・不測事態「急速減圧」から移行してきた場合において，主蒸気逃がし安全弁が１弁以上開放

可能な場合，「水位計復旧」において最長許容炉心露出時間内に原子炉水位が判明しない場

合，主蒸気隔離弁，主蒸気管ドレン弁，高圧注水系（１号炉のみ），原子炉隔離時冷却系お

よび原子炉冷却材浄化系の隔離弁を閉鎖し，「満水注入」を行う。 

・不測事態「急速減圧」から移行してきた場合，主蒸気逃がし安全弁が１弁も開放できないと

きは，給復水系，炉心スプレイ系，低圧注水系（２号炉および３号炉においては給復水系，

高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，低圧注水系）または復水補給水系，制御棒駆動

水系，ほう酸水注入系，ろ過水系を使用して原子炉への注水維持を行うとともに，主蒸気隔

離弁，主蒸気管ドレン弁，高圧注水系（１号炉のみ），原子炉隔離時冷却系および原子炉冷

却材浄化系の隔離弁を開けて原子炉の減圧を継続する。 

表１２ 

３．不測事態 

（３）水位不明 

①目的 

・原子炉水位が不明な場合に原子炉の冷却を確保する。 

②導入条件 

・「反応度制御」を除き，原子炉制御「スクラム」の他全ての制御において，原子炉水位が不

明になった場合 

・「反応度制御」の「水位不明」を実施中に，全ての制御棒が全挿入位置または最大未臨界引

抜位置まで挿入された場合 

・「ドライウェル温度制御」において，ドライウェル空間部温度が水位不明判断曲線の水位不

明領域に入った場合 

・不測事態「急速減圧」において，原子炉水位が判明しない場合，またはドライウェル空間部

温度が水位不明判断曲線の水位不明領域に入った場合 

④基本的な考え方 

・原子炉水位不明時に，給復水系，高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，低圧注水系ま

たは，代替注水系を使用した原子炉注水操作を行い，さらに原子炉圧力を目安にした原子炉

満水操作を行う。 

 

・原子炉注水操作は，使用可能な全ての注水系のうち，１系統以上を作動させ，原子炉圧力と

サプレッションプール圧力の差圧を原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上になるように注

水操作を行う。 

・原子炉水位が判明した場合は，原子炉制御「水位確保」へ移行する。 

⑤主な監視操作内容 

Ａ．注水確保 

・低圧で原子炉へ注水可能な系統が１台以上作動した場合は，不測事態「急速減圧」へ移行す

る。 

・低圧で原子炉へ注水可能な系統が１台も作動しない場合は，原子炉隔離時冷却系を作動させ

る。 

・低圧で原子炉へ注水可能な系統，原子炉隔離時冷却系が作動しない場合は，復水補給水系，

制御棒駆動水圧系，ほう酸水注入系，ろ過水系を作動させ，復水補給水系，制御棒駆動水圧

系，ほう酸水注入系，ろ過水系が作動した場合には，不測事態「急速減圧」へ移行する。 

 

 

・原子炉隔離時冷却系が作動し，かつ低圧で原子炉へ注水可能な系統，復水補給水系，制御棒

駆動水圧系，ほう酸水注入系，ろ過水系の全部が作動しない場合は，低圧で原子炉へ注水可

能な系統，復水補給水系，制御棒駆動水圧系，ほう酸水注入系，ろ過水系の復旧を行い，こ

れらの系統が復旧した場合には不測事態「急速減圧」へ移行する。 

 

 

Ｂ．満水注入 

・不測事態「急速減圧」から移行してきた場合において，主蒸気逃がし安全弁が１弁以上開放

可能な場合，「水位計復旧」において最長許容炉心露出時間内に原子炉水位が判明しない場

合，主蒸気隔離弁，主蒸気管ドレン弁，原子炉隔離時冷却系および原子炉冷却材浄化系の隔

離弁を閉鎖し，「満水注入」を行う。 

・不測事態「急速減圧」から移行してきた場合，主蒸気逃がし安全弁が１弁も開放できないと

きは，給復水系，高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，低圧注水系または復水補給水

系，制御棒駆動水系，ほう酸水注入系，ろ過水系を使用して原子炉への注水維持を行うとと

もに，主蒸気隔離弁，主蒸気管ドレン弁，原子炉隔離時冷却系および原子炉冷却材浄化系の

隔離弁を開けて原子炉の減圧を継続する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 

・低圧で原子炉へ注水可能な系統のうち，いずれか１系統を使用して原子炉へ注水し，注水流

量を増加して原子炉を加圧し，原子炉圧力容器満水確認用適正弁数以下の主蒸気逃がし安全

弁を開放して原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧

力以上に維持する。 

・原子炉圧力がサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持で

きない場合は，低圧で原子炉へ注水可能な系統を１系統ずつ順次起動して，原子炉への注水

流量を増加させて，原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最

低圧力以上に維持する。 

・低圧で原子炉へ注水可能な系統を全て起動しても，原子炉圧力をサプレッションプール圧力

より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持できない場合は，主蒸気逃がし安全弁の開

数を原子炉圧力容器満水確認用最小必要弁数まで減らし，原子炉圧力をサプレッションプー

ル圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持する。 

・低圧で原子炉へ注水可能な系統を全て起動し，主蒸気逃がし安全弁を原子炉圧力容器満水確

認用最小必要弁数のみ開としても原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力

容器満水確認最低圧力以上に維持できない場合は，復水補給水系，制御棒駆動水圧系，ほう

酸水注入系，ろ過水系を起動し，原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力容

器満水確認最低圧力以上に維持する。 

・主蒸気逃がし安全弁を原子炉圧力容器満水確認用最小必要弁数のみ開とし，復水補給水系，

制御棒駆動水圧系，ほう酸水注入系，ろ過水系を全て起動しても，原子炉圧力をサプレッシ

ョンプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持できない場合は，残留熱除

去冷却海水系を起動し原子炉への注水を行う（１号炉のみ）。 

 

Ｃ．水位計復旧 

・原子炉圧力がサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持で

きていれば，炉心の健全性は確保されているため，「水位計復旧」操作は対応する余裕があ

る場合のみ試みればよい。 

・原子炉水位計の基準水柱に水を満たす。 

・原子炉への注水を継続し，基準水柱の周囲温度を 100℃以下にし，原子炉水位計を使用可能

とする。 

・原子炉水位を読み取るため，原子炉注水を停止し，原子炉水位を下げる。 

・最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が判明した場合には，原子炉制御「水位確保」へ移

行する。原子炉水位が判明しない場合には，「満水注入」へ移行する。 

 
 

・低圧で原子炉へ注水可能な系統のうち，いずれか１系統を使用して原子炉へ注水し，注水流

量を増加して原子炉を加圧し，原子炉圧力容器満水確認用適正弁数以下の主蒸気逃がし安全

弁を開放して原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧

力以上に維持する。 

・原子炉圧力がサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持で

きない場合は，低圧で原子炉へ注水可能な系統を１系統ずつ順次起動して，原子炉への注水

流量を増加させて，原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最

低圧力以上に維持する。 

・低圧で原子炉へ注水可能な系統を全て起動しても，原子炉圧力をサプレッションプール圧力

より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持できない場合は，主蒸気逃がし安全弁の開

数を原子炉圧力容器満水確認用最小必要弁数まで減らし，原子炉圧力をサプレッションプー

ル圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持する。 

・低圧で原子炉へ注水可能な系統を全て起動し，主蒸気逃がし安全弁を原子炉圧力容器満水確

認用最小必要弁数のみ開としても原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力

容器満水確認最低圧力以上に維持できない場合は，復水補給水系，制御棒駆動水圧系，ほう

酸水注入系，ろ過水系を起動し，原子炉圧力をサプレッションプール圧力より原子炉圧力容

器満水確認最低圧力以上に維持する。 

 

 

 

 

 

Ｃ．水位計復旧 

・原子炉圧力がサプレッションプール圧力より原子炉圧力容器満水確認最低圧力以上に維持で

きていれば，炉心の健全性は確保されているため，「水位計復旧」操作は対応する余裕があ

る場合のみ試みればよい。 

・原子炉水位計の基準水柱に水を満たす。 

・原子炉への注水を継続し，基準水柱の周囲温度を 100℃以下にし，原子炉水位計を使用可能

とする。 

・原子炉水位を読み取るため，原子炉注水を停止し，原子炉水位を下げる。 

・最長許容炉心露出時間以内に原子炉水位が判明した場合には，原子炉制御「水位確保」へ移

行する。原子炉水位が判明しない場合には，「満水注入」へ移行する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 
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変更前 変更後 理由 
参考 

１号炉 

（１）最大未臨界引抜位置：０２位置 

（２）スクラム不能異常過渡事象発生時原子炉出力低判定値：３％（平均出力領域モニタ） 

（３）サプレッションプールへ放出される蒸気量・サプレッションプール水温相関曲線：下図のと

おり 
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46.1℃：サプレッションプール水温 「高高」
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ＳＬＣ起動領域

ＳＬＣ起動条件（Ｏ－１）

 
（４）スクラム不能異常過渡事象発生時原子炉出力高判定値：30％（平均出力領域モニタ） 

（５）スクラム不能異常過渡事象発生時原子炉水位低下制限値：レベル２-1,000mm 

（６）スクラム不能異常過渡事象発生時原子炉水位低下限値：レベル１+1,000mm 

（７）「反応度制御」原子炉水位操作時必要弁数：２弁 

（８）「反応度制御」原子炉水位不明操作時必要弁数：２弁 

（９）炉心冠水最低圧力：下表のとおり 

開いている主蒸気逃

がし安全弁の数 

炉心冠水最低圧力 

MPa[gage] 

２ 4.1 

３ 2.7 

４ 2.1 

５ 1.7 

６ 1.4 

（１０）最長許容炉心露出時間：下図のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

＜削除＞ 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
1
2 

変更前 変更後 理由 
（１１）サプレッションプール熱容量制限図：下図のとおり 

炉 圧MPa[gage](kg/cm２g)

0.98 1.96 2.94 3.92 4.90 5.880.34

 熱  容  量  制  限  値
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（１２）残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用可能圧力：0.52MPa[gage]以下 

（１３）ドライウェルスプレイ起動圧力：0.10MPa[gage] 

（１４）「急速減圧」時必要最小弁数：１弁 

（１５）温度高警報設定点（ドライウェル局所温度）：65℃ 

（１６）主蒸気隔離弁用弁位置検出器許容温度：90℃ 

（１７）水位不明判断曲線：下図のとおり 

 
（１８）スクラム制限温度：46.1℃ 

（１９）温度高警報設定点（サプレッションプール空間部温度）：43.3℃ 

（２０）サプレッションプール水位計測定上限：+50cm 

（２１）真空破壊弁位置から作動差圧相当分の水位を引いた水位：サプレッションプール底部より

+4.1m 

（２２）格納容器ベント最高水位：サプレッションプール底部より+28.8m 

（２３）サプレッションプール水位計測定下限：-50cm 

（２４）可燃性限界に対し可燃性ガス濃度制御系の起動に要する時間，格納容器雰囲気測定系の応

答時間および計測誤差の余裕を見込んだ濃度：3.1％ 

 

 

 

 

 

 

＜削除＞ 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
1
3 

変更前 変更後 理由 
（２５）ドライウェル酸素・水素濃度と可燃性ガス濃度制御系再循環流量関係図：下図のとおり 

 

 
（２６）可燃性ガス濃度制御系運転時の制限圧力：0.106MPa[gage] 

（２７）「急速減圧」時必要弁数：３弁 

（２８）原子炉圧力容器満水確認最低圧力：0.7MPa[gage] 

（２９）原子炉圧力容器満水確認用適正弁数：２弁 

（３０）原子炉圧力容器満水確認用必要最小弁数：１弁 

 

 

 

 

 

 

＜削除＞ 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
1
4 

変更前 変更後 理由 
参考 

２号炉および３号炉 

（１）最大未臨界引抜位置：０２位置 

（２）スクラム不能異常過渡事象発生時原子炉出力低判定値：３％（平均出力領域モニタ） 

 

（省略） 

参考 

 

（１）最大未臨界引抜位置：０２位置 

（２）スクラム不能異常過渡事象発生時原子炉出力低判定値：３％（平均出力領域モニタ） 

 

（省略） 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
1
5 

変更前 変更後 理由 
 

 

 

 

 

 

 

 

添付２ 管  理  区  域  図 

（第９３条および第９４条関連） 

 
 

 

 

管理区域表示凡例 

管理区域※１ 

汚染のおそれのない管理区域 

管理区域設定・解除予定エリア 

 

※１：第９４条第１項（２）に該当する管理区域を示す。ただし，管理区域全体図については，

汚染のおそれのない管理区域が含まれている場合がある。 

 

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付１－２ 管  理  区  域  図 

（第９３条および第９４条関連） 

 
 

 

 

管理区域表示凡例 

管理区域※１ 

汚染のおそれのない管理区域 

管理区域設定・解除予定エリア 

 

※１：第９４条第１項（２）に該当する管理区域を示す。ただし，管理区域全体図については，

汚染のおそれのない管理区域が含まれている場合がある。 

 

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
1
6 

変更前 変更後 理由 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付３ 保  全  区  域  図 

（第９８条関連） 
 

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付１－３ 保  全  区  域  図 

（第９８条関連） 

 
（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
1
7 

変更前 変更後 理由 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付４ 長期保守管理方針 

（第１０８条の２関連） 
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
1
8 

変更前 変更後 理由 
 

（１）１号炉 長期保守管理方針※１（始期：平成２６年６月１日，適用期間１０年間） 

No. 保守管理の項目 実施時期※２ 

１ 

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器等＊の腐食については，代表部位

の肉厚測定を実施する。 

 

＊：原子炉冷却材浄化系再生熱交換器 

   （胴，水室・ダイヤフラム） 

  原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器 

   （水室・ダイヤフラム） 

  残留熱除去系熱交換器 

   （胴） 

短期 

２ 
シュラウドサポートの疲労割れについては，発電用原子力設備規格

維持規格に基づく目視点検を実施する。 
中長期 

３ 

炉内構造物＊の粒界型応力腐食割れについては，発電用原子力設備

規格維持規格に基づく目視点検を実施する。 

 

＊：炉内構造物 

（シュラウドサポート，上部格子板，炉心支持板，ジェットポンプ，

燃料支持金具，炉心スプレイ配管（原子炉圧力容器内部），差圧検出・

ほう酸水注入系配管（原子炉圧力容器内部），中性子束モニタ案内管） 

中長期 

４ 

炉内構造物＊の照射誘起型応力腐食割れについては，発電用原子力

設備規格維持規格に基づく目視点検を実施する。 

 

＊：炉内構造物 

（上部格子板，炉心支持板，燃料支持金具） 

中長期 

５ 

炉内構造物＊の中性子照射による靭性低下については，発電用原子

力設備規格維持規格に基づく目視点検を実施する。 

 

＊：炉内構造物 

（上部格子板，炉心支持板，燃料支持金具） 

中長期 

※１：冷温停止状態が維持されることを前提とした評価から抽出したもの。 

※２：実施時期における短期とは，平成２６年６月１日からの５年間，中長期とは，平成２６年 

６月１日からの１０年間をいう。 

 

 女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定することから，運転段

階の保安活動を第１編の

規定とし，１号炉に係る

記載を削除する） 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
1
9 

変更前 変更後 理由 
  

 

 

 

 

 

 

 

添付２－２  管  理  区  域  図 

（第２９３条および第２９４条関連） 

 
 

 

 

管理区域表示凡例 

管理区域※１ 

汚染のおそれのない管理区域 

管理区域設定・解除予定エリア 

 

※１：第２９４条第１項（２）に該当する管理区域を示す。ただし，管理区域全体図については，

汚染のおそれのない管理区域が含まれている場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
2
0 

変更前 変更後 理由 
  

添付１－２に同じ 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
2
1 

変更前 変更後 理由 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付２－３ 保  全  区  域  図 

（第２９８条関連） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 

 

 



                      女川原子力発電所原子炉施設保安規定変更比較表（令和元年度 東北電原運第２７号）       東北電力株式会社 

2
2
2 

変更前 変更後 理由 
  

添付１－３に同じ 

 

女川１号炉廃止措置に伴

う変更 

（１号炉の廃止措置段階

の保安活動を第２編に規

定する） 

 

 


